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■ 循環型社会構築のために期待されるバイオマスエネルギー 

バイオマスとは、生物資源（バイオ：Bio）の量（マス：Mass）を表す概念で、

地球に降り注ぐ太陽エネルギーを利用して、無機物の水（H2O）と二酸化炭素（CO2）

から生物の光合成によって生成された有機物であり、再生可能なカーボンニュート

ラルな資源である。バイオマスエネルギーは、バイオマスをエネルギーとして有効

利用する技術である。資源の乏しい日本はエネルギー総供給量の約 80％を石油等

の海外資源に依存しており、循環型社会の構築に向けて、バイオマスエネルギーの

利用に期待が寄せられている。 

■ エネルギー変換技術が技術開発の中心 

バイオマスエネルギーに関連する技術には、①収集、運搬、資源に係わる前処理

技術、②エネルギーに変換する技術、③利用形態による分離・精製等の後処理技術

が含まれる。バイオマス資源は、広い地域に点在し、資源種が多種・多様であり、

廃棄物の場合はそれらの混合物であり、また、熱、発電、内燃機関用液体燃料など

の各種の利用形態があるために、技術の内容は極めて多岐多様になっている。これ

らの技術の中ではエネルギー変換技術が技術開発の中心となっている。エネルギー

変換技術には、 

①ごみなどを燃焼して熱エネルギーや電力として使用する「燃焼」や製紙工場で発

生する黒液を燃焼する「黒液燃焼」などの「直接燃焼技術」、 

②ガス化溶融炉で熱化学的に変換してから燃焼する「熱変換」や合成ガスなどを生

成させて液体燃料にする「化学反応」、「炭化」、RDF などの燃料にして利用す

る「燃料化」などの「熱化学的変換技術」、 

③メタンガスを生産する「メタン発酵」やエタノール等を生産する「アルコール発

酵」、水素を生産する「水素発酵」などの「生物学的変換技術」がある。 

■ バイオマスエネルギーを取り巻く環境が整い、研究開発が活発化 

1997 年に「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」が制定され、2002

年１月には新エネルギーとして「バイオマス」が新たに加えられた。 

 さらに、2002 年 12 月には「バイオマス」をエネルギーや製品として総合的に

最大限利活用していくため、「バイオマス・ニッポン総合戦略」が閣議決定され、各

省庁が連携し、バイオマスのエネルギー利用を含むバイオマス資源の積極的導入促進

が、国家レベルで総合戦略に基づいて進められることになった。 

再生可能なバイオマスエネルギー 

バイオマスエネルギー 
 

エグゼクティブサマリー 
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■ 技術開発の拠点は関東、近畿、中国、九州を中心に全国に展開 

出願の多い主要企業 20 社の技術開発拠点を発明者の住所・居所でみると、東京都、

神奈川県などの関東地方、大阪府などの近畿地方、広島県などの中国地方、福岡県、

長崎県などの北九州地方に分布している。北海道、東北、中部、四国、南九州地方に

は比較的少ない。 

■ 技術開発の課題 

バイオマスエネルギーの技術開発の課題は技術要素により異なるが、エネルギー

に変換する「効率向上」、「安全化・安定化」、「コスト削減」、装置・システムの「コ

ンパクト化」、メタン発酵のバイオガスを燃料電池の燃料とするときなどの「品質向

上」、「環境への配慮」に関する出願が多い。 

 これらの課題の解決手段としては、前処理としての「バイオマス原料の調整」、焼

却炉や熱分解炉などの装置の改良や反応の制御・管理による「反応の最適化」、回収

したエネルギーを効率よく利用する「熱エネルギーの回収」、モニタリングとしての

「測定・分析」、排ガス中の有害物質除去などの「不用物の処理」、発生したメタン

ガスなどの「分離・精製」があり、トータルシステムとしては「地域全体のシステ

ム」がある。 

 技術要素別にみると、直接燃焼技術では熱効率の向上が最も重要な課題であり、

焼却炉の構造、熱回収方法の改善などによる解決が図られている。また、ダイオキ

シン対策などの環境への配慮も大きな課題となっている。 

熱化学的変換技術でも、熱効率の向上が大きな課題となっており、流動層型、回

転キルン型、熱分解溶融一体型など、熱分解炉の構造による対応がなされている。

生物学的変換技術では、反応効率の向上が最も大きな課題であり、温度や反応阻

害物質除去などの反応条件の最適化や反応装置の改良に加えて、バイオマス原料の

前処理により対応している。 

バイオマスエネルギーは、再生可能エネルギーの開発と廃棄物処理という２つの

側面を持ち、ともに循環型社会構築に向けて必須の技術として開発が進められてい

る。 

■ 造船重機メーカーと製鉄会社を中心に多彩な業種が参入 

バイオマスエネルギーの開発は、荏原製作所や三菱重工業、クボタなどの造船重

機メーカーと JFE ホールディングス、新日本製鐵などの製鉄会社を中心に進められ

ているが、小型の焼却炉やバイオディーゼルの開発などについては、個人を含めて

多彩なプレーヤーが特許出願を行っている。 

再生可能なバイオマスエネルギー 

バイオマスエネルギー 
 

エグゼクティブサマリー 
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○バイオマスエネルギーの技術要素と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バイオマスエネルギーの技術は、直接燃焼、熱化学的変換、生物学的変換の３つ

の技術要素で構成される。 

直接燃焼技術に関しては、効率向上が技術開発の最大の課題となっている。環境

への配慮と安全化・安定化がこれに次いでおり、ダイオキシンの発生防止が大きな

課題となっている。 

熱化学的変換技術の中心となる熱変換においては、効率向上が最大の課題となっ

ている。安全化・安定化、環境への配慮も重要な課題である。 

生物学的変換技術の中心となるメタン発酵、特に有機性廃水からのメタン発酵に

関しては、エネルギー回収と廃水処理という両側面を持っているため、効率向上と

環境への配慮がほぼ同等の課題となっている。 

バイオマスエネルギーの技術要素 

バイオマスエネルギー 
 

主要構成技術 
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バイオマスエネルギーの出願人数と出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術要素ごとの出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バイオマスエネルギー技術に関する特許出願および出願人は、199０年代半ば

に一時減少したが、1991 年以降、継続して増加してきている。 

技術要素別に見ると、熱化学的変換技術に関する出願件数が多く、またこの分

野では 1994 年頃から継続して出願件数が増加している。生物学的変換技術につ

いては、総出願件数は限られているが、1996 年頃から増加傾向を続けている。

これらに対して、直接燃焼技術はすでに実用化の段階に達したこともあって、出

願件数は停滞している。 

拡大する参入企業と特許出願件数 

バイオマスエネルギー 
 

技術開発の動向 
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バイオマスエネルギー全体の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バイオマスエネルギーにおいては､バイオマスからエネルギーを取り出す際の

効率向上が最大の課題である。これに対する解決手段としては、反応の最適化が

最も多く用いられており、熱エネルギー回収、バイオマス原料の調整によるもの

も多い。 

また、原料組成や負荷の変動などに対する安全化・安定化も大きな課題である

が、その対応策としては反応の最適化によるものが多い。 

さらに、燃焼におけるダイオキシン発生の防止など、環境への配慮が次に大き

な課題となっているのがバイオマスエネルギーの特徴である。これに対しては、

燃焼温度などの反応の最適化が主な解決手段であるが、これに加えて、不用物の

処理や地域全体のシステムとしての最適化によるものも比較的多い。 

反応条件最適化による効率向上 

バイオマスエネルギー 
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燃焼の課題解決手段と出願人 

バイオマス原料の調整 反応の最適化 

装置の改良 
反応の制御・
管理 

 
解決 
手段 

 
課題 

分別・ 
分離方法 

粉砕・ 
成型方法 

可溶化・ 
添加剤添加等 乾燥方法 

焼却炉構造の改良 
焼却炉付属 
装置の改良 

運転管理・ 
制御 

反
応
効
率
向
上 

燃
焼
効
率
向
上 

 荻原 大 
三井造船 

 産業技術総合研
究所 
土木研究所 
ｵﾙｶﾞﾉ 
荏原実業 

ﾀｸﾏ(2) 
ｸﾎﾞﾀ 
宇部興産 
田賀 喜一 
川崎重工業 
ｵｲﾙ ﾘｻｲｸﾙ 
岩崎 洋 
新村 正照 
ﾌｫﾝ ﾛ-ﾙ ｳﾑｳﾞｪﾙﾄﾃﾋﾆｸ 
興和ﾃｯｸ 
三井造船 
栄光製機 
石川島播磨重工業 
三菱重工業 
東京電気 
楊 大允 
神戸製鋼所 
ｵ-ｽﾄﾘ- ｴﾙ ﾃﾞｲｳﾞｨｯﾄ  ゙
ｵ-ｽﾒﾙﾄ ｳｴｽﾁﾝｸﾞﾊｳｽ ｴﾚ
ｸﾄﾘｯｸ  
ｹﾏNV 

  

熱
効
率
向
上 

仲由 力雄 
上 敏 

ｴｺﾃﾞｺ  
SPA 

JFEﾎｰﾙﾃﾞｨﾝ
ｸﾞｽ(2) 
日本碍子 

日立造船(2) 
月島機械 
石垣機工 
東亜環境ｻ-ﾋﾞｽ 
宇部興産 
不動ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 
今里  
幸光 
大阪ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸ  ゙
東芝 
ｸﾎﾞﾀ商会 
ﾐﾈﾙｷﾞ- 
大和三光製作所 
浜田製作所 
丸島ｱｸｱｼｽﾃﾑ 

ｸﾎﾞﾀ(3) 
ｼﾆｱ(2) 
神戸製鋼所(2) 
ｼﾞｮﾝ ｴﾇ ﾍﾞｲｼｯｸ  
郭 聡賢 
温水 和文 
鶴薗 栄喜 
東京瓦斯 
ﾀｸﾏ 
旭ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 
加茂 芳秋 
新日本製鐵 
JFEﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 
和光機械工業 
尾崎 直利 
ﾏｸ  ゙
末広工業 
白川 豊 
三井造船 

荏原製作所 
日本ｻｲﾃｯｸ 
ﾀｸﾏ 

神戸製鋼所 
ｸﾎﾞﾀ 
川崎技研 

効
率
向
上 

発
電
効
率
向
上 

        日立製作所 
ｳｪﾝ-ﾁｧﾝ ﾌﾝ ﾘﾝ 

ﾊﾟﾌﾞｺｯｸ日立   

バイオマスエネルギー技術に関しては、個人も含めて多数の出願人が、それぞ

れの強みとする分野に出願している。その中で、大手のエンジニアリング会社は、

直接燃焼、熱化学的変換および生物学的変換の全技術要素について、また、バイ

オマス原料の調整から、エネルギー変換、後処理とプロセス全般にわたって出願

している。 

燃焼技術においては、焼却炉構造の改良により反応効率や熱効率の向上を図る

出願が多いが、ここでも造船重機、鉄鋼、エンジニアリングなど様々な分野から

出願が行われている。個人の出願も多い。 

多くの分野から多数の出願人が参入 

バイオマスエネルギー 
 

課題・解決手段対応の出願人 
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熱変換技術の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○1  東京都大田区 ○26 千葉県富津市 荏原製作所 

○2  東京都目黒区 ○27 福岡県北九州市 

○3  神奈川県横浜市 

新日本製鐵 

○28 福岡県北九州市 

○4  神奈川県横浜市 ○29 広島県呉市 

○5  長崎県長崎市 ○30 広島県呉市 
三菱重工業 

○6  長崎県長崎市 

バブコック日立 

○31 神奈川県横浜市 

○7  大阪府大阪市 ○32 東京都千代田区 
クボタ 

○8  兵庫県尼崎市 ○33 茨城県日立市 

○9  東京都中央区 ○34 茨城県日立市 

○10 千葉県市原市 ○35 茨城県日立市 三井造船 

○11 岡山県玉野市 

日立製作所 

○36 栃木県下都賀郡 

○12 兵庫県尼崎市 ○37 東京都港区 
タクマ 

○13 兵庫県高砂市 ○38 兵庫県明石市 

○14 東京都江東区 

川崎重工業 

○39 兵庫県神戸市 

○15 東京都江東区 明電舎 ○40 東京都品川区 

○16 東京都江東区 ○41 大阪府大阪市 
石川島播磨重工業 

○17 神奈川県横浜市 
日立造船 

○42 大阪府大阪市 

○18 東京都千代田区 ○43 東京都品川区 

○19 東京都千代田区 
住友重機械工業 

○44 愛媛県新居浜市 JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

○20 千葉県千葉市 ○45 東京都品川区 

○21 東京都港区 
宇部興産 

○46 山口県宇部市 

○22 東京都府中市 日本碍子 ○47 愛知県名古屋市 

○23 東京都杉並区 鹿島建設 ○48 東京都港区 

○24 神奈川県横浜市 ○49 兵庫県神戸市 

東芝 

○25 神奈川県川崎市 ○50 兵庫県神戸市 

   

神戸製鋼所 

○51 兵庫県神戸市 

 

発明者に見るバイオマスエネルギーの技術開発拠点は、東京都、神奈川県などの関

東地方と兵庫県、大阪府などの近畿地方、さらには広島県などの中国地方、福岡県、

長崎県などの九州地方に広く分布している。北海道、東北地方、北陸地方は技術開発

拠点が比較的少ない。 

関東から九州にかけて広く分布 

バイオマスエネルギー 
 

技術開発の拠点の分布 

○1 ○2 ○9 ○14 ○15 ○16 ○18 ○19 ○21
○22 ○23 ○32 ○37 ○40 ○43 ○45○48  

○3 ○4 ○17 ○24 ○25

○29 ○30  

○5 ○6  

○8 ○12 ○13 ○38 ○39 ○49 ○50 ○51  

○7 ○41 ○42  

○10 ○20 ○26

○47

○44  

○11  ○33 ○34 ○35

○46  

○27 ○28  

○36

（注）表中、同一の住所であっても、事業所等の組織または所在地が異なっている。
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出願状況 熱変換技術の課題と解決手段の分布 

 

三菱重工業の出願は 136

件である。そのうち特許に

なっているものは 26 件で

ある。 

三菱重工業は、直接燃

焼、熱化学的変換、生物学

的変換の全ての分野で出

願している。 

熱化学的変換の熱変換

技術に関する出願が多く、

同じく熱化学的変換の化

学反応変換技術、生物学的

変換のメタン発酵技術に

関するものも多い。 

直接燃焼の燃焼技術で

は、ストーカ炉に関する技

術蓄積がある。また、黒液

燃焼技術に関する出願も

多い。 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

発
電
効
率
向
上 

効
率
向
上 

熱エネルギ
ー回収 
熱回収装置 

特許3408678 
95.09.13 
F23G 5/027 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 塩素によるボイラチューブ
の高温腐食を防止しながら高
温・高圧の過熱蒸気を効率的
に得ることのできる過熱蒸気
の製造装置。熱分解手段と、
チャー燃焼手段、第１の蒸気
製造手段、第２の蒸気製造手
段を有し、それぞれにフィル
タとを設ける。 

ア
ル
コ
ー
ル
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

燃
料
削
減 

コ
ス
ト
削
減 

反応の 
最適化 
反応の 
制御・管理 
反応条件 
最適化 

特許3004509 
93.09.27 
C12P 7/06 
［2］ 

微細藻からのエタノ－ル製造方法及び装置 
 細胞内にデンプンを蓄積する微細藻を培養し、培養した藻体を
含む培養液を濃縮して得られるスラリーを、pHを6.0～9.0の範
囲に保ちながら暗黒かつ嫌気性雰囲気に保持してエタノールを
生成させることを特徴とする微
細藻からのエタノール製造方法
及びそのための装置。コスト、
エネルギーを大巾に低減できる
他、極めて簡潔なプロセスでエ
タノール製造が可能。 

 

三菱重工業株式会社 

バイオマスエネルギー 
 

主要企業 

熱分解効率向上
燃焼効率向上
熱効率向上

発電効率向上
安全性確保

安定運転保持
操作性改良
損傷対策

耐蝕性向上
詰り対策

非定常運転対策
設備費削減
燃料削減

薬剤等削減
コンパクト化

ダイオキシン対策
塩素化合物対策
有害ガス対策

重金属等の対策
臭気対策

最終廃棄物削減
有価物化

立
地
条
件 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置 

測
定
・
分
析 

熱
の
複
合
利
用 

回
収
熱
の
利
用 

発
電
方
法
・
装
置 

熱
回
収
装
置 

運
転
管
理
・
制
御 

熱
分
解
炉
・
溶
融
炉
一
体
化

溶
融
炉
付
属
装
置
の
改
良 

溶
融
炉
構
造
の
改
良 

熱
分
解
炉
付
属
装
置
の
改
良

熱
分
解
炉
構
造
の
改
良 

原
料
の
投
入
管
理 

乾
燥
方
法 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

解決手段 

課 

題 

2
11

2
2

2 2

2

熱変換 



 

ix 

 

 

 
出願状況 熱変換技術の課題と解決手段の分布 

 

荏原製作所の出願は 135

件である。そのうち特許に

なっているものは 26 件で

ある。 

 荏原製作所は、直接燃

焼、熱化学的変換、生物学

的変換の全ての分野で出

願している。 

荏原製作所は、流動床型

焼却炉をごみ焼却プラン

トとして実用化しており、

これを発展させた流動床

式熱分解炉を用いた熱分

解ガス化溶融システムも

実用化している。 

 さらに、廃水処理施設と

してメタン発酵システム

を実用化している。 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

熱
分
解
効
率
向
上 

反
応
効
率
向
上 

効
率
向
上 

反応の 
最適化 
 
装置の改良 
 
熱分解炉 
構造の改良 

特許 3153091 
94.03.10 

F23C 10/02 
［13］ 

廃棄物の処理方法及びガス化及び熔融燃焼装置 
 廃棄物を流動媒体の循環流れを形成した 450℃～
650℃の流動層炉でガス化し、流動
層炉から排出されたガスと残渣
（チャー）を 1,300℃以上の旋回溶
融炉で燃焼・溶融させてスラグ化
する。 
 流動層炉の水平断面が円形にさ
れ、流動媒体が、流動層の上部か
ら移動層の上部へ転向され、両層
を循環するようにされる。可燃物
が移動層の上部へ投入され、流動
媒体と共に循環する間に可燃ガスにガス化される。 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

燃
料
削
減 

コ
ス
ト
削
減 

バイオマス
原料の調整 
 
可溶化・ 
薬剤添加等 

特許 2520795 
91.03.22 

C02F 3/30 ZAB 

有機性廃水の生物処理方法及び装置 
高濃度有機性廃水

を酸発酵し、低濃度
有機性廃水とあわせ
て処理する。 

 

 

株式会社荏原製作所 

バイオマスエネルギー 
 

主要企業 

熱分解効率向上
燃焼効率向上
熱効率向上

発電効率向上
安全性確保

安定運転保持
操作性改良
損傷対策

耐蝕性向上
詰り対策

非定常運転対策
設備費削減
燃料削減

薬剤等削減
コンパクト化

ダイオキシン対策
塩素化合物対策
有害ガス対策

重金属等の対策
臭気対策

最終廃棄物削減
有価物化

立
地
条
件 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置 

測
定
・
分
析 

熱
の
複
合
利
用 

回
収
熱
の
利
用 

発
電
方
法
・
装
置 

熱
回
収
装
置 

運
転
管
理
・
制
御 

熱
分
解
炉
・
溶
融
炉
一
体
化

溶
融
炉
付
属
装
置
の
改
良 

溶
融
炉
構
造
の
改
良 

熱
分
解
炉
付
属
装
置
の
改
良

熱
分
解
炉
構
造
の
改
良 

原
料
の
投
入
管
理 

乾
燥
方
法 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

33

3

3

5 2

3 2 2 2

2

2

解決手段 

課 

題 

熱変換 



 

x 

 

 

 
出願状況 燃焼技術の課題と解決手段の分布 

 

クボタの出願は 119 件で

ある。そのうち特許になっ

ているものは 16 件である。 

クボタは、直接燃焼、熱

化学的変換、生物学的変換

の全ての分野で出願して

いるが、直接燃焼の燃焼技

術と生物学的変換のメタ

ン発酵技術に関するもの

が多い。 

燃焼技術に関しては、焼

却炉に二次燃焼室を設け、

酸素濃度が高い状態で燃

焼させてバイオマスを完

全燃焼することにより、熱

効率や発電効率を向上さ

せるようにした焼却炉に

関する出願が多い。 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

熱
効
率
向
上 

効
率
向
上 

反応の 
最適化 
装置の改良 
焼却炉構造
の改良 

特許2771724 
92.02.07 

F23G 5/44 ZAB 

都市ゴミ焼却装置 
 蒸気を昇温するための燃焼式過熱器を設けた都市ゴミ焼却装
置において、燃焼排ガスを、酸素
濃度を高くした状態で二次燃焼空
気供給部に導く。燃焼排ガスを有
効に利用して、熱効率よく完全燃
焼状態を維持することができる。 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

反
応
効
率
向
上 

効
率
向
上 

反応の最適化 
装置の改良 

特許2739263 
91.08.19 
C02F 3/28 

日本下水道事業団 

廃水の嫌気性処理を行なう反応槽 
 微生物の自己固定型反応槽であって、反応槽の上部に、下端に
流入口を有する沈澱槽とガス溜室とを設け、沈澱
槽の下部外側に、下向きに傾斜した導入路と槽底
に向けて垂下する汚泥返流管とを設ける。反応槽
の下部に流入した原水は、自己造粒汚泥により浄
化され槽上部へ上昇して上部に至り、原水と発生
ガスの上昇流により導入路から汚泥返流管へと流
入して固定床を上昇する循環流となり、処理水に
含まれている汚泥の捕促が十分に行われ、馴養期
間が短縮される。   

株式会社クボタ 

バイオマスエネルギー 
 

主要企業 

解決手段 

課 

題 

燃焼効率向上
熱効率向上

発電効率向上
安全性確保

安定運転保持
操作性改良
損傷対策

耐蝕性向上
詰り対策

非定常運転対策
設備費削減
燃料削減

薬剤等削減
コンパクト化

品質向上
環境問題全般

ダイオキシン対
策

有害ガス対策
重金属等の対策

臭気対策
最終廃棄物削減

有価物化
立
地
条
件 

地
域
シ
ス
テ
ム
最
適
化 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置

測
定
・
分
析 

熱
の
複
合
利
用 

回
収
熱
の
利
用 

発
電
方
法
・
装
置 

熱
回
収
装
置 

運
転
管
理
・
制
御 

焼
却
炉
付
属
装
置
の
改
良

焼
却
炉
構
造
の
改
良 

原
料
の
投
入
管
理 

乾
燥
方
法 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

3 3 4 3
2 5

2 4 5

2

燃焼 



 

x 

 

 

 
出願状況 燃焼技術の課題と解決手段の分布 

 

クボタの出願は 119 件で

ある。そのうち特許になっ

ているものは 16 件である。 

クボタは、直接燃焼、熱

化学的変換、生物学的変換

の全ての分野で出願して

いるが、直接燃焼の燃焼技

術と生物学的変換のメタ

ン発酵技術に関するもの

が多い。 

燃焼技術に関しては、焼

却炉に二次燃焼室を設け、

酸素濃度が高い状態で燃

焼させてバイオマスを完

全燃焼することにより、熱

効率や発電効率を向上さ

せるようにした焼却炉に

関する出願が多い。 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

熱
効
率
向
上 

効
率
向
上 

反応の 
最適化 
装置の改良 
焼却炉構造
の改良 

特許2771724 
92.02.07 

F23G 5/44 ZAB 

都市ゴミ焼却装置 
 蒸気を昇温するための燃焼式過熱器を設けた都市ゴミ焼却装
置において、燃焼排ガスを、酸素
濃度を高くした状態で二次燃焼空
気供給部に導く。燃焼排ガスを有
効に利用して、熱効率よく完全燃
焼状態を維持することができる。 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

反
応
効
率
向
上 

効
率
向
上 

反応の最適化 
装置の改良 

特許2739263 
91.08.19 
C02F 3/28 

日本下水道事業団 

廃水の嫌気性処理を行なう反応槽 
 微生物の自己固定型反応槽であって、反応槽の上部に、下端に
流入口を有する沈澱槽とガス溜室とを設け、沈澱
槽の下部外側に、下向きに傾斜した導入路と槽底
に向けて垂下する汚泥返流管とを設ける。反応槽
の下部に流入した原水は、自己造粒汚泥により浄
化され槽上部へ上昇して上部に至り、原水と発生
ガスの上昇流により導入路から汚泥返流管へと流
入して固定床を上昇する循環流となり、処理水に
含まれている汚泥の捕促が十分に行われ、馴養期
間が短縮される。   

株式会社クボタ 

バイオマスエネルギー 
 

主要企業 

解決手段 

課 

題 

燃焼効率向上
熱効率向上

発電効率向上
安全性確保

安定運転保持
操作性改良
損傷対策

耐蝕性向上
詰り対策

非定常運転対策
設備費削減
燃料削減

薬剤等削減
コンパクト化

品質向上
環境問題全般

ダイオキシン対
策

有害ガス対策
重金属等の対策

臭気対策
最終廃棄物削減

有価物化
立
地
条
件 

地
域
シ
ス
テ
ム
最
適
化 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置

測
定
・
分
析 

熱
の
複
合
利
用 

回
収
熱
の
利
用 

発
電
方
法
・
装
置 

熱
回
収
装
置 

運
転
管
理
・
制
御 

焼
却
炉
付
属
装
置
の
改
良

焼
却
炉
構
造
の
改
良 

原
料
の
投
入
管
理 

乾
燥
方
法 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

3 3 4 3
2 5

2 4 5

2

燃焼 



 

xi 

 

 

 
出願状況 熱変換技術の課題と解決手段の分布 

 

三井造船の出願は 110 件

である。そのうち特許にな

っているものは２件であ

る。 

三井造船は、直接燃焼、

熱化学的変換、生物学的変

換の全ての分野で出願し

ているが、熱化学的変換の

熱変換技術に関するもの

が全体の８割以上を占め

る。 

ドイツのシーメンスか

ら技術導入した回転キル

ン型の熱分解ガス化溶融

システムの改良に関する

出願が多い。この技術の全

工程に関して出願してい

るが、回転キルン型の特徴

である、バイオマス原料の

調整に関する出願が多数

ある。 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

耐
蝕
性
向
上 

長
期
運
転
対
策 

安
全
化
・
安
定
化 

熱エネルギ
ー回収 
熱回収装置 

特許2996128 
94.07.25 

F23G 5/46 ZAB 

耐高温腐食用空気加熱器 
 焼却炉の高温、高腐食性ガス雰囲気
における耐食性、耐久性に著しく優れ
た耐高温腐食用空気加熱器。 
 金属製伝熱外管３と金属製伝熱内
管とからなる伝熱管の外側を耐火材
製保護管で覆う。保護管と外管３との
間には間隙を設ける。保護管と伝熱管
とは支持ボルトで連結される。ボルト
に保護用空気孔を設ける。 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

耐
蝕
性
向
上 

長
期
運
転
対
策 

安
全
化
・
安
定
化 

熱エネルギ
ー回収 
熱回収装置 

特許2996129 
95.03.16 

F23G 5/46 ZAB 

耐高温腐食用空気加熱器 
 焼却炉の高温、高腐食性ガス雰囲気における耐食性、耐久性に
著しく優れた耐高温腐食用空気加熱器。 
 金属製伝熱内管の外側に耐火材製伝熱外管を同軸的に配置し、
外管と内管との間に間隙を
設ける。空気は内管から間
隙を通り、加熱された後、
取り出される。 
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出願状況 熱変換技術の課題と解決手段の分布 

 

JFE ホールディングスの

出願は 107 件である。その

うち特許になっているも

のは５件である。 

JFE ホールディングスは

ゴミ発電プラントの分野

でトップクラスの実績を

有し、熱化学的変換の熱変

換技術に関する出願が半

分を占める。 

直接燃焼の燃焼技術、生

物学的変換のメタン発酵

技術に関する出願もあり、

熱化学的変換の RDF 燃料化

技術に関する出願件数が

多いのも特徴である。 

JFE ホールディングスの

出願件数は旧日本鋼管と
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1.1 バイオマスエネルギー技術 
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１. 技術の概要 
 

バイオマス（生物体）エネルギーは再生可能なエネルギーで

あり、その利用方法としては、直接燃焼によるもの､熱化学

的変換を行なうもの、生物学的変換を行うものがある。 
 

特許流通 

支援チャート

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1 バイオマスエネルギー技術 

1.1.1 バイオマスエネルギーの位置付けと技術範囲 

(1) 日本におけるバイオマスエネルギーの位置付け 

 20世紀には、科学技術の発展を基盤にして大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会が形

成され、豊かな生活が実現されたが、一方、エネルギーの大量消費と環境破壊を招いてき

た。 

資源の乏しいわが国は、エネルギー総供給量の約80％を石油等の海外資源に依存してい

る。また、1997年12月に京都で開催された気候変動枠組条約第３回締約国会議（COP3）で

の合意により、わが国は2008～2012年の二酸化炭素等の温室効果ガス排出量を1990年比で

６％削減することが求められている。 

 現在、地球環境問題を解決し、資源とエネルギー問題を踏まえた持続可能な循環型・自

給型社会の形成が最重要課題になっている。このような背景のもと、わが国では1997年に

「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」（新エネ法）が制定され、2002年１月

には新エネルギーとして「バイオマスエネルギー」と「雪氷熱利用」が新たに加えられた。 

 さらに、2002年12月には「バイオマス」をエネルギーや製品として総合的に最大限利活

用していくため、「バイオマス・ニッポン総合戦略」が閣議決定され、内閣府、文部科学

省、経済産業省、農林水産省、国土交通省および環境省が連携し、バイオマスのエネル

ギー利用を含むバイオマス資源の積極的導入促進が、国家レベルで総合戦略に基づいて進

められることになった。 

 バイオマスとは、生物資源（バイオ：Bio）の量（マス：Mass）を表す概念で、地球に

降り注ぐ太陽エネルギーを利用して、無機物の水（H2O）と二酸化炭素（CO2）から生物の

光合成によって生成された有機物であり、再生可能なカーボンニュートラルな資源である。 

 2002年１月に新エネ法で追加された「バイオマスエネルギー」は「動植物に由来する有

機物であってエネルギー源として利用できるもの（原油、石油ガス、可燃性天然ガスおよ

び石炭、並びにこれ等から製造される製品を除く)」と規定した上で、日本政府は2002年
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６月に廃棄物およびバイオマスを含む新エネルギーの導入目標を提示している。図1.1-1

に日本における新エネルギーの導入目標を示す。2010年に目標としている新エネルギーは、

総計で1,910万kwであるが、その内バイオマス系の廃棄物、バイオマス、黒液・廃材から

のエネルギー量は1,161万kwであり、約61％を占めている。 

 

図1.1-1 日本における新エネルギーの導入目標 
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出典：総合資源エネルギー調査会 新エネルギー部会報告書より作図 

 

図1.1-2に日本における廃棄物等の循環資源の総量を示す。廃棄物総量616百万トン中、

バイオマス系が51％、廃プラスチック・廃油類が３％である。したがって、エネルギー資

源として利用できる廃棄物の90％以上がバイオマス系と考えることができる。 

 

図1.1-2 日本における廃棄物等の循環資源の総量 
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図1.1-3に日本のバイオマス資源賦存量を示す。また、図1.1-4に日本のバイオマスエネ

ルギー賦存量と利用可能量の内訳を示す。廃棄物系を主体にしたバイマス資源のエネル

ギー賦存量（原油換算：4,334万kl）と利用可能量（原油換算：3,279万kl）は、わが国の

2000年の一次エネルギー総供給量（原油換算：60,801万kl）に対し、それぞれ7.1%と5.4%

に相当する。 

分別収集およびエネルギー転換利用上で経済性の問題は残るものの、バイオマス資源の

物理的な賦存量は十分にあるということができる。 

 

図1.1-3 日本のバイオマス資源賦存量 

 

下水汚泥
(203)

食品廃棄物
(731)

木質系
バイオマス
(1,027)

木質系
(うち製紙系)
バイオマス
(660)

農業残渣
(218)

家畜ふん尿･
し尿(439)

エネルギー賦存量合計　4,334万kl

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省「バイオマスエネルギー開発・利用戦略に関する調査研究」より作図 

 

図1.1-4 日本のバイオマスエネルギー賦存量と利用可能量の内訳 
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 エネルギー賦存量合計　4,334万kl
エネルギー利用量合計　3,279万kl 

出典：経済産業省「バイオマスエネルギー開発・利用戦略に関する調査研究」より作図 

 

次に、地球レベルでのバイオマス賦存量及び世界各国の導入実態から、わが国のバイオ

マスエネルギーの導入目標（計画）を見ることにする。 

図1.1-5に世界のバイオマスエネルギー賦存量を示す。世界全体のバイオマス資源を廃
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棄物系とプランテーション系に分類して算出した結果が示されているが、全世界の一次エ

ネルギー供給量（原油換算：110億kl）に対してバイオマスエネルギー賦存量（66億kl）

は約60％、廃棄物系のみ(29億kl)で約26％になっている。 
 

図1.1-5世界のバイオマスエネルギー賦存量 
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出典：NEDO「バイオマスエネルギー導入ガイドブック」より作成 

 

図1.1-6に日本及び世界各国のバイオマス及びバイオマス以外の再生可能エネルギー導

入状況（2000年）を示す。 

 

図1.1-6 日本及び世界各国のバイオマス及びバイオマス以外の 

再生可能エネルギー導入状況（2000年） 
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出典：NEDO「バイオマスエネルギー導入ガイドブック」より作成 
 



わが国の一次エネルギー総供給に対する再生可能エネルギーの導入比率は、米国やEUと

比べ遜色ないレベルだが、バイオマスエネルギー比率は約24％と低い状況にある。なお、

わが国の再生可能エネルギー総量の約76％は水力と地熱によるものであり、これらは再生

可能エネルギーではあるが、既存のエネルギー源であるため、先に示した新エネルギーに

は含まれていない。 

以上、バイオマスエネルギーの資源と賦存量について総括すると、全世界にはプラン

テーションを含む森林資源や植穀物資源などの生産資源と家庭ごみ、食品廃棄物、家畜ふ

ん尿、間伐木材、おが屑などの未利用・廃棄物資源があるが、わが国では後者の未利用・

廃棄物バイオマス資源のエネルギーへの転換・活用を主体にしたバイオマスエネルギー導

入計画が策定されている。 

 未利用・廃棄物系バイオマス資源のエネルギーへの転換は、バイオマス資源を可能な限

り段階的に活用するという「バイオマス資源のカスケード的活用」という点からも重要で

ある。 

 

(2) 本書で扱う範囲と技術要素 

バイオマスエネルギー利用のフローを図1.1-7に示し、その中で、本書で扱う技術要素

を表1.1-1に示す。 

バイオマスエネルギー技術は、バイオマス資源→エネルギー変換→利用のフローに対応

して、 

①収集、運搬、資源に関する前処理技術 

②エネルギーに変換する技術 

③利用形態による分離・精製等の後処理技術 

からなっている。 

前処理技術、エネルギー変換技術、後処理技術それぞれが、バイオマス資源の存在形態

が広い地域に分散し希薄であること、資源種が多種・多様であり廃棄物の場合はそれらの

混合物であること、また熱、発電、内燃機関用液体燃料など各種の利用形態があることに

より、技術の内容は極めて多岐多様になっている。 

したがって、本書では中核となるエネルギー変換技術に焦点を絞り、その上でエネル

ギー変換の技術要素を直接燃焼、熱化学的変換、生物学的変換という側面からアプローチ

する。 
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図1.1-7 バイオマスエネルギー技術の範囲 
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表1.1-1 バイオマスエネルギー変換技術の技術要素 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 

燃焼技術 
直接燃焼技術 

黒液燃焼技術 

熱変換技術 

化学反応変換技術 

炭化技術  

RDF燃料化技術 

固形燃料化技術 

セメント、高炉用燃料化技術 

液体燃料化技術 

熱化学的変換技術 

燃料化技術 

バイオディーゼル燃料化技術 

メタン発酵技術 

アルコール発酵技術 生物学的変換技術 

水素発酵技術 

 



1.1.2 直接燃焼技術 

 (1) 燃焼技術 

 家庭から排出されるごみには、動植物残渣である生ごみ、紙屑などバイオマス資源のも

のが多く含まれている。このようなごみは経済成長とともに増加し、国土が狭い日本では

減量化や無害化のために焼却処理されてきた。最近では、焼却は単に廃棄物を焼却処理す

ることから、焼却によって得られるエネルギーを有効利用し、環境負荷の低減に役立つ技

術へと大きく変化してきている。 

 エネルギー利用は、ごみ焼却熱の有効利用であり、代表的なものとしては熱として直接

利用するものとごみ発電がある。ごみ発電は従来から行われているが、発電効率が低く、

改善のための技術開発が進められている。 

 環境に関しては、ダイオキシン問題が最も大きい。日本のダイオキシン類の排出量の大

部分が焼却施設から排出されており、1997年に新しい｢ダイオキシンガイドライン｣が制定

され、2000年には｢ダイオキシン類対策特別措置法｣が制定された。焼却施設に与えた影響

は大きく、設備の改造や更新、また、新たに熱分解・ガス化溶融技術が実用化されるなど

技術的にも大きく変化してきた。 

 

表1.1.1-1 ダイオキシン類の排出量推移（単位：g-TEQ/年） 

 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 

一般廃棄物焼却施設 5,000 1,550 1,350 1,019 812 

産業廃棄物焼却施設 1,500 1,100 690 555 533 

小型廃棄物焼却炉等 368～619 368～619 307～509 353～370 185～02 

火葬場 2.1～4.6 2.2～4.8 2.2～4.9 2.2～4.8 2.2～4.8 

産業系発生源 463.4 328.7 300.9 502.3 203.5 

たばこの煙 0.1～0.2 0.1～0.2 0.1～0.2 0.1～0.2 0.1～0.2 

自動車排出ガス 1.59 1.59 1.59 1.59 1.59 

水への排出 12.8 12.3 12.4 8.6 4.6 

  合 計 7,348～7,602 3,363～3,617 2,664～2,869 2,203～2,223 1,743～1,762

出典：環境省「環境統計集」より作成 

 

 燃焼は、熱と光を伴う酸化分解反応であり、ごみの中に含まれる炭素（C）や水素（H）

などの元素が空気中の酸素と反応して二酸化炭素（CO2）と水（H2O）になる反応が主に焼

却炉の中で起こっている。焼却炉の出口温度は、臭気防止のため750℃以上に制御し、NO

ｘの生成を抑制するため950℃以下に制御されるのが一般的である。 

 また、燃焼管理で重要な空気量は、ごみの元素組成から理論的に必要な量が計算できる

が、実際の供給量はこの1.6～2.0倍（空気比という）である。また、家庭から排出される

ごみは均一なものではなく、その元素組成や発熱量が変動するので安定的な運転には注意

する必要がある。 

 焼却施設は主に、焼却炉、熱回収のボイラー、排ガス処理、発電装置などから構成され

ている。焼却炉の種類には、ストーカ（火格子）炉、流動床炉、回転キルン炉などがある。
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 ストーカ（火格子）炉は、石炭ボイラー用燃焼装置として発展してきた経緯があり、一

般廃棄物の焼却炉の実績が最も多い。前後移動するストーカでごみを攪拌、移動させなが

ら、ストーカ下から空気を供給して燃焼させるもので、小型から大型（500トン/日以上）

のものまで多くの炉が稼動している。 

 流動床炉は、多孔板上に高温流動媒体である砂を入れ、ごみを浮遊燃焼させるものであ

る。粉体など軽量の燃焼に適し、含水率の高いごみの燃焼も可能で、短時間で燃焼できる

特徴がある。ごみの定量供給と燃焼の制御に工夫が必要であり、大型化しにくく、捕集灰

が多い傾向がある。1975年頃から実用化されている。 

 回転キルン炉は、回転キルンで比較的低温で時間をかけて焼却する。後段にストーカ炉

と組み合わせて燃焼させる方式もある。ごみ質による変動が少ないのが特徴である。一般

廃棄物の焼却では少ないが、産業廃棄物の焼却処理では広く用いられている。 

 

(2) 熱回収とごみ発電 

 一般的には焼却熱の約70～85％が、ボイラーの蒸気として回収される。この飽和蒸気を

さらに加熱して過熱蒸気を得るため、排ガス高温部に過熱器を設置する。 

 発生した蒸気を利用して発電するが、蒸気タービンには背圧タービンと復水タービンが

ある。背圧タービンは、タービン出口の蒸気の排気圧力を大気圧以上にして使用し、排気

は全て復水にしている。タービン入出口の蒸気圧差が小さく発電効率は低くなる。構造が

比較的簡単であり、運転も容易（これまでのごみ発電）である。復水タービンは、タービ

ン排気圧を真空域まで下げることにより、大きな発電出力が得られる。排気の冷却方法に

より、空冷方式と水冷方式がある。復水器で放出する熱量の損失が大きく、これを軽減す

るため、タービン内で膨張する過程で数箇所から蒸気を抽気している。抽気蒸気は空気予

熱、ボイラー給水の加熱、排ガス加熱などに利用が可能で発電効率も向上する。再熱サイ

クルと呼ばれる方式で、事業用火力発電所で採用されている。 

 ごみ発電は、1965年大阪市のごみ焼却炉で始まった。燃焼によって発生する塩化水素な

どによるボイラーや過熱器の腐食を避けるため、蒸気温度が300℃程度で抑えられ、1990

年代初めまでは発電効率は10～15％程度であった。この発電効率は最近ではかなり改善さ

れ、耐腐食性のある過熱器チューブを採用して400℃級で発電効率約20％を超える性能の

ものもある（埼玉東部清掃組合、スーパーヒータの材質はステンレス）。 

 ごみ複合発電（ガスタービン組込み方式、スーパーごみ発電）は、燃焼熱によってボイ

ラーで蒸気を発生させ、この蒸気をガスタービンの排熱で再加熱して高温高圧化し、発電

効率を向上させる。群馬県高浜発電所（1996年）では、天然ガスを燃料としたガスタービ

ンを追加設置し、焼却炉から発生する蒸気を再加熱して複合発電するシステムを用いてい

る。ストーカ炉で発生した255℃の蒸気を、発電出力15,000kWのガスタービンの排気によ

り400℃まで過熱する復水式蒸気タービンであり、発電効率は30％以上といわれる。 

 

(3) 次世代型ストーカ炉による焼却システム 

 ダイオキシン問題を契機に、1990年代には以下に述べる熱分解・ガス化溶融システムが

開発されたが、ごみ焼却に最も多く採用されたストーカ炉のさらなる技術開発も積極的に

進められるようになった。運転管理が容易で前処理がほとんど不要というストーカ炉が持
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つ特徴を生かした開発が行われている。主な改良は、燃焼効率を高めるために燃焼温度を

1,000℃以上にし、少量の酸素濃度の高い空気（低空気比）を用いて燃焼させるもので、

高温燃焼のために火格子などを改良している。空気量が少ないため排ガス処理なども簡素

化される。 

 

(4) 黒液燃焼技術 

製紙工場でクラフトパルプをつくるには、木材チップに苛性ソーダなどの薬品を加えて

高温高圧下で蒸煮し、繊維をとり出す。このとき、繊維以外のリグニンなどが薬液中に溶

出し、黒液と呼ばれる廃液となる。 

黒液は、薬液の回収を目的として燃焼処理されている。黒液中の燃焼可能物質の濃度は

20％程度であり、そのままでは燃料とはならないが、蒸留器で濃度を 70％程度に上げる

とボイラーでの燃焼が可能になる。ソーダ回収ボイラーで発生する熱は、蒸気や電力に変

換され、製紙工場内で利用されている。 

 

1.1.3 熱化学的変換技術 

(1) 熱変換（熱分解・ガス化溶融）技術 

 欧州では廃棄物を焼却処理することが少なく、熱分解・ガス化の研究開発が古くから進

められていた。日本では、80年代に通商産業省の「資源再生利用技術システムの開発プロ

ジェクト」の一つとして研究された経緯がある。ごみ焼却によるダイオキシン問題を契機

に次世代ごみ処理技術として注目され、多くの企業が開発しており、最近になって実用化

された。 

 ダイオキシン類は有機物と塩素化合物の反応によって発生するが、完全燃焼によって抑

制できる。このため、燃焼温度を高温にすること（850℃以上）、滞留時間を十分に確保

すること（２秒以上）、未燃焼ガスと空気の攪拌を十分行うことなどの対策が必要であり、

ガイドラインで定められている。これを３T（Temperature、Time、Turbulence）条件と呼

んでいる。また、ダイオキシン類は排ガスの冷却過程でも合成され、250℃～400℃、特に

300℃付近で生成されるので排ガスの急冷、低温化（200℃以下）が必要である。 

図1.1.3-1に熱分解・ガス化溶融システムの概念図を示す。 

熱分解・ガス化溶融技術は、廃棄物を酸素のほとんどない条件で450℃～600℃の温度で

蒸し焼きにして熱分解・ガス化し、このガスと残渣（チャー）を1,000℃以上の高温で燃

焼して灰化・溶融する。これらを一体化した方式もある。この技術の特徴は、高温処理す

るためダイオキシンの発生が低く抑えられること、灰溶融まで行うことから外部エネル

ギーが不要で発電効率も高いこと、蒸し焼きにするため鉄や非鉄金属分の回収が容易に可

能であること、空気比が1.3～1.6であり、排ガス量が少ないことなどである。 

 熱分解・ガス化溶融炉には、熱分解・ガス化と溶融を別の炉で行うものと、一体化した

シャフト炉で行うものがある。別の炉で行う方式には熱分解炉として流動床炉、回転キル

ン炉などを用い、次いで溶融炉で熱分解残渣を燃焼させて灰分や無機化合物を溶融スラグ

とするものがある。シャフト炉型熱分解・ガス化溶融炉では、廃棄物はコークス、石炭と

ともに炉内に投入され、流動化層、炭化物移動層、高温燃焼帯の順に送られて熱分解・溶

融され、スラグとして回収される。低質のゴミの処理に有利であるがコークスを必要とす 
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る。 

 主要各社の熱分解･ガス化溶融システムの概要を表1.1.3-1に示す。 

流動床熱分解・ガス化溶融炉は、荏原製作所、神戸製鋼所、バブコック日立、日立造船

などが開発、実用化している。この方式は相対的に発電効率が高く、炉に駆動部がないこ

となどのため、自己消費電気量が他方式より少ない傾向がある。ごみ供給ラインで詰まり

防止など安定運転のための工夫が必要である。 

 回転キルン型熱分解・ガス化溶融炉は三井造船、クボタ／石川島播磨重工業、タクマ、

日立製作所／バブコック日立などが開発、実用化している。この方式は、キルンの間接加

熱、熱放散などのため、熱ロスは相対的に多い。ごみの質変動には強く、安定した熱分

解・ガス化が行われる。 

 シャフト炉型熱分解・ガス化溶融炉は、新日本製鐵、JFEホールディングス（旧日本鋼

管）、川崎技研などが開発、実用化している。この方式は製鉄所の高炉技術を応用したも

ので、コークスを常時使用するため発電量は増えるが、蒸気量の変動は比較的大きいとい

われる。溶融についての安定性はあり、スラグの質も良い。 

 

図1.1.3-1 熱分解・ガス化溶融システムの概念図 
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表1.1.3-1 主要各社の熱分解･ガス化溶融システムの概要 
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熱分解･ガス化 会社名 熱分解・ガス化溶融方式 技術提携等 

流動床型 荏原製作所 

川崎重工業 

神戸製鋼所 

日立造船 

日本碍子 

三菱重工業 

バブコック日立 

栗本鐵工所等 

住友重機械工業 

月島機械 

旋回流動床＋旋回溶融炉 

流動床＋旋回溶融炉 

流動床＋旋回溶融炉 

流動床＋旋回溶融炉 

流動床＋旋回溶融炉 

流動床＋燃焼炉＋立型旋回溶融炉 

流動床＋旋回溶融炉 

流動床＋旋回溶融炉 

流動床＋回転キルン溶融炉 

流動床＋旋回溶融炉 

 

 

 

 

 

 

 

 

クルップ・ウーデ（独）

回転キルン型 三井造船 

タクマ 

石川島播磨重工業/ 

クボタ 

日立製作所/ 

バブコック日立 

間接熱分解キルン炉＋旋回溶融炉 

間接熱分解キルン炉＋旋回溶融炉 

間接熱分解キルン炉＋回転式表面溶融炉 

 

乾燥＋直接熱分解キルン炉＋溶融炉 

シーメンス 

シーメンス 

 

 

ティド(仏) 

ストーカ型 日立造船 ストーカ炉＋溶融炉 ホン・ロール 

（スイス） 

熱分解・ 

ガス化溶融 

一体型 

新日本製鐵 

JFEホールディングス

（旧日本鋼管） 

川崎技研 

日立金属 

シャフト炉(コークス)＋再燃焼炉 

シャフト炉(コークス)再燃焼一体型 

 

シャフト炉(酸素)＋再燃焼炉 

シャフト炉(プラズマ式)＋再燃焼炉 

 

 

 

ピューロックス/昭電 

Retech（米） 

 

(2) 化学反応変換技術 

 バイオマスをガス化して合成ガスを製造し、メタノールやガソリン、ジメチルエーテル

などの液体燃料を製造する研究開発が行われている。図1.1.3-2にこの化学反応システム

の概念図を示す。合成ガスから液体燃料を生産するプロセスは既存技術があるので、バイ

オマス利用の鍵となるのは、バイオマスから効率的・合理的に合成ガスを得る技術である。

すなわち、バイオマスを酸素や水蒸気などのガス化剤によって部分酸化することにより、

目的とする組成の合成ガス（水素／一酸化炭素組成）を高効率で製造し、不要なタール分

などの生成を抑制する技術の開発が行われている。ただし、天然ガスからの合成ガス製造

技術が優れた経済性を有していることから、コストダウンが大きな課題となっている。 

主要各社の化学反応システムの概要を表1.1.3-2に示す。 

 

 



図1.1.3-2 熱化学的変換の化学反応システムの概念図 
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選別 

鉄 アルミ
ス

溶

炭素分 

源回収 

表1.1.3-2 主要各社の熱化学的変換

解・ガス化 会社名 熱分解･ガ

シャー型 JFEホールディングス

（旧川崎製鉄） 

プッシャー

＋ガス改質

キルン型 東芝 

 

日本碍子 

 

直接熱分解

ガスクラッキ

直接熱分解

ガス改質 

フト炉型 住友金属 シャフト炉

DF燃料化技術 

とは、Refuse Derived Fuelの略であり、都

ペレット状に固形化して安定化したもので

RDF化し、これをエネルギー源とした発電

によってまとめられた「新エネルギー導入

効な手段として位置付けられている。 

.1.3-3にRDF製造工程の概念図を示す。RDF

受入、破砕、選別、混合、乾燥、成形（固

では、2000年に電源開発が初めてRDFの実

、荏原製作所などのメーカーが参入し、実

府県にRDF等関係施設が存在し、国内の施
 

改質

 

融 

 

改質・

融炉)

可燃物
残渣選別
電気 

ラグ

の化学反応システムの概要 

ス改質溶融方式 技術提携等 

型熱分解＋溶融炉

 

サーモセレクト（スイス） 

キルン＋溶融炉＋

ング 

キルン＋溶融炉＋

PKA（独） 

 

Noell（独） 

(酸素)  

市ゴミなどの廃棄物から水分の大部分を

ある。廃棄物処理策のひとつとして、廃

が注目されている。1994年に資源エネル

大綱」においても、RDFが廃棄物発電の

の製造工程は、大きく分けて原料となる

形化）の各工程からなる。 

証実験に成功した。その後、石川島播磨

用化されてきている。2003年には、全国

設数は200になっている。 



図1.1.3-3 RDF製造工程の概念図 

混合乾燥

成形混合 乾燥

成形

破砕 選別 

添加剤金属回収不燃物 

添加剤

ゴミ受入 ＲＤＦ

 

 (4) バイオディーゼル燃料化技術 

バイオディーゼルとは、植物油をディーゼル油（軽油）の代替燃料として用いるもので

ある。バイオディーゼルに用いられる植物油としては、ナタネ油やパーム油などのバージ

ンオイルと廃植物油がある。 

欧州では、フランスで主にナタネ油からの生産が行われ、ドイツではバイオディーゼル

専用の給油スタンドの整備が進むなど、実用化が進んでいる。 

 植物油をディーゼル燃料として利用するためには、粘度を下げる必要があり、主にエス

テル交換反応が用いられている。現在、化学触媒法のプロセスが一部実用化されているが、

酵素法の検討も始められている。 

日本では、廃食用油を利用する方法が開発されており、染谷商店が廃天ぷら油からバイ

オディーゼル燃料を生産する技術を1993年に世界で初めて開発した。 

 

1.1.4 生物学的変換技術 

(1) メタン発酵技術 

 メタン発酵法は、有機廃水の嫌気性処理方法として古くから行われており、新しい技術

ではない。しかし、近年、固形物のメタン発酵ができるようになり、有機資源の循環シス

テムとして注目されるようになった。 

 有機廃水のメタン発酵は、好気性廃水処理と比較して曝気動力を必要とせず、汚泥発生

量も少ない省エネルギー処理法である。しかし、反応槽内にメタン生成菌を高密度に維持

することが難しいため、処理時間が長くなったり、発酵が不安定になったりするという問

題があった。 

 嫌気性細菌を高密度に反応槽内に固定化して保持するという課題に対して、固定床法、

流動床法、UASB法が開発された（図1.1.4-1）。 

固定床法は、プラスチック製やセラミック製の充填材を反応槽内に設置して、充填材の

表面に嫌気性細菌を付着させる方法である。 

流動床法は、砂やゼオライトなどの小粒径の流動担体を槽内に充填し、適度な上昇流速

を与えて流動させ、担体表面に生物膜を形成させる方法である。 

UASB（Upflow Anaerobic Sludge Blanket：上向流嫌気性スラッジベッド）法は、1980

年にオランダのLettingaらによって開発された方式であり、最も効率的な嫌気性処理方法 
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図1.1.4-1 有機性廃水のメタン発酵装置の概念図 
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のひとつである。上向流で通水し、嫌気性細菌を粒径１～３mmの顆粒状に自己造粒させて、

反応槽内に高密度に保持する方式である。 

有機性排水のメタン発酵に関しては、下水汚泥やし尿のメタン発酵で多くの実績がある。

また、UASB法が効率のよい嫌気性消化法として食品工場廃水などの処理に用いられるよう

になってきている。 

一方、固形廃棄物のメタン発酵は、生ゴミのメタン発酵に関する先駆的な研究が、1960

年代後半に米国カリフォルニア大学や米国イリノイ大学で行われたことに始まる。その後、

1978年～1985年に米国エネルギー省がRefCoM（Refuse Conversion to Methane）と呼ばれ

るパイロット実験を行ったり、欧州で1979年～1983年の５年間にメタン発酵を中心とした

21の研究プロジェクトが実施されたりして、実用プロセスが開発されてきている。 

 日本では、京都府八木町の家畜糞尿と食品工場からの廃棄物からコンポストとメタンガ

スを製造する大規模プラントをはじめとして、６ヵ所のメタン発酵施設が稼動している。 

 

(2) アルコール発酵技術 

 糖質からのアルコール（エタノール）発酵生産は、酒類の生産技術として古くから利用

されてきた技術である。近年、バイオマスを原料として生産したアルコールを液体燃料と

して利用する技術が開発されている。ブラジルでは、サトウキビを原料として年間1,000

万klを超えるエタノールが生産されている。 

 日本では、日揮が米国アルケノール社の技術を基にして、濃硫酸法による木質廃棄物か

らのエタノール生産技術の開発を行っている。これは、木質廃棄物を濃硫酸で処理するこ

とにより、セルロースとヘミセルロースからグルコースなどの糖を生成し、イオン交換樹

脂を用いて濃硫酸と糖を分離するプロセスである。得られた糖をアルコール発酵し、燃料

用エタノールを得る。 
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(3) 水素発酵技術 

 近年、光合成細菌や微細藻類を用いて水素を生産する技術が研究されている。まだ、理

論収率の20％程度にとどまっているが、廃棄物中の有機物を将来のエネルギー源の中心の

１つである水素に変換する技術として、環境問題との関連で注目されている。 

 

1.1.5 特許からみた技術の進展 

 バイオマスエネルギー技術の中で注目される技術に、熱化学的変換とメタン発酵技術が

ある。以下、熱化学的変換の中でも特に注目すべき熱変換技術とメタン発酵技術について､

技術の展開の状況を紹介する。 

 

(1) 熱変換技術の進展 

熱変換技術には、技術の概要で述べたように主に３つの方式がある。流動層（床）炉と

溶融炉からなるシステム、回転キルン炉と溶融炉からなるシステム、熱分解ガス化溶融を

シャフト炉で行う一体型である。このうち流動層炉と溶融炉を組み合わせたシステムを技

術開発している企業が最も多い。 

 

(a) 流動層型熱分解ガス化溶融システムの技術発展図 

 参入企業が最も多いのが流動層型熱分解ガス化溶融システムであり、2003年６月時点で

実績が多いのは荏原製作所のプラントである。そこで、流動層型熱分解ガス化溶融システ

ムの技術発展図は、荏原製作所の特許を中心に示した。 

図1.1.5-1に流動層型熱分解ガス化溶融システムの技術発展図を示す。荏原製作所は流

動層炉による廃棄物焼却や石炭のガス化を行っており、また流動層炉からの熱回収につい

ても技術を有している。これらから都市ごみの熱分解ガス化溶融技術を完成させた。特許

315391は基本となるものであるが、この分割出願がかなり多い。 

 荏原製作所は熱分解したガスを化学原料等に利用する技術も開発しており、宇部興産と

共同開発している。この技術は、流動層型熱分解炉の技術をベースにして、得られたガス

をさらに化学反応させている。 
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図1.1.5-1 流動層型熱分解ガス化溶融システムの技術発展図（1/2） 
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図1.1.5-1 流動層型熱分解ガス化溶融システムの技術発展図（2/2） 
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ガス製造 
 

95

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

00

 

 

 

b) 回転キルン型熱分解ガス化溶融システムの技術発展図 

この技術はドイツのシーメンスが開発したものである。日本

術を導入した。また、タクマも導入している。 

三井造船は熱分解ガス化溶融で91件と最も多くの特許を出願

型の稼動実績が2003年６月時点で６件あり、最も多い。 

図1.1.5-2に、シーメンス、三井造船、タクマの出願を中心と

ス化溶融システムの技術発展図を示す。 
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では、1991年に三井造船が

しており、また、回転キル

する回転キルン型熱分解



図1.1.5-2 回転キルン型熱分解ガス化溶融システムの技術発展図 
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特許3454576 

廃棄物処理装置及び方法
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特開2000-55332 
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性腐食成分をアルカ
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廃棄物を分解ガス化溶融

し、発電するに際し、廃棄

物の供給量を調整して発電

量を一定にする 

廃棄物を回転キルン型熱分

解ガス化･溶融炉する前に予

備加熱により塩素分を除去

回転キルン型熱分解炉

の直接加熱方式を実現

する 

熱分解ガスから蒸気

を製造し、残渣燃焼

によるエネルギーで
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主電源が停電しても熱分

解ガスが外部へ排出する

のを防ぐため、非常用電

源に切替えるシステム 

停電対策 

発電量制御 

塩素分除去

熱源利用

回収熱利用

主電源が停電しても熱

分解ガスが外部へ排出

するのを防ぐため,非

常用電源に切替える等

のシステムの改良 

廃棄物処理プラ

力を、廃棄物供

蓄積量等でコン
特許3459758 

廃棄物の熱分解燃焼溶融

装置 

97.08.25 タクマ 
ト

作

給

ト

、および

所 

熱分解炉の加熱システムを改

良するもので、熱分解ガスの

一部を燃焼して熱分解炉の熱

源とし、煙道ガスはアルカリ

等で脱塩化水素処理する 

ントで発電出

量,ホッパー

ロールする
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(c) 熱分解ガス化溶融一体型（シャフト炉）システムの技術発展図 

 熱分解ガス化溶融一体型（シャフト炉）システムの技術は、1970年～80年代に開発され

たものである。 

トラックス・システムズの方法は、炉頂から原料を供給し、炉底から酸素富化空気を供

給する。発生ガスは二次燃焼室で燃焼させる。日本のタクマが技術提携している。 

 ユニオンカーバイドの方式は、炉頂から原料を供給し、下降しながら乾燥、熱分解、燃

焼、溶融してスラグになる。炉底から酸素を供給する。この技術は昭和電工が技術導入し

ており、現在は千代田化工建設、川崎技研によって引き継がれている。 

 新日本製鐵の方式は、これにコークスや石灰石を副資材として用いる。炉底から酸素富

化空気を供給する。熱分解ガス化溶融方法による廃棄物処理で、最も多くの稼動実績があ

るのは竪型シャフト炉であり、その中でも新日本製鐵が最も多く、2003年６月時点で、全

国19ヶ所で稼動している。また、竪型シャフト炉の熱分解ガス化溶融関連の出願は、新日

本製鐵が最も多く、50件である。図1.1.5-3に熱分解ガス化溶融一体型（シャフト炉）シ

ステムの技術発展図を示す。 
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図1.1.5-3 熱分解ガス化溶融一体型(シャフト炉）システムの技術発展図 
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廃棄物溶融炉 

92.04.08 新日本製鐵 

特許2629111 

廃棄物溶融炉 

92.04.09 新日本製鐵 

特公昭46-34349 

焼却炉用排気制御システム 

69.07.10 ﾄﾗｯｸｽ･ｼｽﾃﾑｽﾞ 
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塵芥焼却炉 

75.08.14 新日本製鐵 
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特許1515740 

廃棄物溶融炉 

80.03.26 大阪ガス

特許1291982 

廃棄物の溶融式熱分解炉にお

ける燃焼支持ガス吹込方法 

78.12.25 新日本製鐵 

特許2141510 

廃棄物溶融炉 

89.05.30 新日本製鐵

特許3046723 

廃棄物溶融炉の２次燃焼炉

94.10.20 新日本製鐵 

熱分解炉と溶融炉分離

型で、溶融炉の燃焼排

ガスを熱分解炉で直接

使用する 

特開平10-281432 

焼却炉の２次燃焼室のガ

ス整流構造 

97.04.09 新日本製鐵 

ﾆ

シャフト式溶融炉からの

ガスをボイラー付き2次

燃焼炉で燃焼 

シャフト炉の溶融物排

出手段、方法 
シャフト炉の形状、調整

剤、羽口位置等を特定 

コークスを補助的に用

い、傾斜が安息角以上の

角度のシャフト炉 

熱分解･溶融シャフ

ト炉で,コークスを

補助的に用いる 

上部から廃棄物を供給し、

下部より純酸素を供給する

上部から廃棄物を供給し、

下部より熱風、酸素富化空

気を供給する羽口を設ける

上部から廃棄物を供給し、

下部より酸素富化空気を供

給する 

コークス利用

酸素吹き込み 
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特開2001-33012 

廃棄物のガス化溶融または

焼却を行う装置 

99.07.05  環境建設ｴﾝｼﾞ

ｱﾘﾝｸﾞ 
熱分解炉、溶融炉

分離型 



(2) メタン発酵技術の進展 

(a) 有機性廃水のメタン発酵の技術発展図 

 有機性廃水のメタン発酵に関しては、1980年代にオランダで開発された上向流スラッジ

ブランケット法（UASB法）が日本にも導入され、実用化されている。UASB法は高効率のメ

タン発酵装置であるが、流量変動や負荷変動によって、汚泥や菌（グラニュール）が流出

することがあり、流出防止が課題となっている。 

図1.1.5-4に汚泥流出防止の技術発展図を示す。汚泥の流出防止には、邪魔板を設ける

方法が解決手段としてとられている（特許1786991、特許2956200）。また、UASB法を速や

かに立ち上げる方法として、メタン発酵槽内で汚泥を返送する方法（特許2739263）がと

られており、これらを組み合わせた装置も開発されている（特許3374746、特許3307289）。 

 

図1.1.5-4 メタン発酵の汚泥流出防止の技術発展図 
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特許2956200 

嫌気性廃水処理装置 

90.11.08  

石川島播磨重工業 

特許2739263 

廃水の嫌気性処理を

行なう反応槽 

91.08.19 クボタ、

下水道事業団 

特許3307289 

有機性排水の嫌気性処理装置

98.04.14 栗田工業 

特許3374746 

有機性排水の嫌気性処理装置 
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邪魔板を設置 汚泥返流管を設置して､
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邪魔板と汚泥排出装置 邪魔板と汚泥排出装置 
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 また、長期間の運転時に、発酵ガスを含んだ汚泥（スカム）が発生し、メタン発酵層の

上部に詰りを生じさせることがあり、スカムを破砕することも課題となっている。 

図1.1.5-5にスカム破砕の技術展開図を示す。スカムを取り出して破砕装置で破砕する

手段がとられている（特開平02-43996、特許2884971、特許3175480、特許3358322、特許3

358321）。また、散水装置を設けたもの（特開平06-254588）やスカムを下降させる装置

を設置したもの（特許3425930）などが開発されている。 

 

図1.1.5-5 メタン発酵のスカム破砕の技術発展図 
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(b) 固体メタン発酵の技術発展図 

 近年、生ゴミや家畜の糞といった固体の有機性廃棄物のメタン発酵技術が開発され、実

用化されてきている。 

 図1.1.5-6に固体メタン発酵の技術発展図を示す。固体のメタン発酵といっても、固液

分離して浸出液をメタン発酵するもの（特開平07-11265、特開平11-169827）がある。こ

れに対して、固体廃棄物をスラリー化してメタン発酵するものもある（特許2934949、特

開2002-326071）。さらに、スラリー化する際に、有機物を濃縮する方法も提案されてい

る（特開2001-225047、特開2001-229955）。なお、メタン発酵によって得られたメタンガ

スを発電に用いる場合には、副生する硫化水素などによる腐食の問題があり、これに対し

て、発電設備をコンテナに収容するという工夫もなされている（特開2003-184575）。 
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図1.1.5-6 固体メタン発酵の技術発展図 
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 図1.1.5-7に固体メタン発酵の前処理と余剰エネルギーの利用の技術発展図を示す。生

ゴミを酸化する方法（特開平11-104604）や汚泥を超臨界処理する方法（特開2002-27349

3）などが提案されている。余剰エネルギーの利用に関しては、残渣の堆肥化が提案され

ている（特開2002-153844、特開2002-307039、特開2002-361217）。 

 

図1.1.5-7 固体メタン発酵の前処理と余剰エネルギーの利用の技術発展図 
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生ごみ、食品廃棄物
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 固体のメタン発酵によって得られたメタンガスを燃料電池の燃料に用いる技術が開発さ

れている。 

 図1.1.5-8に固体メタン発酵の燃料電池への応用の技術発展図を示す。生ゴミのメタン

発酵によって得られたメタンガスを燃料電池の燃料にする装置が開発されている（特許30

64272）。特に、近年、燃料電池の必要量を供給する方法（特開2002-280045、特開2003-3

31897）など、安定運転に必要な技術も開発されてきている。 

 

図1.1.5-8 固体メタン発酵の燃料電池への応用の技術発展図 
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1.2.1 バイオマスエネルギーの特許分類 

 ここでは、バイオマスエネルギーについて特許調査を行う場合のアクセスツールとなる

IPC 分類（国際特許分類）、FI（File Index）、F ターム（FT）を紹介する。IPC 分類は、

発明の技術内容を示す国際的に統一された特許分類である。FI は、特許庁内で審査官の

サーチファイル編成に用いる分類で、IPC をさらに細かく展開したものである。また、FT

は、特許庁審査官の審査資料検索のために開発されたもので、技術分野ごとに FT 記号を

付したものである。この他にキーワードを用いることもできる。 

 バイオマスエネルギーの特許情報へのアクセスは IPC および FI と FT およびキーワード

で示される。バイオマスエネルギーの IPC としては、B09B3/00（固体廃棄物の破壊あるい

は固体廃棄物の有用化もしくは無害化）があり、その他に C02F11/00（汚泥の処理、その

ための装置）がある。バイオマスエネルギーの FI としては、IPC と同様に、B09B3/00

（固体廃棄物の破壊あるいは固体廃棄物の有用化もしくは無害化）があり、その他に

C02F11/00（汚泥の処理、そのための装置）がある。それぞれの FI に対して、内容を限定

する FT がある。表 1.2.1-1 にバイオマスエネルギーに関する IPC および FI と、FI に対

応する FT を示す。 

なお、先行技術調査を完全に漏れなく行うためには、調査目的に応じて上記以外の分類

も調査しなければならないことがある。 

 

表 1.2.1-1 バイオマスエネルギーのアクセスツール 

IPC または FI と FT 内   容 

IPC、FI:B09B3/00 固 体 廃 棄 物 の 破 壊 あ る い は 固 体 廃 棄 物 の 有 用 化 も し く は 無 害 化

（FT:4D004） 

IPC、FI:B09B5/00 他の単一サブクラスまたはこのサブクラス内に包含されない操作（FT:4D004）

FT:4D004AA02 処理対象物  有機物（なまもの、汚泥） 

FT:4D004AA12        紙、木材等 

FT:4D004AA46        都市ごみ、一般廃棄物 

FT:4D004CA17 処理手段   生物学的処理 

FT:4D004CA21        熱的処理 

FT:4D004CA34        化学的処理 

FT:4D004CA39        超臨界流体を用いるもの 

FT:4D004BA03 再利用の用途 燃料、エネルギー利用 

IPC、FI:C02F11/00 汚泥の処理、そのための装置（FT:4D059） 

FT:4D059AA01  汚泥 し尿、ふん尿 

FT:4D059AA02     浄化槽汚泥 

FT:4D059AA03     水処理汚泥 

FT:4D059AA07     厨芥、有機廃棄物 

FT:4D059AA10     含油汚泥 

FT:4D059BA00  生物学的処理 

FT:4D059BB01  焼却、燃焼 

FT:4D059BB03  熱分解 

FT:4D059CA01  熱エネルギーの利用、回収 

FT:4D059CA11  動力の回収 

FT:4D059CC03  回収物 燃料（メタン、焼却を除く） 

1.2 バイオマスエネルギー技術の特許情報へのアクセス 
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1.2.2 直接燃焼技術 

(1) 燃焼技術 

燃焼技術に関しては、表 1.2.2-1 に示すアクセスツールがある。 

 

表 1.2.2-1 燃焼技術に関するアクセスツール 

IPC または FI と FT 内   容 

IPC、FI:F23G5/00 廃棄物の焼却 

IPC、FI:F23G5/00,108 廃棄物を炉床に沿って動かす（FT:3K061） 

IPC、FI:F23G5/00,111 回転する容器状、火格子を用いる（FT:3K061） 

FI:F23G5/027B 流動層炉を用いるもの（FT:3K061） 

FI:F23G5/027Z その他のもの（ゴム､プラスチック以外）（FT:3K061） 

FI:F23G5/24 垂直で、ほぼ円筒状の燃焼室を有するもの（FT:3K061） 

FT:3K061AC01 焼却物の種類 厨芥・ゴミ・紙 

FT:3K061AC02 汚泥・スラッジ 

FT:3K061AC05 液状廃棄物 

FT:3K061AC11 畜産業廃棄物 

FT:3K061AC12  食品業廃棄物 

FT:3K061AC17 木性廃棄物・鋸屑・バイオマス 

FT:3K061DA19 焼却前後の処理 熱回収・冷却 

IPC、FI:F23G5/46 熱の回収（FT:3K065） 

FT:3K065AB01 焼却処理形式 焼却のみ 

FT:3K065AC01 焼却物の種類 厨芥・ごみ・紙 

FT:3K065AC02 汚泥・スラッジ 

FT:3K065AC11 畜産業廃棄物 

FT:3K065AC12 食品業廃棄物 

FT:3K065AC17 木性廃棄物・鋸屑・バイオマス 

IPC、FI:F23G7/00 産業廃棄物を焼き尽くすための焼却または他の装置（FT:3K061） 

FI:F23G7/00A 廃棄物の種類に特徴があるもの（FT:3K061） 

FI:F23G7/00C 家畜類の排泄物（FT:3K061） 

FI:F23G7/00K 食品産業廃棄物（魚貝類含む）（FT:3K061） 

FI:F23G7/02 バガス、マガス（FT:3K061） 

FT:3K061DA19 焼却前後の処理 熱回収・冷却 

IPC、FI:F23G7/04,601 廃液の種類に特徴のあるもの（FT:3K079 ただし、細目なし） 

FI:F23G7/04,601A 生活廃液 

FI:F23G7/04,601B  し尿 

FI:F23G7/04,601C ゴミ廃液 

IPC、FI:F23B7/00 固体燃料燃焼装置（FT:3K046）（主に小形燃焼装置） 

FT:3K046AA05 燃料の種類 木質系燃料 

FT:3K046AA17 バイオマス 

FT:3K046AA20 廃棄物、ゴミ 

FT:3K046FA06  用途 ボイラー 
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(2) 黒液燃焼技術 

表 1.2.2-2 に黒液燃焼技術に関するアクセスツールを示す。 

 

表 1.2.2-2 黒液燃焼技術に関するアクセスツール 

IPC または FI と FT 内   容 

IPC、FI:D21C11/00 パルプ化薬液の再生（FT:4L055） 

FT:4L055BC01 パルプ廃液の処理  燃焼するもの 

FT:4L055BC16 微生物処理、発酵 

FT:4l055CC05 パルプ廃液処理装置 回収ボイラー 

FI:F23G7/04,601E パルプ廃液、黒液 

 

 

1.2.3 熱化学的変換技術 

(1) 熱変換技術 

 熱変換技術に関するアクセスツールを表 1.2.3-1 に示す。 

  

表 1.2.2-1 熱変換技術に関するアクセスツール 

IPC または FI と FT 内   容 

IPC、FI:F23G5/46 熱の回収（FT:3K065） 

FT:3K065AB02 ガス化・乾留 

FT:3K065AB03  溶融を含む 

 

(2) 化学反応変換技術 

表 1.2.2-2 に化学反応変換技術に関するアクセスツールを示す。これは、一酸化炭素含

有可燃性ガスに関するものであり、これらに該当する出願には、いわゆる合成ガスに関す

るものが多数含まれて、ノイズが多いことに注意する必要がある。 

 

表 1.2.2-2 化学反応変換技術に関するアクセスツール 

IPC または FI と FT 内   容 

IPC、FI:C10J3/00 炭素質燃料から一酸化炭素含有可燃性ガスの製造（FT:4H007 詳細なし） 

FI:C10J3/00A 固体廃棄物のガス化 

IPC、FI:C10K1/00 一酸化炭素含有可燃性ガスの精製（FT:4H060） 

FT:4H060BB03 プロセスの種類 ・固体廃棄物（熱分解）CO 含有ガスの合成 

FT:4H060CC03 プロセスの改良点 ・エネルギーの回収 

FT:4H060CC04 プロセスの改良点 ・廃棄物類の利用 

FT:4H060GG01 ガスの用途 ・ガスタービン用 

FT:4H060GG02 ガスの用途 ・燃料電池 

 

 

 

 

 

  



32 

(3) 燃料化技術 

(a) バイオディーゼル燃料化技術 

表 1.2.2-3 にバイオディーゼル燃料化技術に関するアクセスツールを示す。 

 

表 1.2.2-3 バイオディーゼル燃料化技術に関するアクセスツール 

IPC または FI と FT 内   容 

IPC、FI:C10L1/00 液体炭素質燃料 

IPC、FI:C10L1/08 圧縮点火用 

IPC、FI:C11B13/00 廃棄物質からの脂肪，脂肪油または脂肪酸の再生 

IPC、FI:C11C3/00 脂肪，脂肪油，またはそれから得られる脂肪酸の化学的変性による脂肪，

脂肪油，または脂肪酸 

 

 

1.2.4 生物学的変換技術 

(1) メタン発酵技術 

 メタン発酵技術によるバイオマスのエネルギー利用に関するアクセスツールを表

1.2.4-1 に示す。 

 

表 1.2.4-1 メタン発酵技術に関するアクセスツール 

IPC または FI と FT 内   容 

IPC、FI:C02F11/04 嫌気的処理；この処理によるメタンの製造 

FI:C02F11/04A メタンの製造（FT:4D059） 

FT:4D059BA11 嫌気的処理 

FT:4D059BA12 メタン発酵 

FT:4D059CA01 熱エネルギーの回収、利用 

FT:4D059CA11 動力の回収 

IPC、FI:C02F9/00,501 水、廃水または下水の多段処理、生物処理 

FI:C02F9/00,501D 嫌気 

FI:C02F3/28 嫌気的消化処理（FT:4D040） 

FT:4D040AA22 嫌気的処理の後処理 

FT:4B064AB03 メタン 

FT:4B064DA16 化学工学;浄化、環境保全 

IPC、FI:C12M1/107 発酵ガスを回収するための手段を有するもの 

 

(2) アルコール発酵 

表 1.2.4-2 にアルコール発酵に関するアクセスツールを示す。 

 

表 1.2.4-2 アルコール発酵に関するアクセスツール 

FI または FT 内   容 

IPC、FI:C12P7/06 エタノール、すなわち非飲料のもの（FT:4B064） 

FT:4B064AC03 エタノール 

FT:4B064DA16 化学工学;浄化、環境保全 

FI:C12N1/00S 有機廃物への利用 

FT:4B065CA06 エタノール 

FT:4B065CA55 廃棄物の分解，利用 
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1991 年以降に出願され 2003 年７月までに公開されたバイオマスエネルギーに関する特

許および実用新案は 2,265 件である。 

図 1.3-1 にバイオマスエネルギーの出願人数と出願件数の推移を示す。1997 年に一時

的な減少を示したが、全体としては 1991 年以降、参入する出願人数および出願件数にお

いて、バイオマスエネルギーに関する技術開発は益々活発になっていると見ることができ

る。2000 年には、出願人数は 450 社を超え、出願件数も 350 件を超えた。 

 

図 1.3-1 バイオマスエネルギーの出願人数と出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 1.3-1 に出願件数の多い出願人（主要出願人）の出願状況を示す。三菱重工業や荏原

製作所といった焼却炉や廃水処理装置を商品化している会社と、JFE ホールディングスや

新日本製鐵といった鉄鋼メーカーによる出願が多い。 

出願企業を出願が集中した年で見ると、三井造船が 1996 年に 42 件と非常に多くの出願

を行っているのが特徴的である。同社は 1997 年にも 21 件出願している。三菱重工業は

1995 年に 20 件の出願を行った後、一旦減少したが、2000 年に 24 件、2001 年に 29 件と

再び出願件数を増加させている。荏原製作所は 1994 年以降 10～20 件の比較的安定した出

願件数を示している。クボタは 1996 年に 21 件、1998 年に 29 件と集中した出願を行って

いる。 

最近出願件数を増加させているのは JFE ホールディングス、川崎重工業および住友重機

械工業である。特に住友重機械工業は、1997 年以降に出願が始まっている。 

 

 

1.3 技術開発活動の状況
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表 1.3-1 主要出願人の出願情況 

年次別出願件数 

No. 出願人 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計 

1 三菱重工業 2 5 14 2 20 8 7 6 19 24 29 136 

2 荏原製作所 8 8 3 15 16 15 23 5 12 11 19 135 

3 クボタ 2 11 4 6 15 21 5 29 5 8 13 119 

4 三井造船   1 8 12 42 21 4 5 8 9 110 

5 JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 3 3 2  10 4 9 14 13 21 28 107 

6 タクマ 1 4  2 1 8 12 14 8 15 19 84 

7 石川島播磨重工業 2 2 1 2 3 6 11 10 18 16 11 82 

8 東芝 2 3 4 1 1 2 2 4 13 22 10 64 

9 新日本製鐵 3 5  3 10 5 6 7 3 10 10 62 

10 バブコック日立 2 4 2 1 4 5 4 5 7 17 8 59 

11 日立製作所  1 2 4 9 8 6 11 6 6 6 59 

12 明電舎 3  4 1 2 4 16 7 5 6 9 57 

13 川崎重工業  4 1 3 4 2 6 6 4 10 15 55 

14 日立造船 1 2 8 8 2 2 4 7 6 5 7 52 

15 栗田工業 3 9 2 10 3 3  3 7 5 5 50 

16 住友重機械工業       2 4 6 17 12 41 

17 宇部興産  1  1 2 13 6 5 8 1   37 

18 日本碍子 3 3 3 1 2 5 5 2 3 1 7 35 

19 鹿島建設   4 3 2 5 1 2 2 1 4 24 

20 神戸製鋼所 1   1 5 6 1 2 4 2 1 23 

 

1.3.1 技術要素毎の出願件数 

 1991年以降に出願され2003年７月までに公開されたバイオマスエネルギーに関する特許

および実用新案の、技術要素毎の出願件数を表1.3.1-1に示す。 

 直接燃焼技術に関しては、ゴミなどを燃焼して熱エネルギーや電力として使用する「燃

焼技術」と製紙工場の廃液である黒液を燃焼する「黒液燃焼技術」が含まれる。 

 熱化学的変換技術に関しては、ガス化溶融炉などにおいて、バイオマスを熱化学的に変

換してから燃焼する「熱変換技術」と熱化学的変換によって合成ガスを生成させ、アル

コールなどの液体燃料にする「化学反応変換技術」、「炭化技術」、RDFなどの燃料にして利

用する「燃料化技術」が含まれる。さらに「燃料化技術」については、その形態で区別し

たRDF燃料化、固形燃料化、セメント・高炉用燃料化、液体燃料化、バイオディーゼル燃

料化が含まれる。 

 生物学的変換技術に関しては、メタンガスを生産する「メタン発酵技術」、エタノール

等を生産する「アルコール発酵技術」、水素を生産する「水素発酵技術」が含まれる。 
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表 1.3.1-1 バイオマスエネルギーの技術要素毎の出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 件 数 

燃焼技術 463 
直接燃焼技術 

黒液燃焼技術 48 

      (直接燃焼技術小計） （511） 

熱変換技術 733 

化学反応変換技術 178 

炭化技術 133 

RDF 燃料化技術 77 

固形燃料化技術 56 

セメント,高炉用燃料化技術 21 

液体燃料化技術 31 

熱化学的変換技術 

燃料化技術 

バイオディーゼル燃料化技術 40 

    (熱化学的変換技術小計） （1,269） 

メタン発酵技術 425 

アルコール発酵技術 40 生物学的変換技術 

水素発酵技術 20 

  （生物学的変換技術小計） （485） 

合  計 2,265 

 

図 1.3.1-2 に技術要素毎の出願件数の推移を示す。バイオマスエネルギー技術の中では

熱化学的変換技術に関する出願件数が多く、年々出願件数が増加している。次いで注目さ

れるのは生物学的変換技術で、出願件数が 1990 年代半ばから増加している。これらに対

して、直接燃焼技術に関しては出願件数に大きな変化は見られない。 

 

図 1.3.1-2 技術要素毎の出願件数の推移 
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(1) 直接燃焼技術 

図 1.3.1-3 に直接燃焼技術の燃焼および黒液燃焼に関する出願件数の推移を示す。燃焼

技術に関するものが多いが、全体としては出願件数に大きな変化は見られない。黒液燃焼

技術に関しては、1994 年以降出願が非常に限られている。 

 

図 1.3.1-3 直接燃焼技術に関する出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 熱化学的変換技術 

 図 1.3.1-4 に熱化学的変換技術の熱変換、化学反応、炭化、燃料化に関する出願件数の

推移を示す。熱変換技術に関するものが多く、1999 年以降増加している。化学反応変換

技術と炭化技術に関する出願も 1996 年以降増加している。これに対して、燃料化技術に

関する出願件数は 1990 年代半ばを境に若干減少している。 

 

図 1.3.1-4 熱化学的変換技術に関する出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 燃料化技術に関する出願を、燃料の形態毎にみた出願件数推移を図 1.3.1-5 に示す。
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て減少している。これに対して、固形燃料化技術については全体として増加傾向を示して

いる。バイオディーゼル燃料化技術に関する出願も増加の方向を示している。 

 

図 1.3.1-5 燃料化に関する出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 生物学的変換技術 

 図 1.3.1-6 に生物学的変換技術に関する出願件数の推移を示す。メタン発酵技術に関す

る出願が 1990 年代半ばから増加に転じている。アルコール発酵技術、水素発酵技術に関

してはまだ少ないが、出願されるようになってきている。 

 

図 1.3.1-6 生物学的変換に関する出願件数の推移 
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1.3.2 直接燃焼技術の技術開発活動状況 

(1) 燃焼技術 

 図1.3.2-1に燃焼技術に関する出願人数・出願件数推移を示す。1991年から1996年にか

けて出願人数、出願件数が増加した後、1997年に減少し、それ以降は出願件数が40件前後

で推移している。 

 

図1.3.2-1 燃焼技術の出願人数・出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.3.2-1に燃焼技術に関する主要出願人の出願件数推移を示す。最も出願件数が多い

出願人はクボタであるが、1990年代半ばに出されたものが多く、また最近再び出願が増加

している。JFEホールディングスやタクマも1990年代半ばに続き、近年出願が増加してい

る。 

 

表1.3.2-1 燃焼技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計 

1 クボタ  11 4 6 8 9 1 3  2 6 50 

2 JFE ホールディングス 2  1  5 1 3 3 3 6 7 31 

3 タクマ  4   1 3 6 1 2 3 8 28 

4 日立製作所  1 2 4 9 5 3     3 27 

5 日立造船  2 6 7 2  1 4  1 3 26 

6 荏原製作所 1 5  1 3 2 2 2 4     20 

7 三菱重工業     3 1 1 2 4 4 3 18 

8 三井造船    1 3 4 4 2  1   15 

9 バブコック日立  1  1 4 3 1  1 1 1 13 
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(2) 黒液燃焼 

 図1.3.2-2に黒液燃焼技術に関する出願人数・出願件数推移を示す。出願人数、出願件

数とも全体として減少傾向にあり、1991年、1992年には10社、10件以上あったが、1994年

以降は５社、５件以下になっている。これは、黒液燃焼が製紙工場におけるエネルギー回

収利用プロセスとしてすでに完成したものであることを示している。 

 

図1.3.2-2 黒液燃焼技術の出願人数・出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.2-2に黒液燃焼技術に関する主要出願人の出願件数推移を示す。三菱重工業とバ

ブコック日立による出願が多いが、いずれも最近の出願はない。 

 

表1.3.2-2 黒液燃焼技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計 

1 三菱重工業 1 4 4  1         10

2 バブコック日立 2 3 2           7

3 川崎重工業  1     1 2      4

3 ｱｰﾙｽﾄﾛｰﾑ ﾏｼｰﾅﾘｰ OY 1 3   4

 

 

1.3.3 熱化学的変換技術の技術開発活動状況 

(1) 熱変換技術 

 図1.3.3-1に熱変換技術に関する出願人数・出願件数推移を示す。1997年から1998年に

一時減少したが、全体としては出願人数、出願件数とも増加傾向にある。 
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図1.3.3-1 熱変換技術の出願人数・出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.3.3-1に熱変換技術の主要出願人の出願件数推移を示す。三井造船、荏原製作所、

タクマなどの造船重機メーカーからの出願と、新日本製鐵、JFEホールディングスなどの

製鉄会社からの出願が多い。 

最も出願件数が多い三井造船は1990年代半ばに出願を集中しているが、荏原製作所、

JFEホールディングスは最近も多くの出願を行っている。1996年に出願が始まったタクマ、

石川島播磨重工業、バブコック日立が上位に入っている。また、住友重機械工業は1998年

に出願が始まっている。 

 

表1.3.3-1 熱変換技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 三井造船    1 6 9 38 17 2 5 7 6 91

2 荏原製作所     14 8 1 10 1 1 4 15 54

3 新日本製鐵 3 5  2 10 5 6 4 2 7 6 50

4 JFE ホールディングス 1 2   1 1 4 5 8 10 16 48

5 タクマ       4 6 13 6 10 6 45

6 三菱重工業     1 12 6 4 1 3 5 9 41

7 石川島播磨重工業       5 9 3 15 6 1 39

8 バブコック日立       1 3 5 5 14 4 32

9 明電舎      1 3 2 4 4 6 5 25

10 クボタ      2 9 4 3  1 2 21

11 日立製作所       3 1 8 5 3 1 21

12 川崎重工業   3  1 2 2 2 2 2 2 4 20

13 東芝 1      2 2 7 6   18

14 住友重機械工業         1 1 10 5 17

15 神戸製鋼所 1   1 1 4 1 1 3 2   14
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(2) 化学反応変換技術 

 図1.3.3-2に化学反応変換技術に関する出願人数・出願件数推移を示す。1998年までは

出願人数、出願件数が限られていた。1999年になって大幅に増加し、2001年の出願人数は

50社、出願件数は35件に近いものとなっている。 

 

図1.3.3-3 化学反応変換技術の出願人数・出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.3.3-2に化学反応変換技術に関する主要出願人の出願件数推移を示す。三菱重工業

と宇部興産からの出願が多い。1998年以降、東芝の出願も増加している。 

 

表1.3.3-2 化学反応変換技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 三菱重工業   1 4 1 3 1   2 9 4 25

2 宇部興産      1 4 5 5 7 1   23

3 荏原製作所 1    2 5 6  4   1 19

4 東芝         2 3 5 3 13

5 石川島播磨重工業        1  2 2 3 8

6 日立製作所       1 3 1 2 1 8

7 大阪瓦斯      2 1 4  7

8 日本碍子       2   1   3 6
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(3) 炭化技術 

 図1.3.3-3に炭化技術に関する出願人数・出願件数推移を示す。1996年までは年間に数

社数件程度であったが、1997年以降出願人数、出願件数ともに増加し、1998年以降は出願

人数20社以上、出願件数20件以上となっている。特に2000年には出願人数が70社近くに達

し、出願件数も35件を超えた。 

 

図1.3.3-3 炭化技術の出願人数・出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.3.3-3に炭化技術に関する主要出願人の出願件数推移を示す。日立ハウステックや

中国メンテナンスなどが多くの出願を行っている。いずれも1998年以降参入した企業であ

り、注目される。 

 

表1.3.3-3 炭化技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 日立ハウステック 3 4 1 1 9

2 中国メンテナンス 1 3  4

3 荏原製作所 1 1 1  3

3 クボタ 2 1   3

3 御池鉄工所 1 2   3

3 高砂工業 2 1   3

3 新日本空調 1 2  3

3 新明和工業 2 1   3
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(4) 燃料化技術 

(a) RDF燃料化技術 

 図1.3.3-4にRDF燃料化技術に関する出願人数・出願件数推移を示す。1990年代後半に出

願人数、出願件数のピークを示したが、最近では共に低い水準である。 

 

図1.3.3-4 RDFの出願人数・出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.3-4にRDF燃料化技術に関する主要出願人の出願件数推移を示す。明電舎が1997年

に集中して出願したが、その後出願は止まっている。次いでJFEホールディングスの出願

が多い。 

 

表1.3.3-4 RDF燃料化技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 明電舎 1 10 1    12 

2 JFE ホールディングス 3 2 2 2 1 1  11 

3 川崎重工業 1 2 1  2 6 

4 石川島播磨重工業 1 1 2  1  5 

5 荏原製作所 1 2 1     4 

5 御池鉄工所 2 1    1 4 

5 東芝機械 1 1  1 1    4 
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(b) 固形燃料化技術 

 図1.3.3-5に固形燃料化技術に関する出願人数・出願件数推移を示す。全体として出願

人数、出願件数ともに少なく、年によって変動があるが、10社、５件前後にとどまってい

る。 

 

図1.3.3-5 固形燃料化技術の出願人数・出願件推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.3.3-5に固形燃料化技術の主要出願人の出願件数推移を示す。荏原製作所が最も多

いが、出願件数自体は少ない。 

 

表1.3.3-5 固形燃料化技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 荏原製作所 2 2   4

2 石川島播磨重工業 2 1  3

2 バブコック日立 1 1  1 3

2 川崎重工業 1 1 1  3

2 三菱金属 1 1 1  3
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(c) セメント・高炉用燃料化技術 

 図1.3.3-6にセメント・高炉用燃料化技術に関する出願人数・出願件数推移を示す。出

願人数、出願件数が最大であった2000年についても、８社、６件と低い水準にある。 

 

図1.3.3-6 セメント・高炉用燃料化技術の出願人数・出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.3-6にセメント・高炉用燃料化技術に関する主要出願人の出願件数推移を示す。

最も多い太平洋セメントについても、出願件数は４件と少ない。 

 

表1.3.3-6 セメント・高炉用燃料化技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 太平洋セメント  1      1  2  4

2 JFE ホールディングス         2  1  3
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(d) 液体燃料化技術 

図1.3.3-7に液体燃料化技術に関する出願人数・出願件数推移を示す。1997年以降、出

願人数、出願件数とも10社、10件以下で低調である。 

 

図1.3.3-7 液体燃料化技術の出願人数・出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.3.3-7に液体燃料化技術に関する主要出願人の出願件数推移を示す。最も出願の多

い宇部興産も1996年に８件の出願を行っただけである。 

 

表1.3.3-7 液体燃料化技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 宇部興産       8        8
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(d) バイオディーゼル燃料化技術 

 図1.3.3-8にバイオディーゼル燃料化技術に関する出願人数・出願件数推移を示す。

1995年まではほとんど出願がなかったが、1996年以降は若干増加し、毎年約10社により６

件前後の出願が見られるようになっている。 

 

図1.3.3-8 バイオディーゼル燃料化技術の出願人数・出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.3.3-8にバイオディーゼル燃料化技術に関する主要出願人の出願件数推移を示す。

最も出願の多い住友化学工業は1998年以降の出願である。 

 

表1.3.3-8 バイオディーゼル燃料化技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 住友化学工業         3  2 1 6

2 ロンフオ－ド      2  1    3

3 関西新技術研究所      2    1 3
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1.3.4 生物学的変換技術の技術開発活動状況 

(1) メタン発酵技術 

 図1.3.4-1にメタン発酵技術に関する出願人数・出願件数推移を示す。1991年から1995

年まで、出願人数・出願件数ともに低い水準にあった。1998年からは、出願人数・出願件

数がほぼ直線的に増加し、2001年の出願人数は約120社、出願件数は約90件に達している。 

 

図1.3.4-1 メタン発酵技術の出願人数・出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.4-1にメタン発酵技術に関する主要出願人の出願件数推移を示す。栗田工業、ク

ボタ、東芝、荏原製作所、三菱重工業などが上位に位置している。栗田工業は比較的安定

した出願を行っている。クボタは1998年に21件の出願を集中している。東芝や三菱重工業

は比較的最近になって出願を増加している。 

 

表1.3.4-1 メタン発酵技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 栗田工業  3 8 2 10 3 3  2 4 4 4 43

2 クボタ 2    3 1  21 3 5 5 40

3 東芝 1 2 4 1 1 2   1 10 7 29

4 荏原製作所 3 3 1   3 4  2 6 3 25

5 三菱重工業       1 1 8 3 12 25

6 鹿島建設   3 2 1 5  2 2  2 17

7 住友重機械工業       2 2 3 4 6 17

8 石川島播磨重工業 2 1  1     1 4 5 14

9 明電舎 3  4 1   2    4 14

10 川崎重工業    1    1  3 5 10

11 日立造船   2 1   1 1 2 1 2 10
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(2) アルコール発酵技術 

 図1.3.4-2にアルコール発酵技術に関する出願人数・出願件数推移を示す。最も出願人

数、出願件数が多い1993年でも８社、８件と極めて低調である。 

 

図1.3.4-2 アルコール発酵技術の出願人数・出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.3.4-2にアルコール発酵技術に関する主要出願人の出願件数推移を示す。最も出願

件数の多い三菱重工業は、1993年に６件の出願を集中しているが、その後の出願は少ない。 

 

表1.3.4-2 アルコール発酵技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 三菱重工業    6    1 1 2     10

2 ノボザイムス AS      1 2   3
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(3) 水素発酵技術 

 図1.3.4-3に水素発酵技術に関する出願人数・出願件数推移を示す。2000年までは出願

人数、出願件数とも極めて低い水準にあったが、2001年には出願人が10社を超え、出願件

数も７件となった。 

 

図1.3.4-3 水素発酵技術の出願人数・出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.3.4-3に水素発酵技術に関する主要出願人の推移を示す。荏原製作所と荏原総合研

究所が共同で1990年代初めに４件出願しているが、近年の出願は東京瓦斯、電制などによ

るものである。 

 

表1.3.4-3 水素発酵技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計 

1 荏原製作所 2  2           4 

1 荏原総合研究所 2  2         4 

1 東京瓦斯         2  2 4 

2 電制         1  2 3 
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1.4.1 バイオマスエネルギーの課題と解決手段 

 バイオマスエネルギー技術は、直接燃焼と熱化学的変換、生物学的変換の３つの技術要

素からなり、それぞれの技術要素により課題が異なる。技術要素ごとに課題と解決手段を

それぞれ三段階に階層化して体系化し、紹介する。 

 ただし、上位概念の課題Ⅰは３つの技術要素に共通しており、バイオマスエネルギーを

変換するに際しての「効率向上」、「安全化・安定化」、「コスト削減」、装置・システムの

「コンパクト化」、メタン発酵によって得られたバイオガスを燃料電池の燃料として用い

る場合などに必要な「品質向上」、および「環境への配慮」がある。 

 これらの課題に対する解決手段としては、エネルギー変換に用いる前処理としての「バ

イオマス原料の調整」、焼却炉や熱分解炉、メタン発酵槽などの装置の改良や反応の制

御・管理による「反応の最適化」、回収したエネルギーを発電などによって効率よく利用

する「熱エネルギーの回収」、反応を効率的に行うためのモニタリングとしての「測定・

分析」、排ガス中の有害物質除去などの「不用物の処理」、発生したメタンガスなどの「分

離・精製」があり、さらには、トータルシステムとしての「地域全体のシステム」がある。 

 表1.4.1-1にバイオマスエネルギー共通の課題と解決手段を示す。 

 

表 1.4-1 バイオマスエネルギー共通の課題と解決手段 

課  題  解決手段 

効率向上  バイオマス原料の調整 

安全化・安定化  反応の最適化 

コスト削減  熱エネルギー回収 

コンパクト化  測定・分析 

品質向上  不用物の処理 

環境への配慮  分離・精製 

地域全体のシステム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4 技術開発の課題と解決手段
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 図 1.4.1-1 にバイオマスエネルギー全体の課題と解決手段の分布を示す。効率向上が最

大の課題であり、これに対しては反応の最適化と熱エネルギー回収、バイオマス原料の調

整により対応している。次いで安全化・安定化も大きな課題になっており、反応の最適化

により対応するものが多い。環境への配慮が比較的重要な課題となるのはバイオマスエネ

ルギーの特徴であるが、これに対する解決手段としては主に反応の最適化、熱エネルギー

回収、バイオマス原料の調整が主に用いられている。これに加えて、不用物の処理、地域

全体のシステムを用いるものも少なくない。 

 

 

図 1.4.1-1 バイオマスエネルギー全体の課題と解決手段の分布 
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図 1.4.1-2 にバイオマスエネルギーの技術要素と課題の分布を示す。直接燃焼の中心で

ある燃焼技術に関しては、効率向上が最大の課題であるが、環境への配慮と安全化・安定

化も大きな課題となっている。直接燃焼における環境への配慮の具体的内容は、ダイオキ

シンの発生防止が中心となっている。 

熱化学的変換で最も出願が集中している熱変換技術においても、効率向上が最大の課題

であり、環境への配慮、安全化・安定化に関するものも多い。 

生物学的変換の中で最も出願の多いメタン発酵技術については、効率向上と環境への配

慮がほぼ同等の課題となっている。これに次いで、コスト削減と安全化・安定化を課題と

するものも多い。特に有機性廃水からのメタン発酵に関しては、エネルギー回収と廃水処

理という両側面を持っており、環境への配慮に関する課題が大きくなっている。 

 

図 1.4.1-2 バイオマスエネルギーの技術要素と課題の分布 
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1.4.2 直接燃焼技術の課題と解決手段 

 表1.4.2-1に直接燃焼技術の課題と解決手段を示す。課題Ⅰと解決手段Ⅰはバイオマス

エネルギー全体に共通の課題と解決手段であり、以下は直接燃焼技術に特有の課題と解決

手段である。 

 

表 1.4.2-1 直接燃焼技術の課題と解決手段の一覧 

課  題 解決手段 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 解決手段Ⅰ 解決手段Ⅱ 具体的解決手段

燃焼効率向上 分別・分離方法 

熱効率向上 粉砕・成型方法 効率向上 

発電効率向上 可溶化・薬剤添加等 

安全性確保 

バイオマス 

原料の調整 

乾燥方法 

安定運転保持 原料の投入管理 

操作性改良  
焼却炉構造 

の改良 

損傷対策  

装置の改良 
焼却炉付属 

装置の改良 

耐蝕性向上  

反応の最適化

反応の制御 

・管理 

運転管理・ 

制御 
長期運転対策 

詰り対策  熱回収装置 

安全化・ 

安定化 

非定常運転対策  発電方法・装置 

設備費削減  回収熱の利用 

燃料削減  

熱エネルギー

回収 

熱の複合利用 コスト削減 

薬剤等削減  測定・分析 

コンパクト化  不用物の処理 排ガス処理方法・装置 

品質向上  地域システム最適化 

環境問題全般  

地域全体の 

システム 
立地条件 

ダイオキシン

対策 
   

有害ガス対策    有害物質対策 

重金属等の 

対策 
   

臭気対策    

最終廃棄物削減    

環境への配慮 

有価物化    
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(1) 燃焼技術 

廃棄物処理は、ごみを単に焼却処理するだけでなく、燃焼によって得られるエネルギー

を活用し、環境への負荷を極力少なくすることが求められるようになっている。1991 年

度に全国で 113 箇所あった発電付きの一般廃棄物焼却施設は、1995 年度には 146 箇所、

2000 年度には 200 箇所と 10 年間で約２倍になった。最大出力は 1991 年度の約 35 万 kW

が、2000 年度には約 98 万 kW と約３倍に増大した。このように一般廃棄物の焼却による

発電が増加してきており、焼却技術は実用化が進んでいる。焼却処理における問題は、一

般的には燃焼によって得られるエネルギーをいかに有効に利用するか、ダイオキシン等環

境への負荷をいかに少なくするかである。図 1.4.2-1 にごみ発電の発電効率の推移を示す。

ひとつのデータ点は、ある年度に竣工したごみ発電設備１基の発電効率を示している。

1980 年代後半には発電効率が５％前後のものが主体であったが、1990 年代に入り、ごみ

発電施設の竣工数が増加するとともに、発電効率の高いごみ発電施設が導入されるように

なってきている。 

図 1.4.2-1 ごみ発電の発電効率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：NEDO「新エネルギーデータ集」より作成 

燃焼技術は、先に図 1.3.2-1 に示したように 1997 年以降出願件数はほぼ安定しており、

技術的には成熟化してきている。燃焼技術の課題と解決手段の分布を図 1.4.2-2 に示す。 

 課題としては熱効率の向上が最も多い。これに対する解決手段は、焼却炉の構造、熱回

収装置、熱回収・利用方法の改善、熱複合利用などで行われている。廃棄物を乾燥するた

めに廃熱を用いるものもある。また、発電効率の向上を発電装置･方法、熱回収装置で解

決するものが多い。図 1.4.2-1 で発電効率が 25％以上のものは、いずれもガスタービン

発電を組み合わせたスーパーごみ発電である。 

 廃棄物に含まれる塩素成分がダイオキシンの発生に関係しており、また、燃焼によって

発生する塩化水素がボイラ等の腐蝕の原因になっているが、これらの解決策も多岐にわ

たっている。ボイラの耐蝕性向上のためには、熱回収装置の構造や材質の改良が行われて

おり、これによって高温の蒸気を得ることができ、発電効率も向上する。ダイオキシン対

策は、このような手段と焼却炉構造や排ガス処理装置の改良によって行われている。 
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 コンパクト化の課題に対しては、焼却炉構造によって解決している。この出願は主に中

小の焼却炉に関するもので、技術内容は簡素で効率の良い焼却炉に関するものである。 

 環境問題全般に関する課題として、焼却場の建設が地域住民の反対で難しくなってきて

いることや、環境影響評価方法などに関するものがある。その対応策としては、山岳地や

地下の焼却施設など立地条件によるもの、焼却だけでなく下水処理やバイオガス等を含め

た地域全体の効率的なシステムとして考える地域システム最適化などがある。 

 

図 1.4.2-2 燃焼技術の課題と解決手段の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 表 1.4.2-2 に燃焼技術の課題解決手段と出願人を示す。 
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表 1.4.2-2 燃焼技術の課題解決手段と出願人（1/4） 
バイオマス原料の調整 反応の最適化 

装置の改良 
反応の制御・管
理 

解決 
手段 
 
 
課題 

分別・ 
分離方法 

粉砕・ 
成型方法

可溶化・
薬剤添加
等 

乾燥方法 
原料の 
投入管理 焼却炉構造の 

改良 
焼却炉付属 
装置の改良 

運転管理・ 
制御 

反
応
効
率
向
上 

燃
焼
効
率
向
上 

 荻原 大 
三井造船 

 産業技術総
合研究所 
土木研究所 
ｵﾙｶ ﾉ゙ 
荏原実業 

 ﾀｸﾏ(2) 
ｸﾎﾞﾀ 
宇部興産 
田賀 喜一 
川崎重工業 
ｵｲﾙ ﾘｻｲｸﾙ 
岩崎 洋 
新村 正照 
ﾌｫﾝ ﾛー ﾙ ｳﾑｳ ｪ゙ﾙﾄﾃﾋﾆｸ  
興和ﾃｯｸ 
三井造船 
栄光製機 
石川島播磨重工業 
三菱重工業 
東京電気 
楊 大允 
神戸製鋼所 
ｵ-ｽﾄﾘｰ ｴﾙ ﾃ ｲ゙ｳ ｨ゙ｯﾄ  ゙
ｵ-ｽﾒﾙﾄ ｳｴｽﾁﾝｸ ﾊ゙ｳｽ ｴﾚｸﾄ
ﾘｯｸ  
ｹﾏNV 

  

熱
効
率
向
上 

仲由 力雄 
上 敏 

ｴｺﾃ ｺ゙  
SPA 

JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙
ﾝｸﾞｽ(2) 
日本碍子 

日立造船(2)
月島機械 
石垣機工 
東亜環境ｻｰ
ﾋ゙ ｽ 
宇部興産 
不動ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘ
ﾝｸ  ゙
今里  
幸光 
大阪ｶﾞｽｴﾝｼ゙
ﾆｱﾘﾝｸ  ゙
東芝 
ｸﾎﾞﾀ商会 
ﾐﾈﾙｷ゙ - 
大和三光製
作所 
浜田製作所 
丸島ｱｸｱｼｽﾃﾑ

 ｸﾎﾞﾀ(3) 
ｼﾆｱ(2) 
神戸製鋼所(2) 
ｼ゙ ｮﾝ ｴﾇ ﾍ゙ ｲｼｯｸ  
郭 聡賢 
温水 和文 
鶴薗 栄喜 
東京瓦斯 
ﾀｸﾏ 
旭ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸ  ゙
加茂 芳秋 
新日本製鐵 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 
和光機械工業 
尾崎 直利 
ﾏｸ  ゙
末広工業 
白川 豊 
三井造船 

荏原製作所 
日本ｻｲﾃｯｸ 
ﾀｸﾏ 

神戸製鋼所 
ｸﾎﾞﾀ 
川崎技研 

効
率
向
上 

向
上 

発
電
効
率 

        三井造船 日立製作所 
ｳｪﾝ-ﾁｧﾝ ﾌﾝ ﾘﾝ 

ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立   

確
保 

安
全
性

     月島機械   

安
定
運
転
保
持 

不二越   東京都 
ｵﾙｶ ﾉ゙ 
中外炉工
業 

ｸﾎﾞﾀ   ｸﾎﾞﾀ(2)  
ﾀｸﾏ 
日立造船 
田辺工業 
三菱重工業 
荏原製作所 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 

荏原製作所 
ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ 
徳山曹達 

JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ
(5) 
三菱重工業(2) 
神戸製鋼所(2) 
大川原製作所 
ﾏﾙﾃｨﾝ GMBH 
ﾋｭｱ ｳﾑｳ ｪ゙ﾙﾄ ｳﾝﾄ 
ｴﾈﾙｷ゙ ｰﾃﾋﾆｯｸ 
明電舎 
川崎技研 

損
傷
対
策

          ｳｪｽﾁﾝｸ ﾊ゙ｳｽ ｴﾚｸﾄﾘｯｸ 
CORP 
栗本鉄工所 
ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 

    

耐
蝕
性
向
上

          千代田化工建設(2) 
ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 
日立造船 
ｸﾎﾞﾀ 

ﾀｸﾏ 
ｸﾎﾞﾀ 

月島機械 
日立製作所 
ｸﾎﾞﾀ 

安
全
化
・
安
定
化 

長
期
運
転
対
策 

詰
り
対
策 

住友重機
械工業 

  JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙
ﾝｸﾞｽ 
三菱重工
業 

    荏原製作所 
岩谷産業 
ﾊﾝﾀ ﾃ゙ｸﾉ 
川崎重工業 
ｻﾑｿﾝ 
日立造船 
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表 1.4.2-2 燃焼技術の課題解決手段と出願人（2/4） 
バイオマス原料の調整 反応の最適化 

装置の改良 
反応の制御・ 
管理 

解決 
手段 
 
 
課題 

分別・ 
分離方法 

粉砕・ 
成型方法

可溶化・ 
薬剤添加等 乾燥方法 

原料の投
入管理 焼却炉構造の

改良 
焼却炉付属装
置の改良 運転管理・制御

安
全
化
・
安
定
化 

対
策 

非
定
常
運
転 

              ｴﾅｼﾞー ｻﾎ゚ ｰﾄ 
栗本鉄工所 
明電舎 
日本碍子 

削
減 

設
備
費 

          新井 節雄     

コ
ス
ト
削
減 削
減 

燃
料 

      日立造船  日立製作
所 

三菱重工業(2)
前川製作所 
真塩 真一郎 

    

コ
ン
パ
ク
ト
化 

 山下 謙一
田賀 喜一

JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 大阪熱管理工
業 
村上 泰之 
中野 巌 
住友重機械工
業 

 東洋製作所 
不二機械製作
所 
関車輛工業 
ｷﾝｾｲ産業 
神戸製鋼所 
七星科学研究
所 
荏原製作所 
ｼー ｲ ｼー  ー
石川島播磨重
工業 
宮本 忠 
小谷 光春 
松元 徳光 
船鋼 
森口 桂 
ﾀｹｼﾏ 
新興ﾌﾟﾗﾝﾃｯｸ 
松下電器産業 
村田製作所 

神戸製鋼所  

の
配
慮

環
境
へ

  東陶機器     鹿島建設       

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
対
策

    JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ     三菱重工業(2)
浅岡 善彦 
ﾄﾖﾀ自動車 
ﾃﾗ ｺ-ﾎﾟﾚー ｼｮﾝ 
神戸製鋼所 
ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 
箕輪 章 
日立造船 
木元 豊 

  日立造船 
長野 茂 
河西 達之 
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ 
ﾌ゚ ﾗﾝﾃｯｸ 

有
害
物
質
対
策 有
害
ガ
ス
対
策

   ﾀｸﾏ     ﾀｸﾏ 
ｸﾎﾞﾀ 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ

  千代田化工建設 

対
策 

臭
気 

    中外炉工業 
茨城ｻｰﾋ゙ ｽｴﾝｼﾞ
ﾆｱﾘﾝｸ  ゙

ﾘﾊﾞ ﾌーｨ ﾙーﾄ  ゙
日立造船 
ｱｵﾉ 
常磐開発 

      ｴｽ ｼｰ ﾃｸﾉﾛｼﾞー  AG

物
削
減 

最
終
廃
棄

    東京都(2) 
ｵﾙｶ ﾉ゙(2) 
中外炉工業(2) 
日鉱金属  

東京都(2) 
ｵﾙｶ ﾉ゙(2) 
中外炉工業(2) 

  佐藤 亮拿 
日立製作所 
浜永 公章 

    

環
境
問
題
全
般 

物
化
有
価

        JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙
ﾝｸﾞｽ 

川崎重工業(2)
日本碍子 

ｸﾎﾞﾀ   

効
率
向
上 

反
応
効
率
向
上 

燃
焼
効
率
向
上 

    加茂 芳秋 
ﾀｸﾏ 

    石川島播磨重
工業 
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表 1.4.2-2 燃焼技術の課題解決手段と出願人（3/4） 

熱エネルギー回収 
不用物の処
理 

地域全体の 
システム 

解決 
手段 
 
 
課題 

熱回収装置 
発電方法・ 
装置 

回収熱の利用 熱の複合利用 

測定・
分析 排ガス処理 

方法・装置 

地域シ
ステム
最適化 

立地
条件 

熱
効
率
向
上 

荏原製作所(3) 
日立造船(3) 
ｸﾎﾞﾀ(3) 
ﾀｸﾏ(2) 
日本碍子(2) 
三本松 豊(2) 
三菱重工業(2) 
ｳ゙ ｧﾝ ｲﾝﾀ゙ ｽﾄﾘ  ー
三井造船 
東芝ｾﾗﾐｯｸｽ 
鶴巻 国夫 
三英企画 
小池 正志 
ｼ゙ ｬﾊ゚ ﾝｱｸｱﾃｯｸ 
竹沢産業 

日立造船 
月島機械 
日本製鋼所 
農林水産先端技
術産業振興ｾﾝﾀー  
ｸﾎﾞﾀ 

ｸﾎﾞﾀ(4) 
日立製作所(3) 
ﾀｸﾏ(2) 
産業技術研究所 
日立造船 
東亜環境ｻｰﾋﾞｽ 
松下電器産業 
中部電力 
月島機械 
猪子 純一 
北海道ｶﾞｿﾝ 
新明和工業 
加茂 芳秋 
水田 武 

荏原製作所(4) 
ｸﾎﾞﾀ(3) 
日本酸素(3) 
荏原総合研究所
(2) 
日立製作所(2) 
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ 
三菱重工業 
住友重機械工業 
光陽産業 
東芝 
石川島播磨重工
業 
ﾀｸﾏ 
ﾒﾄｿﾍ゚ ｰﾊ゚ ｰ  
ｴﾌ ｴﾙ ｽﾐｽ ｱﾝﾄ゙  CO 

  JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ(2) 
日本碍子  
ｸﾎﾞﾀ 
荏原製作所 
大川原製作
所 
ﾀｸﾏ 

熊谷組
(5) 
東急建
設 

  

効
率
向
上 

発
電
効
率
向
上 

ｸﾎﾞﾀ(2) 
日立製作所(2) 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 
住友金属工業 
ﾀｸﾏ 
荏原製作所 

ｸﾎﾞﾀ(5) 
日立造船(3) 
三菱重工業(3) 
日立製作所(2) 
荏原製作所(2) 
三井造船 
東洋ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  
石川島播磨重工
業 
ｵﾊﾞﾗﾌﾛ ﾗー 
伊藤 勝弘 

日立製作所 
荏原製作所 

荏原製作所   ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 
ﾀｸﾏ 

    
 

安
定
運
転
保
持 

ｸﾎﾞﾀ(4) 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ(2) 
ﾀｸﾏ 
電源開発 
九州電力 

ｸﾎﾞﾀ(5) 
日立製作所 
石川島播磨重工
業 
新日本製鐵 

    ﾊ゙ ｰﾀー ﾝﾌ
ｱー ﾙ AB 
ﾊ゚ ﾌ ﾙ゙ 

ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立
(2) 

    

改
良 

操
作
性 

四国変圧器               

損
傷
対
策

    ｸﾎﾞﾀ     ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立   

耐
蝕
性
向
上 

三井造船(5) 
ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立(4) 
ﾀｸﾏ(2) 
日立製作所(2) 
京ｾﾗ(2) 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ(2) 
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ 
ｸﾎﾞﾀ 
ｱﾙｽﾄー ﾑ ｱﾄﾗﾝﾃｨｯｸ 
住友重機械工業 

  浜田 尚 
ﾀｸﾏ 

  JFEﾎ ﾙー
ﾃ゙ ｨﾝｸﾞｽ

ｼﾝｾｲ ﾃﾞﾝﾀﾙ ﾗ
ﾎ゙ ﾗﾄﾘ  ー

  

長
期
運
転
対
策 

詰
り
対
策

三菱製紙 
荏原製作所 
石川島播磨重工業 

        大阪府 
大島造船所 
日立造船 
高 亨 

  

安
全
化
・
安
定
化 

対
策

非
定
常
運
転

日立造船(4) 
明星工業 
ﾀｸﾏ 

ｸﾎﾞﾀ  JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 
ﾀｸﾏ 

    川崎技研     

 削
減 

設
備
費 

ﾀｸﾏ               
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表 1.4.2-2 燃焼技術の課題解決手段と出願人（4/4） 
熱エネルギー回収 不用物の処理 地域全体のシステム 解決 

手段 
 
 
課題 

熱回収 
装置 

発電方法 
・装置 

回収熱の 
利用 

熱の複合 
利用 

測定・ 
分析 

排ガス処理 
方法・装置 

地域シス
テム 
最適化 

立地条件 

削
減 

燃
料 

ﾀｸﾏ 
ｸﾎﾞﾀ 

日立造船 ﾓﾘﾀ 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ 

日立造船         

コ
ス
ト
削
減 削
減 

薬
剤
等 

          JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ
日立造船 
ﾌ゚ ﾗﾝﾄﾞ研究所 
山本ﾊﾞｲｵｸﾘー ﾝｼ
ｽﾃﾑ 
日立東ｻｰﾋ ｽ゙ｴﾝ
ｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  
三浦工業 
ｴﾇｴｽﾋﾟ  ー

    

ク
ト
化 

コ
ン
パ 

 日本ｸﾘﾃｯｸ 
高 博 
ﾊ゚ ｰｷﾃｯｸ 

      三井造船     

向
上 

品
質 

       住友重機械
工業 

      

環
境
問
題
全
般 

            日立製作
所(2) 
前川製作
所 
日機装 
唐沢 信雄 
環境ﾘｻｲｸﾙ 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙
ﾝｸﾞｽ 
ｸﾎﾞﾀ 

鹿島建設(3) 
中銀観光(3) 
ｸﾎﾞﾀ(2) 
ｴﾇｲ ｴーｽ(2) 
ｶｲﾔﾏｸﾞﾁ(2) 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 
日立製作所 
復建調査設計 
本田技研工業 
東芝ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  
三菱重工業 

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
対
策 

日立製作所(2) 
三井造船 
ﾀｸﾏ 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ
(2) 
三菱重工業 
石川島播磨重
工業 

ｸﾎﾞﾀ 高橋 豊 
ﾌ゚ ﾗﾝﾃｯｸ 
桑島 博 
不二機械 
和田 実 
日立製作所 
日立ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘ
ﾝｸ  ゙

    川崎重工業 
ﾌ゚ ﾗﾝﾃｯｸ 
三菱重工業 
日本碍子 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ
神鋼電機 
新日本製鐵 

    

有
害
ガ
ス
対
策

日立製作所(3) 
ﾀｸﾏ 

ｸﾎﾞﾀ  ﾀｸﾏ 千代田化工建
設 

  日立造船 
日立製作所 

    
有
害
物
質
対
策 

重
金
属
等
の
対
策

          日本碍子 
清水 洋治 

    

臭
気
対
策 

    立山ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘ
ﾝｸ  ゙
日本製鋼所 
石川島播磨
重工業 

住友金属工業         

削
減 

最
終
廃
棄
物

      ﾃﾗﾎ ﾝ゙ﾄ  ゙
新日本製鐵 

  荏原製作所     

環
境
へ
の
配
慮 

有
価
物
化 

    川崎重工業
(3) 
浜田製作所 
上田石灰製
造 
りゅういき 
西濃建設 
月島機械 

門脇 八重子 
ﾏﾙｺｼｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝ
ｸ゙  
荏原製作所 

  三井造船      
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(2) 黒液燃焼技術 

黒液燃焼技術に関する課題と解決手段の分布を図 1.4.2-3 に示す。燃焼効率向上と安定

運転保持、長期運転における詰り対策などが課題である。これらの課題に対して、装置や

システムの改良というハード面からの解決手段が多く用いられている。 

 

図 1.4.2-3 黒液燃焼技術の課題と解決手段の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 表 1.4.2-3 に黒液燃焼技術の課題解決手段と出願人を示す。 

測
定
・
分
析 

回
収
熱
の
利
用 

運
転
管
理
・
制
御 

反
応
条
件
最
適
化 

シ
ス
テ
ム
化 

付
属
装
置
の
改
良 

反
応
装
置
の
改
良 

燃焼効率向上

安定運転保持

損傷対策

詰り対策

非定常運転対策

燃料削減

コンパクト化

有害ガス対策

臭気対策 

コンパクト化 

 

安全化・安定化 
長
期
運
転
対
策 

環境への配慮 

コスト削減 

効率向上 

装置の改良 反応の制御 

反
応
の
最
適
化 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収 

測
定
・
分
析 

解決手段 

課
題 

4 2 4 4

3 3 4

2

3

4

2

2

2

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 1.4.2-3 黒液燃焼技術の課題解決手段と出願人 

反応の最適化 熱エネルギー回収 

装置の改良 反応の制御・管理 

解決 
手段 
 
 
課題 

反応装置の 
改良 

付属装置の 
改良 

システム化 反応条件最適化 運転管理・制御
回収熱の利用 

測定・分析

効
率
向
上 

反
応
効
率
向
上 

燃
焼
効
率
向
上 

ｹﾑﾚｯｸ AB(2) 
OY(2) 
ｱｰﾙｽﾄﾛｰﾑ ﾏｼｰﾅ
ﾘー   

ｹﾑﾚｯｸ AB 
日本製紙 

OY(2) 
ﾀﾝﾍ ﾗ゚ ﾊ ﾜ゚ｰ  
ﾊﾟﾌﾞｺｯｸ ｱﾝﾄﾞ ｳ
ｲﾙｺｯｸｽ COｻ  ゙
ｴ- ｱ-ﾙｽﾄﾛｰﾑ  
ｸﾜｴﾈﾙ ﾊ ﾙ゚ﾋ ﾝ゚ｸﾞ 
ﾃｸﾉﾛｲｰｽ AB 

ｹﾑﾚｯｸ AB 
ｴｱｰ ﾘｷｯﾄﾞ ｱﾒﾘｶ 
CORP 
ﾚ-ﾙ ﾘｸｨｯﾄﾞ SA  
ﾌﾟｰﾙ ﾚﾁｭｰﾄﾞｴ ﾚｸｽ
ﾌ゚ ﾛ 
ｼﾞｬﾝｾﾝ ｺﾝﾊﾞｽﾁｮﾝ 
ｱﾝﾄﾞ ﾎﾞｲﾗｰｸﾉﾛｼﾞｰ
ｽ゙  
ｼｪﾑﾚｯｸ AB 
ｱー ﾙｽﾄﾛ ﾑー ﾏｼー ﾅﾘー  
OY 

ｹﾑﾚｯｸ AB 
日本製紙 

ｴー  ｱ ﾙーｽﾄﾛｰﾑ  
OY 

  

保
持 

安
定
運
転 

  三菱重工業(2) 
ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 
 

    三菱重工業(2) 
ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 

  東芝 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ ｱﾝ
ﾄﾞ ｳｲﾙｺｯｸｽ 
COｻ  ゙
三菱重工業 

損
傷
対
策 

東興建設            ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立

長
期
運
転
対
策 詰
り
対
策

ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 
川崎重工業 

ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立   東亜熱研 
東亜交易 

ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立   三菱重工業
(3) 
ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立

安
全
化
・
安
定
化 

対
策 

非
定
常
運
転

三菱重工業 ﾐー ﾄﾞ CORPｻ  ゙     ﾐー ﾄﾞ CORPｻ  ゙   三菱重工業 
東芝ｴﾝｼﾞﾆｱﾘ
ﾝｸ  ゙

コ
ス
ト
削
減 

燃
料
削
減 

王子製紙   川崎重工業(2)
ｴー  ｱ ﾙーｽﾄﾛｰﾑ  
OY 

        

コ
ン
パ
ク
ト
化 

    ﾊ゚ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 
ｱｰﾙｽﾄﾛｰﾑ ﾏｼｰﾅ
ﾘー   
OY 

        

有
害
物
質
対
策

有
害
ガ
ス
対
策

  

  ｹﾞｰﾀﾍﾞﾙｹﾝ ｴﾈﾙｷﾞｰ 
AB 

      

環
境
へ
の
配
慮 臭
気
対
策 

 

三菱重工業             
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1.4.3 熱化学的変換技術の課題と解決手段 

 表1.4.3-1に熱化学的変換技術の課題と解決手段を示す。課題Ⅰと解決手段Ⅰはバイオマ

スエネルギー全体に共通の課題と解決手段であり、以下は熱化学的変換技術に特有の課題

と解決手段である。 

 

表 1.4.3-1 熱化学的変換技術の課題と解決手段の一覧 

課  題 解決手段 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 解決手段Ⅰ 解決手段Ⅱ 具体的解決手段

熱分解効率向上 分別・分離方法 

燃焼効率向上 粉砕・成型方法 

熱効率向上 可溶化・薬剤添加等 
効率向上 

発電効率向上 

バイオマス 

原料の調整 

乾燥方法 

安全性確保 原料の投入管理 

安定運転保持 
熱分解炉構造 

の改良 

操作性改良 
熱分解炉付属 

装置の改良 

損傷対策 
溶融炉構造 

の改良 

耐蝕性向上 
溶融炉付属 

装置の改良 
長期運転対策 

詰り対策 

装置の改良 

熱分解炉・溶融

炉一体化 

安全化・ 

安定化 

非定常運転対策 

反応の最適化

反応の制御 

・管理 

運転管理・ 

制御 

設備費削減 熱回収装置 

燃料削減 発電方法・装置 コスト削減 

薬剤等削減 回収熱の利用 

コンパクト化 

熱エネルギー

回収 

熱の複合利用 

品質向上 測定・分析 

環境問題全般 不用物の処理 排ガス処理方法・装置 

ダイオキシン

対策 

地域全体の 

システム 
立地条件 

有害ガス対策  有害物質対策 

重金属等の 

対策 
  

臭気対策  

最終廃棄物削減 

 

 

環境への配慮 

有価物化    
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(1) 熱変換技術 

ダイオキシン問題から単純な焼却ではなく、熱分解・ガス化溶融する方式が注目され、

1996 年以降急激に出願件数が増加している。この技術は廃棄物を 450～600℃程度で蒸し焼

きし、残渣を 1,300～1,600℃程度で処理し、ガスは燃焼させ、残渣は金属等を回収してス

ラグ（路盤材などにできる）にする方法である。欧州で石炭のガス化技術を廃棄物に応用

し、得られたガスを有用物質にする技術として開発されたが、日本では燃焼させてエネル

ギー利用する技術として、焼却炉に代わる新たなごみ処理法として始まった。 

 熱分解ガス化溶融施設は、2000年度末では10箇所程度であったが、2002年度に稼動した

り、竣工したりした施設数が約40となり急速に実用化されてきた。 

熱変換技術の課題と解決手段の分布を図 1.4.3-1 に示す。 

課題の中で最も多いのは熱効率の向上で、これは燃焼技術の場合と同様である。この課

題を熱分解炉の構造の改良、熱回収・利用方法の改善で解決するケースが多い。特に熱分

解炉の構造は流動層型、回転キルン型、熱分解溶融一体型など各種のタイプがあり、それ

ぞれで実用化するにあたって詳細な技術開発が行われている。熱分解炉の構造の改良は、

熱効率の改善以外の課題に対しても行われている。また、重油など補助燃料を用いるもの

もあり、燃焼熱をできるだけ有効に用いることが求められる。 

 燃焼技術のケースに比べて、安定運転を課題とする出願が多い。実用化にあたっては、

安定運転を維持するための各種問題点を解決し、トラブルを削減するための技術開発は必

要不可欠である。具体的には、廃棄物のごみの変動（発熱量）、1,300℃以上の高温などか

ら安定に運転するための技術開発が行われ、その多くは運転管理・制御方法で解決してい

る。 

 また、耐蝕性やダイオキシン発生防止については燃焼技術の場合より少ないが、熱分解

ガス化溶融システムそのものがこれを克服したプロセスであることによるものである。 

 システム全体で100億円を超える設備であり、稼動状況が注目されている。まだ完成した

技術ではなく、今後も改良技術の出願が増えると予想される。 
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図1.4.3-1 熱変換技術の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.4.3-2に熱変換技術の課題解決手段と出願人を示す。 
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操作性改良 
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耐蝕性向上 

詰り対策 

非定常運転対策 

設備費削減 

燃料削減 

薬剤等削減 

コンパクト化 

ダイオキシン対策 

塩素化合物対策 

有害ガス対策 

重金属等の対策 

臭気対策 

最終廃棄物削減 

有価物化 

効率向上 

安全化・安定化 

コスト削減 

長
期
運
転
対
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環境への配慮 

コンパクト化 

立
地
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排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
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測
定
・
分
析 

熱
の
複
合
利
用 

回
収
熱
の
利
用 

発
電
方
法
・
装
置 

熱
回
収
装
置 

運
転
管
理
・
制
御 

熱
分
解
炉
・
溶
融
炉
一
体
化 

溶
融
炉
付
属
装
置
の
改
良 

溶
融
炉
構
造
の
改
良 

熱
分
解
炉
付
属
装
置
の
改
良 

熱
分
解
炉
構
造
の
改
良 

原
料
の
投
入
管
理 

乾
燥
方
法 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

装置の改良 反応の制御

地
域
全
体
の
シ
ス
テ
ム

反
応
の
最
適
化

不
用
物
の
処
理 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整

測
定
・
分
析 

課
題 

解決手段 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 1.4.3-2 熱変換技術の課題解決手段と出願人（1/8） 
バイオマス原料の調整 反応の最適化 

装置の改良 
反応の制御・
管理 

解決 
手段 
 
 
課題  

分別・ 
分離方法 

粉砕・ 
成型方法

可溶化・ 
薬剤添加
等 

乾燥
方法

原料
の 
投入
管理

反応装置 
の改良 

付属装置 
の改良 

システム化 
運転管理・ 
制御 

燃
焼
効
率
向
上 

     ｷﾝｾｲ産業(2) 
恵和興業 
湯村 功 
川崎重工業 
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ 
原田 一彦 
高島 章泰  
住友重機械工業 

釜石市 
新日本製鐵 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設
計  

 日本碍子  

反
応
効
率
向
上 熱
分
解
効
率
向
上 

新日本製
鐵  

三井造船 
川崎技研 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日
立 

   荏原製作所(7) 
石川島播磨重工業(4)
三井造船(3) 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立(2)  
矢野 正昭 
清水 浩 
ｳｴｲﾝ ﾃｸﾉﾛｼﾞー  
ﾌｫﾝ ﾛー ﾙ ｳﾑｳ ｪ゙ﾙﾄﾃﾋﾆｸ 
AG 
繁田 忠男 
ﾀ゙ ｲｲﾁ 
三菱重工業 
大圏ｴﾝﾀー ﾌ ﾗ゚ｲｽ゙  
伊藤 勝弘､ 
神戸製鋼所 
地球環境産業技術研究
機構  
ｸﾎﾞﾀ  
日本酸素  
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 
住友金属工業  
科学技術振興機構  
三井三池製作所 
ｴｯﾚｼ゙ ｴｯﾚ ｱﾑﾋﾞｴﾝﾃ ﾚーｱｯ
ﾄー ﾘ ｶ゙ ｯｼﾌｨｶﾂｨｵー ﾈ ﾘﾌｨ
ｳー ﾃｨ ｿｼｴﾀ ｱ ﾚｽﾎ ﾝ゚ｻﾋ゙
ﾘﾀ ﾘﾐﾀｰﾀ 
宇部興産 

  新日本製鐵  
三菱重工業(2)
住友重機械工
業  
明電舎 

効
率
向
上 

向
上 

発
電
効
率

   ﾀｸﾏ  三菱重工業 
荏原製作所 

ﾀｸﾏ(2) 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

 ﾀｸﾏ 
新日本製鐵 
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表 1.4.3-2 熱変換技術の課題解決手段と出願人（2/8） 
バイオマス原料の調整 反応の最適化 

装置の改良 
反応の制御・管
理 

解決 
手段 
 
 
課題 

分別・ 
分離 
方法 

粉砕・ 
成型 
方法 

可溶
化・ 
薬剤 
添加等 

乾燥方法 
原料の 
投入管理

反応装置の改良 
付属装置の
改良 

システム化 運転管理・制御

効
率
向
上 

熱
効
率
向
上 

ﾊﾗﾙﾄ ﾏ
ｰﾃｨﾝ 
ﾊﾙﾄｳｨ゙ｯ
ﾋ ｼｭﾄﾗｲ
ﾃﾝﾍﾞﾙｶﾞ
 ー

  三井造船
(2) 
三菱長崎
機 
工 
丸金 
佐藤造船
鉄工所 
ｵﾘｲ 
ｼ゙ ｰﾒﾝｽ AG 
石川島播
磨重工業 
日立造船  
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙
ﾝｸﾞｽ 
月島機械 
三菱重工
業ﾊ ﾌ゙ﾞｺｯｸ
日立 
東芝 
住友重機
械工業 
明電舎  
ｸ゙ ﾛ-ﾌﾟ ﾀ゙
ﾆｽ NV 
ﾄ゙ ﾙｳｪﾙ ﾉﾙ
ﾍ゙ ﾙﾄ 
明星食物
研究所 

日本碍子 三井造船(14) 
荏原製作所(3) 
石川島播磨重工業(2)
ﾀｸﾏ(2) 
ﾌｫﾝ ﾛー ﾙ ｳﾑｳ ｪ゙ﾙﾄﾃﾋﾆｸ 
AG(2) 
川崎重工業 
宇部興産 
志田 正和 
佐伯 宗男 
増井 哲夫 
日立造船  
三菱重工業 
畑村 洋太郎 
元田電子工業 
神戸製鋼所 
施工管理設計事務所 
ｵﾊﾞﾗﾌﾛ ﾗー 
豊栄商会  
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 
東伸ｻｰﾋ゙ ｽ 
小原 弥一 
松下電器産業 
ｱｲｱﾄﾝ INTERN 
ｱﾄﾗｽ INDS 
ﾈｸｻｽ ﾃｸﾉﾛｼﾞー ｽ  ゙
ﾍﾙﾎﾌ ｳﾝﾍ゙ ﾙﾄﾃｸﾆｯｸ 
浜田製作所 
日本ﾌｧ-ﾈｽ工業 
日本碍子 
佐藤 亮拿 
大同特殊鋼 
ﾃｷｻｺ DEV 

三井造船(2) 
日本碍子(2) 
荏原製作所
(2) 
神戸製鋼所 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 
石川島播磨
重工業 
豊栄商会 
ｸﾎﾞﾀ 

新日本製鐵
(2) 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ(2) 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設
計 
地球環境産
業技術研究
機構 
ｸﾎﾞﾀ 
川崎重工業 

ﾒﾀﾙ G AG 
川崎重工業 
荏原製作所 
住友重機械工
業 
日本碍子  

安
全
性
確
保 

     三井造船(3) 
ﾌ゚ ﾗﾝﾃｯｸ 
荏原製作所 
ﾀｸﾏ 

日立製作所 
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘ
ﾝｸ ゙

 ｷﾝｾｲ産業 
東芝  
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 
住友重機械工
業 

安
全
化
・
安
定
化 

安
定
運
転
保
持 
 兼子  操 

関商店 
新日本
製鐵  
日鉄ﾌﾟﾗ
ﾝﾄ設計 
ｿﾚｯｸｽｲﾝ
ﾀー ﾅｼｮﾅﾙ 

JFEﾎ ﾙー
ﾃ゙ ｨﾝｸﾞｽ 

日立造船 
明電舎 
三井造船 
月島機械 

日立製作
所 

三井造船(7) 
明電舎(4) 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立(4) 
ｸﾎﾞﾀ(3) 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ(2) 
ﾀｸﾏ 
三菱重工業 
荏原製作所 
日本碍子 
科学技術振興機構 
石川島播磨重工業  
日立造船 
住友重機械工業大同特
殊鋼 
地球環境産業技術研究
機構 
神戸製鋼所 

石川島播磨
重工業(2) 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立
(2) 
荏原製作所
(2) 
新日本製鐵 
三井造船 
月島機械 
JFEﾎｰﾙﾃｨ゙ﾝ
ｸﾞｽ 
日立製作所 
三菱重工業 

新日本製鐵
(4) 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設
計(3) 
千代田化工
建設(2) 
川崎重工業 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ 

JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ
(9) 
新日本製鐵(6)
三井造船(6) 
日立製作所(5)
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計
(2) 
元田電子工業
(2) 
三菱重工業(2)
神戸製鋼所(2)
石川島播磨重
工業 
ｼ゙ ｰﾒﾝｽ 
東芝 
住友金属工業 
ｷﾝｾｲ産業 
三菱電機 
松岡 経久 
環境建設ｴﾝｼﾞﾆ
ｱﾘﾝｸ゙  
日立ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝ
ｸ゙ ｻ-ﾋﾞｽ 
川崎重工業 
三浦工業 
茨木市 
三造環境ｴﾝｼﾞﾆ
ｱﾘﾝｸ゙  
荏原製作所 
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表 1.4.3-2 熱変換技術の課題解決手段と出願人（3/8） 
バイオマス原料の調整 反応の最適化 

装置の改良 
反応の制
御・管理

解決 
手段 
 
 
課題  

分別・ 
分離方法 

粉砕・ 
成型方法

可溶化・ 
薬剤添加等 

乾燥 
方法 

原料の 
投入管理 反応装置の 

改良 
付属装置の 
改良 

システム化 
運転管
理・制御

改
良 

操
作
性 

     三井造船 
ﾀｸﾏ 

ﾀｸﾏ(3) JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ 
川崎重工業 

 

損
傷
対
策 

 三井造船  月島機械  荏原製作所(2)
ﾅｻﾆｰﾙLTD 
ﾔﾏｺ 
小松製作所 
東京電気 
新日本製鐵 
日鉄 
ﾌ゚ ﾗﾝﾄ設計 
ﾌｪｰｽﾄ ｱﾙﾋﾟ ﾈー 
IND GMBH 

  荏原製作
所 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙
ﾝｸﾞｽ 

耐
蝕
性
向
上 

 新日本製
鐵(2) 

明電舎(2) 
石川島播磨
重工業 

日立製作
所 
日立ｴﾝｼ゙ ﾆ
ｱﾘﾝｸ゙  
三井造船 

 三井造船 
三菱重工業 

ﾀｸﾏ  
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 
三菱重工業 

 JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙
ﾝｸﾞｽ(3) 
川崎重工
業 
荏原製作
所 

長
期
運
転
対
策 

詰
り
対
策 

 東芝  東芝  ﾀｸﾏ(4) 
三井造船(3) 
ｸﾎﾞﾀ(2) 
荏原製作所 
荏原総合研究
所 
地球環境産業
技術研究機構 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ
東芝 
住友重機械工
業 
明電舎 
松下電器産業 
新日本製鐵  
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 

三井造船(2) 
明電舎(2) 
富士電機(2) 
新日本製鐵 
荏原製作所 
ﾀｸﾏ  
日立製作所 
ｸﾎﾞﾀ 

新日本製鐵
(3)  
日本碍子 

ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日
立(2) 
元田電子
工業 
明電舎 

安
全
化
・
安
定
化 

対
策 
非
定
常
運
転 

     荏原製作所 
住友重機械工
業 

三井造船 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

 ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日
立(3) 
ﾀｸﾏ  
明電舎 
ｷﾝｾｲ産業 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙
ﾝｸﾞｽ  
荏原製作
所 

削
減 

設
備
費

 三井造船    佐藤 亮拿 
三菱重工業 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 新日本製鐵 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設
計 

 

削
減 

燃
料 

  石川島播磨
重工業 

ﾀｸﾏ  JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ
(4) 
北条 
月島機械 
松下電器産業 
小泉 裕功 
神戸製鋼所 
三井三池製作
所 
日立金属 
新日本製鐵 

ﾀｸﾏ(4) 
荏原製作所 

新日本製鐵
(6) 
岩手製鉄 

ｸﾎﾞﾀ(3) 
東京鋼材 
新日本製
鐵 
ﾀｸﾏ コ

ス
ト
削
減 

削
減 

薬
剤
等

   大阪ｶﾞｽｴﾝ
ｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  
東芝 
巴工業 

  石川島播磨
重工業 
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表 1.4.3-2 熱変換技術の課題解決手段と出願人（4/8） 

バイオマス原料の調整 反応の最適化 

装置の改良 
反応の制御・
管理 

解決 
手段 
 
 
課題  

分別・ 
分離方
法 

粉砕・ 
成型方法

可溶化・ 
薬剤添加等 

乾燥 
方法 

原料の 
投入管理 反応装置の 

改良 
付属装置の 
改良 

システム化 
運転管理・
制御 

コ
ン
パ
ク
ト
化 

   東芝  ﾁｻｷ(2) 
国井 大蔵(2) 
東京窯業(2) 
宮井 和美 
三和建商 
三井造船 
清水 浩 
ﾀｸﾏ 
猪子 純一 
玉井環境ｼｽﾃﾑ 
ｸﾘｴ ﾄーｻﾝ 
東京電気 
石川島播磨重
工業 
ﾆｯｼｮー 機工 
ｴﾑｴﾇｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝ
ｸ゙  

三井造船(2) 
石川島播磨重
工業  

ｱｸﾄﾘー   

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
対
策 

  明電舎   JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ
日本碍子 
猪子 純一 
玉井環境ｼｽﾃﾑ 
三井建設 
河野 好伸 
ｱﾄﾞﾊ゙ ﾝｽﾄ 
ｸﾎﾞﾀ 
長野 茂 
松下冷機 
川崎重工業 
三菱重工業 

川崎重工業 
日立製作所 

神戸製鋼所 
日立製作所 
ﾌ゚ ﾗﾝﾃｯｸ 
ｴﾅ-ｼ゙ ﾃｸﾉｽ 

三井造船 
住友重機械
工業 
三菱重工業 

塩
素
化
合
物
対
策

  三菱ﾏﾃﾘｱﾙ       

有
害
物
質
対
策 

有
害
ガ
ス
対
策

  JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ 

     ﾌｫｽﾀー  ﾎｲー ﾗｰ 
ｴﾅｰｼ゙ ｱ OY 

臭
気
対
策 

   東京瓦
斯 
ﾀｸﾏ 

 信友産業    

環
境
へ
の
配
慮 

最
終
廃
棄
物
削
減 

三井造
船  

ｲﾗﾜﾗ ﾃｸﾉﾛ
ｼ゙  ー
ｴｺﾃｸﾆ-ｸ 
BV 

JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ  
荏原製作所 

東芝 JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙
ﾝｸﾞｽ 
三菱重工
業  

三井造船(2) 
新日本製鐵 
松崎 力 
藤木工業 
ﾎ-ﾗﾝﾄﾞ ｹﾈｽ ﾏｲｹ
ﾙ 
ﾕﾆ-ｸ ﾀｲﾔ ﾘｻｲｸﾘ
ﾝｸﾞ ｶﾅﾀ  ゙
ﾌ゚ ﾗｽ゙ ﾏ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
大広  
ｷｭﾝｽﾄﾗｰ ﾊﾝｽ 

三菱重工業(2) 
新日本製鐵 
日立製作所 
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸ  
石川島播磨重
工業 
ﾊﾗﾙﾄ ﾏｰﾃｨﾝ 
ﾊﾙﾄｳｨ゙ｯﾋ ｼｭﾄﾗ
ｲﾃﾝﾍﾞﾙｶﾞー  

川崎技研 荏原製作所
(3) 
ｾｸﾝﾃ゙ ﾙﾛー ｽﾄﾂ
ﾌ ﾌｪﾙｳﾞｪﾙﾄｳ
ﾝｸﾞｽﾂｪﾝﾄﾙﾑ
(2) 
広島ｶﾞｽ開発
新日本製鐵 
日立製作所 
日立ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘ
ﾝｸ  ゙
ﾌﾗﾝｾー ｽﾞ ﾄﾞｩ 
ﾃﾙﾓﾘｽSOC 
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表 1.4.3-2 熱変換技術の課題解決手段と出願人（5/8） 

バイオマス原料の調整 反応の最適化 

装置の改良 
反応の制御・
管理 

解決 
手段 
 
 
課題  

分別・ 
分離方法 

粉砕・ 
成型方法

可溶
化・ 
薬剤添
加等 

乾燥 
方法 

原料の 
投入管理 反応装置の 

改良 
付属装置の 
改良 

システ
ム化 
運転管理・
制御 

環
境
へ
の
配
慮

有
価
物
化 

住友金属
工業 
元田電子
工業 
日立造船 
ｺﾚﾝｿ ﾕﾅｲ
ﾃｯﾄ゙ OY 
LTD 

 明電舎 
三菱重
工業 

  荏原製作所(4) 
ｸﾎﾞﾀ(2) 
三菱重工業 
宇梶 剛 
佐藤 亮拿 
東京窯業 
嘉山 直義 
土岐 利雄 
清水 新一 
大平 重喜 
神戸製鋼所 
中村 謙太郎 
赤津 誠次 
堀石 七生 
新日本製鐵 
金岡 千嘉男 
ｱｸﾄﾘー  
ｲﾝﾌ ﾙ゚ｰﾌ゙ ﾄ ｺﾝﾊﾞー ﾀ
ｽーﾞ ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ ｺﾝﾊ゙
ｼーﾞｮﾝｽ  ゙

荏原製作所(3) 
新日本製鐵(2) 
三井造船(2) 
鹿島建設 
ﾉｴﾙ ｶーｰｴﾙﾂｪー  ｴﾈﾙｷﾞー  
ｳﾝﾄ ｳﾑｳ ｪ゙ﾙﾄﾃﾋﾆｸ ｹﾞ
ｾ゙ ﾙｼｬﾌﾄ ﾐｯﾄ ﾍﾞｼｭﾚﾝ
ｸﾃﾙ ﾊﾌﾂﾝｸ  ゙
日立製作所 
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸ  ゙
ﾀｸﾏ 
ﾎﾙﾃﾞﾙﾊﾞﾝｸ ﾌｨﾅﾝｼｰ
ﾚ ｸﾞﾗﾙｽ AG 

 和光ﾃｸﾉｽ 
神戸製鋼所 
三菱重工業 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ 
三菱重工業 

 

表 1.4.3-2 熱変換技術の課題解決手段と出願人（6/8） 

熱エネルギー回収 測定・分析 不用物の処理 地域全体のシステム解決 
手段 
課題 熱の複合利用 熱回収装置 発電方法・装置  

排ガス処理方
法・装置 

立地条件 

反
応
効
率
向
上 

熱
分
解
効
率
向
上

    石川島播磨重
工業 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 

 

効
率
向
上 
熱
効
率
向
上 

石川島播磨重工業(7)
日立製作所(2) 
JFEﾎｰﾙﾃｨ゙ﾝｸﾞｽ(2) 
荏原製作所(2) 
川崎重工業 
ﾏﾙｺｼｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸ  ゙
ﾉｴﾙ ｶーｰｴﾙﾂｪー  ｴﾈﾙｷﾞー  
ｳﾝﾄ ｳﾑｳ ｪ゙ﾙﾄﾃﾋﾆｸ ｹﾞ
ｾ゙ ﾙｼｬﾌﾄ ﾐｯﾄ ﾍﾞｼｭﾚﾝｸ
ﾃﾙ ﾊﾌﾂﾝｸ゙  
熊川 圭一 
幸伸金属 
日立造船 
富士電機  
高木 五郎 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 
ｴﾇｹｰｹｰﾌﾟﾗﾝﾄ建設 
三井造船 

三菱重工業(2) 
三井造船 
ﾕﾆﾁｶ 
栗本鉄工所 
東ﾚ ｴﾝｼ ﾆ゙ｱﾘﾝｸ  ゙
三機工業 
有吉 憲次 
竹本 茂人 
大同特殊鋼 

明電舎(3) 
東芝(2)  
川崎重工業(2) 
荏原製作所 
東福商事  
三菱重工業 
出張 宣明 
月島機械 

 ｴﾇｹ ｹーｰﾌ゚ ﾗﾝﾄ建
設(3) 
明電舎(2) 
川崎重工業 
三井造船 
新日本製鐵 
ﾀｸﾏ 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 
川崎技研 

日本碍子 

効
率
向
上 

発
電
効
率
向
上 

東芝 三菱重工業(11) 
石川島播磨重工業 
ﾀｸﾏ 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 

三井造船(5) 
日立製作所(2) 
石川島播磨重工業(2) 
元田電子工業 
日立ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  
新日本製鐵 
東芝 
ｴﾙｿﾝ 
三菱重工業 

 荏原製作所 
ﾀｸﾏ 
川崎重工業 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 

 

安
全
化
・
安
定
化 

保
持 

安
定
運
転 

 新日本製鐵 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 
還元溶融技術研究
所 

三井造船 
三菱重工業 

三井造船 
東京電気 
住友重機械工業 
東芝ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ 
東芝 

松下電器産業  

 



71 

表 1.4.3-2 熱変換技術の課題解決手段と出願人（7/8） 

熱エネルギー回収 測定・分析 不用物の処理 
地域全体の
システム 

解決
手段 
課題 熱の複合利用 熱回収装置 発電方法・装置  排ガス処理方法・装置 立地条件 

改
良 

操
作
性 

 三井造船   川崎重工業 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 

 

損
傷
対
策 

 ｸﾎﾞﾀ 明電舎(2) 三井造船  ｸﾎﾞﾀ  

耐
蝕
性
向
上 

 三井造船(7) 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 
月島機械 
荏原製作所 

 三井造船 ﾀｸﾏ(2) 
三井造船 
地球環境産業技術研究機構 
ｸﾎﾞﾀ  
石川島播磨重工業 
日本碍子 
神戸製鋼所 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 
東芝 

 

長
期
運
転
対
策 

詰
り
対
策 

 新日本製鐵 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 
三機工業 
栗本鉄工所 
東ﾚ ｴﾝｼ ﾆ゙ｱﾘﾝｸ  ゙
ﾕﾆﾁｶ 

  ﾄﾋﾟｰ工業  
元田電子工業 
ﾕﾆﾁｶ 
川崎重工業 
月島機械 

 

安
全
化
・
安
定
化

対
策 

非
定
常
運
転

 JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 三井造船  三井造船 
ﾀｸﾏ 
明電舎 

 

削
減 

設
備
費 

石川島播磨重工業    ﾀｸﾏ(2) 
三井造船 
旭硝子 

 

削
減 

燃
料 

  還元溶融技術研究所    
コ
ス
ト
削
減 

削
減 

薬
剤
等

    ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 
荏原製作所 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 

 

ク
ト
化 

コ
ン
パ 
 ﾀｸﾏ   新明和工業   

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
対
策 

 ｾｷｭﾘｵﾝ 二四   新日本製鐵(4) 
川崎重工業(2) 
日立製作所 
三井造船 
古河機械金属 
共和化工 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 
三菱重工業 
東芝 
住友重機械工業 

 

塩
素
化
合
物
対
策

    三井造船 
日立製作所 

 
環
境
へ
の
配
慮 

有
害
物
質
対
策 

有
害
ガ
ス
対
策 

    荏原製作所(3) 
中部電力 
ｸﾎﾞﾀ 
松方 正彦 
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表 1.4.3-2 熱変換技術の課題解決手段と出願人（8/8） 

熱エネルギー回収 測定・分析 不用物の処理 
地域全体のシ
ステム 

解決
手段 
課題 熱の複合利用 熱回収装置 発電方法・装置  排ガス処理方法・装置 立地条件 

有
価
物
化 

    元田電子工業 
生物系特定産業技術研究推進
機構 
荏原製作所 
三井造船 
東芝 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 

石川島播磨重
工業(3) 

環
境
へ
の
配
慮 

最
終
廃
棄
物
削
減 

JFEﾎｰﾙﾃｨ゙ﾝｸﾞ
ｽ 
ﾍﾟー  ｶ  ーｱ  ーﾋﾟﾛﾘ
ｾ ｸﾞﾗﾌﾄｱﾝｱﾗｰ
ｹﾞﾝ GMBH 

 川崎重工業 
三菱重工業 

 三井造船(2) 
日立造船 
ｴﾋﾞｯｸ 
荏原製作所 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 

月島機械 
三菱重工業 
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(2) 化学反応変換技術 

図 1.4.3-2 に化学反応変換技術の課題と解決手段の分布を示す。反応効率の向上が最大

の課題であり、反応条件の最適化が解決手段の中心である。熱分解によって目的の組成を

もった合成ガスを製造するための反応条件の検討が行われている。 

また、コストダウンも大きな課題であり、回収熱の利用によって、燃料の使用を削減す

る工夫がなされている。 

 

図1.4.3-2 化学反応変換技術の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.4.3-3に化学反応変換技術の課題解決手段と出願人を示す。 

反応効率向上

熱効率向上

安定運転保持

損傷対策

詰り対策

非定常運転対策

設備費削減

燃料削減

薬剤等削減

コンパクト化

品質向上

重金属等の対策

最終廃棄物削減

有価物化

効率向上 

安全化・安定化 

コスト削減 

長
期
運
転
対
策

環境への配慮 

コンパクト化 

分
離
・
精
製 

不
用
物
除
去 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置 

回
収
熱
の
利
用 

運
転
管
理
・
制
御 

反
応
条
件
最
適
化 

シ
ス
テ
ム
化 

反
応
装
置
の
改
良 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

装置の改良 反応の制御

分
離
・
精
製 

反
応
の
最
適
化

不
用
物
の
処
理 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整

課
題 

解決手段 

5 6 3 41

2 5 3

6

4

6 2

3

2 2 6 9 15

2 2

6

3

3

4

3

2品質向上 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 1.4.3-3 化学反応変換技術の課題解決手段と出願人（1/2） 
バイオマ
ス原料の
調整 

反応の最適化 
熱エネ
ルギー
回収 

不用物の処理 

装置の改良 反応の制御・管理 

解決 
手段 
 

 
 
課題 

分別・ 
分離方法 

反応装置の 
改良 

システム化
運転管理・
制御 

反応条件 
最適化 

回収熱
の 
利用 

排ガス
処理方
法・装置 

不用物 
除去 

分離・
精製 

反
応
効
率
向
上 

ｵｼﾔﾂﾂ 
GMBH 
ｴﾙ ｳｪ゙ー  
ｴ  ーｴﾝﾄｿﾞ
ﾙｸﾞﾝｸ  ゙
AG 
加藤 邦
夫 
三井造船 
ﾃｷｻｽ ｲﾝ
ｽﾄﾙﾒﾝﾂ 
三菱重工
業､ 
ﾃｷｻｺ 
DEV 
CORP 

三菱重工業(4) 
日立製作所 
ﾄﾖﾀ自動車 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 
ﾂｫｳ ﾃ゙ ｨﾝｸﾞﾘ 

ﾁ゙ ｰｱー ﾙ 
宇部興産 
荏原製作所 
大阪瓦斯 

三菱重工
業  

三菱重工業(7) 
大阪瓦斯(5) 
荏原製作所(4) 
産業技術総合研究所(4)
宇部興産(3) 
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ(2) 
石炭利用総合ｾﾝﾀ (ー2) 
宇部ｱﾝﾓﾆｱ工業 
中原 勝 
榎本 兵治 
木下 睦､ 
西川ｺﾞﾑ工業 
東北電力 
浜松ﾎﾄﾆｸｽ 
日立ﾌﾟﾗﾝﾄ建設 
東芝 
石川島播磨重工業 
ﾊﾔｶﾜ環境研究所 
日立造船 
ｼ゙ ｴﾈﾗﾙ ｱﾄﾐｯｸｽ 
小松製作所 
栗田工業 
林 信行 
ﾐｿﾞﾀ 
坂 志朗 
ﾔﾝﾏ ﾃーﾞｨー ｾ ﾙ゙ 
池上 詢 
東北大学学長 
井上 斉 
堀尾 正靭 
ｿﾆ  ー
ﾓﾙﾃﾝ ﾒﾀﾙ ﾃｸﾉﾛｼﾞー  
ﾊ゙ ｯﾃﾙ ﾒﾓﾘｱﾙ  
ｺﾝﾄﾛー ﾙﾄ゙  ｴﾝｳﾞｧｲﾛﾝﾒﾝﾀﾙ 
ｼｽﾃﾑｽ  ゙
ｱー ｹﾉー ﾙ 
ｴﾒﾘｰ ﾘｻｲｸﾘﾝｸ  ゙

東芝    

効
率
向
上 

熱
効
率
向
上 

 還元溶融技術
研究所 
三菱重工業  

東芝 
日本製鋼所 
農林水産先
端技術産業
振興ｾﾝﾀー  
川崎重工業 
中部電力 
三菱重工業 
荏原製作所 

ﾃﾙﾓｾ゙ ﾚｸﾄ 
AG 

宇部興産 
荏原製作所 
東芝 
ﾕﾆﾊﾞー ｼﾃｨ ｵﾌ゙  ﾊﾜｲ 

   ｴｺﾃﾞｻﾞｲ
ﾝ 

確
保 

安
全
性

  荏原製作所
(3)東芝､ 
宇部興産  

      

保
持 

安
定
運
転

 日立製作所 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

荏原製作所
(3) 
東芝 
宇部興産  

荏原製作
所 

ﾄ゙ﾛｰｱﾝ BV     

損
傷
対
策

 宇部興産(4) 
荏原製作所(2) 

東芝  関西新技術研究所  日立製
作所 

  
安
全
化
・
安
定
化 長
期
運
転
対
策 

詰
り
対
策 

神鋼ﾊﾝ゚ﾃ
ｯｸ    

三菱重工業(3) 
関西電力(2) 
中国電力(2) 
ｼ゙ ｴﾈﾗﾙ ｱﾄﾐｯｸｽ
(2) 
小松製作所(2) 
栗田工業(2) 
大伸建設 

ｸﾎ゙ ﾀ 関西電力 
中国電力 
三菱重工業

栗田工業(2) 
ｼ゙ ｴﾈﾗﾙ ｱﾄﾐｯｸｽ 
小松製作所  
ﾕﾆﾁｶ 
東ﾚ ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  
三機工業 
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表 1.4.3-3 化学反応変換技術の課題解決手段と出願人（2/2） 
バイオマス
原料の調整 

反応の最適化 
熱エネルギー
回収 

不用物の処理 

装置の改良 反応の制御・管理 

解決 
手段 
 
 
課題 

分別・ 
分離方法 

反応装置の 
改良 

システム化 
運転管理・
制御 

反応条件 
最適化 

回収熱の利用
排ガス処理
方法・ 
装置 

不用物 
除去 

分離・ 
精製 

安
全
化
・
安
定
化 

非
定
常
運
転
対
策 

日立造船 宇部興産 
東芝 
富士電機ｼｽﾃ
ﾑｽ゙ 
富士電機  
山陽重工 
ｸﾛｻｷｴﾝｼ゙ﾆｱ
ﾘﾝｸ゙ 
細川 哲一郎 

       

削
減 

設
備
費 

 松村 修三 
日本製鋼所 

荏原製作所  日立ﾌ゚ﾗﾝﾄ建設 
日立製作所 

    

燃
料
削
減 

ﾉｴﾙ ｶー  ｴﾙ 
ﾂｪー  ｴﾈﾙｷ゙ 
ｳﾝﾄ ｳﾑﾍ゙ ﾙﾄ
ﾃﾋﾆｯｸ ｹ゙ ｾ゙
ﾙｼｬﾌﾄ ﾐｯﾄ 
ﾍ゙ ｼｭﾚﾝｸﾃﾙ 
ﾊﾌﾂﾝｸ゙  
ｼ゙ｪﾈﾗﾙ ｱﾄﾐ
ｯｸｽ 
小松製作所 
栗田工業 

日本碍子(2) 三菱重工業  
産業技術総合
研究所 
日本碍子 
東芝､ 
松下精工 
ﾄﾖﾀ自動車  

日本碍子 荏原製作所(3) 
宇部興産(3) 
石川島播磨重工
業(2) 
産業技術総合研
究所 
科学技術振興機
構 
日本ﾌｧ-ﾈｽ工業
大阪瓦斯 
ﾃｸﾉﾌﾛﾝﾃｨｱ 
ｴｺﾃｸﾉｽ 

日立製作所(3) 
三菱重工業(2) 
荏原製作所(2) 
東芝(2) 
宇部興産(2) 
石川島播磨重工
業(2)  
千代田化工建設
日立ﾌ゚ﾗﾝﾄ建設 
科学技術振興機
構 
日立ｴﾝｼ゙ﾆｱﾘﾝｸ゙
三菱化工機 
ｼ゙ｬﾝ ﾎ゚ ﾙー ｳ゙ｧﾝ
ﾃ゙ﾝﾎｯｸ 

  新日本製鐵
日鉄ﾌ゚ﾗﾝﾄ
設計 

コ
ス
ト
削
減 

削
減 

薬
剤
等

  住友重機械工
業  

 日立製作所   石川島播磨
重工業  
JFEﾎー ﾙﾃ゙
ｨﾝｸ゙ｽ  

 ﾃﾙﾓｾ゙ﾚｸﾄ 
AG 

コ
ン
パ
ク
ト
化 

 科学技術振興
機構 
吉川 邦夫 
大東 

日本碍子 
東洋ｴﾝｼ゙ﾆｱﾘ
ﾝｸ゙ 
科学技術振興
機構 
三菱重工業 
吉川 邦夫 
ﾎ゚ﾘﾄﾝ研究所 
東芝 
日本工営 
ﾊ゚ﾜー  ｼｽﾃﾑｽ゙ 

ﾊｯ゙ﾃﾙ ﾒﾓﾘ
ｱﾙ INST 
ﾀｲﾀｽ ﾁｬー
ﾙｽ゙ ｴｲﾁ 
ｺー ﾝ ﾀ゙ﾆｴﾙ 
ｱー ﾙ 

    ﾚー ﾙ ﾘｸｲｯﾄ゙ 
SA  ﾌ゚ｰﾙ  
ﾚﾁｭー ﾄ゙ ｴ ﾚ
ｸｽﾌ゚ﾛ 

品
質
向
上 

 三菱重工業  
ｼｭﾃｨﾋﾃｨﾝ ｴﾈ
ﾙｷ゙ ｵーﾝﾃ゙ﾙｽ゙
ｸー ｾﾝﾄﾙﾑ ﾈ
ﾃー゙ﾙﾗﾝﾄ゙ 

日本碍子  ﾃﾙﾓｾﾚ゙ｸﾄ 
AG 

ﾒﾀﾙ G AG ｱｲｼﾝ精機 大東 ﾃﾙﾓｾﾚ゙ｸﾄ 
AG 

ｱﾝｽﾁ. ﾌ
ﾗﾝｾ ﾃ゙ｭ 
ﾍ゚ﾄﾛー ﾙ 

宇部興産 
川崎重工業
ﾃﾙﾓｾ゙ﾚｸﾄ 
AG 

有
害
物
質
対
策 

重
金
属
等
の
対
策

 三菱重工業   宇部興産(2) 
東芝(2) 

   宇部興産(2) 

最
終
廃
棄
物
削
減 

    石川島播磨重工
業(2) 
ｼー ｱﾝﾄ゙ｼ゙ ｴーﾇﾃｯ
ｸ 

   ﾃﾙﾓｾ゙ﾚｸﾄ 
AG 

環
境
へ
の
配
慮 

有
価
物
化

 

        産業技術総
合研究所 
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(3) 炭化技術 

図 1.4.3-3 に炭化技術の課題と解決手段の分布を示す。燃料削減によるコストダウンが

大きな課題であり、回収熱の利用が主な解決手段となっている。反応効率向上の課題に対

しては、反応装置そのものの改良は進んでいるため、付属装置の改良が主な解決手段とし

てなされている。また、燃料や、時としては活性炭としての品質向上も課題となっており、

バイオマス原料の分別・分離、破砕・成形、不用物除去といった解決手段がとられている。 

 

図1.4.3-3 炭化技術の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.4.3-4に炭化技術の課題解決手段と出願人を示す。 

反応効率向上

熱効率向上

安定運転保持

操作性改良

損傷対策

非定常運転対策

燃料削減

薬剤等削減

コンパクト化

品質向上

環境問題全般

ダイオキシン対策

有害ガス対策

最終廃棄物削減

効率向上 

安全化・安定化 

コスト削減 

長
期
運
転
対
策

環境への配慮 

コンパクト化 

不
用
物
除
去 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置 

回
収
熱
の
利
用 

運
転
管
理
・
制
御 

反
応
条
件
最
適
化 

付
属
装
置
の
改
良 

反
応
装
置
の
改
良 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

装置の改良 反応の制御 

反
応
の
最
適
化

不
用
物
の
処
理 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整

課
題 

解決手段 

2 4

1

1 1

3 3 6 2

3 2

2 3

2 2

2 2

3 3 3

3 4 2 3 2 20 2

5 4 2 2

5 5 2 3 4

1 3

品質向上 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 1.4.3-4 炭化技術の課題解決手段と出願人（1/2） 

バイオマス原料の調整 反応の最適化 
熱エネル
ギー回収 

不用物の処理 

装置の改良 反応の制御・管理 

解決 
手段 
 
 
課題 

分別・ 
分離 
方法 

粉砕・ 
成型 
方法 

可溶化・ 
薬剤 
添加等 

反応装置 
の改良 

付属装置 
の改良 

運転管理・
制御 

反応条件
最適化 

回収熱の 
利用 

排ガス
処理方
法・装置 

不用物
除去 

反
応
効
率
向
上 

 北林 孝
雄 
前川製
作所 
前川 哲
志 
環境設
計設備 

 ｱﾄﾞﾊ゙ ﾝｽﾄ 
ｵ-ｸｽ 
松ざき 雅一 
三菱重工業 

さなだﾀｲﾔ販
売 
金田 平 
朝日麦酒  
新日本空調 
品川ﾌｱ-ﾈｽ  
石原 茂久 
山根 健司 
新日本ｴﾝｼ ﾆ゙
ｱﾘﾝｸ゙  
若杉 徹 
山本 清和 
山本 昌夫 

ｱﾏﾉ 大阪ｶﾞｽｴﾝ
ｼﾞﾆｱﾘﾝｸ ゙
けいはん
な環境 
ｵｰｸｽ 
ｴﾑ式水耕
研究所 

  さなだﾀ
ｲﾔ販売 
金田 平

効
率
向
上 

向
上 

熱
効
率

   ｴﾇｹ ｹーｰ総合設
計(2) 
前里 俊雄 

新明和工業
(2) 

     

確
保 

安
全
性

    河村ﾊﾞー ﾅｰ
製作所 
中康 

     

安
定
運
転
保
持 

   ﾄｳｻﾞｲｺｰﾎﾟﾚｰｼ
ｮﾝ 
松下 康平 
松下 康太 
環境資源ｴﾝｼﾞﾆ
ｱﾘﾝｸ ゙
日立ﾊｳｽﾃｯｸ 

 日立ﾊｳｽﾃ
ｯｸ 

    

改
良 

操
作
性

   前里 俊雄 
吉原 将純 
吉原 正晶 

東京計器 
木野 美智子
伊勢工業所 
石原 茂久 

三菱化工
機 

    

長
期
運
転
対
策 

損
傷
対
策 

   ｼー  ﾜｲ ｼ  ー  日立ﾊｳｽﾃｯ
ｸ (2) 

  日立ﾊｳｽ
ﾃｯｸ (2) 

 

安
全
化
・
安
定
化 

非
定
常
運
転
対
策 

   日立ﾊｳｽﾃｯｸ 
太平洋ｾﾒﾝﾄ 
松下電器産業 

平原 太慶夫
巴工業 
栗田工業 
大川原製作
所 
青木 茂 

日立ﾊｳｽﾃｯ
ｸ (2) 
新日本製
鐵  
ｿﾚｯｸｽｲﾝﾀｰ
ﾅｼｮﾅﾙ 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ
設計 

    

コ
ス
ト
削
減

削
減 

薬
剤
等 

 朝日麦
酒 
新日本
空調  

     ｸﾎﾞﾀ  日立造
船 
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表 1.4.3-4 炭化技術の課題解決手段と出願人（2/2） 

バイオマス原料の調整 反応の最適化 
熱エネルギー回
収 

不用物の処理 

装置の改良 反応の制御・管理 

解決 
手段 
 
 
課題 

分別・ 
分離 
方法 

粉砕・ 
成型 
方法 

可溶化・ 
薬剤添
加等 
反応装置の
改良 

付属装置の
改良 

運転管
理・ 
制御 

反応条件
最適化 

回収熱の 
利用 

排ガス処理
方法・装置 

不用物
除去 

コ
ス
ト
削
減 

燃
料
削
減 

 

宮口 義
武 
島原産
業､ 
ｺｱｴﾝｼ゙ﾆ
ｱﾘﾝｸ゙ 
住友重機
械工業 

日本碍子 
荏原製作所 
宮本製作所 
荒川 宗一 
ﾃｨー ﾀ゙  
倉本産業  

  高砂工業 
ｱﾈｽﾄ岩田  
大洋特殊熔
接 

ｸﾎ゙ ﾀ 
ｱｸ゙ ﾘｽ 

松下環境空
調ｴﾝｼ゙ﾆｱﾘ
ﾝｸ゙  
村松 滋男 
執行 元広 
東新精工 
信越産業 

中国ﾒﾝﾃﾅﾝｽ(2) 
新明和工業  
中康 
中島鉄工 
日本ｴｺﾃﾂｸｻー ﾋ゙ ｽ 
豊通ｵｲﾙｾﾝﾀー  
発紘電機 
藤木 潤 
広島ｶ゙ ｽ開発 
JFEﾎー ﾙﾃ゙ ｨﾝｸ゙ ｽ 
日立造船 
小池 衛 
ｱﾄ゙ ﾊ゙ ﾝｽﾄ 
ｴﾇｹー ｹー ﾌ゚ ﾗﾝﾄ建
設 
日立化成工業 
丸平総業 
黒沼 弥兵衛 
中国ｼｲ ｴｽ ｹー  
中国ｱﾗｲｱﾝｽ 
荏原製作所 
嘉山 直義 
三菱重工業 
植月 正彦 
阪 光法 
西森 厚二 
藤井 洋一 
津村 英雄 

 東京窯
業  
ｶﾜｲﾌ゚ﾛ 

コ
ン
パ
ク
ト
化 

   日本下水道
事業団 
大同特殊鋼
東京窯業  
高砂工業 
ﾓﾘﾀ 
大阪ｶﾞｽｴﾝ
ｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  
協新工業 
ｴﾇ ｴｽ ﾋ゚  ー
虹技  

御池鉄工所
池川木材工
業 
松下 康平 
松下 康太 
新日本海重
工業  

 ｱｼ゙ｱﾌ゚ﾗﾝﾄ
ｻー ﾋ゙ｽ 
ｴﾑｴﾇｴﾝｼ゙
ﾆｱﾘﾝｸ゙ 

日本下水道事業
団 
大同特殊鋼 
東京窯業 
高砂工業  
不二特機 

  

品
質
向
上 

御池鉄工
所(2) 
山本ﾊ゙ｲｵ
ｸﾘー ﾝ ｼｽ
ﾃﾑ 
加藤工業  
明電舎 
高杉 正
則 

東芝機械  
ﾅｶﾀ技研 
山本製作所 
朝日麦酒  
新日本空調 
品川ﾌｧー ﾈｽ 
大王製紙 
田中 祐介 

明電舎 ｴﾇｹ-ｹ-ﾌ゚ ﾗﾝ
ﾄ建設  
日立造船 

ﾄー ﾑ 
日生ｴﾝｼ゙ ﾆｱ
ﾘﾝｸ゙  
ｸﾘｴｲﾄﾘｿー ｽ
筑波ﾘｴｿ゙ ﾝ
研究所 
小林 義信 

山根 健
司 

   栗本鉄
工所(2) 
田中 清
一 
ﾃｸﾉﾌﾛﾝ
ﾃｨｱ 
JFEﾎー ﾙ
ﾃ゙ｨﾝｸ゙ｽ 

全
般 

環
境
問
題

   松下電器産
業  

      

有
害
物
質
対
策 

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
対
策 

   高橋 利明 
福山 淳 
堀田 修祥 
三浦 力 
新日本製鐵 
永瀬 宗昭 
菊池 隆之 

  中国ﾒﾝﾃﾅﾝ
ｽ(2)  
荏原製作所
荏原総合研
究所  
豊田ﾃｸﾉ 
ｸﾎ゙ﾀ 
ｼ゙ｮﾝｿﾝﾎ゙ｲﾗ
中国ｱﾗｲｱﾝ
ｽ 

   

有
害
物
質
対
策

有
害
ガ
ス
対
策

   ｱｸﾄﾘー  ﾘｮー ｼ
ﾝ 
金原開発  

  金子農機(2)
岡 健二 
宮村 隆喜 

   

環
境
へ
の
配
慮 

削
減 

最
終
廃
棄
物 

 明和工業     大気社     
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(4) 燃料化技術 

(a) RDF 燃料化技術 

図 1.4.3-4 に RDF 燃料化技術の課題と解決手段の分布を示す。RDF の焼却残渣の塩化物

による環境汚染が問題となることがあり、塩化物対策が重要課題となっている。これに対

して、反応条件（RDF 製造条件）の最適化が検討されている。また、燃焼カロリーの高い

高品質の燃料とする必要があり、品質向上が課題となっている。これに対しては、バイオ

マス原料の分別、分離が主な解決手段となっている。RDF においてもコスト削減は大きな

課題であり、特にバイオマス原料の乾燥に用いる燃料の削減が課題となっている。これに

対しては、回収熱の利用が主な解決手段となっている。 

図 1.4.3-4 RDF 燃料化技術の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.4.3-5にRDF燃料化技術の課題解決手段と出願人を示す。 

反応効率向上

安定運転保持

損傷対策

詰り対策

設備費削減

燃料削減

薬剤等削減

コンパクト化

品質向上

ダイオキシン対策

塩素化合物対策

臭気対策

最終廃棄物削減

効率向上 

安全化・安定化 

コスト削減 

長
期
運
転
対
策

環境への配慮 

コンパクト化 

不
用
物
除
去 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置 

測
定
・
分
析 

回
収
熱
の
利
用 

運
転
管
理
・
制
御 

反
応
条
件
最
適
化 

シ
ス
テ
ム
化 

反
応
装
置
の
改
良 

乾
燥
方
法 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

装置の改良 反応の制御 

反
応
の
最
適
化

不
用
物
の
処
理 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整

課
題 

解決手段 

品質向上 

2

3

4

8

2

7 3 5

11

2

6

2

4

測
定
・
分
析 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 



80 

表 1.4.3-5 RDF 燃料化技術の課題解決手段と出願人（1/3） 
バイオマス原料の調整 反応の最適化 

装置の改良 反応の制御・管理 
解決 
手段 

 
課題 

分別・分離方法 
粉砕・ 
成型方法 

可溶化・
薬剤添加
等 

乾燥方法
反応装置の改良 システム化

運転管理・ 
制御 

反応条件最
適化 

効
率
向
上 

向
上 

反
応
効
率 

   東芝機械    ﾌ゚ ﾗﾝﾄﾞ研究
所(2) 

安
定
運
転
保
持 

    大山 政雄    

安
定
化 

操
作
性
改
良

    石川島播磨重工業    

損
傷
対
策

    川崎重工業    

安
全
化
・
安
定
化 

長
期
運
転
対
策 

詰
り
対
策 

川崎重工業    ﾌｼﾞﾀ(2) 
石川島播磨重工業(2)
荏原製作所(2) 
三菱商事(2) 
東芝機械 
川崎重工業 

   

削
減 

設
備
費 

    日立金属     

削
減 

燃
料 

三菱重工業        コ
ス
ト
削
減 

削
減 

薬
剤
等 

 ﾄﾖﾀ自動車 
小島産業 

   荏原製作所  大成建設 
ｸﾎﾞﾀ 

ク
ト
化 

コ
ン
パ 

    清水建設    

品
質
向
上 

JFEﾎｰﾙﾃｨ゙ﾝｸﾞ
ｽ(3) 
ﾀｸﾏ 
東芝機械 
矢敷 和男 
本田 圭助 
森 尚道 
森山 成孝 
今里 幸光 
日本ﾘｻｲｸﾙﾏﾈ
ｼﾒ゙ﾝﾄ 
御池鉄工所 

   大山 政雄 
宇部興産 
御池鉄工所 

 小熊鉄工所 
氏家製作所 
新ｷﾔﾀﾋﾟﾗｰ
三菱  

明電舎(3) 
太平洋ｾﾒﾝﾄ 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ 

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
対
策

       かねくら実
業 

環
境
へ
の
配
慮 

有
害
物
質
対
策 塩
素
化
合
物
対
策 

  太平洋ｾﾒﾝ
ﾄ 

    明電舎(9) 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ 
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表 1.4.3-5 RDF 燃料化技術の課題解決手段と出願人（2/3） 
バイオマス原料の調整 反応の最適化 

装置の改良 反応の制御・管理 
解決 
手段 

 
課題 

分別・分離方法 
粉砕・ 
成型方法 

可溶化・ 
薬剤添加等

乾燥方法
反応装置の改良 システム化

運転管理・ 
制御 

反応条件最適
化 

対
策 

臭
気 

    日機装 
川崎重工業 

   

環
境
へ
の
配
慮 

削
減 

最
終
廃
棄
物 

御池鉄工所(2) 
藤木 潤  
JFEﾎｰﾙﾃｨ゙ﾝｸﾞ
ｽ 
ｴﾇｹｰｹｰﾌﾟﾗﾝﾄ
建設 

   森田特殊機工   ｷﾔﾉﾝ 
窪 ｾﾗﾐﾂｸ 
ｴｺｽﾃー ｼ ｴ゙ﾝｼ゙ ﾆｱ
ﾘﾝｸ  ゙
中園 英司 
堤 守幸 
ﾌｼﾞﾀ 
東芝機械 
東福商事 

 

表 1.4.3-5 RDF 燃料化技術の課題解決手段と出願人（3/3） 

熱エネルギー回収 不用物の処理 解決 
手段 
課題 回収熱の利用 

測定・分析 
排ガス処理方法・装置 不用物除去 

安
全
化
・
安
定
化

安
定
運
転
保
持 

 石川島播磨重工業    

コ
ス
ト
削
減 

燃
料
削
減 

JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ(3) 
ﾌ゚ ﾗﾝﾄﾞ研究所 
日本碍子 
日本ﾘｻｲｸﾙﾏﾈｼ ﾒ゙ﾝﾄ 
荏原製作所 
環工ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 

   

品
質
向
上 

 住友金属工業   

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
対
策

栗本鉄工所  JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ  

有
害
物
質
対
策 塩
素
化
合
物
対
策

   三菱重工業 環
境
へ
の
配
慮 

臭
気
対
策 

 日立造船 川崎重工業 
石川島播磨重工業 

 

環
境
へ
の
配
慮 

最
終
廃
棄
物
削
減 

 川崎重工業   
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(b) 固形燃料化技術 

図 1.4.3-5 に固形燃料化技術の課題と解決手段の分布を示す。品質向上が大きな課題で

あり、バイオマス原料の分別・分離方法と反応（製造）条件の最適化が主な解決手段とな

っている。また、エネルギー利用としてだけでなく、廃棄物処理という側面も持っている

ため、最終廃棄物削減なども課題となっており、バイオマス原料の分別・分離方法と反応

（製造）条件の最適化が解決手段となっている。 

 

図1.4.3-5 固形燃料化技術の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.4.3-6に固形燃料化技術の課題解決手段と出願人を示す。 

燃焼効率向上

反応効率向上

熱効率向上

安全性確保

安定運転保持

燃料削減

薬剤等削減

コンパクト化

品質向上

ダイオキシン対策

塩素化合物対策

臭気対策

最終廃棄物削減

効率向上 

安全化・安定化 

コスト削減 

環境への配慮 

コンパクト化 

分
離
精
製 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置 

測
定
・
分
析 

回
収
熱
の
利
用 

運
転
管
理
・
制
御 

反
応
条
件
最
適
化 

反
応
装
置
の
改
良 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

分
別
・
分
離
方
法 

装置の改良 反応の制御

反
応
の
最
適
化

不
用
物
の
処
理 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整

課
題 

解決手段 

品質向上 

4

4

3

3

2

2

45

2

34

分
離･

精
製 

測
定
・
分
析 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 1.4.3-6 固形燃料化技術の課題解決手段と出願人（1/2） 

バイオマス原料の調整 反応の最適化 
熱エネルギ
ー回収 

不用物の
処理 

装置の改良 反応の制御・管理 

解決 
手段 

 
 
課題 

分別・ 
分離方法 

可溶化・ 
薬剤添加
等 

反応装置の 
改良 

運転管理・
制御 

反応条件 
最適化 

回収熱の 
利用 

測定・分析 排ガス処
理方法・ 
装置 

分離・
精製 

反
応
効
率
向
上 

日立製作
所 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日
立 

 ﾎ-ﾙﾊ゙ ｰｸ゙  ﾕﾙ
ｹ゙ ﾝ 

 ﾌｼﾞﾀ 
石川島播磨重
工業 
荏原製作所 
三菱商事 
極東開発工業 
川崎重工業 
ﾘー ｽﾞ ｳｨｱﾑ ｼ ｪ゙ﾚ
ｲﾝﾄ 

 大川原製
作所 

  

反
応
効
率
向
上

燃
焼
効
率
向
上

日本製鋼
所 
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ 
ｾｲｼﾝ企業 
三菱重工
業(2) 

        
効
率
向
上 

向
上 

熱
効
率 

    ﾌ゚ ﾗﾝﾄﾞ研究所 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 
ｸ゙ ｰﾄｸﾈﾋﾄ ﾏｯｸｽ

ｴﾅｼﾞー  ｱﾝｽﾜｰ
ｽ゙  CORP 

   

確
保 

安
全
性 

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ    日本環境技術     

安
全
化
・
安
定
化 

保
持 

安
定
運
転 

日立製作
所 

 日立金属 中園 修三 
中園 英司  
堤 守幸 

ﾆｯﾀ  ﾌ゚ ﾗﾝﾄﾞ研
究所 

  

燃
料
削
減 

ｲﾅｯｸｽ 
ﾐｽｽﾞ技研 
ｱｲｾﾛ化学 

   明星食物研究
所 

太平洋ｾﾒﾝﾄ 
中康  
太平洋ｴﾝｼ ﾆ゙
ｱﾘﾝｸ゙  
土木研究所 

  ｸﾎﾞﾀ 

コ
ス
ト
削
減 

薬
剤
等
削
減 

 荏原製作
所 

  ﾀｸﾏ 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日立 

    

コ
ン
パ
ク
ト
化 

  ﾁｻｷ 
太平洋ｾﾒﾝﾄ  
国井 大蔵  
荏原製作所 
ｴｲﾁﾋ゚ ｰ ﾄ゙ ｰﾑ
ｼ゙ ﾔﾊ゚ ﾝ  

      

品
質
向
上 

松岡 経久 
栗本鉄工
所(2) 
東芝機械
(2) 

   ﾄｳﾌｸ 
川崎重工業 
新日本製鐵 
日本製鋼所 

JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ 

ﾌｼﾞﾀ 
石川島播
磨重工業 
荏原製作
所 
三菱商事 

  

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
対
策

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ    明電舎 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ

    

環
境
へ
の
配
慮 

有
害
物
質
対
策 

塩
素
化
合
物
対
策 

    日本木材防腐
工業組合 
本多 淳裕 
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表 1.4.3-6 固形燃料化技術の課題解決手段と出願人（2/2） 
バイオマス原料の調整 反応の最適化 熱エネルギー回収 不用物の処理 解決 

手段 
 
課題 

分別・ 
分離方法 

可溶化・ 
薬剤添加等 

装置の改良
反応の制御・
管理 

回収熱の 
利用 

測定・
分析 排ガス処理方法・ 

装置 

分離・
精製 

対
策 

臭
気 

      川崎重工業  

環
境
へ
の
配
慮 

削
減 

最
終
廃
棄
物 

関商店(2) 
前川製作所 
植月 正彦  
石川島播磨
重工業 

   ﾄｳﾌｸ 
東罐興業 (2) 
日栄紙工社(2) 

   

 

(c) セメント・高炉用燃料化技術 

図 1.4.3-6 にセメント・高炉用燃料化技術の課題と解決手段の分布を示す。燃料削減に

よるコスト削減が主な課題であり、バイオマス原料の分別・分離と回収熱の利用が主な解

決手段となっている。 

図1.4.3-6 セメント・高炉用燃料化技術の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.4.3-7にセメント・高炉用燃料化技術の課題解決手段と出願人を示す。 

燃焼効率向上

反応効率向上

燃料削減

品質向上

有害ガス対策

臭気対策

最終廃棄物削減

有価物化

効率向上 

コスト削減 

環境への配慮 

分
離
精
製 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置

回
収
熱
の
利
用 

反
応
条
件
最
適
化 

反
応
装
置
の
改
良 

分
別
・
分
離
方
法 

装置の
改良 

反応の
制御 

反
応
の
最
適
化

不
用
物
の
処
理 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整

課
題 

解決手段 

品質向上 

分
離･

精
製 

7 4

2

2

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 1.4.3-7 セメント、高炉用燃料化技術の課題解決手段と出願人 
バイオマス原料の
調整 

反応の最適化 熱エネルギー回収 不用物の処理 

装置の改良 反応の制御・管理

解決 
手段 

 
課題 分別・分離方法 

反応装置の改良 反応条件最適化
回収熱の利用 排ガス処理方法・装置 

分離・精製

効
率
向
上 

反
応
効
率
向
上 

  新日本製鐵     

効
率
向
上 

反
応
効
率
向
上 

燃
焼
効
率
向
上 

JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ      

コ
ス
ト
削
減 

燃
料
削
減 

太平洋ｾﾒﾝﾄ(2) 
太平洋ｴﾝｼ ﾆ゙ｱﾘﾝｸﾞ 
ｳ゙ ｫｯﾌﾟﾌｨﾝｶ゙ ｰ ｼｭﾀｲﾝ 
ｳﾝﾄ ｶﾙｸｳ゙ ｪﾙｹ ｼｭﾐｯﾄ 
ｳﾝﾄ ｶﾝﾊ ﾆ゚  ー
ﾋ゚ ｰ ﾀ゙ ﾌ ﾘ゙ﾕｰ ｴｲ ｵﾙﾄ
ﾏﾝ AG 
ﾀ゙ ｲｾｷ 
石川島播磨重工業 
島田 荘平 
栗原 宣明 
戸田 昌 
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ 

  太平洋ｾﾒﾝﾄ(2) 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 
ｴﾇｹ ｹーｰﾌ゚ ﾗﾝﾄ建設 

  

品
質
向
上 

  ﾀｸﾏ 
本多 淳裕 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 

 ﾉｴﾙ ｶーｰｴﾙﾂｪー  ｴﾈﾙｷﾞー  ｳ
ﾝﾄ ｳﾑｳﾞｪﾙﾄﾃﾋﾆｸ ｹﾞｾ ﾙ゙
ｼｬﾌﾄ ﾐｯﾄ ﾍﾞｼｭﾚﾝｸﾃﾙ ﾊ
ﾌﾂﾝｸ゙  

 

有
害
物
質
対
策

有
害
ガ
ス
対
策

   ﾚー ﾙ ﾘｸｨｯﾄﾞ SA ﾌﾟー ﾙ ﾚﾁ
ｭー ﾄﾞ ｴ ﾚｸｽﾌ ﾛ゚ 

  

臭
気
対
策 

 川崎重工業     

最
終
廃
棄
物
削
減 

     小林 義雄
(2) 
徳山曹達(2)
堀尾 正靭 

環
境
へ
の
配
慮 

有
価
物
化 

   新日本製鐵   
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(d) 液体燃料化技術 

図 1.4.3-7 に液体燃料化技術の課題と解決手段の分布を示す。反応効率向上が最大の課

題であり、反応条件の最適化が主な解決手段となっている。ただし、ここで分類した液体

燃料にはスラリー状の燃料も含めてあるので、反応といってもすりつぶしたりする物理的

な加工も含んでいる。 

 

図1.4.3-7 液体燃料化技術の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.4.3-8に液体燃料化技術の課題解決手段と出願人を示す。 

 

反応効率向上

熱効率向上

詰り対策

燃料削減

薬剤等削減

品質向上

ダイオキシン対策

塩素化合物対策

最終廃棄物削減

効率向上 

安全化・安定化

コスト削減 

長
期
運
転
対
策

環境への配慮 

分
離
・
精
製 

測
定
・
分
析 

運
転
管
理
・
制
御 

反
応
条
件
最
適
化 

シ
ス
テ
ム
化 

反
応
装
置
の
改
良 

乾
燥
方
法 

粉
砕･

成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

装置の改良 反応の制御 

分
離
・
精
製 

反
応
の
最
適
化

測
定･

分
析 

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整

課
題 

解決手段 

品質向上 

2

8

3

2

3

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 1.4.3-8 液体燃料化技術の課題解決手段と出願人 
バイオマス原料の調整 反応の最適化 

装置の改良 反応の制御・管理 
解決 
手段 

 
課題  

分別・ 
分離方法 

粉砕・ 
成型方法 

乾燥 
方法 

反応装置
の改良 

システム化
運転管理・
制御 

反応条件 
最適化 

測定・ 
分析 

分離・ 
精製 

反
応
効
率
向
上 

   荏原製作
所 
三井建設 

  宇部興産(3) 
ｴﾝﾊ ｲ゙ﾛﾝﾒﾝﾀﾙ ｿﾘｭｰ
ｼｮﾝINTERN 
つきばれ工業 
ｲﾝﾃﾂｸ 
産業技術総合研
究所 
ﾃｲｸｽ 
三菱電機 
松井 三郎 

  

効
率
向
上 

熱
効
率
向
上 

      石川島播磨重工
業 
ｸﾎﾞﾀ 

ｸﾎﾞﾀ  

安
全
化
・
安
定
化

長
期
運
転
対
策 

詰
り
対
策 

   三菱電機   宇部興産 
荏原製作所 

  

燃
料
削
減 

三菱重工業  東芝   石川島播磨
重工業 

   

コ
ス
ト
削
減 薬剤
等
削
減 

    伊藤 忠 
井ノ上 通
夫 

    

品
質
向
上 

宇部興産(2) 
栗本鉄工所 
ｼﾅﾈﾝ 

ﾃｷｻｺ DEV 
CORP 

    宇部興産(2) 
日立製作所 

  

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
対
策

      松崎 力   

有
害
物
質
対
策 塩
素
化
合
物
対
策

      ｺー ﾂｪﾎﾞ ﾝー ﾛﾊ゙ ｰﾄ ｴ
ﾇ 
ｸ゙ ｳｨﾝ ｳｲﾘｱﾑ ﾃﾞｨー  

  

環
境
へ
の
配
慮 

最
終
廃
棄
物
削
減 

山田 恵美 
伊藤 護 
坂本 憲平 
真田 六 
鈴木 八四
郎 
鳴海 隆盛 
ｴﾑｴﾇｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘ
ﾝｸ  ゙

     篠原精機  原 若葉 
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(e) バイオディーゼル燃料化技術 

図 1.4.3-8 にバイオディーゼル燃料化技術の課題と解決手段の分布を示す。バイオディ

ーゼルは、植物油を原料としてディーゼル油を生産するものである。植物油は分子量が高

いため、エステル交換反応によって分子量を低くする必要があり、反応効率の向上が課題

となっている。この解決手段としては、反応条件の最適化が主となっている。また、品質

の向上も課題であり、他の燃料と混合して使用することによって燃焼を制御し、回収熱を

うまく利用するといった解決手段がとられている。 

 

図1.4.3-8 バイオディーゼル燃料化技術の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表1.4.3-9にバイオディーゼル燃料化技術の課題解決と出願人を示す。 

 

 

反応効率向上

品質向上

重金属対策

最終廃棄物削減

効率向上 

環境への配慮 

立
地
条
件 

分
離･

精
製 

回
収
熱
の
利
用 

反
応
条
件
最
適
化 

反
応
装
置
の
改
良 

装置の改良 反応の制御

反
応
の
最
適
化

立
地
条
件 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

課
題 

解決手段 

品質向上 

4 15 4

2 10

2

分
離･

精
製 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 



89 

表 1.4.3-9 バイオディーゼル燃料化技術の課題解決手段と出願人 
反応の最適化 熱エネルギー回収 地域全体のシステム

装置の改良 反応の制御・管理 

解決 
手段 
 
課題 反応装置の改良 反応条件最適化 回収熱の利用 

分離・精製 
立地条件 

効
率
向
上 

反
応
効
率
向
上 

染谷商店 
ｼ゙ ﾔﾄｺ 
ｴﾈﾙｹ゙ ｱ ｳﾑｳ ｪ゙ﾙﾄﾃﾋﾉﾛｷ゙ ｰ 
GMBH 
政宗 茂 

関西新技術研究所  ﾛﾝﾌｵー ﾄ (゙2) 
関西新技術研究所(2) 
天星製油 
ﾍﾝｹﾙ KG ｱｳﾌ ｱｸﾁｴﾝ 

 

品
質
向
上 

栗本鉄工所 村上 誠四郎(2) 
松村 正利 
ﾌﾛﾝﾃｨｱ ｼ゙ ｬﾊ゚ ﾝ 

住本科学研究所 
住本 守央 
ｾﾗﾆ ｽーﾞ CHEM ﾖ-ﾛﾂﾊﾟ GMBH 
ｴﾁﾙ CORP 
足立 良和 
小笠原 玉 
逸見 彰男 
松田 昌徳 
石橋石油 
和田 洋一 
村田 二郎 
荒川 武 
ｴﾙｴﾌﾗﾎ ﾗ゙ﾄﾘー  
ｴｸｿﾝ CHEM ﾊ ﾃ゚ﾝﾂ INC 
ﾛー ﾏｯｸｽ ｱﾃﾞｨﾃｨ ｳーﾞｪｽ GMBH 

  

有
害
物
質
対
策 

重
金
属
等
の
対
策

  ﾔｽﾊﾗｹﾐｶﾙ 
新潟鉄工所 
ﾆﾁﾚｲ 
ﾏﾝﾖｰ食品 

 ﾛﾝﾌｫー ﾄ  ゙

環
境
へ
の
配
慮 

最
終
廃
棄
物
削
減 

    鎮静 義明 
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1.4.4 生物学的変換技術の課題と解決手段 

表1.4.4-1に生物学的変換技術の課題と解決手段を示す。課題Ⅰと解決手段Ⅰはバイオマ

スエネルギー全体に共通の課題と解決手段であり、以下は直接燃焼に特有の課題と解決手

段である。 

 

表 1.4.4-1 生物学的変換技術の課題と解決手段の一覧 

課  題 解決手段 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 解決手段Ⅰ 解決手段Ⅱ 具体的解決手段

燃焼効率向上 分別・分離方法 

熱効率向上 粉砕・成型方法 効率向上 

発電効率向上 可溶化・薬剤添加等 

安全性確保 

バイオマス 

原料の調整 

乾燥方法 

安定運転保持 原料の投入管理 

操作性改良  
焼却炉構造 

の改良 

損傷対策  

装置の改良 
焼却炉付属 

装置の改良 

耐蝕性向上  

反応の最適化

反応の制御 

・管理 

運転管理・ 

制御 
長期運転対策 

詰り対策  熱回収装置 

安全化・ 

安定化 

非定常運転対策  発電方法・装置 

設備費削減  回収熱の利用 

燃料削減  

熱エネルギー

回収 

熱の複合利用 コスト削減 

薬剤等削減  測定・分析 

コンパクト化  不用物の処理 排ガス処理方法・装置 

品質向上  地域システム最適化 

環境問題全般  

地域全体の 

システム 
立地条件 

ダイオキシン

対策 
   

有害ガス対策    有害物質対策 

重金属等の 

対策 
   

臭気対策    

最終廃棄物削減    

環境への配慮 

有価物化    
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(1) メタン発酵技術 

 図 1.4.4-1 にメタン発酵技術の課題と解決手段の分布を示す。反応効率の向上が最も大

きな課題であり、これに対する解決手段として、メタン発酵の反応条件の最適化や反応装

置の改良がとられているが、これらに増して、メタン発酵に用いるバイオマス原料の分別・

分離、粉砕・成形、可溶化・薬剤添加等の前処理が重要な解決手段となっている。 

 メタン発酵は、負荷変動や流動変動が比較的大きいため、これらに対して安定に運転す

ることも重要な課題であり、これに対して反応装置の改良と運転方法の管理・制御という

ハードとソフトの両面からの解決手段がとられている。さらに、メタン発酵を効率よく行

なうためには保温が重要であるが、コストとの兼ね合いで燃料の削減が課題であり、回収

熱の利用が主な解決手段となっている。また､メタン発酵はエネルギー回収の他に、廃水処

理という側面も併せ持っており、最終廃棄物削減も重要課題となっている。これに対して

は、窒素処理プロセスなどとのシステム化が主な解決手段となっている。 

 
図 1.4.4-1 メタン発酵技術の課題と解決手段の分布 
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燃料削減 

薬剤等削減 

コンパクト化 

品質向上 

窒素・リン対策 

有害ガス対策 

臭気対策 

最終廃棄物削減 

品質向上 

 

コンパクト化 

 

安全化・安定化 

環境への配慮 

コスト削減 
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 表 1.4.4-2 にメタン発酵技術の課題解決手段と出願人を示す。 

 
表 1.4.4-2 メタン発酵技術の課題解決手段と出願人（1/4） 
バイオマス原料の調整 反応の最適化 

熱エネル
ギー回収 

不用物
の処理 

装置の改良 反応の制御・管理 

解決 
手段 
 
 
課題 

分別・ 
分離方法 

粉砕・ 
成型方法 

可溶化・ 
薬剤添加等 

反応装置
の改良 

システ
ム化 
運転管理・
制御 

反応条件
最適化 

回収熱 
の利用 

不用物 
除去 

分離・
精製 

効
率
向
上 

反
応
効
率
向
上 

栗田工業(3) 
日立造船(2) 
三機工業(2) 
富士化水工
業  
東芝  
神鋼ﾊﾟﾝﾃｯｸ 
荏原製作所  
工藤 憲男 
 野工事  
三井鉱山 
三菱化工機 
食品産業環
境保全技術
研究組合 
明電舎  
明電ﾌﾟﾗﾝﾄ  
住友重機械
工業  
ｸﾎﾞﾀ  
川崎重工業 
ﾊ゚ ｸｴｽ ｿﾘﾂﾄﾞ 
ｳｴｲｽﾄ ｼｽﾃﾑ
ｽ゙  BV 
ｼ゙ ｰ LTD  
ｸ゙ ﾛ ﾊーﾞﾙ ｲﾝ
ﾊ゙ ｲｱﾗﾝﾒﾝﾀﾙ 
ENG L 
ﾌﾝｷ ﾏﾇﾗ AS 

ｸﾎﾞﾀ(7) 
ｱﾀｶ工業
(3) 
荏原製作
所(2) 
鹿島建設 
三菱重工
業 

明電舎(2) 
日本碍子(2) 
荏原製作所
(2) 
栗田工業(2) 
三菱重工業
(2) 
石川島播磨
重工業(2) 
ｴﾙｴ ｱーｰ ｹ゙ ｾﾞ
ﾙｼｬﾌﾄ ﾌｭｱ ﾘｻ
ｲｸﾘﾝｸﾞ ﾌｫﾝ ｴ
ﾈﾙｷﾞー  ｳﾝﾄ ｱ
ﾌ゚ ﾌｧﾙ ｴﾑﾍﾞｰ
ﾊー (2) 
協同商事(2) 
張 書廷(2) 
ｸﾎﾞﾀ 
鹿島建設  
三菱化工機  
生物系特定
産業技術研
究推進機構  
ｱﾀｶ工業 
東陶機器 
吉富製薬 
東芝  
田代 栄一 
神鋼ﾊﾟﾝﾃｯｸ 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ 
ﾋ゙ ｯﾄ  ﾛ-ﾍ゙ ﾙﾄ 
ﾍ゙ - ｴ- ｹ -゙ 
ﾋ゙ ｵｴﾈﾙｷ゙ - 

ｸﾎﾞﾀ(3) 
東芝(2) 
鹿島建設
(2) 
日本下水
道事業団
(2) 
日本電気
環境ｴﾝｼ゙ ﾆ
ｱﾘﾝｸ゙  
大阪瓦斯 
ﾕﾆﾁｶ 
荏原製作
所 
栗田工業 
ﾊ゙ ﾌ ｺ゙ｯｸ日
立 
中川 武男
産業技術
総合研究
所 
日立造船 
住友重機
械工業 
川崎重工
業 
関西ﾍﾟｲﾝﾄ
加藤 允彦 
清水建設 
三井鉱山 
三菱重工
業 ｼﾃｯｸ 
INTERN 
ｲﾝｾﾙﾀﾑ ｴｽ 
ｴﾙ 

 荏原製作
所 
荏原総合
研究所 
日立造船 
三菱重工
業 
東洋製作
所 

荏原製作
所(3) 
荏原総合
研究所(3)
住友重機
械工業(3)
ｸﾎﾞﾀ(2) 
栗田工業
(2) 
清水建設
(2) 
大阪瓦斯
(2) 
東芝 
日本碍子 
土木研究
所 
ﾀｸﾏ 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙
ﾝｸﾞｽ 
神鋼ﾊﾟﾝﾃｯ
ｸ 
鹿島建設 
通商産業
省基礎産
業局長 
本多電子 
明電舎 
日立造船 
ｱﾀｶ工業 
三菱重工
業 
産業技術
総合研究
所 
ﾊ゚ ｷ BV 

日立造船 
大阪府 
ｴｲﾁｲー ｼ  ー
宮崎 辰一 
今井 和彦 
大林組 
川崎重工
業 
鹿島建設  
三浦工業 
植松 伸晃 

    

安
全
化
・
安
定
化 

安
定
運
転
保
持 
栗田工業 
荏原製作所 
鹿島建設  
東芝 
神鋼ﾊﾟﾝﾃｯｸ  
住友重機械
工業 
ｸﾎﾞﾀ 

鹿島建設 栗田工業 栗田工業 
(8) 
東芝(4) 
石川島播
磨重工業
(3) 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙
ﾝｸﾞｽ(2) 
小松製作
所 
明電舎 
鹿島建設 
吉元 弘 
松村 正利 
ﾍﾙﾊ -゙ﾄ ﾒﾙ
ｹﾙ  
ｱﾀｶ工業  
東芝ﾌﾟﾗﾝﾄ
建設  
ｸﾎﾞﾀ 
ﾋﾃﾞｹﾝ設計
ﾀｸﾏ 
新日本製
鐵 
東ﾚ ｴﾝｼ ﾆ゙
ｱﾘﾝｸ゙  
日立造船 
三井造船 

  東芝(6) 
栗田工業 
(4) 
三菱重工
業(3) 
ｸﾎﾞﾀ(3) 
石川島播
磨重工業 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙
ﾝｸﾞｽ 
ﾀﾊﾞｲｴｽﾍ゚ ｯ
ｸ 
荏原製作
所 
東芝ｴﾝｼ゙ ﾆ
ｱﾘﾝｸ゙  
川崎重工
業 
住友重機
械工業 
ﾊ゙ ﾛﾙｶﾞ ﾌ゚
ﾛｾｽ 

 栗田工業
(2) 

ｸﾎﾞﾀ 住友重
機械工
業 
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表 1.4.4-2 メタン発酵技術の課題解決手段と出願人（2/4） 

バイオマス原料の調整 反応の最適化 熱エネルギー 
回収 

不用物
の処理 

装置の改良 反応の制御・管理 

解決 
手段 
 
 
課題 

分別・ 
分離 
方法 

粉砕・ 
成型 
方法 

可溶化・ 
薬剤 
添加等 

反応装置 
の改良 

システム
化 
運転管理・
制御 

反応条件
最適化 

回収熱の利用 不用物
除去 

分離・
精製 

設
備
費
削
減 

  ｸﾎﾞﾀ 銭高組  
積水化学工
業 栗田工業

川田 愉    栗田工
業 

 

燃
料
削
減 

明電舎 
土井 忠
愛 
農林水
産省畜
産試験
場長 
栗田工
業 
荏原製
作所 
住友重
機械工
業 

 荏原製作
所 
栗田工業  
鹿島建設  
三菱重工
業 

ﾀｸﾏ(2) 
鹿島建設 
川崎重工業 
ｸﾎﾞﾀ 
外田 昭七 
金山 公夫 

明電舎 
日立造船 
東芝 
三井造船 
ｸﾎﾞﾀ 

清水建設 東京瓦斯 ｸﾎﾞﾀ(3) 
鹿島建設(3) 
川崎重工業(2) 
篠原精機(2) 
ﾋ゙ ｰ ｵー  ｼｰ ｶﾞｼ
ｽ゙  ｵ ｽーﾄﾗﾘｱ 
三井鉱山  
新明和工業 
元田電子工業 
環工ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝ
ｸ゙  
上田 裕一 
日本ﾗｲﾌｾﾝﾀー  
柳川 理 
佐々 木 三男 
中村 勝義  
佐伯 譲二 
香川 典子 
植松 伸晃 
大阪瓦斯  
東芝ﾌﾟﾗﾝﾄ建設  
荏原製作所 
日立機電工業 
明電舎 
日本製鋼所 
山口製作所 
ｲﾂﾞﾜ 
ｹﾑﾘﾝｸﾞ ｸ゙ ﾙ ﾌー  ゚

  

コ
ス
ト
削
減 

薬
剤
等
削
減 

栗田工
業(2) 

 日本碍子
(2) 
三菱重工
業 
中部電力 

日立ﾌﾟﾗﾝﾄ建
設 
荏原製作所 
ﾋﾃﾞｹﾝ設計 
三菱重工業 
三菱化工機 

 清水建設 
明電舎 
栗田工業 
日立造船 

住友重機
械工業 

 東芝(2)  
栗田工
業(2) 

 

コ
ン
パ
ク
ト
化 

荏原製
作所(2) 
協同組
合ｲﾝﾊﾞｲ
ｵﾒﾝﾄ 
栗田工
業 
ｸﾎﾞﾀ 
ｱﾀｶ工業 
三菱化
工機 
東芝 

 ｸﾎﾞﾀ  
大林組 
ﾏﾘﾝｹﾐｶﾙ研
究所 
東芝 
大阪瓦斯 
荏原製作
所  
ﾀｸﾏ 
三機工業 
東京農業
大学 

ｸﾎﾞﾀ(2) 
日本下水道
事業団 
ｵﾙｶ ﾝ゙ ﾌｱ-ｾﾙ 
ﾃｸﾉﾛｼﾞ  ー
ﾋ゙ ｽ 
石川島播磨
重工業 
荏原製作所 
三菱化工機 
浅野工事 
三機工業 
三井鉱山  
日立造船  
ﾀ゙ ｲｵー ｴﾝｼﾞﾆｱ
ﾘﾝｸ  ゙
東芝ﾌﾟﾗﾝﾄ建
設 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ 
三菱重工業 

三菱重工
業(2) 

栗田工業 ｸﾎﾞﾀ 
三菱重工
業 

 日本碍
子 
栗田工
業 
神鋼ﾊﾟﾝ
ﾃｯｸ 
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表 1.4.4-2 メタン発酵技術の課題解決手段と出願人（3/4） 

バイオマス原料の調整 反応の最適化 
熱エネル
ギー回収 

不用物の 
処理 

装置の改良 反応の制御・管理 

解決 
手段 
 
 
 
 
課題 

分別・ 
分離 
方法 

粉砕・ 
成型 
方法 

可溶化・ 
薬剤 
添加等 

反応装置
の改良 

システム
化 
運転管理・
制御 

反応条件
最適化 

回収熱の 
利用 

不用物 
除去 

分離・ 
精製 

品
質
向
上 

        東芝(2) 
三菱化工機
(2) 
栗田工業 
日本碍子 
住友重機械
工業 
朝日麦酒  
荏原製作所 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝ
ｸ゙ ｽ 

東芝(2) 
岩谷産業
(2) 
三菱化工
機  
島津製作
所  
地球環境
産業技術
研究機構 
岡本 
清水建設 
石川島播
磨重工業 
東芝ﾌﾟﾗﾝﾄ
建設  
下水道新
技術推進
機構 
月島機械 
産業技術
総合研究
所 
住友金属
鉱山  
鈴木商工 
荏原製作
所 
明電舎 
川崎重工
業 
住友重機
械工業 
日立ﾌﾟﾗﾝﾄ
建設  
大和田 稔

有
害
ガ
ス
対
策

        栗田工業(2) 
明電舎 

 

有
害
物
質
対
策 

窒
素
・
リ
ン
除
去

ｸﾎﾞﾀ  
日立ﾌﾟﾗ
ﾝﾄ建設 

  ｸﾎﾞﾀ(3) 
住友重機
械工業  
三菱重工
業 

 明電舎  
日本碍子 

ｸﾎﾞﾀ(2)  川崎重工業  

環
境
へ
の
配
慮 

臭
気
対
策 

   大広(2) 
栗田工業 
荏原総合
研究所   
荏原製作
所   
神鋼ﾊﾟﾝﾃｯ
ｸ   
鹿島建設 
ｱﾀｶ工業 
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表 1.4.4-2 メタン発酵技術の課題解決手段と出願人（4/4） 
バイオマス原料の調整 反応の最適化 

熱エネル
ギー回収 

不用物の 
処理 

装置の改良 反応の制御・管理 

解決 
手段 
 
 
 
課題 

分別・ 
分離 
方法 

粉砕・ 
成型 
方法 

可溶化・ 
薬剤 
添加等 

反応装置
の改良 

システム化
運転管理・
制御 

反応条件
最適化 

回収熱の 
利用 

不用物 
除去 

分離・
精製 

環
境
へ
の
配
慮 

最
終
廃
棄
物
削
減 

三菱重
工業(3) 
栗田工
業 (2) 
荏原製
作所 
荏原総
合研究
所  
造水促
進ｾﾝﾀ  ー
ﾌｼﾞﾀ  
石川島
播磨重
工業  
ｱﾝｸ ﾘ゙ｱﾝ 
ｳｫｰﾀー  ｺ
ﾏー ｼｬﾙ 
DEV LTD  
北林 誠
一  
丸一 
環境ﾌﾟﾛ
ｼ゙ ｪｸﾄ 
産業技
術総合
研究所 
ｸﾎﾞﾀ 
清水建
設 
鹿島建
設 
日立機
電工業 
ｸﾗｳｽﾄﾊｰ
ﾗー  ｳﾑﾍﾞ
ﾙﾄﾃﾋﾆｰｸ 
INST 
GMBH 

朝日麦
酒 

石川島播
磨重工業
(2) 
三菱重工
業(2) 
荏原製作
所 
宇部興産   
環境ﾌﾟﾛｼﾞ
ｴｸﾄ 
清水建設 
ｴｷｼ  ー
小原 弥一 
村上 定瞭 

東芝(3) 
石川島播
磨重工業
(2) 
ﾋﾃﾞｹﾝ設計
(2) 
栗田工業 
ﾊ゙ ﾛﾙｶ  ゙
大阪瓦斯 
新菱冷熱
工業 
神鋼ﾊﾟﾝﾃｯ
ｸ 
住友重機
械工業 
ﾊ゙ ｲｵｽｷﾔﾝ 
AS 
ﾕー  ｴｽ ｴﾌ 
ﾄ゙ ｲｯﾁｳﾗﾝ
ﾄ゙  GMBH 

三菱重工業
(3) 
住友重機械
工業(2) 
ｸﾎﾞﾀ(2) 
三井造船 
明電舎 
朝日麦酒 
清水建設 
竹中工務店 
三井鉱山 
道央環境ｾﾝﾀー  
荏原製作所  
東陶機器 
大阪瓦斯 
川崎重工業 
協同商事 
張 書廷  
北九州市 
新日本製鐵 
ｴｷｼ-総合研
究所 
鶴見曹達 
永和国土環
境  
宍戸 弘  
面田 憲生 
ｲﾅｯｸｽ 
省電ｼｽﾃﾑ 
熊川 正敏 
朴 宗洙 
松田 従三 
中国電力 
ｴー ﾜﾝ 
前沢工業 
ｲー  ｼｰ ﾋﾞｰ ｱ
ｼ゙ ｱ  
ﾓﾘﾌ ﾗ゚ﾝﾄ 
釧路技研  
ﾀｸﾏ 
ﾔﾝﾏｰ農機 
ｺｽﾓ 
多田 旭男 
鹿島建設 
ﾋ゙ ｵﾌｨﾙ ｹ゙ ｰｴ
ﾑﾍﾞ ﾊーｰ ｹ゙ ｾﾞ
ﾙｼｬﾌﾄ ﾌｭｱ ﾋﾞ
ｵﾃﾋﾉﾛｷﾞー  
ｴﾈﾙｷ゙ ｰ ｳﾝﾄ ｳ
ﾑｳﾞｪﾙﾄﾃﾋﾆｸ 
ｹ゙ ｰｴﾑﾍﾞー ﾊ  ー
ﾐｭｰﾗー  ｲｴｯｾﾝ 

東芝 
畜産環境
保全技術
研究組合 
ｱﾀｶ工業 

石川島播
磨重工業 
明電舎 
ﾋｶﾞｼﾏﾙ醤
油  
住友重機
械工業 

元田電子
工業 
富成環境ｴ
ﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸ  ゙
裴 在根 
畜産環境
保全技術
研究組合 
石井工業 
JFEﾎ ﾙーﾃ ｨ゙
ﾝｸﾞｽ 

ｵﾙｶ ﾉ゙ 
滝 善樹  
御手洗 征明 
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(2) アルコール発酵技術 

 図 1.4.4-2 にアルコール発酵技術の課題と解決手段の分布を示す。アルコール発酵の反

応効率の向上が最も大きな課題であり、反応阻害物質の除去などの反応条件最適化が主な

解決手段となっている。 

 
図 1.4.4-2 アルコール発酵技術の課題と解決手段の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表 1.4.4-3 にアルコール発酵技術の課題解決手段と出願人を示す。 
 

2

2

1742

分
離
精
製 

回
収
熱
の
利
用 

運
転
管
理
・
制
御 

反
応
条
件
最
適
化 

シ
ス
テ
ム
化 

反
応
装
置
の
改
良 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

分
別
・
分
離
方
法 

反応効率向上

安定運転保持

設備費削減

燃料削減

薬剤等削減

コンパクト化

品質向上

最終廃棄物削減

品質向上 

 

コンパクト化 

 

安全化・安定化 

環境への配慮 

コスト削減 

効率向上 

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整 

装置の改良 反応の制御 

反
応
の
最
適
化 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収 

分
離
・
精
製 

課
題 

解決手段 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 1.4.4-3 アルコール発酵技術の課題解決手段と出願人 
バイオマス原料の
調整 

反応の最適化 
熱エネルギー 
回収 

装置の改良 反応の制御・管理 

解決 
手段 

 
 
課題 

分別・ 
分離 
方法 

可溶化・
薬剤 
添加等

システム化 
反応装置の
改良 

運転管理・
制御 

反応条件 
最適化 

回収熱の利用 
分離・精製 

効
率
向
上 

反
応
効
率
向
上 

東福商
事  
ｸﾗｳﾄ゙  

  三菱重工業
(3) 
国眼 孝雄 

 ﾉﾎﾞｻ゙ ｲﾑｽ AS(3) 
ﾕﾆﾊﾞー ｼﾃｨ ｵﾌ゙  ﾌﾛﾘﾀﾞｻ゙
(2) 
関西化学機械製作  
大阪瓦斯  
ﾗｲﾝ ﾊ゙ ｲｵﾃｯｸ G ﾌｭﾙ ﾉｲｴ 
ﾊ゙ ｲｵﾃｸﾉﾛｷ ｼ゙ ｪ ﾌ゚ ﾛﾂｴｯ
ｾ ｳﾝﾄ ﾌﾟﾛﾄﾞｸﾃ ｴﾑﾍﾞ ﾊー
 ー
酒類総合研究所 
月桂冠   
月島機械   
菊正宗酒造   
ｾ゙ ﾈｶ 
ｼ゙ ｪﾈﾝｺｰ INTERN 
ﾊ゙ ｲｵｴﾅｼ゙ ｰINTERN ｴﾙ ｼ
 ー
ﾕﾆﾖﾝ ﾅｼｵﾅﾙ ﾃ゙  ｸ ﾙ゙ﾌ ﾏ゚
ﾝﾄﾞｩ  ﾃﾞｨｽﾃｨ ﾗﾄｩー ﾙ  
ﾀ゙ ﾙｺﾙ 
ｳｨｯﾄﾌﾞﾚｯﾄﾞ ﾊﾟﾌ゙ ﾘｯｸ ﾘ
ﾐﾃｯﾄ゙  ｶﾝﾊﾟﾆー   
ﾕﾆﾊﾞー ｼﾃｨ ｶﾚｯｼﾞ ｶｰﾃ ｲ゙
ﾌ ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ ﾘﾐﾃｯﾄ゙  
ﾌｵﾙｽｶﾙﾊ゚ ﾃﾝﾄ ｲｰ ｴｽ ｲー  
ﾃ゙ ｰｱｸﾃｨｴﾎ ﾗ゙ｰｸ゙  
ﾊ゙ ｲｵｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  ﾘｿー ｼ
ｽ゙  

  

安
全
化
・
安
定
化

安
定
運
転
保
持 

    三菱化学ｴﾝ
ｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙   

   

設
備
費
削
減 

   三菱重工業  三菱重工業   

燃
料
削
減 
  明電舎 月島機械   三菱重工業(2)  三菱重工業   

コ
ス
ト
削
減 

薬
剤
等
削
減 

 

  栗田工業   東京電力  
三菱重工業 

 島津製作所 
地球環境産業
技術研究機構 

コ
ン
パ
ク
ト
化 

     不二製油  
三菱重工業  

  

品
質
向
上 

       宝ﾎ ﾙーﾃ ｨ゙ﾝｸ゙ ｽ 

環
境
へ
の
配
慮 

最
終
廃
棄
物
削
減 

山喜  日産自動車    電力中央研究所    
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(3) 水素発酵技術 

図 1.4.4-3 に水素発酵技術の課題と解決手段の分布を示す。水素発酵においては、反応

効率向上が最大の課題であり、反応条件の最適化が主な解決手段となっている。なお、反

応条件の最適化には、新規の微生物の利用も含まれている。 

 
図 1.4.4-3 水素発酵の課題と解決手段の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 表 1.4.4-3 に水素発酵技術の課題解決手段と出願人を示す。 
 

2 6

3

2

不
用
物
除
去 

運
転
管
理
・
制
御 

反
応
条
件
最
適
化 

シ
ス
テ
ム
化 

反
応
装
置
の
改
良 

分
別
・
分
離
方
法 

反応効率向上

安定運転保持

燃料削減

薬剤等削減

窒素・リン対策

最終廃棄物削減

安全化・安定化 

環境への配慮 

コスト削減 

効率向上 

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整 

装置の改良 反応の制御 

反
応
の
最
適
化 

不
用
物
の
処
理 

課
題 

解決手段 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 1.4.4-3 水素発酵技術の課題解決手段と出願人 
バイオマス原料
の調整 

反応の最適化 不用物の処理 

装置の改良 反応の制御・管理 

解決 
手段 
 
課題 分別・分離方法 

システム化 反応装置の改良 運転管理・制御 反応条件最適化 
不用物除去 

効
率
向
上 

反
応
効
率
向
上 

  三浦 喜温 
ﾀｸﾏ 
東京瓦斯 

 荏原総合研究所(3) 
荏原製作所(3) 
清水建設  
石川島播磨重工業 
大阪瓦斯 

 

安
全
化
・
安
定
化

安
定
運
転
保
持 

   鹿島建設 鹿島建設    

燃
料
削
減 

 ﾀｸﾏ 
東京瓦斯  

     

コ
ス
ト
削
減 薬
剤
等
削
減 

東京瓦斯 
一丸 修 
電制 

   科学技術振興機構 
三重大学長 

  

有
害
物
質
対
策

窒
素
・
リ
ン
除
去

    荏原総合研究所 
荏原製作所 

 

環
境
へ
の
配
慮 

最
終
廃
棄
物
削
減 

 東京瓦斯    旭硝子  電制(2) 
田口 文章(2) 
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1.5.1 注目特許の抽出 

 バイオマスエネルギーに関する調査対象特許・実用新案の審査官引用文献および先行技

術引用文献から、被引用回数が多いものを注目特許として抽出した。表 1.5.1-１から表

1.5.1-3 に注目特許のリストを技術要素別に示す。 

 

表 1.5.1-１ 直接燃焼技術の注目特許リスト（1/2） 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の 

出願人 
概要 

特許3288751 

バブコック日立 

熱回収焼却炉 

92.06.12 

12 0 12 三菱重工業（12） 

 高温の蒸気を発生させ、発電効率を向上する目的

で、塩素分を含む都市

ごみを焼却するストー

カ式焼却炉の煙道に隔

壁を設けて、腐食性ガ

ス濃度の高い燃焼ガス

と腐食性ガス濃度の低

いものに区分し、低い

方の煙道に高温過熱器

を設ける。腐食性ガス

による蒸気用過熱器の

腐食を抑えて高温高圧

蒸気を得るようにす

る。 

特開平05-288327 

熊谷組 

エネルギのリサイクル

装置 

92.04.07 

2 0 2 
元田電子工業(1) 

鹿島建設(1) 

 都市地域から排出される生ごみや可燃ごみ及び下水

等を各処理プラントへ送り、処理する際に発生するエ

ネルギを都

市地域へ還

元し、エネ

ルギのリサ

イ ク ル を

行って有効

利 用 を 図

る。 

特許2117554 

荏原製作所、荏原総合

研究所 

固形廃棄物と廃水の処

理方法 

92.05.22 

2 2 0 荏原製作所(2) 

固形廃棄物の焼却処理工程とアンモニア含有有機性

廃水の処理工程を配備し、それぞれから発生する廃熱

及び排ガスを有効に利用する方法。 

 (a)固形廃棄物を焼却する工程、(b)(a)より発生する

熱を利用して蒸気を発生させる蒸気発生工程、(c)(b)

の蒸気を有機性廃水に作用させてアンモニアを放散さ

せるアンモニア放散工程と、(d)(c)のアンモニアを含

有する気体を(a)に導くアンモニア焼却又は廃ガス脱硝

工 程 と 、

(e)(c)の有機

性廃水を生物

学的に処理す

る生物学的廃

水処理工程、

とからなる固

形廃棄物と廃

水 の 処 理 方

法。 

 

1.5 注目特許（サイテーション分析）
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表 1.5.1-１ 直接燃焼技術の注目特許リスト（2/2） 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の 

出願人 
概要 

特開平07-158831 

日立造船 

脱水汚泥の焼却方法 

93.12.06 

2 0 2 月島機械(2) 

 脱水汚泥等を焼却する炉にガスタービン排ガスを吹

き込んで燃焼を促進し、燃焼によって発生する熱で高

圧蒸気を得て、

該蒸気を蒸気

タービンまたは

上記ガスタービ

ンの動力として

用いることによ

り エネルギー

の総合的な有効

利用を図る。 

特許2684348 

バブコック アンド 

ウィルコックス 

黒液のガス化器 

94.02.24 

2 0 2 川崎重工業(2) 

黒液から生成物ガスを製造するためのガス化装置。 

 ガス化装置は、流入口及び流出口を有し、そして少

なくとも１つの流動床が配置されたガス化反応器、ガ

ス化反応器内に配置された流動床を加熱するための手

段、生成物ガス流れを生成させるために残留廃液をガ

ス化反応器に導入するための手段、生成物ガス流れか

ら粉塵を除去するための集塵器、生成物ガスを浄化し

そして成分からの化学薬品を再循環させるための凝縮

熱交換手段を含む。 

 

 

表 1.5.1-2 熱化学的変換技術の注目特許（1/6） 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の 

出願人 
概要 

特許3153091 

荏原製作所 

廃棄物の処理方法及び

ガス化及び熔融燃焼装

置 

94.03.10 

14 6 8 

荏原製作所(6) 

宇部興産(6) 

日本碍子(1) 

東新精工+信越産業(1)

廃棄物を流動媒体の循環流れを形成した450℃～

650℃の流動層炉でガス化し、流動層炉から排出された

ガスと残渣（チャー）を1300℃以上の旋回溶融炉で燃

焼・溶融させてスラグ化する。 

流動層炉の水平断面が円形にされ、炉内中央部に流

動媒体が沈降拡散する移

動層、炉内周辺部に流動

媒体が上昇する流動層が

形成され、流動媒体が、

流動層の上部から移動層

の上部へ転向され、両層

を循環するようにされ

る。可燃物が移動層の上

部へ投入され、流動媒体

と共に循環する間に可燃

ガスにガス化される。 

 

 

 

 



102 

表 1.5.1-2 熱化学的変換技術の注目特許（2/6） 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の 

出願人 
概要 

特開平07-150150 

トピー工業 

塩化ビニル含有ダスト

の熱分解処理方法およ

び装置 

93.11.29 

6 0 6 
明電舎(5) 

三菱マテリアル(1) 

 塩化ビニル含有ダストにアルカリ、アルカリ土類の

塩を添加して、蒸し焼きにし、乾留時に生じる塩素を

上記塩と反応させて塩化物として固定し、これを水と

接触させて塩素イオンの形で固形物から分離する。ま

た、乾留ガス出口を設けて、レトルトから出口迄を冷

却することにより、

出口のタールやワッ

クスによる閉塞を防

止した。乾留ガス中

に塩素成分がほとん

ど含まれていないの

で、乾留ガスの水洗

設備を除去できる。 

特許 2535273 

キンセイ産業 

廃棄物の乾留ガス化焼

却処理装置 

91.11.20 

2 1 1 
キンセイ産業(1) 

三菱電機(1) 

継続的に廃棄物の乾留を行って安定に可燃性ガスを

生ぜしめることができると共に、その乾留後の廃棄物

の最終的な燃焼・灰化を円滑且つ確実に行うことがで

きる乾留ガス化焼却処理装置。 

 廃棄物を乾留して可燃性ガスを生ぜしめるガス化炉

と、可燃性ガスを燃焼させる燃焼炉と、廃棄物の燃焼

及び乾留に必要な酸素をガス化炉に供給する酸素供給

手段と、ガス

化炉内の温度

を検知する温

度センサと、

可燃性ガスの

燃焼温度を検

知する温度セ

ンサとを備え

る。 

特開平09-137927 

三井造船 

発電装置を有する廃棄

物処理装置における発

電量制御装置 

95.11.13 

2 0 2 日立製作所(2) 

廃棄物処理装置の排熱を利用して発電する装置にお

いて、廃棄物の供給量を調節して発電量を一定にする

装置。 

熱分解反応器に廃棄物を投入して熱分解し、乾留ガ

ス と熱分解残留物とを生成し、乾留ガスと熱分解残留

物とを分離し、熱分解残留物を燃焼成分と不燃焼成分

とに分離し、燃焼器からの燃焼ガスを排熱ボイラに供

給して得られた蒸気を発電機を駆動する蒸気タービン

へ供給するようにした発電装置を有し、発電機20に発

電量を検出す

る検知器に設

け、該検知器

からの信号に

より投入装置

を制御して廃

棄物の投入量

を制御する。 
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表 1.5.1-2 熱化学的変換技術の注目特許（3/6） 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の 

出願人 
概要 

特開平10-156314 

荏原製作所 

廃棄物からのエネルギ

回収方法 

96.12.03 

2 0 2 日立造船(2) 

廃棄物を流動層ガス化炉で低温でガス化し、得られ

るガス状物質とチャーを溶融炉に導入して高温でガス

化し、生成されたガスを熱交換部に導いて熱交換を行

い、この熱交換の際に発生する熱を回収して熱サイク

ルに導き発電を行う。 

 生成されたガスの保有する熱エネルギを回収して発

電する工程を有するか、又は生成されたガスをガス

タービンに導いて燃焼させて発電するとともにガス

タービンの廃熱

エネルギを回収

して発電する工

程を有すること

により、廃棄物

からエネルギを

有 効 に 回 収 す

る。 

特許 2659895 

日本碍子 

有機性汚泥の処理方法 

92.04.01 

2 1 1 
日本碍子(1) 

鹿島建設(1) 

 都市ごみ等の廃棄物を熱分解炉に投入して還元雰囲

気下で熱分解ガスと熱分解残査とに分離する。熱分解

ガスは高温集塵機により粒子成分を除去したうえ改質

炉に供給して改質し、ガス発電等に利用できる良質の

改質ガスを得る。熱分解残査はメタル分を除去して旋

回式溶融炉で自燃させて溶融し、このとき発生する高

温の排ガスを改質炉の熱源として利用する。経済性に

優れた廃

棄物の熱

分解溶融

ガス化処

理方法。 

特許 3079051 

荏原製作所 

廃棄物のガス化処理方

法 

95.11.28 

2 0 2 日立造船(2) 

各種廃棄物を一括処理して、化学工業原料又は燃料

ガスとなる低カロリー又は中カロリーガスを得る。 

廃棄物を流動層ガス化炉で低温でガス化し、得られ

るガス状物質とチャーを溶融炉に導入して高温でガス

化し、低カロリーガス又は中カロリーガスを得る。流

動層ガス化炉は、内部循環式流動層ガス化炉で内部温

度が450～800℃、ガス化のための送入ガスを空気、酸

素富活空気、酸素とスチームの混合物の中から選択す

る。溶融炉は旋回溶融炉を用い、内部温度が130℃以上

で、ガス化の

ための送入ガ

スを酸素富活

空気又は酸素

の中から選択

する。 
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表 1.5.1-2 熱化学的変換技術の注目特許（4/6） 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の 

出願人 
概要 

特開平10-67992 

荏原製作所、宇部興産 

有機性廃棄物の資源化

方法及び資源化装置 

96.04.23 

2 0 2 日立造船(2) 

有機性廃棄物から安価なＨ2を得、ＮＨ3 合成等に利

用する方法と装置。 

有機性廃棄物を二段ガス化して得られるガスを、ＣＯ

転化等の操作によりＨ2に転換し、ＮＨ3合成等の原料

とする資源化方法であり、上記ガス化は、低温ガス化

と高温ガス化を組合せたもの。低温ガス化に流動層ガ

ス化炉、高温ガス化に溶融炉を用い、流動層ガス化炉

は450～950℃、溶融炉は、1,300℃以上で高温ガス化す

ることにより、チャー、タール分をガス化すると共に

灰分を溶融スラグ化して炉底より排出するとともにＣ

Ｏ転化後の

水素分離よ

り得られる

残ガスを流

動化ガスと

して流動層

ガス化炉に

導入する。 

特許 3054595 

日本碍子 

廃棄物の熱分解溶融ガ

ス化処理方法 

96.10.28 

2 0 2 川崎重工業(2) 

良質の改質ガスが得られる経済性に優れた熱分解溶

融ガス化処理方法。 

都市ごみ等の廃棄物を熱分解炉に投入して還元雰囲

気下で熱分解ガスと熱分解残査とに分離する。熱分解

ガスは高温集塵機により粒子成分を除去し、改質炉に

供給して改質し、ガス発電等に利用できる改質ガスを

得る。熱分解残

査はメタル分を

除去したうえで

旋回式溶融炉で

自燃させて溶融

し、このとき発

生する高温の排

ガスを改質炉の

熱源として利用

する。 

特許 3051020 

中康、中島鉄工、日本

エコテックサービス、

豊通オイルセンター 

有機廃棄物の炭化装置 

93.04.13 

3 0 3 

広島ガス開発(1) 

大気社(1) 

アドバンスト、オーク

ス(1) 

有機廃棄物を無公害処理し、商品価値のある炭化物

を得る装置。 

有機廃棄物を密封した状態で乾燥した後に乾留して

炭化物にすることを特徴とする有機廃棄物を炭化する

方法。 

 

特開平 04-277072 

東芝機械 

厨芥の処理方法および

装置 

91.03.06 

2 0 2 

中康、中島鉄工、日本

エコテックサービス、

豊通オイルセンター

(1) 

アドバンスト、オーク

ス(1) 

厨芥を活性炭状の炭化物とし､燃料、吸着剤ならびに

乾燥剤として使用できるようにする方法と装置。 

 厨芥を成形装置によって混練、加熱ならびに加圧し

てダイスから押出す。押出された生成物を切断装置に

より切断してペレット

に成形する。成形され

た中間生成物を、その

含水率により必要に応

じて乾燥器により乾燥

させ、乾燥装置の乾留

管内に導入し、水分や

揮発性ガスを放出さ

せ、多孔質の活性炭の

炭化物とする。 
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表 1.5.1-2 熱化学的変換技術の注目特許（5/6） 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の 

出願人 
概要 

特開平05-43884 

田中 清一 

ゴミ再生処理方法 

91.08.09 

2 0 2 
プランド研究所 

明電舎 

生ゴミ、可燃性粗大ゴミ等の廃棄物を経済的に高カ

ロリーの炭素化固形燃料に再生する。 

廃棄物を破砕機および粉砕機により略米粒大の細断物

とし、絞砕機により固形物と水分とに分別し、水分は

汚水処理機により浄化処理するとともに固形物は乾燥

機により乾燥処理して乾燥ゴミとする。乾燥ゴミは石

油製品等のバインダーを混入して所要形状の成形物に

成形した後、これを炭化処理機により炭化物とする。

炭化物はミキサーにより炭素化粉末とし、澱粉系バイ

ンダーを混入し、これを低圧成形振動プレスにより加

圧成形し

て高カロ

リーの炭

素化固形

燃料とす

る。 

特開平11-128870 

大阪ガスエンジニアリ

ング、けいはんな環

境、オークス 

廃棄物の炭化方法 

97.10.24 

2 0 2 

豊田テクノ、中国メン

テナンス(1) 

アジアプラントサービ

ス(1) 

ダイオキシン類発生の抑制効果を維持しつつ、処理

時間の短縮、エネルギーの削減、残渣の減量・減容お

よび爆発事故防止が可能な廃棄物の炭化方法。 

高温水蒸気を供給して雰囲気中の酸素濃度を低減し

た状態で、廃棄物の乾留・炭化を行う乾留炭化工程を

有し、その後、

水分を供給して

処理物を冷却し

て炭化物を得る

冷却工程を有す

る廃棄物の炭化

方法。 

特開平07-316572 

タクマ 

可燃ごみを原料とする

固形燃料の製造 

方法 

94.05.27 

2 0 2 
栗本鐵工所(1) 

明電舎(1) 

破砕され且つ不燃物を除去した可燃ごみを、廃プラ

スチックを混入させた上

で、温度350℃以下，酸

素濃度14％以下の熱風が

供給された乾燥機内にお

いて、250℃以上に加熱

して、ごみの乾燥と脱塩

素処理及び殺菌処理とを

施した後、更に不燃物を

除去させ、少量の石灰を

混入させて、成形機によ

り圧縮成形させることに

より固形燃料を得る。 

特開平09-53085 

JFE ホールディング

ス、日本リサイクルマ

ネジメント 

固形燃料の製造方法及

びその装置 

95.08.16 

2 0 2 
川崎重工業(1) 

御池鉄工所(1) 

ごみ処理工程の乾燥にごみ処理から生じた固形燃料

を使用し、灰の処理を不要にする。炭化物の脱臭と防

腐効果により固形燃料の脱臭と防腐を促進する。 

都市ごみを破砕、乾燥さ

せ、分別装置で有機物と

金属、硝子等を分別す

る。固形燃料の原料は成

形工程で固形燃料を製造

する従来のごみ処理装置

に、固形燃料炭化炉を設

け、これに固形燃料の一

部を送入して炭化させ、

炭化ガスを乾燥装置に用

い、炭化物は固形燃料の

成形装置に混入させる。 
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表 1.5.1-2 熱化学的変換技術の注目特許（6/6） 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の 

出願人 
概要 

特許3028282 

染谷商店 

廃食用油を原資源とし

て精製する重油バー

ナー用燃料および廃食

用油を原資源としての

再利用方法 

96.02.28 

4 0 4 
住友化学工業(3) 

南光、山本 治郎(1) 

廃食用油を加熱し、これにメタノールと苛性アルカ

リを溶解した溶液を加えてエステル交換反応を行い、

分離精製する高級脂肪酸メチルエステルからなる

ディーゼル燃料と、その副産物に中和反応を行い、メ

タノールを蒸留回収して分離精製するグリセリンと、

その残部の高級脂肪酸を再度メタノールと硫酸触媒で

エステル化反応を行い、硫酸触媒を中和して、水洗除

去して精製する高級脂肪酸メチルエステルと高級脂肪

酸からなる重油バーナー用燃料。 

特開平07-310090 

天星製油 

脂肪酸メチルエステル

の製造方法 

94.05.19 

2 0 2 
フェミーナインターナ

ショナル(2) 

油脂原料から脂肪酸メチルエステルを安全で効率よ

く製造できる方法。 

油脂原料に油脂100重量％に対して15重量％以上のメ

タノール及び油脂100重量％に対して0.2～1.5重量％の

アルカリを添加して50～64℃の温度で撹拌する第１工

程、次に生成物を静置した後又は遠心分離により、生

じた沈殿を除去する第２工程、次に上澄み液をメタ

ノールの沸点以上の温度に加熱してメタノールを蒸発

させ除去する第３工程、次に水を添加し、70～90℃に

加熱しつつ酸を添加して中和した後、油相と水相とに

相分離した２相のうち水相を分離除去する第４工程、

次に油相に水を添加し70～90℃の加熱下で水洗した

後、水相を分離除去する第５工程、次に油相に100～

140℃に加熱しつつ白土を添加し撹拌した後濾過して、

精製された脂肪酸メチルエステルを得る第６工程から

なる。 

特開平08-53681 

ヤスハラケミカル 

デイーゼルエンジン用

燃料油 

94.08.11 

2 0 2 

新潟鉄工所、ニチレ

イ、マンヨー食品(1) 

旭化成、坂 志朗(1) 

低粘度、高揮発性で、悪臭が少なく、しかも黒煙や

NOx成分も少ない、環境対策、エネルギー対策に貢献す

るデイーゼルエンジン用燃料油。 

少なくとも植物油あるいは魚油とテルペン化合物を

混合したデイーゼルエンジン用燃料油である。 

 

表 1.5.1-3 生物学的変換技術の注目特許（1/2） 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の出願人 概要 

特開平09-201599 

クボタ 

有機性廃棄物からの有

用物質の回収と資源化

方法 

96.01.26 

3 0 3 
三菱重工業(2) 

荏原製作所(1) 

有機性廃棄物を固液分離する固液分離工程と、固液

分離工程で分離した分離液を生物処理する生物処理工

程を有する処理系において、固液分離工程に複数種類

の有機性廃棄物を混合した液状廃棄物を導いて固液分

離し、分離したし渣や汚泥等の固形分を嫌気性発酵工

程に導入して、嫌気性条件下で発酵させてメタンガス

を回収する。 

特許 3041136 

エル エー アー Ｇ 

フュア リサイクリン

グ フォン エネルギー 

有機性廃物の処理方法

及び処理装置 

91.06.24 

2 0 2 荏原製作所(2) 

有機物質からなる廃物を、容器に入れ、水を加えてイ

ンペラで攪拌し、粥状物を作る。金属等の重い異物は

閉じ込め室に集め、プラスチック等の軽い異物はレー

キ装置で取って貯蔵箱に入れる。粥状物はふるいを通

してポンプで汲み出され、攪拌反応装置に送られ、最

終的にはメタン反応装置に入れられてバイオガスを発

生し、個体は堆肥性残留物へと変換される。インペラ

の速度を処理段

階に応じて変化

させることによ

り、エネルギー

の節約、および

高効率が達成さ

れる。 
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表 1.5.1-3 生物学的変換技術の注目特許（2/2） 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の出願人 概要 

特開平07-169495 

東芝 

廃棄物発酵ガス利用化

学発電システム 

93.12.15 

2 0 2 
鹿島建設(1) 

エキシ－(1) 

窒素酸化物と硫黄酸化物の生成を低いレベルに抑

え、廃棄物発酵ガスを有効利用できる化学発電システ

ム。 

廃棄物を加温して発酵ガスを発生させる廃棄物発酵ガ

ス発生槽から得られたメタンガスを含む発酵ガスか

ら、硫化水素の除去とメタンガスのを濃縮を行い、こ

の濃縮されたメタンガスを燃料として発電を行う化学

発電装置とを備え、この化学発電装置は、メタンガス

を水素に改質する改質器と、改質器からの水素とブロ

ワからの空気を原料として発電する燃料電池本体と、

この燃料電池本

体で発生した直

流電流を交流電

流に変換するイ

ンバータとを具

備する。 

特許3004510 

三菱重工業 

微細藻からのエタノ－

ル製造プロセス 

93.09.27 

2 2 0 三菱重工業(2) 

 デンプン含有微細藻を培養し、収穫、濃縮後、暗黒

かつ嫌気性雰囲気に保ち、エタノールを製造する方法

において、エタノールを分離した後の残存スラリーを

メタン発酵させ、得られたメタン及びメタン発酵の残

渣を燃焼させてエネルギを回収するとともに炭酸ガス

を発生させ、この炭酸ガスをエタノール生成工程で副

生する炭酸ガスと合

わせて微細藻の培養

工程で使用するよう

にした微細藻からの

エタノール製造プロ

セス。 

系外に排出する有

機性廃棄物量を大巾

に低減でき、培養原

料である炭酸ガスの

60～70％を再循環供

給できる。 

特開平07-87985 

三菱重工業 

微細藻からのエタノ－

ル製造方法 

93.09.27 

2 2 0 三菱重工業(2) 

微細藻が蓄積するデンプンを原料とし、生成率が大

幅に向上したエタノールを製造するプロセス。 

 細胞内にデンプンを蓄積する微細藻を培養し、ｐHを

6.0～9.0の範囲に保ちながら暗黒かつ嫌気性雰囲気に

保持してエタノールを生成させるエタノール製造方法

において、エタノール選択透過膜等を用いて生成する

エタノールを

系外に抜き出

しつつ行わせ

ることを特徴

とする。 
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1.5.2 注目特許の関連図 

図 1.5.2-1 に、被引用回数が 14 回と最も多い、熱化学的変換の化学反応変換技術にお

ける特許 3153091 の引用関連図を示す。 

 

図 1.5.2-1 熱化学的変換：化学反応変換技術の引用関連図 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 特許 3153091 は、廃棄物の処理方法およびガス化および溶融燃焼装置に関するもので、

荏原製作所が現在市販している熱分解ガス化溶融プラントの基本となる技術である。この

特許 3153091 は、特願平 06-65439 及び特願平 06-101541 を優先権主張して出願されてい

る。また、本特許は特開 2001-165416 に分割出願され、特開 2001-165416 はさらに特開

2002-48318、特許 3270452、特許 3270455、特許 3270456、特許 3270457、特開 2002-

115830、特開 2002-130630、特開 2002-130633、特許 3270453、特許 3270454 特開 2002-

147724 に分割出願されている。 

 また、荏原製作所は宇部興産と廃棄物を熱分解して化学原料にする方法について共同開

発している。荏原製作所の熱分解ガス化溶融の基本技術を展開して、化学反応へ展開して

いる例である。 

 

特開 2000-329323 
廃棄物ガス化処理装置における 

高温ガス化炉構造 

特開 2000-328076 
有機性廃棄物のガス化処理装置 

特開 2000-328072 
廃棄物ガス化処理装置における 

高温ガス化炉の 

冷却ジヤケツト構造 

特開 2000-328071 
廃棄物ガス化処理におけるガスと 

排水と微粒スラグのリサイクル方法

特開 2000-328070 
廃棄物ガス化処理方法 

特開 2000-328069 
廃棄物ガス化処理方法および装置 

特開 2002-79230 
生ごみの処理方法およ

び簡易生ごみ処理装置 

特許 3153091 
廃棄物の処理方法及び 

ガス化及び熔融燃焼装置

特許 3270454 
廃棄物の処理方法及び

ガス化及び熔融装置 

特許 3270453 
廃棄物の処理方法及び

ガス化及び熔融装置 

特許 3270457 
廃棄物の処理方法及び

ガス化及び熔融装置 

特許 3270456 
廃棄物の処理方法及び

ガス化及び熔融装置 

特許 3270455 
廃棄物の処理方法及び

ガス化及び熔融装置 

特許 3270452 
廃棄物の処理方法及び

ガス化及び熔融装置 

 東新精工、 

 信越産業 

 日本碍子 

 荏原製作所 

 宇部興産 

 荏原製作所 

 

02 

 

 

 

 

00 

 

 

 

 

 

 

 

 

97 

 

 

95 

特許 3027330 
廃棄物の焼却・溶融方法 
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 図1.5.2-2に熱化学的変換の炭化技術における引用関連図を示す。特開平04-277072は厨

芥を押し出して乾燥し、ペレット化してから炭化する装置である。特許305120はペレット

化した後、乾留して炭化するが、乾留ガスを燃焼して乾燥の熱源に用いるもので、ペレッ

ト化という点で特開平04-277072を引用している。特開平10-66951は押し出して乾燥し、

乾留ガスを乾燥の熱源に利用するものであり、押し出して乾燥するという点で特開平04-

277072を引用し、乾留ガスの利用という点で特許305120を引用している。 

 

図1.5.2-2 熱化学変換・炭化の引用関連図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東芝機械 

特許 3051020 
有機廃棄物の炭化装置 

中康、中島鉄工、日本エコテツク

サ－ビス、豊通オイルセンタ－ 

特開平 10-66951 
有機質廃棄物の炭化方法

及び装置 

アドバンスト、

オ－クス 

 

96 

 

 

95 

 

 

94 

 

 

93 

 

 

92 

 

 

91 

 

押し出して乾燥 乾留ガスを乾燥の熱源に利用

押し出して乾燥

ペレット化 

乾留ガスを乾燥の熱源に利用

ペレット化 

特開平 04-277072 
厨芥の処理方法および装置
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 図1.5.2-3に生物学的変換のメタン発酵技術における引用関連図を示す。特許2659895は、

汚泥を予めアルカリ処理することでメタン発酵を効率化するものであり、このシステムを

発展させて、得られたメタンガスを燃料電池として用いるものが特開平07-996であり、特

許2659895を引用している。一方、特開平07-169495はメタン発酵によって得られたガスを

燃料電池の燃料として用いるものであり、特許3064272と特開平11-162494に引用されてい

る。 

特開平11-162494は､バイオマス原料の前処理という点で特許2659895を引用している。 

 

 

図1.5.2-3 生物学的変換・メタン発酵の引用関連図 

 

 

特許 2659895 
有機性汚泥の処理方法

特開平 07-169495
廃棄物発酵ガス利用

化学発電システム 

特開平 11-162494 
生ゴミ処理システムおよび

生ゴミを利用した燃料電池

用ガス供給方法並びにその

装置 

特許 3064272 
生ごみのエネルギ－

回収システム 

特開平 07-996 
廃棄物発酵ガス利用

化学発電システム 

鹿島建設 

日本碍子

日本碍子 

エキシ－ 

東芝 

98 

 

 

97 

 

 

96 

 

 

95 

 

 

94 

 

 

93 

 

 

92 

汚泥の熱アルカリ処理

（前処理） 

燃料電池 燃料電池

燃料電池

生ごみの高温メタン発酵 

燃料電池 

生ごみのメタン発酵



 

２. 主要企業の特許活動 

 

 

 

 

 

 

2.1 三菱重工業 

2.2 荏原製作所 

2.3 クボタ 

2.4 三井造船 

2.5 JFE ホールディングス 

2.6 タクマ 

2.7 石川島播磨重工業 

2.8 東芝 

2.9 新日本製鐵 

2.10 バブコック日立 

2.11 日立製作所 

2.12 明電舎 

2.13 川崎重工業 

2.14 日立造船 

2.15 栗田工業 

2.16 住友重機械工業 

2.17 宇部興産 

2.18 日本碍子 

2.19 鹿島建設 

2.20 神戸製鋼所 

2.21 主要企業以外の特許番号一覧 
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バイオマスエネルギーに関する特許・実用新案出願件数の多い主要企業 20 社について、企

業の概要、主要製品・技術、特許出願動向を紹介する。 

バイオマスエネルギーに関する主要 20 社とその出願件数を表 2.1 に示す。 

 

表2.1 主要企業20社の出願件数 

出願人 出願件数 

三菱重工業 136 

荏原製作所 135 

クボタ 119 

三井造船 110 

JFE ホールディングス 107 

タクマ 84 

石川島播磨重工業 82 

東芝 64 

新日本製鐵 62 

バブコック日立 59 

日立製作所 59 

明電舎 57 

川崎重工業 55 

日立造船 52 

栗田工業 50 

住友重機械工業 41 

宇部興産 37 

日本碍子 35 

鹿島建設 24 

神戸製鋼所 23 

 

 

 

２. 主要企業等の特許活動 

バイオマスエネルギーの研究開発は、エンジニアリング会社や製

鉄会社を中心として、焼却システム、溶融炉システム、メタン発

酵システムなどを中心に進められており、海外の技術導入を元に

した改良や独自技術の開発が進められている。 

特許流通 

支援チャート
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2.1.1 企業の概要 

商号 三菱重工業株式会社 

本社所在地 東京都港区港南二丁目16番5号 

設立年 1950.1.11 

資本金 2,656億円（2003.3） 

従業員数 35,530名（2003.3、単体）、61,292名（2003.3、連結） 

事業内容 船舶・海洋、原動機、機械・鉄構、航空・宇宙、 

 

 総合重機のトップメーカーであり、技術力には定評がある。マーケットから見た事業領

域はエネルギー設備の発電分野、陸･海･空から宇宙までの輸送を支える輸送・防衛分野、

豊かな暮らしを支える環境･社会分野、もの作りを支える産業基盤分野がある。バイオマ

スエネルギーに関連する設備・装置もほとんどの領域をカバーしている。 

 

2.1.2 製品例 

 三菱重工業のバイオマスエネルギー関連製品は、ごみ処理システム、ごみ焼却施設解体

システム、次世代ストーカ炉酸素リッチ燃焼システム、熱分解ガス化溶融システム(流動

床式)、シャフト炉式ガス化溶融システム、炭化炉、家畜ふん尿の資源回収型メタン発酵

処理、高性能循環流動汚泥焼却システム、環境調和型下水汚泥焼却設備などがある。 

 

2.1.3 技術開発拠点と研究者 

 三菱重工業の技術開発拠点は次のとおりであり、多くの拠点から出願されている。 

神奈川県横浜市金沢区幸浦 1-8-1  三菱重工業株式会社横浜研究所 

神奈川県横浜市金沢区幸浦 1-8-1  三菱重工業株式会社基盤技術研究所 

神奈川県横浜市中区錦町 12  三菱重工業株式会社横浜製作所 

神奈川県相模原市 

長崎県長崎市深堀町 5-717-1  三菱重工業株式会社長崎研究所 

長崎県長崎市飽の浦町 1-1  三菱重工業株式会社長崎造船所 

兵庫県高砂市荒井町新浜 2-1-1    三菱重工業株式会社高砂研究所 

兵庫県神戸市兵庫区和田崎町 2-1-1  三菱重工業株式会社神戸造船所 

広島県広島市西区観音新町 4-6-22  三菱重工業株式会社広島研究所 

山口県下関市彦島江の浦 6-16-1  三菱重工業株式会社下関造船所 

東京都千代田区丸の内 2-5-1  三菱重工業株式会社 

 

 三菱重工業の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.1.3-1 に示す。1999 年以降出願件

数・発明者数が増加している。 

 

2.1 三菱重工業 
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図 2.1.3-1 三菱重工業の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.4 技術開発課題対応特許の概要 

 三菱重工業の技術要素別出願件数を表 2.1.4-1 に示す。直接燃焼、熱化学的変換、生物

学的変換の全ての技術要素に出願している。最も多いのは熱変換技術の 41 件であり、次

いで化学反応変換技術とメタン発酵技術が 25 件である。化学反応変換技術については最

も出願が多い企業である。また、黒液燃焼技術について 10 件出願されており、上位 20 社

中で最多の出願である。この分野では他にバブコック日立が 7 件出願している。 

 燃焼技術については 18 件と他社より比較的少ないが、ストーカ炉に関する技術蓄積は

多い。1970 年から 2000 年までに国内で約 200 の発電付きごみ焼却プラントが稼動してい

るが、日立造船、旧日本鋼管、タクマなどと同様にトップクラスの実績がある。 

 

表 2.1.4-1 三菱重工業の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 18 
直接燃焼 

黒液燃焼 10 

熱変換 41 

化学反応 25 

炭化 2 

RDF 2 

固形燃料 2 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 1 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 25 

アルコール発酵 10 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計 136 
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 三菱重工業の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.1.4-1 に示す。発電効率

の向上を目指して熱回収装置の改良が集中的に出願されているのが特徴である。これは塩

素によるボイラチューブの高温腐食を防止しながら、高温・高圧の過熱蒸気を効率的に得

る過熱蒸気製造装置に関するもので、熱分解炉，熱分解残渣（チャー）燃焼炉、２段階の

蒸気製造手段からなる。 

 

図 2.1.4-1 三菱重工業の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 
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三菱重工業の化学反応変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.1.4-2 に示す。反

応効率の向上を目指して反応条件最適化が検討されている。 

 

図 2.1.4-2 三菱重工業の化学反応変換技術に関する課題と解決手段の分布 
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三菱重工業のメタン発酵技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.1.4-3 に示す。反応

効率向上、最終廃棄物削減が主な課題であり、反応の最適化とバイオマス原料の調整が解

決手段となっている。また、安全運転保持に対しては運転管理が解決手段となっている。

具体的には、上向流式スラッジブランケット型メタン発酵層などにおいて、負荷変動や流

量変動があった場合にも、菌体が流失したりしないような運転方法の改良がなされている。 

 

図 2.1.4-3 三菱重工業のメタン発酵技術の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 2.1.4-2 に三菱重工業の技術要素別課題対応特許 136 件を示す。 
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表 2.1.4-2 三菱重工業の技術要素別課題対応特許(1/12) 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許2989594 
98.11.25 

F23G 5/00 109 

廃棄物焼却炉 
 一次燃焼室内で溶融液化したプラスチック未燃分が火格
子下の二次燃焼室に液だれし炉底で不完全燃焼するという
課題を解決し得る小型焼却炉。 
火格子を挟んで

上側に一次燃焼室
を、下側に二次燃
焼室を配置する。
二次燃焼室の熱ガ
スを、火格子を介
して一次燃焼室に
送給する。上下に
複数段状に配設さ
れた火格子を凹面
状格子要素と凸面
状格子要素とを組
み合わせて配置。 

特開平11-173539
97.12.11 
F23J 15/06 

廃棄物焼却炉の排ガス処理システム 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 特開2002-310577

01.04.13 
F28D 7/16  
三英企画 

多管式熱交換器 
効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開平10-443 
96.06.12 
B09B 3/00 

廃棄物の処理及び再利用装置 

特開2001-107706
99.10.05 
F01K 27/02  

蒸気プラント 

特開2002-295206
01.03.30 
F01K 27/02  

ごみ焼却発電プラント 
効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2002-339709
01.05.17 
F01K 27/02  

ごみ焼却発電プラント 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開平08-247429
95.03.08 

F23G 5/50 ZAB 
ごみ燃焼制御方法 

特開平09-79553 
95.09.14 

F23G 5/50 ZAB 
焼却炉の燃焼制御装置 

安全化・安定化 
安定運転保持 反応の最適化 

反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2000-274638
99.03.26 

F23G 5/46 ZAB 
燃焼炉廃棄物焼却炉の燃焼方法及び燃焼装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等 

特開平11-319898
98.05.12 

C02F 11/10 ZAB 
下水汚泥の液状化処理方法とその装置 

特開平09-21514 
95.05.01 

F23G 5/30 ZAB 
流動床燃焼炉 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2001-324107
00.05.16 
F23C 10/20 

流動床炉設備 

環境への配慮 
環境問題全般 

地域全体のシステム 
立地条件 

特開2002-195532
00.12.20 

F23G 5/46 ZAB 

ごみ焼却発電プラントにおける環境負荷評価方法および装
置ならびに環境負荷評価方法のプログラムが記録されたコ
ンピュータ読み取り可能な記録媒体 

特開2002-5413 
00.06.21 
F23C 10/02 

循環流動層燃焼炉及びその運転方法 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2002-174404
00.12.06 
F23C 10/00 

流動床燃焼装置 
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表 2.1.4-2 三菱重工業の技術要素別課題対応特許(2/12) 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2001-124321
99.10.27 
F23G 5/44  

ボイラ付廃棄物焼却炉 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開2001-65840 
99.08.31 

F23G 5/44 ZAB 
ごみ焼却設備における燃焼ガス処理方法 

特開平06-88611 
92.07.24 

F23G 7/04 ZAB 
噴射装置 

反応の最適化 
装置の改良 
付属装置の改良 特許3009557 

93.01.13 
D21C 11/12 

黒液を燃焼する回収ボイラの黒液ノズル 
 黒液を燃焼する回収ボ
イラにおいて、黒液の流
量が変化しても黒液ノズ
ルの交換を行うことなく
所定の噴射圧力を維持し
て黒液の安定した燃焼を
行わせ、また、異物のか
み込み、詰りの発生を防
止する。 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平07-119065
93.10.27 
D21C 11/12 

ソーダ回収ボイラの黒液噴射制御方法 

安全化・安定化 
安定運転保持 

測定・分析 
特開平06-322685

92.08.31 
D21C 11/12 

チャーベッド形状連続監視方法 

特開平04-254108
91.01.31 

F23M 11/04 104 
スメルトスパウト閉塞の検知方法 

特許2971232 
92.01.18 
D21C 11/12 

［1］ 

ソーダ回収ボイラーの黒液噴射制御方法 
 黒液の粘度及び比重
を直接計測する代わり
に、黒液配管中の差圧
と流量とに基づいて、
基準流量での基準差圧
を求め、これを一定に
保つようにして黒液の
噴射特性を一定に保
ち、もって黒液のキャ
リオーバーによる過熱
器の汚れの低減を図る
ソーダ回収ボイラーの
黒液噴射制御方法。 

黒
液
燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

測定・分析 

特許2971279 
93.02.02 
D21C 11/12 

回収ボイラの燃焼制御方法 
 紙・パルプ工場に設置され、木材チップ蒸解工程で排出
される黒液を燃料とする回収ボイラにおいて、チャーベッ
ド部の温度
を的確に把
握し、これ
を最適に
保って燃焼
ガス中の灰
分量を減ら
し、後流の
熱交換器の
ガス通路が
閉塞するの
を防ぐ。 
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表 2.1.4-2 三菱重工業の技術要素別課題対応特許(3/12) 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

測定・分析 
特許2971283 
93.02.23 
D21C 11/12 

黒液バーナ装置 
 炉からの出し入れ操作を安全に行える黒液噴射ノズル装
置。 
炉壁の長穴内で

モータによりリンク
ロッドを介して揺動
する黒液噴射ノズ
ル。黒液噴射ノズル
の最大振幅近傍に相
当するリンクロッド
の死点位置を検出す
る検知手段（セン
サ）とセンサの出力
を受けるモータとを
設ける。 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特許3327715 
95.01.09 
D21C 11/12 

ソーダ回収ボイラの一次空気噴口装置 
 炉外への溶融スメルト流出を防止しメンテナンスが容易
なソーダ回収ボイラの一次空気噴口装置。 
ソーダ回収ボイラの火炉下部に設けられ炉内に一次空気

を投入する一次空気ノズルを耐熱性並びに耐食性に秀れた
金属製とし、その一次空気ノズルの炉外側の下部及び側部
に耐火材を充填したシールボックスを取付ける。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

黒
液
燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
臭気対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

実開平06-30199 
92.09.22 
D21C 11/12 

ソーダ回収ボイラ 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平10-95986 
96.09.24 
C10J 3/16 

金属を含む有機系廃棄物の処理装置 

特開平09-208968
96.01.29 
C10J 3/00  

廃棄物のガス化処理方法 
効率向上 
反応効率向上 
熱分解効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-228126
01.01.30 

F23G 5/027 ZAB 
ガス化溶融装置 

バイオマス原料の調
整 
乾燥方法 

特開2002-30289 
00.05.11 
C10J 3/00  

廃棄物のガス化処理設備及びこれを利用したガス化発電設
備 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
熱効率向上 反応の最適化 

装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平10-1677 
96.06.17 
C10B 49/10 

流動床式の乾燥乾留炉 
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表 2.1.4-2 三菱重工業の技術要素別課題対応特許(4/12) 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許3268214 
96.09.17 

F23G 5/30 ZAB 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 熱分解工程に投入される廃棄物やチャー燃焼工程より得
られた高温砂が高熱雰囲気下でも円滑な搬送が可能となる
廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置。 

温度300℃以上の空間内に廃棄物を供給して熱分解反応
を行なわせ、その反応により発生した熱分解ガスと未分解
残渣および流動砂から成るチャー混合物と不燃物とを互い
に分離。未分解残渣と流動砂から成るチャー混合物を、空
気によって流動させながら未分解残渣を燃焼させる。熱分
解手段からチャー燃焼手段へのチャー混合物の搬送を重力
搬送若しくはプッシャ等の押込み搬送により行い、チャー
燃焼手段より熱分解手段への高温の流動砂の戻し搬送を気
流搬送
により
行う。 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平10-89650 
96.09.17 

F23G 5/46 ZAB 
［1］ 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造方法とその装置 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2001-50013 
99.08.03 
F01K 23/10  

ごみ焼却発電プラント 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特許3408686 
96.02.29 

F23G 5/46 ZAB 
［1］ 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 熱分解ガスの一層の効率利用を図った過熱蒸気の製造装
置。 

熱分解手段を流動床若しくは機械的攪拌槽を適宜組合せ
た複数の熱分解炉で構成する。熱分解温度を、低温側の熱
分解炉では250～450℃程度に設定し、積極的に脱塩素され
たチャー混合物の製造を行なう。一方、高温側の熱分解炉
では450～
700℃程度
の温度に設
定し、灰溶
融炉に使用
する熱分解
ガスを生成
する事が出
来る。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特許3408678 
95.09.13 
F23G 5/027  

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 塩素によるボイラチューブの高温腐食を防止しながら高
温・高圧の過熱蒸気を効率的に得ることのできる過熱蒸気
の製造装置。熱分解手段と、チャー燃焼手段、第１の蒸気
製造手
段、第２
の蒸気製
造手段を
有し、そ
れぞれに
フィルタ
とを設け
る。 
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表 2.1.4-2 三菱重工業の技術要素別課題対応特許(5/12) 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許3276271 
95.09.13 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 塩素によるボイラチューブの高温腐食を防止しながら高
温・高圧の過熱蒸気を効率的に得ることのできる過熱蒸気
の製造装置。 
熱分解炉で生成された熱分解ガスを絞り部を介して燃焼

ダクト内に導入しつつ、空気導入ラインから導入される空
気により、熱分解ガスを１次燃焼しタール付着やコーキン
グ防止を図るとともに、更にその上方域の燃焼ダクト内で
空気を導入し、２次燃焼を行い、低ダイオキシン化と低Ｎ
Ｏｘ化を図るために、長期に亙って安定して高温・高圧の
過熱蒸気を効率的に得る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

特許3272581 
95.09.13 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 塩素によるボイラチューブの高温腐食を防止しながら高
温・高圧の過熱蒸気を効率的に得ることのできる過熱蒸気
の製造装置。 
熱分解手段と第１の蒸気製造手段との間に灰分の溶融分

離を行う熱分解ガス燃焼手段を設け、更に、熱分解手段に
より得られた熱分解ガスの一部を分岐して熱分解手段の入
口側に供給する。 

特許3272582 
95.09.13 

F23G 5/027 ZAB 
［1］ 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 塩素によるボイラチューブの高温腐食を防止しながら高
温・高圧の過熱蒸気を効率的に得ることのできる過熱蒸気
の製造装置。 
燃焼手段と第２の蒸気製造手段間に、高温フィルタと、

熱交換手段を配し、加熱された蒸気若しくは温水との熱接
触により高温フィルタ手段に導入される燃焼ガスの予冷を
行うとともに高温フィルタにより、燃焼ガス中の灰分の分
離と燃焼ガス中の未燃焼有機化合物の燃焼を行う。 

特許3272583 
95.09.13 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 塩素によるボイラチューブの高温腐食を防止しながら高
温・高圧の過熱蒸気を効率的に得ることのできる過熱蒸気
の製造装置。 
主流動床に加

えて、底部に廃
棄物投入側から
チャー混合物取
り出し側へ向
かって固体分を
搬送する搬送手
段を設け、さら
に搬送手段下方
に空副流動床部
を具える。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特許3276272 
95.09.13 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 塩素によるボイラチューブの高温腐食を防止しながら高
温・高圧の過熱蒸気を効率的に得ることのできる過熱蒸気
の製造装置。 
固体分を廃棄物投入側からチャー混合物取り出し側へ向

かって搬送できる機械的搬送手段を設けたので、高カロ
リー化とともに熱分解ガスの温度を1,300℃以上に設定で
き、次工程における灰溶融が容易となる。 
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表 2.1.4-2 三菱重工業の技術要素別課題対応特許(6/12) 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許3276273 
95.09.13 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 塩素によるボイラチューブの高温腐食を防止しながら高
温・高圧の過熱蒸気を効率的に得ることのできる過熱蒸気
の製造装置。 
熱分解手段とチャー燃焼手段間を接続するチャー通路中

に、チャー逆流防止手段を配し、熱分解を効率良く行う。
逆流防止手段は、シールポットのような、圧力差形成手段
若しくはスクリューフィーダのような機械的搬送手段で構
成する。 

特許3305172 
95.09.13 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 塩素によるボイラチューブの高温腐食を防止しながら高
温・高圧の過熱蒸気を効率的に得ることのできる過熱蒸気
の製造装置。 

熱分解手段出口側の熱分解ガス通路中に、理論空気量よ
り少ない量の空気を導入して出口ラインにおけるタール付
着防止やコーキング防止を図る。次に、出口ラインに設け
た再加熱
手段に十
分な空気
を供給し
て熱分解
ガスの完
全燃焼を
行う。 

特許3327749 
95.09.13 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 塩素によるボイラチューブの高温腐食を防止しながら高
温・高圧の過熱蒸気を効率的に得ることのできる過熱蒸気
の製造装置。 
チャー燃焼手段の高温域側に熱交換手段を配設して、熱交
換する。チャー燃焼手段の出口側に燃焼ガスと流動媒体と
を分離する分離手段を設け、800～950℃前後の高温の流動
媒体を熱分解手段とチャー燃焼手段にそれぞれ戻入する。 

特許3285740 
95.09.13 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 塩素によるボイラチューブの高温腐食を防止しながら高
温・高圧の過熱蒸気を効率的に得ることのできる過熱蒸気
の製造装置。 
分離手段の流動媒体出口側に設けた整流手段と流動媒体

分配手段により、熱分解手段とチャー燃焼手段のそれぞれ
に供給する流動媒体量を均等に調整可能にする。 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特許3276274 
95.09.13 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の焼却熱を利用した過熱蒸気製造装置 
 塩素によるボイラチューブの高温腐食を防止しながら高
温・高圧の過熱蒸気を効率的に得ることのできる過熱蒸気
の製造装置。 
チャ−燃焼手段内の流動媒体収納部の下方域を拡面積化し、
上方域に比して流動媒体の流動速度を低下させる。具体的
には下方域では流動媒体の流動速度を0.3から2m/s、好ま
しくは0.3から1m/s、更に好ましくは0.3から0.6m/sにす
る。 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2001-247878
00.03.07 

C10J 3/00 ZAB 
プラズマ式ガス化溶融炉を備えた発電システム 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平11-159720
97.11.26 

F23G 5/027 ZAB 
乾留炉用燃料供給装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
安定運転保持 反応の最適化 

装置の改良 
溶融炉付属装置の改
良 

特開2003-95629 
01.06.08 

C01B 31/10 ZAB 
有機系廃棄物より有価物を製造する方法とそのシステム 
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表 2.1.4-2 三菱重工業の技術要素別課題対応特許(7/12) 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許3372526 
00.04.27 

B09B 3/00 302 

廃棄物の処理方法及びその装置 
 水分量の変動が大きく、供給量の変化の著しい廃棄物
を、その変化に応じて適宜乾燥させ、安定した熱分解ガス
を得る廃棄物の処理方法及びその装置。 
熱分解流動層炉に供給する乾燥フィーダと、供給された廃
棄物を高温の流動媒体と混合して熱分解する熱分解流動層
炉からなる廃棄物の処理装置。乾燥フィーダ内に設けた温
度センサと、熱分解流動層炉内の流動媒体を乾燥フィーダ
に戻す流動媒体戻入路とを具え、温度センサで検知された
温度に基づいて流動媒体の循環流量や流動媒体の温度を制
御して廃
棄物の乾
燥を促
し、乾燥
フィーダ
から発生
する蒸気
ガスを燃
焼室に導
く。 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-317715
00.03.03 

F23G 5/027 ZAB 
固形廃棄物の焼却処理方法とその装置 

安全化・安定化 
安定運転保持 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2003-138947
01.11.01 
F02C 3/28 

燃料ガス化複合発電システム 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の
改良 

特開2001-65832 
99.08.27 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理システム及び廃棄物処理方法 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 反応の最適化 

装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開2003-82362 
01.09.17 
C10J 3/00  

スラグ除去装置 

コスト削減 
設備費削減 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開2003-42429 
01.07.27 
F23J 1/00  

ガス化溶融プラズマ灰溶融炉設備及びその起動方法 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開2002-195519
00.12.20 

F23G 5/00 115 
廃棄物ガス化溶融方法とその装置 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-333119
01.05.09 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物処理の制御方法とその装置 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開2000-42514 
98.07.31 
B09B 3/00 

廃棄物処理装置 

反応の最適化 
原料の投入管理 

特開2003-94097 
01.06.08 

C02F 11/12 ZAB 

汚泥等有機系廃棄物を原料とする多品種資源化製品の製造
方法とそのシステム 

特開平07-316339
94.05.25 

C08J 11/16 CEU 
［1］ 

塩素を含有するプラスチックを含む廃棄物の熱分解方法 反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の
改良 特開平10-314697

97.05.14 
B09B 3/00 

廃棄物の脱塩素処理方法 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2001-159317
99.12.03 
F02C 3/28 

発電システム 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

地域全体のシステム 
立地条件 

特開2002-243126
01.02.14 

F23G 5/50 ZAB 
広域溶融処理システム 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等 

特開平10-235319
97.02.28 
B09B 3/00 

塩素を含む廃棄物の処理方法 
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表 2.1.4-2 三菱重工業の技術要素別課題対応特許(8/12) 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特許3217673 
95.12.14 
B09B 3/00 

金属を含む有機系廃棄物の処理装置 
 カーシュレッダダスト、都市ごみ、産業廃棄物など金属
を含む有機系廃棄物からガス化されたクリーンガスと鉛、
すず、亜鉛、アルミニウム、銅、鉄などの有価金属の回収
とを無公害で行える処理装置。 
移動式ストーカ炉を有する処理装置であり、金属を含む有
機系廃棄物が投入されて250°～350℃の雰囲気で塩素を除
去するＡ室と、Ａ室を通過した有機系廃棄物を酸素と水蒸
気を含むガス化剤で700°～1,000℃で部分燃焼してガス化
すると共に鉛、亜鉛、アルミニウムなどの低融点金属を溶
融して回収するＢ室と、Ｂ室を通過した高融点金属、ガラ
ス、灰分などを含む無機物を1,000°～1,200℃の雰囲気と
し、主
に銅を
溶融し
て回収
するＣ
室とに
仕切ら
れてい
る。 

特開平10-287884
97.04.11 
C10J 3/20 

金属を含む有機系廃棄物の処理装置及び処理方法 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-326076
01.05.08 

B09B 3/00 302 
廃棄物の処理方法、同処理装置 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等 

特開2001-240877
00.02.29 
C10J 3/00  

バイオマスガス化炉及びバイオマスガス化方法 

特開平06-330057
93.05.27 
C10J 3/00  

有機物の部分ガス化炉 

特開2002-38163 
00.07.26 
C10J 3/00  

バイオマスガス化炉及びバイオマスガス化方法 

特開2002-38164 
00.05.06 
C10J 3/00  

廃棄物のガス化処理設備及びこれを利用したガス化発電設
備 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-212574
01.01.19 
C10J 3/54  

バイオマスガス化炉 化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3377546 
93.03.04 
C10J 3/00  

有機物のガス化方法 
 有機物を水蒸気及び酸
素の存在下において、少
なくとも600℃以上でガ
ス化してＨ2 、ＣＯ濃度
の高いガスを製造する第
１段ガス化工程と、第１
段ガス化工程からのガス
に同伴されるガス状未反
応有機物及びタールガス
をより高温でさらにガス
化する第２段ガス化工程
よりなる有機物の２段ガ
ス化方法。 
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表 2.1.4-2 三菱重工業の技術要素別課題対応特許(9/12) 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許3396313 
94.11.21 

C10J 3/00 ZAB 

有機系廃棄物のガス化方法 
 有機系廃棄物を部分酸化、ガス化して可燃成分を含むガ
ス化ガスを回収し、無公害の廃棄物のみを排出する有機系
廃棄物の効率のよいガス化方法。 
 ガス化剤として酸素含有ガスと水蒸気を使用し、比較的
低温で酸化反応と水性ガス化反応を併起させる第一工程
と、酸素含有ガスを使用して第一工程で残留するガス化反
応が遅い固形状の炭素分を完全燃焼させる第二工程と、必
要により第一工程で得られるガス化ガス中の可燃成分の一
部を燃焼させ、すす等を含まないクリーンなガス化ガスを
得るか、全部を
燃焼させて熱エ
ネルギを回収す
る第三工程を付
加した有機系廃
棄物のガス化方
法。 

特開2000-296378
99.04.13 
B09B 3/00 

廃棄物の処理方法 

特開2001-240878
00.02.29 
C10J 3/00  

バイオマスのガス化システム及びメタノール合成システム 

特開2001-262162
00.03.15 
C10L 1/02 

バイオマスからの燃料製造方法 

特開2002-59143 
00.08.11 

B09B 3/00 302 

廃棄物のガス化処理設備及びこれを利用したガス化発電設
備 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2002-193858
00.12.28 

C07C 29/151 
バイオマス原料によるメタノール製造方法及びその装置 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平07-138580
93.11.19 
C10J 3/00  
［1］ 

有機物のガス化方法 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-285171
01.01.19 
C10J 3/00  

バイオマスガス化炉及びバイオマスガス化方法 
効率向上 
熱効率向上 反応の最適化 

装置の改良 
システム化 

特開2002-327183
01.02.27 
C10J 3/00  

廃棄物のガス化発電設備 

特開2002-39517 
00.05.15 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物のガス化処理設備及びこれを利用したガス化発電設
備 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許3009536 
92.04.14 
C10J 3/46  
［1］ 

有機物を主体とする廃棄物のガス化方法 
 有機物を主体とする廃棄物から、他の燃料を用いること
なくＨ2 とＣＯの濃度が高いガスを製造する。 

部分酸化ゾーンにお
いて有機物を主体とす
る廃棄物の一部を部分
酸化して得られた熱量
を、部分酸化ゾーンか
ら分離された水性ガス
化ゾーンへ供給して廃
棄物の残部を加熱し、
水蒸気によってガス化
してＨ2 とＣＯの濃度の
高いガスを製造する。 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開平07-157775
93.12.06 
C10J 3/00  

有機物のガス化方法 
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表2.1.4-2 三菱重工業の技術要素別課題対応特許(10/12) 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

コンパクト化 
反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2000-290666
99.04.12 
C10G 9/36 

科学技術振興機構

水蒸気改質方法及び水蒸気改質装置 

品質向上 
反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-279266
00.03.29 
C10J 3/46  

石炭のガス化方法及びメタノール合成システム 

特開平09-111254
95.10.23 
C10J 3/00  
関西電力 
中国電力 

有機物のガス化・分解装置 

特開平09-111255
95.10.23 
C10J 3/00  
関西電力 
中国電力 

有機物ガス化・分解装置 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平09-263776
96.03.28 
C10J 3/00  
［1］ 

有機系廃棄物のガス化処理方法及び固定床ガス化炉 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平09-111253
95.10.23 
C10J 3/00  
関西電力 
中国電力 

有機物ガス化・分解装置の運転方法 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
重金属等の対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-49178 
01.08.09 
C10J 3/00  

プラズマ溶融炉 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-138270
01.11.07 
C10B 53/00  

炭化装置及び炭化方法 

炭
化 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-18415 
00.07.07 

B09B 3/00 302 
生ゴミ処理方法及び生ゴミ処理装置 

コスト削減 
燃料削減 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開平09-38614 
95.07.26 
B09B 3/00 

ごみの固形化方法 
RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換

環境への配慮 
有害物質対策 
塩素化合物対策 

不用物の処理 
不用物除去 

特開2000-15635 
98.07.01 
B29B 13/10 

廃棄物の脱塩素処理方法並びに脱塩素化燃料の製造方法及
び装置 

特開2001-239148
00.03.02 

B01J 4/00 105 
粒状物の供給装置 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開2001-239149
00.03.02 

B01J 4/00 105 
粒状物の供給装置 

固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開平05-44576 
91.08.17 
F02G 10/43  

ごみ焚きスターリングエンジン 

バイオマス原料の調
整 
粉砕・成型方法 

特開2003-94022 
01.07.19 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の処理方法及びその装置 

特開2000-5797 
98.06.23 

C02F 11/04 ZAB 
有機性固形物メタン回収方法 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等 特開2000-254697

99.03.12 
C02F 11/04  

有機性廃棄物の処理方法 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-94096 
01.09.26 
C02F 11/04  

有機性廃棄物の処理方法、処理装置、汚泥 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2001-137888
99.11.12 

C02F 3/28 ZAB 
有機性廃水の処理方法 
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表2.1.4-2 三菱重工業の技術要素別課題対応特許(11/12) 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-273490
01.03.21 

C02F 11/04 ZAB 

有機性汚泥の嫌気性消化発酵槽の運転立ち上げ方法とその
消化システム 

特開2001-998 
99.06.22 

C02F 11/04 ZAB 
有機性廃棄物のメタン発酵装置及び方法 

特開2002-282826
01.03.29 

B09B 3/00 ZAB 
メタン発酵方法およびその装置 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-282897
01.03.28 
C02F 11/04  

メタン発酵方法およびその装置 

コスト削減 
燃料削減 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等 

特開2001-179285
99.12.24 

C02F 3/12 ZAB 
排水処理システム 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等 

特開2002-86195 
00.09.20 
C02F 11/04  

有機性廃棄物の処理方法とその装置 
コスト削減 
薬剤等削減 反応の最適化 

装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-79299 
99.10.19 

C02F 11/04 ZAB 
含アンモニア廃棄物の処理方法 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-307098
01.04.13 
C02F 11/04  

有機性汚泥の嫌気性消化方法及び嫌気性消化装置 

特開2002-151131
00.11.16 
H01M 8/06  

廃棄物処理型発電システム 
反応の最適化 
装置の改良 
システム化 特開2002-273493

01.03.23 
C02F 11/08 

有機性固形物処理システム 

コンパクト化 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2002-224645
01.01.31 

B09B 3/00 ZAB 
高濃度メタン発酵方法 

特開2000-263096
99.03.17 

C02F 11/04 ZAB 
家畜糞尿の処理方法 

特開2000-263097
99.03.17 

C02F 11/04 ZAB 
家畜糞尿の処理方法 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開2002-307099
01.04.13 

C02F 11/04 ZAB 
メタン発酵装置 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等 

特開平11-52094 
97.07.30 

G21F 9/18 ZAB 
エタノールアミンを含有する排水の処理方法 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等 

特開2000-263094
99.03.17 
C02F 11/04  

有機性廃棄物の処理方法およびメタン発酵装置 

環境への配慮 
有害物質対策 
窒素・リン除去 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-88833 
01.09.20 
B09B 3/00 

有機性廃棄物処理装置 

特開2002-153844
00.11.16 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の処理方法とそのシステム 

特開2002-292377
01.03.30 
C02F 1/78 

有機性廃棄物の処理方法 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2003-86227 
01.09.13 
H01M 8/06  

燃料電池を用いた発電方法および燃料電池を用いた発電シ
ステム 

ア
ル
コ
ー
ル
発
酵

生
物
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平07-87985 
93.09.27 
C12P 7/06 
［1］ 

微細藻からのエタノール製造方法 
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表2.1.4-2 三菱重工業の技術要素別課題対応特許(12/12) 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開平07-95874 
93.09.30 
C12M 1/00  

微細藻スラリーの濃縮用沈殿槽 
効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2000-228993
99.02.09 
C12P 7/06 

微細藻からのエタノール製造方法及び装置 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平07-87986 
93.09.27 
C12P 7/06 

微細藻からのエタノールの製造方法 
コスト削減 
設備費削減 反応の最適化 

反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平10-290698
97.04.18 
C12P 7/06 

微細藻を用いたエタノールの製造方法 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許3004510 
93.09.27 
C12P 7/06 
［2］ 

微細藻からのエタノール製造プロセス 
 デンプン含有微細藻を培養し、収穫、濃縮後、暗黒かつ
嫌気性雰囲気に保ち、エタノールを製造する方法におい
て、エタノールを分離した後の残存スラリーをメタン発酵
させ、得られたメタン及びメタン発酵の残渣を燃焼させて
エネルギを回収するとともに炭酸ガスを発生させ、この炭
酸ガスをエタノール生成工程で副生する炭酸ガスと合わせ
て微細藻の培
養工程で使用
するようにし
た微細藻から
のエタノール
製造プロセス
で、系外に排
出する有機性
廃棄物量を大
巾に低減で
き、培養原料
である炭酸ガ
スの60～70％
を再循環供給
できる。 

特開平07-31485 
93.07.23 
C12P 7/06 

微細藻を原料とするアルコール製造方法 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3004509 
93.09.27 
C12P 7/06 
［2］ 

微細藻からのエタノール製造方法及び装置 
 細胞内にデンプンを蓄積する微細藻を培養し、培養した
藻体を含む培養液を濃縮して得られるスラリーを、pHを
6.0～9.0の範囲に保ちながら暗黒かつ嫌気性雰囲気に保持
してエタノールを生成させることを特徴とする微細藻から
のエタノール製造方法及びそのための装置。コスト、エネ
ルギーを大巾
に低減できる
他、極めて簡
潔なプロセス
でエタノール
製造が可能。 

コスト削減 
薬剤等削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平11-196885
98.01.14 
C12P 7/06 
東京電力 

エタノールを生産する海水性微細藻 

ア
ル
コ
ー
ル
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

コンパクト化 
反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2000-316593
99.05.14 
C12P 7/06 

微細藻によるエタノール製造装置及びその方法 
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2.2.1 企業の概要 

商号 株式会社荏原製作所 

本社所在地 東京都大田区羽田旭町11-1 

設立年 1920.5.20 

資本金 337.9億円（2003.3） 

従業員数 4,271名（2003.3、単体）、15,966名（2003.3、連結） 

事業内容 風水力事業、環境エンジニアリング事業、精密･電子事業 

  

ポンプの最大手企業である。事業内容は、風水力事業（主にポンプ類）、環境エンジニ

アリング事業、精密・電子事業などがある。廃棄物処理プラントや水処理プラントについ

ては、環境エンジニアリング事業部で行っている。 

 

2.2.2 製品例 

 バイオマスエネルギー関連の製品群としては、廃棄物処理プラント、水処理プラント(雑

排水再利用システム)、エネルギー関連製品などがある。廃棄物処理プラントでは、流動床

式ガス化溶融システム、ストーカ式焼却システム、流動床式焼却システム、ダイオキシン

を分解する排ガス処理装置などがある。また、ごみ資源化プラント装置としては加圧二段

ガス化システム、人工骨材・透水性ブロック、プラズマ式灰溶融炉、固形燃料化システム

などがある。 

 

2.2.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている荏原製作所の発明者の住所から調査した主な技術開発拠点は、次

のとおりであり、主として本社から出願されている。 

東京都大田区羽田旭町11-1  株式会社荏原製作所 

東京都目黒区 

愛知県瀬戸市 

 

 荏原製作所の出願件数・発明者数の推移を図2.2.3-1に示す。1994年から1997年にかけて

出願件数、発明者数が増加し、1998年に減少したが、その後、再度増加に転じている。 

 

2.2 荏原製作所 
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図2.2.3-1 荏原製作所の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.4 技術開発課題対応特許の概要 

荏原製作所の技術要素別出願件数を表2.2.4-1に示す。直接燃焼、熱化学的変換、生物

学的変換の全ての技術要素に出願している。最も出願件数が多いのは熱変換技術の54件で

あり、次いでメタン発酵技術が25件、燃焼技術が20件、化学反応変換技術が19件等である。

熱変換技術では三井造船に次いで多く出願しており、化学反応変換技術については宇部興

産との共同出願が多く、三菱重工業、宇部興産に次いで多く出願している。 

 

表2.2.4-1 荏原製作所の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 20 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 54 

化学反応 19 

炭化 3 

RDF 4 

固形燃料 4 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 2 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 25 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 4 

合 計  135 
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 荏原製作所の燃焼技術に関する課題と解決手段の分布を図2.2.4-1に示す。課題としては

熱効率や発電効率の向上を目指したものが多く、それらを熱回収装置，発電装置･方法、回

収熱の複合利用などで解決している。熱の複合利用は、焼却工程と有機性廃水処理を組合

わせて熱効率を改善したもので、同社は両方の技術をもっていることを反映している。 

 なお、荏原製作所のごみ焼却プラントは多くが流動床型焼却炉である。1970年から2000

年で約200ヶ所の発電付きごみ焼却プラントが建設されているが、その焼却炉の約85％はス

トーカ炉であり、流動床型は少ない。荏原製作所以外では石川島播磨重工業が流動床型の

実績が多い。 

 

図2.2.4-1 荏原製作所の燃焼技術に関する課題と解決手段の分布 
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 荏原製作所の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図2.2.4-2に示す。課題として

は熱分解効率や熱効率の向上を目指したものが多く、それらを熱分解炉構造の改良、回収

熱の利用方法、回収熱の複合利用などで解決している。解決手段としては、熱分解炉の構

造の改良と運転管理・制御方法によるものが多い。荏原製作所の熱分解ガス化溶融システ

ムは流動床式熱分解炉であり、焼却炉も流動床炉であることからこれを熱分解炉に発展さ

せたものと推定される。荏原製作所の熱分解ガス化・溶融システムは2003年6月までに山形

県酒田市をはじめ5ヶ所で稼動しており、流動床型システムとしては最も実績が多い。 

 

図2.2.4-2 荏原製作所の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 
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荏原製作所の化学反応変換技術に関する課題と解決手段の分布を図2.2.4-3に示す。課

題としては、コスト削減や反応効率の向上を目指したものが多く、それらを反応条件最適

化などで解決している。また、安全性の確保に対しては、システム化による解決手段がと

られている。 

 

図2.2.4-3 荏原製作所の化学反応変換技術の課題と解決手段の分布 
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荏原製作所のメタン発酵技術に関する課題と解決手段の分布を図2.2.4-4に示す。課題

としては、反応効率向上に関するものが多く、コンパクト化や最終廃棄物削減も多い。反

応効率向上に関しては、温度や添加剤などの反応条件最適化がおもな解決手段である。ま

た、反応効率向上も含めた課題に対して、バイオマス資源の分別・分離、破砕・成型方法、

可溶化といった前処理の改良が解決手段としてとられている。 

 

図2.2.4-4 荏原製作所のメタン発酵技術の課題と解決の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表2.2.4-2に荏原製作所の技術要素別課題対応特許135件を示す。 
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表2.2.4-2 荏原製作所の技術要素別課題対応特許（1/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉付属装置の改良

特開平08-334219
95.06.07 

F23G 5/30 ZAB 
流動媒体循環経路を有する流動床焼却装置 

特開平05-203133
92.01.24 
F23G 5/46  

流動床ボイラ 

特開平08-94002 
94.09.21 
F22B 1/18  

ごみ処理プラントにおける熱回収システム 
熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平10-317918
97.05.20 
F01K 23/10  

可燃物からのエネルギ回収方法 

特許2117554 
92.05.22 

C02F 9/00 501 
荏原総合研究所 

［2］ 

固形廃棄物と廃水の処理方法 
固形廃棄物の焼却処理工程とアンモニア含有有機性廃水の

処理工程を配備し、それぞれから発生する廃熱及び排ガスを
有効に利用する処理方法。 
 固形廃棄物の焼却工程より発生する熱を利用して蒸気を発
生させて有機性廃水中のアンモニアを放散させ、焼却又は廃
ガス脱硝する。アンモニア放散後の有機性廃水を生物学的に
廃水処理する。 

特許2530277 
92.09.30 

C02F 9/00 501 
荏原総合研究所 

［1］ 

固形廃棄物と廃水の処理法 
 固形廃棄物の焼却処理工程とアンモニアを含有する高濃度
有機性廃水の処理工程及び最終処分場浸出水の処理工程を相
補的かつ効率的に組合せた処理法。固形廃棄物の焼却炉より
蒸気を得、発電、高濃度有機廃水のアンモニア放散工程、お
よび廃棄物集積場からの浸出水の蒸発工程に利用する。更に
アンモニアを除いた高濃度有機廃液を嫌気生物処理し、発生
したメタンをアンモニアとともに焼却炉に導入する。 

特許2117566 
92.09.30 
F23G 5/44  

固形廃棄物と廃水の処理方法 
固形廃棄物の焼却処理と、下水等の水量が比較的多い廃水

の処理を相補的に配備し、それぞれから発生する廃熱、排ガ
ス及び処理水を有効に利用して合理的に処理する。 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特許3103027 
95.11.27 
B01D 53/56 

汚水中のアンモニアを用いる排ガスの処理方法と装置 
 ＳＯｘ、ＮＯｘを含有する排ガスの処理とアンモニア含有
汚水の処理とを組合せて、効率的、経済的に処理できる排ガ
スの処理方法と装置。 
 硫黄酸化物や窒素酸化物を含有する排ガスに、アンモニア
を添加して電子ビームを照射する排ガスの処理方法におい
て、人間や家畜から排泄された糞尿、発酵廃液、食品廃水等
のアンモニア含有汚水から分離したアンモニアを用いる。生
成したメタンをエネルギー源として燃焼させて、処理する。

効率向上 
熱効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2001-116233
99.10.14 

F23G  5/44 ZAB 
廃棄物処理装置 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2000-297613
99.04.14 
F01K 27/02  

廃棄物燃焼発電方法及び装置 

特開平09-203304
96.01.24 
F01K 23/10  

廃棄物を燃料とする複合発電システム 
熱エネルギー回収 
発電方法・装置 特開平11-218005

98.01.30 
F01K 27/02  

廃棄物を燃料とする複合発電システム 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特表平13-520360
97.10.14 
F22G 3/00  

廃棄物燃焼発電方法及び装置 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開2000-265858
99.03.11 
F02C 7/22  

廃棄物発電施設 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開平09-196313
95.11.15 

F23C 11/02 311 
流動層反応装置 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
安定運転保持 反応の最適化 

装置の改良 
焼却炉付属装置の改良

特開平05-141637
91.11.25 
F23G 5/50  

流動床焼却プラントとその運転方法 
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表2.2.4-2 荏原製作所の技術要素別課題対応特許（2/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許2651769 
92.06.19 

F23C 11/02 308 

熱回収燃焼設備 
 流動床燃焼装置より発生する燃焼排ガスを、定格運転時
の平均流速が12～20m/sである傾斜ダクトにより、沈降室
に導き、次いで該沈降室から熱回収装置に流入させる熱回
収燃焼設備において、沈降室が流路断面積をダクトより拡
げて平均流速を定格運転時8～14m/sとし、その底部は壁面
を水平面に対して50°を越える角度の灰排出ホッパを形
成して最下部に灰排出装置を設けると共に、灰排出ホッパ
よりも高い位置でかつ流動床燃焼装置からのダクトにて流
入する排ガス流のあたらぬ位置に熱回収装置への流出ノズ
ルを設け、該流出ノ
ズル流路断面積は該
沈降室流路断面積よ
りも小さくすること
によりダストによる
摩耗を防止できる熱
回収燃焼設備。 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平09-243041
96.03.12 

F23G 5/46 ZAB 
ごみ焼却炉における熱回収装置 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2000-97426 
98.09.21 
F23J 15/00 

排ガス処理装置及び排ガス処理方法 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
有価物化 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開2001-113300
99.10.15 
C02F 11/04  

有機性廃水の処理方法及び処理装置 

特許3153091 
94.03.10 
F23C 10/02 
［13］ 

廃棄物の処理方法及びガス化及び熔融燃焼装置 
 廃棄物を流動媒体の循環流れを形成した450℃～650℃の
流動層炉でガス化し、流動層炉から排出されたガスと残渣
（チャー）を1300℃以上の旋回溶融炉で燃焼・溶融させて
スラグ化する。 
 流動層炉の水平断面が円形にさ
れ、炉内中央部に流動媒体が沈降
拡散する移動層、炉内周辺部に流
動媒体が上昇する流動層が形成さ
れ、流動媒体が、流動層の上部か
ら移動層の上部へ転向され、両層
を循環するようにされる。可燃物
が移動層の上部へ投入され、流動
媒体と共に循環する間に可燃ガス
にガス化される。 

特許3270447 
94.03.10 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の処理方法及びガス化及び熔融装置 
 廃棄物を流動層炉にてガス化した後に、熔融炉にて灰分
を熔融スラグ化する方法において、流動層炉の水平断面は
円形であり、炉の中央部に流動媒体が沈降する移動層と炉
の周辺部に流動媒体が上昇する流動層が形成され、移動層
及び流動層を通って循環する循環流を形成し、廃棄物を流
動層炉に供給し、ガス化してガスとチャーを生成し、流動
層炉より排出されたガスとチャーを熔融炉に供給して灰分
を熔融してスラグ化する。 

特開2002-48318 
94.03.10 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の処理方法及びガス化及び熔融装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 
熱分解効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特許3270452 
94.03.10 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の処理方法及びガス化及び熔融装置 
 廃棄物を流動層炉にてガス化した後に、熔融炉にて灰分
を熔融する方法において、流動層炉内に流動媒体の循環流
を形成し、廃棄物はダブルダンパにより流動層炉に供給し
て、ガス化してガスとチャーを生
成し、廃棄物に含まれる不燃物と
流動媒体を流動層炉の炉底部より
排出し、不燃物と流動媒体を分別
した後に流動媒体を流動層炉に戻
し、流動層炉より排出されたガス
とチャーを熔融炉に供給し、熔融
炉内の燃焼室にてガスとチャーを
燃焼して灰分を熔融する。 
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表2.2.4-2 荏原製作所の技術要素別課題対応特許（3/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特許3270456 
94.03.10 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の処理方法及びガス化及び熔融装置 
 廃棄物を流動層炉にてガス化した後に、熔融炉にて灰分
を熔融する装置において、流動層炉は、流動化ガスを炉内
に供給する流動化ガス供給手段を備え、炉内に流動媒体の
循環流を形成し、炉内に供給された廃棄物をガス化してガ
スとチャーを生成し、流動層炉は廃棄物に含まれる不燃物
と流動媒体を排出する不燃物排出口を備え、排出された不
燃物と流動媒体は分別した後に、流動媒体を流動層炉に戻
し、熔融炉は一次燃焼室と一次燃焼室に連通される二次燃
焼室と排出口を備え、一次燃焼室に流動層炉より排出され
るガスとチャーを供給して、一次燃焼室及び二次燃焼室で
燃焼し、灰分を熔融して排出口から排出する。 

特開平10-300041
97.04.30 

F23G 5/32 ZAB 
宇部興産 

高温酸化炉と酸化処理方法 

効率向上 
反応効率向上 
熱分解効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 特許3270455 

94.03.10 
F23J 1/08 

廃棄物の処理方法及びガス化及び熔融装置 
 廃棄物を流動層炉にてガス化した後に、熔融炉にて灰分を
熔融する方法において、流動層炉内に流動媒体の循環流を
形成し、廃棄物を流動層炉に供給し、ガス化してガスとチ
ャーを生成し、流動層炉より排出されたガスとチャーを熔
融炉に供給して灰分を熔融し、熔融された灰分を水にて急
冷し固化する。 

特開2002-130630
94.03.10 
F23G 5/24  

可燃物の処理方法及びガス化及び熔融装置 

特開2002-130633
94.03.10 

F23G 5/30 ZAB 
可燃物の処理方法及びガス化及び熔融装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2003-53398 
01.08.16 

C02F 11/10 ZAB 
有機性廃棄物の熱分解処理装置 

特開平10-338889
97.04.11 
C10J 3/00  

流動層ガス化炉からの排出物処理方法 反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開2003-14201 
01.06.28 
F22B 1/18  

ガス化溶融施設における節炭器及び燃焼排ガスの熱回収方
法 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-115830
94.03.10 

F23G 5/30 ZAB 
可燃物のガス化及び熔融装置 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開平10-156314
96.12.03 
B09B 3/00 
［2］ 

廃棄物からのエネルギ回収方法 

特開平09-150143
95.11.28 
C02F 1/16 
［1］ 

し尿系汚水の処理方法 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許3270457 
94.03.10 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の処理方法及びガス化及び熔融装置 
 廃棄物を流動層炉にてガス化した後に、熔融炉にて灰分
を熔融する方法において、流動層炉内に流動媒体の循環流
を形成し、廃棄物を流動層炉に供給して、ガス化してガス
とチャーを生成し、流動層炉より排出されたガスとチャー
を熔融炉に供給し、熔融炉にて流動層炉より排出されるガ
スとチャーを燃焼して灰分を熔融し、熔融炉から排出され
たガスにより廃熱ボイラにて熱を回収する。 

特開2003-42421 
01.07.26 

F23G 5/30 ZAB 
ガス供給装置及びガス供給方法 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 特開2003-97806 

01.09.21 
F23G 5/50 ZAB 

廃棄物のリサイクルシステム 
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表2.2.4-2 荏原製作所の技術要素別課題対応特許（4/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平11-80756 
97.09.02 
C10J 3/48 

加圧流動層ガス化炉 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2000-320817
99.05.13 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物燃焼発電方法及び装置 効率向上 

発電効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開平09-159132
95.10.03 
F23G 5/46  
［1］ 

熱回収システム及び発電システム 

安全化・安定化 
安全性確保 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2000-140800
95.11.28 
B09B 3/00 

廃棄物のガス化処理装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平11-181450
97.12.18 
C10J 3/56 

統合型ガス化炉 

特開2002-286214
01.03.28 

F23G 5/44 ZAB 
ガス化炉への可燃物供給装置及び供給方法 反応の最適化 

装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開2003-56822 
01.08.16 

F23G 5/44 ZAB 
流動層ガス化炉の可燃物供給方法及び可燃物供給装置 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2003-113381
2001.10.02 
C10J 3/00  

ガス化炉を有するプラントの運転管理方法及び運転管理装
置 

特開2003-49179 
01.08.09 
C10J 3/00  

ガス化炉装置 
反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 特開2003-56843 

01.08.16 
F23M 11/04 103 

ガス化炉及び運転方法 
安全化・安定化 
長期運転対策 
損傷対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平09-145031
95.11.20 

F23G 5/027 ZAB 
［1］ 

固形廃棄物の燃焼方法と装置 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-317915
01.04.19 
F23G 5/50  

ガス化溶融炉施設及びその運転方法 
安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 熱エネルギー回収 

熱回収装置 

特開2003-65501 
01.04.19 
F22B 1/18  

廃熱ボイラ 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平08-155419
94.12.01 
B09B 3/00 

荏原総合研究所 

廃棄物の熱処理装置 
安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平11-173523
97.12.10 
F23G 5/30  

廃棄物の燃焼処理方法及び装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2001-227728
00.02.17 

F23G 5/30 ZAB 
廃棄物のガス化溶融システム 

安全化・安定化 
非定常運転対策 反応の最適化 

反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2003-56817 
01.08.21 
F23G 5/027  

ガス化溶融炉の始動方法およびガス化溶融炉 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開2001-192674
00.01.07 
C10J 3/00  

リバーニング方法 
コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平11-218315
98.02.02 

F23G 5/46 ZAB 
ガス化溶融炉 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2003-4211 
01.04.19 

F23G 5/00 115 
廃棄物処理装置および廃棄物の処理方法 
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表2.2.4-2 荏原製作所の技術要素別課題対応特許（5/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開2001-240879
00.02.28 
C10K 1/20 
中部電力 

脱硫方法 

特開2001-316680
00.02.28 
C10J 3/00  

脱硫方法 
環境への配慮 
有害物質対策 
有害ガス対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2002-253948
01.03.01 
B01J 8/24 
松方 正彦 

脱硫方法及び装置 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特許3154321 
95.12.25 

C02F 11/12 ZAB 

廃液の処理方法 
 固形物を含有する廃液又は汚泥の処理方法において、廃
液又は汚泥中の固形物を不燃性粒状物を充填したろ過工程
で捕捉し、該ろ過物を不燃性粒状物を用いる流動層による、
流動床式熱処理装置に供給して熱処理するものであり、ろ
過工程に充填する不燃性粒状物は、流動層の不燃性粒状物
の一部を用いてもよく、また、流動層の不燃性粒状物が、
廃液又は汚泥中の砂、又はろ過工程に用いた不燃性粒状物
であってもよく、熱処理装置が、焼却炉又はガス化炉であ
り、廃液が廃水又は汚泥の嫌気性消化処理工程で発生する
消化汚泥でもよい。簡便かつ低費用で処理することができ
る廃液、し尿、下水等の汚水及び水分が多く流動状態の汚
泥の処理方法。 

特開平09-150191
95.11.28 

C02F 9/00 501 
有機性汚水の処理方法 

特開平09-150192
95.11.28 

C02F 9/00 501 
有機性汚水の処理方法 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平09-150193
95.11.28 

C02F 9/00 501 
有機性汚水の処理方法 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2002-323217
01.04.24 

F23J 15/04 ZAB 
廃棄物処理装置、および処理方法 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特許3270453 
94.03.10 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の処理方法及びガス化及び熔融装置 
 廃棄物を流動層炉にてガス化した後に、熔融炉にて灰分
を熔融する方法において、流動層炉内に流動媒体の循環流
を形成し、廃棄物を流動層炉に供給し、ガス化してガスと
チャーを生成し、廃棄物に含まれる不燃物と流動媒体を流
動層炉の炉底部より排出し、排出された不燃物と流動媒体
から大きな不燃物を除去した後に、微細な不燃物を分級し
て除去し、分級された流動媒体を流動層炉に戻し、流動層
炉より排出されたガスとチャーを熔融炉に供給して灰分を
熔融する。 

特許3270454 
94.03.10 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物の処理方法及びガス化及び熔融装置 
 廃棄物を流動層炉にてガス化した後に、熔融炉にて灰分
を熔融する方法において、流動層炉内に流動媒体の循環流
を形成し、廃棄物を流動層炉に供給し、ガス化してガスと
チャーを生成し、廃棄物に含まれる不燃物と流動媒体は、
流動層炉の炉底より下方へ取り出し、水平方向に定量排出
した後、不燃物と流動媒体を分別し、分別された流動媒体
をエレベータで搬送して流動層炉に戻し、流動層炉より排
出されたガスとチャーを熔融炉に供給し、燃焼して灰分を
熔融する。 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2002-147724
94.03.10 

F23G 5/30 ZAB 
可燃物の処理方法及びガス化及び熔融装置 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開平10-230239
97.02.21 
B09B 3/00 

廃棄物のスラグ回収装置及びスラグ化方法 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 
環境への配慮 
有価物化 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉付属装置の改良

特開平10-192820
97.01.13 
B09B 3/00 

ガス化溶融による廃棄物処理における灰処理方法 
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表2.2.4-2 荏原製作所の技術要素別課題対応特許（6/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開平10-324546
97.05.20 

C04B 5/02 ZAB 
鹿島建設 

廃棄物溶融スラグの骨材化法 
反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉付属装置の改良 特開平10-337555

97.06.06 
B09B 5/00 ZAB 

廃棄物のスラグ回収装置及びスラグ化方法 
熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開平10-232007
97.02.19 

F23G 5/00 115 
［1］ 

廃棄物処理方法及び装置 
 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2000-328071
99.03.12 
C10J 3/00  
宇部興産 

廃棄物ガス化処理におけるガスと排水と微粒スラグのリサ
イクル方法 

特許3354438 
96.06.04 
C02F 11/10  

有機物を含有する水媒体の処理方
法及び水熱反応装置 
 酸化剤を添加することなく、有機
物を含有する水媒体について水熱
反応を行い、次いで、酸化剤の存在
下、水熱反応を行う処理方法。 

特開平11-43680 
97.07.25 

C10J 3/00 ZAB 
宇部興産 

廃棄物のガス化処理方法および装置 

特開2000-319670
99.03.11 
C10J 3/00  

廃棄物の二段ガス化システム 

効率向上 
反応効率向
上 反応の最適化 

反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2000-319671
99.03.11 

C10J 3/00 ZAB 
宇部興産 

廃棄物の二段ガス化システムの運転制御方法 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特表平15-500518
99.05.21 
C10J 3/00  

ガス化発電システム 

効率向上 
熱効率向上 反応の最適化 

反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平11-166185
97.12.02 
C10J 3/00  
宇部興産 

廃棄物のガス化処理方法および装置 

特許3079051 
95.11.28 

B09B 3/00 302 
［2］ 

廃棄物のガス化処理方法 
 各種廃棄物を一括処理して、化学工業原料又は燃料ガス
となる低カロリー又は中カロリーガスを得る方法。 
 廃棄物を流動層ガス化炉で低温でガス化し、得られるガ
ス状物質とチャーを溶融炉に導入して高温でガス化し、低
カロリーガス又は中カロリーガスを得る。流動層ガス化炉
は、内部循環式流動層ガス化炉で内部温度が450～800℃、
ガス化のための送入ガスを空気、酸素富活空気、酸素とス
チームの混合物の中か
ら選択する。溶融炉は
旋回溶融炉を用い、内
部温度が1300℃以上
で、ガス化のための送
入ガスを酸素富活空気
又は酸素の中から選択
する。 

特開平10-310783
97.05.13 
C10J 3/00  

廃棄物の高温ガス化方法及び装置 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定
化 
安全性確保 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2000-351979
95.11.28 
C10J 3/00  

廃棄物のガス化処理方法 
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表2.2.4-2 荏原製作所の技術要素別課題対応特許（7/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

安全化・安定
化 
安定運転保
持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2003-113382
01.10.02 
C10J 3/00  

ガス化プラント用流動床ガス化炉の制御方法及び制御装置

特開平11-33519 
97.07.23 
B09B 3/00 
宇部興産 

廃棄物のガス化処理方法 安全化・安定
化 
長期運転対
策 
損傷対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平11-35949 
97.07.23 

C10J 3/00 ZAB 
宇部興産 

廃棄物のガス化処理装置および炉壁セルフコーティング方
法 

コスト削減 
設備費削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開平10-8076 
96.06.20 
C10L 5/46 

有機廃棄物の深層水熱反応処理方法 

特開平10-67992 
96.04.23 
C10J 3/00  
宇部興産 
［2］ 

有機性廃棄物の資源化方法及び資源化装置 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 特許3415748 

96.07.15 
C01B 3/02 ZAB 

宇部興産 

有機性廃棄物の二段ガス化方法及び装置 
 有機性廃棄物を二段ガス化して得られるガスを、ＣＯ転
化反応によりＨ2 転換し、ＮＨ3 合成用の原料とすること
を特徴とする有機性廃棄物の資源化方法としたものであ
り、ガス化は、低温ガス化と高温ガ
ス化を組合せたものであり、低温ガ
ス化に流動層ガス化炉、高温ガス化
に溶融炉を用い、ガス化に用いる流
動層ガス化炉は、流動層部で450～
650℃、フリーボード部で600～
850℃にてガス化し、高温ガス化に用
いる溶融炉は、1300℃以上で高温燃
焼することにより、チャー、タール
分をガス化・溶融スラグ化して炉底
より排出する。 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平05-51586 
91.08.23 
C10G 1/00  

産業技術総合研究
所 

生ゴミの油化処理方法 

特開平09-296920
96.05.01 

F23G 5/44 ZAB 
宇部興産 

廃棄物のボイラへの供給方法 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 特開平11-43681 

97.07.25 
C10J 3/00 ZAB 

宇部興産 

廃棄物ガス化処理におけるガスリサイクル方法 

バイオマス原料の調整
粉砕・成型方法 

特開2001-9415 
99.06.29 
B09B 3/00 

廃棄物炭化装置 
コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-1270 
00.06.27 
B09B 3/00 

廃棄物の炭化方法 

炭
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配
慮 
有害物質対
策 
ダイオキシ
ン対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許 2115320 
91.01.11 

C02F 9/00 503 
荏原総合研究所 

有機性廃水の処理方法及び装置 
 油脂分を含有する有機廃水をトラブルなく効率的に処理
する。 
 予め油脂分と分離水に分離し、油脂分を好気的分解処理
し、分離水とともに生物処理する。 
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表2.2.4-2 荏原製作所の技術要素別課題対応特許（8/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開平08-333588
95.06.08 

C10L 5/46 ZAB 
三菱商事、ﾌｼﾞﾀ、
石川島播磨重工業

ゴミ固形燃料化プラントの主反応機 
安全化・安定
化 
長期運転対
策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平09-310083
96.05.20 

C10L 5/46 ZAB 
三菱商事、ﾌｼﾞﾀ、
石川島播磨重工業

ゴミ固形燃料化プラントの主反応機 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平10-316982
97.05.20 
C10L 5/46 
［1］ 

固形燃料製造方法 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開平10-46166 
96.08.01 
C10L 5/46 

固形燃料の製造方法と利用方法 

効率向上 
反応効率向
上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平08-333587
95.06.08 

C10L 5/46 ZAB 
三菱商事、ﾌｼﾞﾀ、
石川島播磨重工業

ゴミ固形燃料化プラントの主反応機 

コスト削減 
薬剤等削減 

バイオマス原料の
調整 
可溶化・薬剤添加等 

特開2000-63859 
98.08.20 
C10L 5/46 

固形燃料の製造方法 

コンパクト
化 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2000-63858 
98.08.20 
C10L 5/46 

固形燃料の製造装置 

固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 測定・分析 

特開平08-333590
95.06.08 

C10L 5/46 ZAB 
三菱商事、ﾌｼﾞﾀ、
石川島播磨重工業

ゴミを原料とする固形燃料の成形方法 

効率向上 
反応効率向
上 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平09-324192
96.06.04 
C11B 13/00 
三井建設 

油化装置及び、食品廃棄物処理方法 

液
体
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定
化 
長期運転対
策 
詰り対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平10-17877 
96.06.28 
C10L 5/46 
宇部興産 

廃棄物の処理方法および装置 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特開平09-290249
96.04.25 

C02F 1/04 ZAB 
有機性廃液の処理方法 

バイオマス原料の
調整 
粉砕・成型方法 

特開2002-192191
00.12.28 
C02F 11/04  

セルロース繊維系有機性廃棄物の処理方法と装置 

特許3303905 
97.02.27 
B09B 3/00 

生物系特定産業技
術研究推進機構 

家畜糞尿の嫌気性消化処理法 
 家畜糞尿を、固液分離を行なわずにそのまま、高温で改
質処理した後、生物学的に可溶化するか、又は、高温で改
質処理した後、圧搾して夾雑物を分離し、生じた搾汁液を
生物学的に可溶化するか、又は、そのまま圧搾して夾雑物
を分離し、生じた搾汁液を高温で改質処理した後、生物学
的に可溶化するか、又は、そのまま高温で改質しつつ圧搾
して夾雑物を分離した後、生じた搾汁液を生物学的に可溶
化し、次いで中水温でメタン発酵することとしたものであ
り、短時間で十分な消化処理ができる家畜糞尿の嫌気性消
化処理法である。 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向
上 

バイオマス原料の
調整 
可溶化・薬剤添加等 

特開2003-39096 
01.07.27 

C02F 11/02 ZAB 
有機性廃棄物の処理方法及び装置 
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表2.2.4-2 荏原製作所の技術要素別課題対応特許（9/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2000-246291
99.02.25 

C02F 11/04 ZAB 
有機性廃棄物の嫌気性消化方法及び装置 

特許2511327 
91.03.06 
C02F 3/34  

荏原総合研究所 

有機性汚水の処理方法 
 メタン発酵法において、光合成最近培養を組み合わせる
ことにより、発生熱エネルギーを増大させ、省資源的な汚
水処理を行なう。 

特許2516154 
92.12.07 
C12P 5/02 

荏原総合研究所 

微生物学的エネルギ－及び有用物質の生産方法及び装置 
 安定的に水素を供給し、水素資化性メタン生成菌が要求
する炭酸ガスを系内及び系外から供給して、多目的かつ複
合機能をもったエネルギー及び有用物質を生産する技術。
 太陽エネルギーを利用して水を電気分解して水素を発生
させ、生成した水素と炭酸ガスとを水素資化性メタン生成
菌に供給して培養し、そこから排出されるメタンを燃焼さ
せてエネルギーを得ると共に、メタンの燃焼により発生し
た炭酸ガスを水素資化性メタン生成菌の培養に供給し、増
殖した該水素資化性メタン生成菌の菌体の少なくとも一部
を精製して有用物質、例えばコリノイドを得ることにより
微生物学的エネルギー及び有用物質を生産する。 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平06-178995
92.12.14 
C02F 3/28  

荏原総合研究所 

有機性廃水の嫌気性消化処理方法 

効率向上 
反応効率向
上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許2641009 
92.08.11 

C02F 11/04 ZAB 
荏原総合研究所 

有機性廃棄物の嫌気性消化処理方法 
 余剰汚泥等の有機性廃棄物を嫌気性消化工程で処理する
に際して、嫌気性消化工程から汚泥の一部を引き抜いて遠
心分離し、得られる濃縮汚泥を嫌気性消化工程に返送する
ことを特徴とする有機性廃棄物の嫌気性消化処理であり、
嫌気性消化工程の系内に微生物群を高濃度に保持して、消
化日数の短縮化と有機物分解率の向上を得ることができ
る。 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特開平05-76870 
91.09.19 
C02F 1/44  

懸濁液の分離方法 
安全化・安定
化 
安定運転保
持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-59126 
00.08.11 

B09B 3/00 ZAB 
［1］ 

有機性廃棄物の処理方法及び処理装置 

環境への配
慮 
臭気対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平07-124590
93.10.29 

C02F 3/28 ZAB 
荏原総合研究所 

有機性廃水の生物処理方法 

バイオマス原料の
調整 
可溶化・薬剤添加等 

特開平09-294969
96.05.01 

B09B 3/00 ZAB 
宇部興産 

有機性廃棄物の資源化方法 環境への配
慮 
最終廃棄物
削減 反応の最適化 

装置の改良 
システム化 

特開2001-137896
99.11.16 
C02F 11/04  

有機性廃水の処理方法及びその装置 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特開平10-216785
97.02.07 
C02F 3/28  
［1］ 

し尿、厨芥、汚泥の処理方法 

バイオマス原料の
調整 
可溶化・薬剤添加等 

特許2520795 
91.03.22 

C02F 3/30 ZAB 

有機性廃水の生物処理方法及び装置 
高濃度有機性廃
水を酸発酵し、
低濃度有機性廃
水とあわせて処
理する 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-35779 
00.07.27 
C02F 3/12  

汚泥の減容化処理システム及び処理装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-252689
00.03.09 

C02F 3/30 ZAB 
有機性排水の処理方法及びその装置 
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表2.2.4-2 荏原製作所の技術要素別課題対応特許（10/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許3303907 
97.09.02 
B09B 3/00 

有機性廃棄物のメタン発酵法 
 有機性廃棄物を酸発酵工程で可溶化したのちに嫌気性消
化工程でメタン発酵を行うメタン発酵法において、酸発酵
工程では、嫌気性消化工程からの脱離液を注入して混合攪
拌し、易生物分解性有機物を可溶化したのちに、有機性廃
棄物中の難生物分解性夾雑物を分離して可溶化液を嫌気性
消化工程に導入し、メタン発酵を行うこととしたものであ
り、脱離液は、嫌気性消化工程から引き抜いたままの脱離
液であるか、又は脱離液を脱水分離した分離水を用いるこ
とができる。簡単な手段で夾雑物を分離・除去できる有機
性廃棄物のメタン発酵法。 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特開平11-77007 
97.09.02 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の嫌気性消化方法 

バイオマス原料の
調整 
可溶化・薬剤添加等 

特開2002-79298 
00.09.06 
C02F 11/04  

有機性廃棄物のメタン発酵処理方法と装置 

コンパクト
化 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平10-85784 
96.09.19 
C02F 3/28  

嫌気性消化汚泥中の難分解有機物の再消化を可能とする嫌
気性汚泥消化法 

不用物の処理 
不用物除去 

特開2002-79036 
00.09.08 

B01D 53/14 102 
バイオガスの脱硫方法及びその装置並びに脱硫剤 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

品質向上 

分離・精製 
特開2002-275482

01.03.16 
C10L 3/00 ZAB 

消化ガスによる発電方法及び発電システム 

特許2511336 
91.05.15 
C02F 3/34  

荏原総合研究所 

有機性汚水や汚泥からの水素生産法及び装置 
 有機性汚水や汚泥１をメタン発酵槽２で処理するに当
り、予め特定のメタン発酵ブロッキング剤を加え、減圧発
酵処理し水素を生産し、次でＣＯ2 の供給条件下で紅色細
菌類による光合成細
菌培養処理すること
により水素を生産す
る。汚濁物質を分解
し、クリーンエネルギ
ーである水素に変転
することができる革
新的な処理技術。 

特開平07-31998 
93.07.13 

C02F 11/04 ZAB 
荏原総合研究所 

有機性廃棄物の微嫌気水素発酵法 

効率向上 
反応効率向
上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平07-136694
93.11.16 

C02F 11/02 ZAB 
荏原総合研究所 

有機性廃棄物の加圧水素発酵法 

水
素
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配
慮 
有害物質対
策 
窒素・リン除
去 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許2511326 
91.03.06 
C02F 3/32 

荏原総合研究所 

光合成微生物による有機性汚水の処理方法 
 汚水を酸発酵させたのち､光合成細菌培養し、藍藻培養す
ることにより、水素を生産するとともに窒素、リンを除去。
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2.3.1 企業の概要 

商号 株式会社クボタ 

本社所在地 大阪市浪速区敷津東1丁目2番47号 

設立年 1930.12 

資本金 781.6億円（2003.3） 

従業員数 11,152名（2003.3、単体）、22,834名（2003.3、連結） 

事業内容 内燃機関、産業インフラ、環境エンジニアリング、住宅など 

 

 農業機械のトップメーカーである。事業内容は、主に農業機械関連の機械事業、産業機

械が中心の産業インフラ事業、環境・エンジニアリング事業、浄化槽事業、空調事業など

である。 

 

2.3.2 製品例 

 焼却炉関連事業には、ストーカ式焼却炉、スーパーごみ発電付きごみ焼却プラント、熱

分解ガス化溶融システムなどがある。また、リサイクルプラント関連事業には、粗大ごみ

処理プラント、廃棄物再利用プラント、ごみ燃料化プラントなどがある。さらに、し尿処

理関連事業、液中膜装置などがある。 

 

2.3.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査したクボタの技術開発拠点は次のとおりで

あり、ほとんどが本社の住所になっている。 

大阪府大阪市浪速区敷津東 1-2-47  株式会社クボタ 

大阪市浪速区元町 3-1-4  株式会社クボタなんば元町オフィス 

東京都中央区日本橋室町 3-1-3  株式会社クボタ東京本社 

東京都世田谷区  

 

 クボタの出願件数・発明者数の年次推移を図 2.3.3-1 に示す。年によって変動があり、

1999 年に出願件数、発明者数が減少したが、それ以降増加傾向にある。 

 

2.3 クボタ 
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図 2.3.3-1 クボタの出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.4 技術開発課題対応特許の概要 

クボタの技術要素別出願件数を表 2.3.4-1 に示す。直接燃焼、熱化学的変換、生物学的

変換の全ての技術要素で出願されているが、最も多いのは燃焼技術の 50 件であり、次い

でメタン発酵技術の 40 件である。燃焼技術については、全企業の中で最も多く出願して

いる。また、メタン発酵技術については、栗田工業に次いで多く出願している。 

 

表 2.3.4-1 クボタの技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 50 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 21 

化学反応 1 

炭化 3 

RDF 1 

固形燃料 1 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 2 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 40 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  119 
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 クボタの燃焼技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.3.4-1 に示す。課題としては熱

効率の向上、安定運転保持、発電効率の向上などが多く、それを焼却炉の構造の改良、熱

回収装置、発電方法･装置などによって改良している。具体的には、焼却炉に二次燃焼室

を設け、完全燃焼させるために酸素濃度が高い状態で燃焼させて、熱効率や発電効率を向

上させる焼却炉に関するものが多い。 

 

図 2.3.4-1 クボタの燃焼技術に関する課題と解決手段の分布 
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クボタの熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.3.4-2 に示す。最も多いのは、

燃料を削減するという課題に対して、熱分解ガス化溶融炉の運転管理・制御による解決で

ある。熱変換技術に関する出願件数は上位 20 社の中では比較的少なく、21 件である。事

業化にあたっては、石川島播磨重工業とジョイントで行っており、愛知県知多市などで実

績がある。 

 

図 2.3.4-2 クボタの熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 
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クボタのメタン発酵技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.3.4-3 に示す。反応効率

の向上という課題に関する出願が多く、これに対しては、バイオマス原料の破砕・成型方

法が解決手段となっている。また、廃水処理としての課題の解決である窒素・リンの処理

を、反応装置の改良や反応条件の最適化によって解決している。 

 

図 2.3.4-3 クボタのメタン発酵技術の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 2.3.4-2 にクボタの技術要素別課題対応特許 137 件を示す。 
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表 2.3.4-2 クボタの技術要素別課題対応特許（1/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許2702636 
92.03.25 

F23G 5/50 ZAB 

ゴミ焼却装置 
 二次燃焼室に於ける燃焼を、安定した完全燃焼状態に維
持することが可能で、排出される排ガス内に含有される公
害物質の量を最小限に抑えたゴミ焼却装置。 
焼却炉内に二次燃焼室と廃熱回収ボイラを備え、廃熱回収
ボイラにより生成される蒸気を、燃焼式過熱器により再過
熱して発電をおこなう。燃焼式過熱器過熱バーナー部にお
いて発生する燃焼排ガスを、酸素濃度を高くした状態で、
蒸気の過熱をおこなった後に二次燃焼室に導く第１二次空
気供給路と、直接二次燃焼室に導く第２二次空気供給路と
を備え、供給二次空気量の割合を、変更できるようにし
た。 

特開平10-54525 
96.08.13 

F23G 5/30 ZAB 
流動層乾燥機を一体化した循環流動層焼却炉 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2002-48301 
00.08.07 
F22B 1/18  

煙道の構造 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平09-79529 
95.09.19 

F23G 5/00 109 
ゴミ焼却炉 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許2771724 
92.02.07 

F23G 5/44 ZAB 

都市ゴミ焼却装置 
 蒸気を昇温するための燃焼式過熱器を設けた都市ゴミ焼
却装置において、燃
焼排ガスを、酸素濃
度を高くした状態で
二次燃焼空気供給部
に導く。燃焼排ガス
を有効に利用して、
熱効率よく完全燃焼
状態を維持すること
ができる。 

特許2719309 
94.07.27 

F23G 5/46 ZAB 

ゴミ焼却プラント 
 ゴミ焼却プラントに過熱器を付設するための設備経費の
低減を図り、且つ、効率的な熱交換が可能な経済性に富ん
だゴミ焼却プラント。 
焼却処理帯の上方に
二次燃焼用の煙道を
形成し、下流側に廃
熱ボイラを設けた一
対のストーカ式のゴ
ミ焼却炉を並設す
る。過熱蒸気を供給
して発電用の蒸気
タービンに導く蒸気
流路を設ける。 

特開平09-14629 
95.06.30 

F23G 5/46 ZAB 
［1］ 

焼却設備 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平09-33029 
95.07.19 
F23J 1/02  

ゴミ焼却炉 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2003-56363 
01.08.21 
F02C 7/08  

廃棄物焼却設備とガスタービン発電装置との複合設備 

特開平09-79528 
95.09.19 

F23G 5/00 109 
ゴミ焼却炉 

特開平09-303740
96.05.16 

F23G 5/46 ZAB 
ゴミ焼却装置 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平10-30809 
96.07.17 

F23G 5/46 ZAB 
汚泥焼却・溶融処理系における熱利用方法 
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表2.3.4-2 クボタの技術要素別課題対応特許（2/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-310401
01.04.16 
F22B 1/18  

熱利用システム 

特開平07-145919
93.11.24 

F23G 5/16 ZAB 
廃棄物の焼却設備及びその運転方法 

特開平07-198121
94.01.10 

F23G 5/44 ZAB 
廃棄物処理プラント 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開平08-61015 
94.08.24 
F01K 27/02  

ゴミ発電システム 

効率向上 
熱効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開平09-33024 
95.07.14 

F23G 5/46 ZAB 
排煙処理における熱回収方法 

特許2740096 
92.12.22 

F23G 5/50 ZAB 
［1］ 

ゴミ焼却装置 
 高効率発電に用いる燃焼式加熱器の排ガスを有効利用し
て安定発電させながらも、焼却炉のクリーン燃焼を達成で
きるゴミ焼却装置。 
焼却炉の燃焼状態が低下した時には、燃焼式過熱器から

の排ガスを主に第一排ガス供給路へ供給し、焼却炉の燃焼
状態が良好な時には、燃焼式過熱器からの排ガスを主に第
二排ガス供給路へ供給する排ガス流量調節手段を設ける。 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平07-145923
93.11.24 

F23G 5/50 ZAB 
ゴミ焼却装置 

特開平05-312310
92.05.08 
F23G 5/44  
［1］ 

都市ゴミ焼却装置 

特開平05-332501
92.06.04 
F22B 1/18  
［1］ 

ゴミ焼却炉の複合発電設備 

特開平05-332502
92.06.04 
F22B 1/18  
［1］ 

都市ゴミ焼却装置 

特開平09-88630 
95.09.27 
F02C 7/22  
［1］ 

ゴミ発電システム 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2002-371860
01.06.15 
F02C 3/26 

廃棄物焼却用の加圧燃焼炉を利用した発電方法 

バイオマス原料の調
整 
乾燥方法 

特開平08-100915
94.09.30 

F23G 5/46 ZAB 
ゴミ焼却設備 

特開平08-240305
95.03.06 

F23G 5/00 109 
ゴミ焼却炉 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2000-186807
98.12.21 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物焼却装置 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
安定運転保持 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特許2922711 
92.05.08 
F22B 1/18  

都市ゴミ焼却装置 
 焼却炉で発生する熱エネルギーを利用した発電装置の発
電量の変動幅が小さく安定した都市ゴミ焼却装置。 
廃熱ボイラによる発生蒸気量を設定量に調節する蒸気量

安定化手段、蒸気量の減少時に過熱器の過熱蒸気に給水噴
射して蒸気量を増加する蒸気温度制御手段、蒸気量の減少
に応じて過熱器への供給燃料を増加する供給燃料調節手
段、供給燃料調節手段により供給燃料が増加されたときに
過熱器での発生熱量の一部を二次燃焼用空気として焼却炉
に供給する。 
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表2.3.4-2 クボタの技術要素別課題対応特許（3/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許2769271 
92.12.22 
F22B 1/18  

ゴミ焼却装置 
 燃焼式過熱器の排ガスの熱エネルギーを有効に活用し
て、焼却炉のゴミ質の劣化時に燃焼状態の低下を回避する
ための即効性のある対策を有するゴミ焼却装置。 
燃焼式過熱器からの排ガスを熱源とする熱交換器を設け

て、過熱された空気を、焼却炉の燃焼状態が悪化した場合
には主に一次燃焼用空気として焼却炉へ供給し、燃焼状態
が良好な場合には主に燃焼式過熱器への燃焼用空気として
供給する制御手段設ける。 

特許2740095 
92.12.22 

F23G 5/50 ZAB 

ゴミ焼却装置 
 燃焼式過熱器の排ガスの熱エネルギーを有効に活用し
て、焼却炉のゴミ質の劣化時に蒸気発生量の低下を回避す
るための即効性のある対策を有するゴミ焼却装置。 
燃焼式過熱器からの排ガスを熱源とする熱交換器を設け
て、過熱された空気を、一次燃焼用空気として乾燥帯又は
燃焼帯に供給する加熱空気の供給量を、焼却炉の燃焼状態
に応じて調節する調節手段を設ける。 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2001-215001
00.02.02 
F22B 1/18  

ボイラ給水制御方法及びボイラ給水機構 

特開平06-109203
92.09.29 
F22B 1/18  

ゴミ焼却装置 

特開平07-190324
93.12.28 

F23G 5/44 ZAB 
ゴミ焼却装置 

特開平08-5044 
94.06.15 

F23G 5/46 ZAB 
ゴミ発電設備 

特開平09-195720
96.01.19 
F01K 23/10  

焼却炉複合プラント設備 

安全化・安定化 
安定運転保持 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開平09-196345
96.01.19 

F23G 5/46 ZAB 
焼却炉複合プラント設備 

安全化・安定化 
長期運転対策 
損傷対策 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平09-33016 
95.07.18 

F23G 5/00 109 
ゴミ焼却炉 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開平07-190325
93.12.27 

F23G 5/46 ZAB 
［1］ 

ゴミ焼却装置 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉付属装置の改
良 

特開2003-35406 
01.07.23 
F23G 5/30  

循環流動焼却処理方法 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-340315
01.05.21 

F23G 5/46 ZAB 
煙道及びそれを備えた廃棄物処理設備 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平09-264519
96.03.26 
F23G 5/46  

ゴミ焼却炉の蒸気過熱装置 
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表2.3.4-2 クボタの技術要素別課題対応特許（4/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特許3354776 
96.01.19 
F01K 23/10  

焼却炉複合プラント設備の運転方法 
 焼却炉複合プラント設備において、蒸気タービンの運転
時中に、ガスタービンを起動する場合に、蒸気タービンに
掛かる熱衝撃をできるだけ緩和できる焼却炉複合プラント
設備の運転方法。 
ガスタービンの始動工程を初期始動工程と後期始動工程か
ら構成する。初期始動工程では、ガスタービン出力を予め
設定された第１基準出力まで急速に立ち上げるとともに、
蒸気タービンの入口蒸気温
度を予め設定された第１基
準温度以下に維持する。後
期始動工程では、ガスター
ビン出力を第１基準出力か
ら定常出力まで漸次、初期
始動工程に於ける出力立ち
上げ速度より遅い速度で出
力上昇するとともに、蒸気
タービンの入口蒸気温度
を、定常入口温度まで漸
次、初期始動工程に於ける
入口蒸気温度立ち上げ速度
より遅い速度で温度上昇す
る。 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特許2944502 
96.03.18 

F23G 5/46 ZAB 

ゴミ焼却装置 
 焼却炉で発生する排ガスから廃熱回収して蒸気を発生す
る廃熱ボイラと、その発生蒸気によりタービンを駆動して
発電する発電装置とを備え、前記廃熱ボイラから前記発電
装置への蒸気供給
路に路内蒸気を過
熱する燃焼式過熱
器の制御性を向上
すると同時に、排
ガス損失を低減
し、同時に燃料消
費量を節減出来
る、燃料経済性の
良好なゴミ焼却装
置。 

地域全体のシステム 
地域システム最適化 

特開2003-10828 
01.06.28 

B09B 5/00 ZAB 
有機資源再生管理装置 

特開平11-351532
98.06.15 
F23G 5/24  
ｴﾇｲｰｴｽ 

廃棄物処理設備 環境への配慮 
環境問題全般 

地域全体のシステム 
立地条件 特開平11-351547

98.06.15 
F23J 13/04 
ｴﾇｲｰｴｽ 

廃棄物処理設備 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開平11-82988 
97.09.16 
F23J 15/06 

ごみ焼却施設 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
有害物質対策 
有害ガス対策 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許2761187 
94.03.30 

F23G 5/44 ZAB 

ゴミ焼却炉 
 炉壁に対するクリンカの防止を有効に阻止できるととも
に、ＮＯｘの発生の少ないゴミ焼却炉。 
ゴミの燃焼帯
に面する炉壁
表面に冷却用
ガスを供給し
て、炉壁を空
冷壁とする。
過熱器から排
出される排ガ
スを、冷却用
ガスとして炉
壁表面に導
く。 
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表2.3.4-2 クボタの技術要素別課題対応特許（5/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

環境への配慮 
有害物質対策 
有害ガス対策 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特許2755539 
92.12.08 

F23G 5/50 ZAB 

ごみ焼却炉の燃焼制御方法 
 焼却炉から排出する排ガスを廃熱ボイラに導いて排ガス
中の熱量を蒸気として回収し、廃熱ボイラで発生する蒸気
を蒸気タービンに導いて駆動流体とするごみ焼却炉。 
 蒸気タービンから排出する廃蒸気をヒータ装置によって
適当温度に昇温し、焼却炉へ乾燥用気体および二次燃焼制
御用気体として供
給する。燃焼管理
を容易に行うこと
ができ、二次燃焼
領域において十分
な攪拌を行いなが
ら酸素希薄燃焼を
行ってＮＯX の発
生を抑制する。 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
有価物化 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉付属装置の改
良 

特開平10-146575
96.11.18 
B09B 3/00 

汚泥の焼却灰より微細な溶融球状化物を製造する方法 

効率向上 
反応効率向上 
熱分解効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平11-51342 
97.07.29 

F23G 5/24 ZAB 
地球環境産業技術

研究機構 

廃棄物熱分解溶融炉 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一
体化 

特開平10-78207 
96.09.04 

F23G 5/24 ZAB 
地球環境産業技術

研究機構 

廃棄物熱分解溶融炉 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉付属装置の改
良 

特開平10-54538 
96.08.13 
F23J 1/00  

流動焼却灰の溶融炉への供給方法 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平09-89227 
95.09.28 
F23G 5/027  

廃棄物熱分解溶融システム 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平11-325432
98.05.14 

F23G 5/44 ZAB 
煙道の構造 

特許3096623 
95.09.13 

F23G 5/24 ZAB 

溶融炉 
 テーパー部の棚吊りを起こし易い部分の温度を上昇さ
せ、棚吊りを抑止するとともに、たとえ棚吊りが起ころう
としても、これを阻害して棚吊りの発生を防止した竪型の
溶融炉。 
上方から投入され
た装入物を底部で
燃焼溶融する炉本
体を下窄まりに形
成してテーパー部
を形成する。テー
パー部の下方に、
溶融部に向けて燃
焼用ガスを吹き込
む羽口を備える。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
安定運転保持 反応の最適化 

装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特許3374020 
96.09.30 

F23G 5/00 115 
地球環境産業技術

研究機構 

廃棄物熱分解溶融システム 
 乾燥領域、熱分解領域、燃焼溶融領域、溶融処理領域を
上下に順次形成
することにより
他のエネルギー
資源を用いるこ
となく、飛散し
やすい廃棄物
や、燃焼しにく
い廃棄物をも同
時に安定して処
理できる。 
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表2.3.4-2 クボタの技術要素別課題対応特許（6/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特許3414994 
97.08.25 
F28D 19/02 

［1］ 

廃熱回収装置 
 蓄熱媒体の流動性阻害や伝熱性
能の劣化を招来することなく、廃
熱回収効率を向上できる廃熱回収
装置。 
廃棄物処理炉からの排ガスが導か
れる高温側ガス流路から加熱対象
ガスが導かれる低温側ガス流路に
向けたペレット状の蓄熱媒体の移
動により伝熱する蓄熱式熱交換器
において、高温側ガス流路の入口
側に、排ガスに剥離剤を添加する
剥離剤添加機構を設ける。 

安全化・安定化 
長期運転対策 
損傷対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開2002-322479
01.04.25 

C10B 53/00 ZAB 
廃棄物ガス化処理設備 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平10-73221 
96.08.30 

F23G 5/20 ZAB 
廃棄物処理システム 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 不用物の処理 

排ガス処理方法・装
置 

特開平10-103640
96.09.30 

F23G 5/16 ZAB 
地球環境産業技術

研究機構 
［1］ 

廃棄物熱分解処理設備 

特開平10-89645 
96.09.17 

F23G 5/24 ZAB 
地球環境産業技術

研究機構 

竪型溶融炉 
反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平11-264525
98.03.18 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理システムおよび廃棄物処理システムの操業方法 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の
改良 

特開2002-364816
01.06.12 

F23G 5/027 ZAB 
乾溜ガス加熱移送装置 

特開平09-329313
96.06.07 

F23G 5/04 ZAB 
廃棄物ガス化溶融炉の操炉方法 

特開平09-329314
96.06.07 

F23G 5/04 ZAB 
廃棄物ガス化溶融炉の操炉方法 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平10-89646 
96.09.17 

F23G 5/24 ZAB 
廃棄物ガス化溶融炉の操炉方法 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2000-74342 
98.08.31 

F23G 5/027 ZAB 
ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ 

炭化型ガス化溶融炉 

環境への配慮 
有害物質対策 
有害ガス対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開2001-330219
00.05.25 

F23G 5/00 115 
廃棄物溶融処理設備 

特開平10-216800
97.02.13 

C02F 11/10 ZAB 
汚泥からの溶融球状化灰の製造方法 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開平11-132433
97.10.30 
F23J 1/00  

溶融球状化灰の製造装置 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開平09-10578 
95.06.29 
B01J 8/02  

反応槽 
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表2.3.4-2 クボタの技術要素別課題対応特許（7/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平10-29885 
96.07.18 
C05F 17/00 

有機性廃棄物の再資源化方法 

コスト削減 
薬剤等削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平10-87312 
96.09.11 
C01B 31/08  

炭化物の製造方法 炭
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2000-350999
99.06.11 
C02F 11/00  

し尿および浄化槽汚泥し渣の炭化装置 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2001-62498 
99.08.30 
C02F 11/14  

汚泥処理方法 

固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

分離・精製 
特開平09-60854 

95.08.28 
F23J 15/04 

ゴミ燃料生成方法 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平11-246874
98.03.04 
C10G 70/04 

オイル回収装置およびオイル回収方法 液
体
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
熱効率向上 

測定・分析 
特開2000-160168

98.11.26 
C10G 1/10 

オイル回収装置 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開2002-336825
01.05.17 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物のリサイクル方法 

特開平11-197636
98.01.13 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の処理方法 

特開平11-197639
98.01.19 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の処理方法 

特開平11-221541
98.02.10 
B09B 3/00 

有機性廃棄物の再資源化方法 

特開平11-221551
98.02.10 
B09B 5/00 

有機性廃棄物の可溶化処理方法 

特開平11-300323
98.04.23 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の処理方法 

特開平11-319783
98.05.22 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の処理方法 

バイオマス原料の調
整 
粉砕・成型方法 

特開2002-119937
00.10.13 
B09B 3/00 

生ゴミ処理方法 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等 

特開2000-15228 
98.07.06 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の発酵方法 
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表2.3.4-2 クボタの技術要素別課題対応特許（8/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許2739263 
91.08.19 
C02F 3/28  

日本下水道事業団

廃水の嫌気性処理を行なう反応槽 
 微生物の自己固定型反応槽であって、反応槽の上部に、
下端に流入口を有する沈澱槽とガ
ス溜室とを設ける。沈澱槽の下部
外側に、下向きに傾斜した導入路
と槽底に向けて垂下する汚泥返流
管とを設ける。反応槽の下部に流
入した原水は、自己造粒汚泥によ
り浄化され槽上部へ上昇して行
く。上部に至った処理水は、原水
と発生ガスの上昇流により導入路
から汚泥返流管へと流入して固定
床を上昇するという循環流とな
り、処理水に含まれている汚泥の
捕促が十分に行われ、馴養期間が
短縮される。 

特開平11-290827
98.04.14 

B09B 3/00 ZAB 
発酵槽内の有機性廃棄物の加温方法 

反応の最適化 
装置の改良 

特開2000-153259
98.11.24 

B09B 3/00 ZAB 
易分解性有機性廃棄物のメタン発酵方法 

特開2000-61433 
98.08.18 

B09B 3/00 ZAB 
メタン発酵方法 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 特開2001-113265

99.10.20 
C02F 1/20  

窒素含量の高い有機性排水・汚泥の処理方法 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開2002-307096
01.04.11 

C02F 11/00 ZAB 
家畜糞尿処理設備の前処理方法および装置 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-192192
00.12.26 

C02F 11/04 ZAB 
メタン発酵槽の保温構造 

特開2000-15231 
98.07.06 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物のメタン発酵方法 

特開2000-61274 
98.08.18 
B01D 65/06 

分離膜の洗浄方法 
反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2000-70908 
98.08.31 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の嫌気性消化方法 

安全化・安定化 
安定運転保持 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-192193
00.12.26 

C02F 11/04 ZAB 
家畜糞尿処理方法および設備 

コスト削減 
設備費削減 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等 

特開平09-85278 
95.09.27 
C02F 3/28  

処理装置 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-314839
00.05.10 

B09B 3/00 ZAB 
発酵槽の撹拌装置 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2003-23887 
01.07.19 

A01G 31/00 612 
循環型施設栽培方法 

特開2001-129600
99.11.02 

C02F 11/04 ZAB 
発酵汚泥処理方法 

特開2001-259582
00.03.16 

B09B 3/00 ZAB 
生ゴミ・排水の同時処理方法 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-361217
01.06.08 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の再資源化方法 
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表2.3.4-2 クボタの技術要素別課題対応特許（9/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開平09-29290 
95.07.17 

C02F 11/00 ZAB 
汚泥処理装置 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等 

特開平09-29287 
95.07.17 
C02F 11/00  

汚泥処理装置 

特許3115038 
91.08.23 
C02F 11/04  

日本下水道事業団

汚泥の消化・濃縮装置 
 設置面積の縮小を図ること、および消化による汚泥の減
量化を図ることができるとともに、安定した汚泥の濃縮を
行うことができる汚泥の消化・ 濃縮装置。 

適当な深さを有したカラ
ムを設け、底部側にベッド
ゾーンを形成するとともに、
上部側にブランケットゾーン
を形成し、攪拌器となるピ
ケットフェンスを設ける。汚
泥供給管の途中に循環ポンプ
を設けて汚泥を循環させる。
また、カラムの底部に汚泥引
抜管を設け、脱離液排出管を
設ける。 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平11-319782
98.05.22 

B09B 3/00 ZAB 
メタン発酵方法 

コンパクト化 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平11-309493
98.04.30 

C02F 11/04 ZAB 
乾式メタン発酵方法 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開2000-15229 
98.07.06 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の処理方法 

特開平11-285698
98.04.06 

C02F 11/02 CDP 
生物学的脱リン方法 

特開平11-300311
98.04.23 
B09B 3/00 
［1］ 

有機性廃棄物の処理方法 
反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2000-15230 
98.07.06 

B09B 3/00 ZAB 
アンモニア除去方法 

特開平11-277096
98.03.27 

C02F 11/04 ZAB 
脱リン方法 

環境への配慮 
有害物質対策 
窒素・リン除去 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平11-277097
98.03.27 

C02F 11/04 ZAB 
脱リン方法 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開平09-201599
96.01.26 

C02F 11/04 ZAB 
［3］ 

有機性廃棄物からの有用物質の回収と資源化方法 

特開2001-89274 
99.09.28 
C05F 7/00 

有機性廃棄物からの資源回収方法 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2002-307039
01.04.11 

B09B 3/00 ZAB 
生ごみと畜糞の処理方法 
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2.4.1 企業の概要 

商号 三井造船株式会社 

本社所在地 東京都中央区築地5丁目6-4 

設立年 1937.7.31 

資本金 443.85億円（2003.3） 

従業員数 3,668名（2003.3、単体）、10,659名（2003.3、連結） 

事業内容 船舶、鉄構建設、機械、プラント、 

 

 造船の大手企業であり、三井系重工業の中核会社である。事業内容は、環境リサイクル

事業、社会インフラ事業、先進機械システム事業、IT 関連事業、船舶･海洋事業、プラン

ト事業、物流システム事業、動力エネルギー事業などがある。 

 

2.4.2 製品例 

 環境リサイクル製品として｢三井リサイクリング 21｣があり、ごみの焼却処理から灰の

溶融までを一貫して行う、次世代型ごみ処理システムである。ダイオブレーカーはごみ焼

却炉から発生する飛灰のダイオキシン類を分解、無害化する装置である。三井流動床式ご

み焼却炉はごみを熱せられた流動砂によって乾燥・ガス化して処理する施設で流動床式汚

泥焼却炉もある。新型固形化燃料（RDF）事業も行っている。 

 バイオガスプラントとして、家畜ふん尿をメタン発酵させて、発生したバイオガスで電

力と熱を回収するリサイクルプラントがある。新活性汚泥水処理プロセス｢ユーラス法｣ 

は浄化能力の優れた微生物を利用する、新しい水処理設備である。 

 

2.4.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した三井造船の技術開発拠点は次のとおり

であり、本社の住所で出願されているものもあるが、岡山県や千葉県で技術開発されてい

る。 

岡山県玉野市玉 3-1-1  三井造船株式会社玉野事業所 

千葉県市原市八幡海岸通 1  三井造船株式会社 

東京都中央区築地 5-6-4  三井造船株式会社 

 

 三井造船の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.4.3-1 に示す。1996 年をピークにし

て、出願件数、発明者数が減少したが、1998 年以降再び増加してきている。 

 

2.4 三井造船
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図 2.4.3-1 三井造船の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4.4 技術開発課題対応特許の概要 

三井造船の技術要素別出願件数を表 2.4.4-1 に示す。直接燃焼、熱化学的変換、生物学

的変換の全ての技術要素で出願されているが、最も多いのは熱変換技術の 91 件で全体の

８割以上であり、次いで燃焼技術が 15 件である。熱変換技術の熱分解ガス化溶融システ

ムに関する出願件数は全企業の中で最も多いのが特徴である。 

 

表 2.4.4-1 三井造船の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 15 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 91 

化学反応 1 

炭化 0 

RDF 0 

固形燃料 0 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 0 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 3 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  110 

 

 

 三井造船の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.4.4-1 に示す。熱分解ガス

化溶融システムに関してはドイツのシーメンスより技術導入しており、回転キルン型の熱

分解ガス化溶融システムに関する改良特許が多い。全工程に関する出願が見られるが、課

題としては熱効率の向上、安定運転保持、耐蝕性向上による長期運転対策などが多く、こ

れらを熱分解炉構造の改良、熱回収装置の改良などで解決している。なお、回転キルン型
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の特徴ではあるが、バイオマス原料の調整についても比較的多くの出願がある。 

 なお、同社の回転キルン型熱分解ガス化溶融システムは福岡県八女西部組合や愛知県豊

橋市など６件の実績があり、回転キルン型では最も実績が多い。 

 

図 2.4.4-1 三井造船の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.4.4-2 に三井造船の技術要素別課題対応特許 110 件を示す。 

熱分解効率向上 

燃焼効率向上 

熱効率向上 

発電効率向上 

安全性確保 

安定運転保持 

操作性改良 

損傷対策 

耐蝕性向上 

詰り対策 

非定常運転対策 

設備費削減 

燃料削減 

薬剤等削減 

コンパクト化 

ダイオキシン対策 

塩素化合物対策 

有害ガス対策 

重金属等の対策 

臭気対策 

最終廃棄物削減 

有価物化 

効率向上 
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コスト削減 
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表 2.4.4-2 三井造船の技術要素別課題対応特許（1/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回

数］ 

発明の名称 

概要 

バイオマス原料の調整
粉砕・成型方法 

特開平09-119618
95.10.24 

F23G 5/02 ZAB 
製紙残渣処理方法 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開平09-60849 
95.08.29 

F23G 7/04 601 
製紙スラッジ燃焼方法及び装置 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開2000-130722
98.10.22 

F23G 5/32 ZAB 
燃焼炉および燃焼溶融炉、および廃棄物処理システム 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平10-170173
96.12.13 
F28D 7/10  

高温空気加熱器 

反応の最適化 
原料の投入管理 

特開2001-331560
00.05.22 

G06F 17/60 110 

ゴミ発電装置の管理システム、ゴミ発電装置の管理方
法、及びその記録媒体 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開平11-182211
97.12.24 
F01K 23/10  

廃棄物処理・発電複合装置 

特許2996128 
94.07.25 

F23G 5/46 ZAB 

耐高温腐食用空気加熱器 
 焼却炉の高温、高腐食性ガス雰囲気における耐食
性、耐久性に著しく優れた耐高温腐食用空気加熱器。 
 金属製伝熱外管
と金属製伝熱内管
とからなる伝熱管
の外側を耐火材製
保護管で覆う。保
護管と外管との間
には間隙を設け
る。保護管と伝熱
管とは支持ボルト
で連結される。ボ
ルトに保護用空気
孔を設ける。 

特許2996129 
95.03.16 

F23G 5/46 ZAB 

耐高温腐食用空気加熱器 
 焼却炉の高温、高腐食性ガス雰囲気における耐食
性、耐久性に著しく優れた耐高温腐食用空気加熱器。 
 金属製伝熱内管の外側に耐火材製伝熱外管を同軸的
に配置し、外管と内管との間に間隙を設ける。空気は
内管から間隙を通り、加熱された後、取り出される。 

特開平10-54528 
96.08.14 

F23G 5/46 ZAB 
高温空気加熱器 

特開平10-54529 
96.08.14 

F23G 5/46 ZAB 
高温空気加熱器 

特開平10-170174
96.12.13 
F28D 7/10  

廃熱回収装置および廃棄物処理装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平10-238970
97.02.28 
F28D 7/12 

高温空気加熱器および廃棄物処理装置 

コンパクト化 
不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2000-102721
98.09.28 
B01D 53/68 

排ガス乾式脱塩方法 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対策 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平10-213317
97.01.30 

F23G 5/50 ZAB 
ごみ焼却炉運転方法 

直
接
燃
焼 

燃
焼 

環境への配慮 
有価物化 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開平11-5068 
97.06.18 
B09B 3/00 

脱塩残渣からの有効成分の回収方法 
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表2.4.4-2 三井造船の技術要素別課題対応特許（2/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

バイオマス原料の調整
粉砕・成型方法 

特開平10-160140
96.11.25 

F23G 5/02 ZAB 
廃棄物処理装置 

特開平10-103639
96.09.27 

F23G 5/16 ZAB 
熱分解反応器 

特開平10-205731
97.01.17 

F23G 5/20 ZAB 
熱分解反応器、および廃棄物処理装置 

効率向上 
反応効率向上 
熱分解効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平10-332118
97.05.29 

F23G 5/14 ZAB 
廃棄物熱分解方法及び熱分解反応器 

特開平07-55121 
93.08.09 

F23G 5/02 ZAB 
廃棄物処理方法及び装置 

バイオマス原料の調整
乾燥方法 特開平08-135935

94.11.09 
F23G 5/00 115 

廃棄物処理装置及び方法 

特開平08-61632 
94.08.26 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理装置及び方法 

特開平09-189410
96.01.09 

F23G 5/027 ZAB 
熱分解ガス配管の保温装置 

特開平09-217910
96.02.14 

F23G 5/027 ZAB 
熱分解反応装置 

特開平09-257231
96.03.19 
F23J 1/00  

廃棄物処理装置における熱分解残留物の冷却装置 

特開平09-273725
96.04.04 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理装置 

特開平09-310829
96.03.19 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理装置における熱分解反応器 

特開平10-1678 
96.06.19 
C10B 53/00  

熱分解反応炉 

特開平10-2522 
96.06.13 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理装置における熱分解反応器 

特開平10-8063 
96.06.21 
C10B 53/00  

竪型熱分解反応炉 

特開平10-19218 
96.06.28 

F23G 5/027 ZAB 
畑村 洋太郎 

竪型熱分解反応炉 

特開平10-82510 
96.09.06 

F23G 5/027 ZAB 
伝熱面を有する熱分解反応器および廃棄物処理装置 

特開平11-128878
97.11.05 
B09B 3/00 

廃棄物処理装置用の熱分解反応器 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2002-219417
01.01.30 
B07B 4/08  

熱分解残渣の流動層分別装置 

特開平09-26118 
95.07.14 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平10-30808 
96.07.16 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理装置 
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表 2.4.4-2 三井造船の技術要素別課題対応特許（3/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 

概要 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開平09-210337 
96.02.08 
F23J 1/00  

日本ﾌｧｰﾈｽ工業 

廃棄物溶融炉 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平09-273724 
96.04.01 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理装置における排熱回収部構造 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平09-170735 
95.12.19 

F23G 5/24 ZAB 
［1］ 

廃棄物処理装置における熱分解反応器の加熱方法 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開2003-145116 
01.11.08 

B09B 3/00 302 
高含水廃棄物の処理装置 

効率向上 
熱効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開平07-324716 
94.05.31 

F23G 5/02 ZAB 
都市ごみの処理方法及び装置 

特開平08-49821 
94.08.04 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理装置及び方法 

特開平08-49822 
94.08.04 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理装置及び方法 

特開平09-243034 
96.03.07 

F23G 5/027 ZAB 
都市ゴミのガス化複合発電システム 

特開平10-122537 
96.10.16 

F23G 5/44 ZAB 
廃棄物処理装置 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2000-240923 
99.02.23 

F23G 5/46 ZAB 
廃棄物発電装置 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2001-65311 
99.08.27 
F01K 27/02  

高効率廃棄物発電システム 

特開平09-159129 
95.12.08 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理装置における熱分解残留物排出構造 

特開平09-257232 
96.03.19 
F23J 1/02  

廃棄物処理装置における熱分解残留物移送装置 
安全化・安定化 
安全性確保 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2001-289417 
00.04.11 

F23G 5/027 ZAB 
大形不燃物の検知方法および廃棄物処理システム 

バイオマス原料の調整
乾燥方法 

特開2002-235913 
00.12.04 

F23G 5/00 115 
廃棄物と汚泥の混合処理方法及び装置 

特開平10-141620 
96.11.05 

F23G 5/027 ZAB 
熱分解残留物の排出方法および廃棄物処理装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2001-200272 
00.01.21 
C10J 3/00  

廃棄物処理装置用の熱分解反応器 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平09-170738 
95.12.19 

F23G 5/44 ZAB 
［1］ 

廃棄物処理装置における廃棄物供給装置 

特開平09-210336 
96.02.07 
F23J 1/00  

溶融炉の空気吹込ノズル 

特開平10-61919 
96.08.15 

F23G 5/00 115 
廃棄物処理装置における燃焼溶融炉 

特開平10-73230 
96.08.30 
F23J 1/02  

燃焼溶融炉の溶融スラグ水冷装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開平10-89651 
96.09.17 

F23G 5/50 ZAB 
燃焼溶融炉及び該炉を用いた廃棄物処理装置 
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表 2.4.4-2 三井造船の技術要素別課題対応特許（4/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 

概要 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開平10-185144 
96.12.25 

F23G 5/44 ZAB 

燃焼溶融炉への燃焼性成分の供給方法、および廃棄物
処理装置 

特開平10-54533 
96.08.14 

F23G 5/50 ZAB 

燃焼溶融炉への燃焼用空気供給方法、および、廃棄物
処理装置 

特開平10-89652 
96.09.19 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物処理装置における燃焼溶融炉の運転方法 

特開平10-89653 
96.09.19 

F23G 5/50 ZAB 
燃焼溶融炉の温度制御方法及び廃棄物処理装置 

特開平11-344213 
98.06.03 

F23G 5/027 ZAB 
熱分解反応器およびその制御装置並びに制御方法 

特開2001-132927 
99.08.26 

F23G 5/50 ZAB 
熱交換器の温度制御方法および温度制御装置 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2003-96468 
01.09.27 
C10G 1/10 

三造環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

熱分解反応装置及びその運転方法 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開平09-137927 
95.11.13 

F23G 5/027 ZAB 
［2］ 

発電装置を有する廃棄物処理装置における発電量制御
装置 

安全化・安定化 
安定運転保持 

測定・分析 
特開平10-324880 

97.05.23 
C10J 3/00  

廃棄物処理装置における熱分解残留物排出装置のブ
リッジ検出装置及びブリッジ破壊装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2001-82727 
99.09.10 
F23J 1/00  

熱分解反応器を備えた廃棄物処理装置 

安全化・安定化 
操作性改良 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平10-122545 
96.10.15 
F23J 3/00  
［1］ 

ボイラにおけるダスト排出方法および廃棄物処理装置

バイオマス原料の調整
粉砕・成型方法 

特開平09-257233 
96.03.19 
F23J 1/02  
［1］ 

廃棄物処理装置 
安全化・安定化 
長期運転対策 
損傷対策 

測定・分析 
特開2001-222787 

00.02.07 
G08C 17/02 

回転ドラム用計測システム 

バイオマス原料の調整
乾燥方法 

特開平10-339416 
97.06.03 

F23G 5/04 ZAB 
廃棄物処理装置 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開平11-83000 
97.06.30 
F23M 5/00  

廃棄物燃焼灰分の溶融部用部材 

特開平10-185152 
96.12.25 

F23G 5/48 ZAB 
高温空気加熱器 

特開平10-238971 
97.02.28 
F28D 7/12 

高温空気加熱器および廃棄物処理装置 

特開平10-325527 
97.05.26 

F23G 5/46 ZAB 
排ガス流路の路壁構造 

特開2002-81871 
00.09.05 
F28D 7/12 

空気加熱器 

特開2002-81872 
00.09.05 
F28D 7/12 

空気加熱器 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2002-81873 
00.09.05 
F28D 7/12 

空気加熱器 
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表 2.4.4-2 三井造船の技術要素別課題対応特許（5/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 

概要 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2003-21479 
01.07.09 
F28D 7/12 

高温空気加熱器 

測定・分析 
特開平10-196925 

97.01.14 
F23G 5/48 ZAB 

高温空気加熱器及び燃焼溶融炉 
安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開平08-49828 
94.08.05 

F23G 5/46 ZAB 
［1］ 

廃棄物処理装置及び方法 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平11-638 
97.06.11 
B09B 3/00 

廃棄物処理装置における熱分解生成物排出装置 

特開平10-61924 
96.08.15 

F23G 5/02 ZAB 

廃棄物処理装置における熱分解残留物分離方法及び装
置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平10-61925 
96.08.15 

F23G 5/02 ZAB 
廃棄物処理装置における熱分解残留物分離装置 

特開平09-166314 
95.12.15 
F23J 1/08 

溶融スラグ水砕装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開平10-246420 
97.03.06 
F23J 1/08 
［1］ 

燃焼溶融炉 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平11-304127 
98.04.24 

F23G 5/46 ZAB 
熱分解反応器の熱媒体圧力制御装置 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開平10-332125 
97.06.02 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物処理装置 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開平10-89661 
96.09.18 

F23J 15/02 ZAB 

緊急停止時の熱分解ガス処理方法、および廃棄物処理
装置 

バイオマス原料の調整
粉砕・成型方法 

特開平09-236224 
95.12.28 

F23G 50/33 ZAB 
粗大ごみ処理方法 

コスト削減 
設備費削減 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2002-282650 
01.03.26 
B01D 53/68 
旭硝子 

廃棄物燃焼排ガス処理装置および廃棄物処理システム

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平09-137930 
95.11.13 

F23G 5/44 ZAB 
廃棄物処理装置における廃棄物投入装置 

特開2001-182919 
99.12.24 

F23G 5/02 ZAB 
熱分解残渣処理装置および廃棄物処理システム コンパクト化 反応の最適化 

装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開2003-74814 
01.08.31 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理装置 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平10-78205 
96.09.04 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理装置における燃焼方法 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対策 不用物の処理 

排ガス処理方法・装置

特開平10-325534 
97.05.28 
F23J 15/06 

廃棄物処理装置における排ガス中の飛灰処理方法 

環境への配慮 
有害物質対策 
塩素化合物対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開平10-202055 
97.01.22 
B01D 53/68 

排ガス処理装置および廃棄物処理装置 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特開平09-250719 
96.03.18 

F23G 5/02 ZAB 
廃棄物処理装置におけるごみ選別装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 反応の最適化 

装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開平09-229324 
95.12.21 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理装置および該装置の運転方法 
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表 2.4.4-2 三井造船の技術要素別課題対応特許（6/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 

概要 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開平11-14031 
97.06.18 
F23J 1/00  

熱分解残留物の冷却装置 

特開平10-54521 
96.08.14 

F23G 5/14 ZAB 
廃棄物処理装置における排ガス処理方法及び装置 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置 特開平10-205727 

97.01.21 
F23G 5/04 ZAB 

集塵灰との混合による廃棄物熱分解方法 

特開平10-122526 
96.10.14 

F23G 5/02 ZAB 
熱分解残留物の分離装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平10-238725 
96.10.25 

F23G 5/027 ZAB 
［1］ 

廃棄物処理方法及び装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開平11-114529 
97.10.16 
B09B 3/00 

脱塩残渣の処理方法 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開平07-256228 
94.03.22 
B09B 3/00 
加藤 邦夫 

木材、炭水化物の接触熱分解法 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-24912 
01.07.19 

B09B 3/00 ZAB 
ﾀｸﾏ、 

石川島播磨重工業、
新日本製鐵、 

東ﾚ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、
JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ、 

日立造船 

嫌気性発酵方法とその装置 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2002-276387 
01.03.15 
F02C 3/22 

バイオマス発電システムおよびこれを用いたバイオマ
ス発電方法 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2002-256883 
01.02.26 
F02C 3/22 

バイオガスを燃料とするガスタービンコージェネレー
ションシステム 
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2.5.1 企業の概要 

商号 JFE(ジェイエフイー)ホールディングス株式会社 

本社所在地 東京都千代田区丸の内1丁目1番2号 

設立年 2002.9.27 

資本金 1,000億円(2003.3) 

従業員数 75名（2003.3、単体）、54,100名（2003.3、連結） 

事業内容 鉄鋼事業、エンジニアリング事業、都市開発事業、半導体事業、リサイク

ル事業、環境ソリューション事業、技術研究事業など 

 

 日本鋼管と川崎製鉄が統合して発足した持ち株会社である。主要子会社はJFEスチール、

JFEエンジニアリング、JFE都市開発など。鉄鋼事業の比率は高いが、エンジニアリング事

業、都市開発事業、半導体事業、リサイクル事業、環境ソリューション事業などを行って

いる。 

 

2.5.2 製品例 

バイオマスエネルギーに関係する製品には次のようなものがある。焼却炉としてはス

トーカ式、流動床式焼却炉、熱分解ガス化溶融システムとしては、シャフト炉によるガス

化溶融一体炉、回転キルン炉や流動床炉と溶融炉からなるシステムなどがある。また、

RDF 製造や炭化装置もある。エネルギー回収と廃棄物の有効利用によるリサイクルシステ

ムとして｢リネッサシステム｣（登録商標）がある。生ごみ、し尿、下水汚泥など種々の有

機性廃棄物を嫌気性消化処理して熱や電力としてエネルギーを回収し、残渣はコンポスト

等の有効な資源とするエネルギー回収型廃棄物再生処理プラントである。 

 

2.5.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した JFE ホールディングスの技術開発拠点

は次のとおりであり、千葉市と倉敷市、横浜市において技術開発が行われている。 

千葉県千葉市中央区川崎町 1  川崎製鉄株式会社技術研究所 

千葉県千葉市中央区川崎町 1  川崎製鉄株式会社千葉製鉄所 

岡山県倉敷市水島川崎通 1 川崎製鉄株式会社水島製鉄所 

東京都千代田区内幸町 2-2-3  川崎製鉄株式会社 

神奈川県横浜市鶴見区末広町 2-1  日本鋼管株式会社 

東京都千代田区丸の内 1-1-2  日本鋼管株式会社 

 

 JFE ホールディングスの出願件数・発明者数の年次推移を図 2.5.3-1 に示す。年によっ

て若干の変動はあるが、1995 年以降増加傾向にある。 

 

2.5 JFE ホールディングス
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図 2.5.3-1 JFE ホールディングスの出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.5.4 技術開発課題対応特許の概要 

JFE ホールディングスの技術要素別出願件数を表 2.5.4-1 に示す。旧日本鋼管と旧川崎

製鉄の合計で 107 件あるが、旧日本鋼管の出願の方が多い。技術要素では、熱変換技術が

約半分を占める。次いで燃焼技術が多く、メタン発酵技術に関する出願も 8 件ある。また、

上位 20 社の中では、RDF 燃料化技術に関する出願件数が明電舎とともに多いのが特徴で

ある。旧日本鋼管が、廃プラスチックなどを製鉄所のコークスの代わりに用いる技術を開

発しており、それに関連した出願と推定される。 

 

表 2.5.4-1 JFE ホールディングスの技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 31 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 48 

化学反応 2 

炭化 2 

RDF 11 

固形燃料 2 

セメント、高炉用 3 

液体燃料 0 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 8 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  107 
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 JFE ホールディングスの燃焼技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.5.4-1 に示す。

課題としては安定運転保持が最も多く、これを運転管理・制御方法によって解決している。

また、ダイオキシン対策は、熱回収装置の改良で解決している。各種課題にまんべんなく

出願し、多くの解決手段が示されている。1970 年から 2000 年までに国内で約 200 の発電

付きごみ焼却プラントが稼動しているが旧日本鋼管は、日立造船、三菱重工業、タクマな

どと同様にトップクラスの実績がある。 

 

図 2.5.4-1 JFE ホールディングスの燃焼技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 JFE ホールディングスの熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.5.4-2 に示す。
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最も多い課題は、安定運転保持であり、これを運転管理・制御で解決している。熱効率の

向上が次いで多く、熱分解溶融一体炉構造や熱の回収方法、熱の複合利用などで解決して

いる。 

 熱分解ガス化溶融システムは、旧日本鋼管が熱分解溶融一体炉（シャフト炉）で開発、

実用化している。福岡県甘木組合、大分県佐伯組合などで実績があり、シャフト炉では新

日本製鐵に次いで多くの実績がある。 

 

図 2.5.4-2 JFE ホールディングスの熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.5.4-2 に JFE ホールディングスの技術要素別課題対応特許 107 件を示す。 
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表 2.5.4-2 JFE ホールディングスの技術要素別課題対応特許（1/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開平11-267603
98.03.25 
B09B 3/00 
［1］ 

廃棄物の処理方法及びその装置 
バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開2002-310420
01.04.13 

F23G 7/04 603 
汚泥処理方法 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2002-228131
01.02.06 

F23G 5/46 ZAB 
廃棄物焼却炉 

特開平07-83419 
93.09.14 

F23G 5/04 ZAB 
有機性汚泥の焼却設備 

効率向上 
熱効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置 特開平11-82969 

97.08.29 
F23G 5/46 ZAB 

廃棄物焼却炉 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平04-313604
91.04.11 
F22G 1/16 

ごみ焼却プラント用ボイラからの蒸気の高温化方法 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2002-98313 
00.09.22 

F23G 5/30 ZAB 
循環流動層燃焼装置 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉付属装置の改良

特開平09-159130
95.12.13 

F23G 50/33 ZAB 
都市ごみで製造した固形燃料の燃焼炉 

特開平09-49623 
95.06.02 

F23G 5/50 ZAB 
ごみ焼却炉の燃焼制御装置及びその方法 

特開平09-49624 
95.06.02 

F23G 5/50 ZAB 
ごみ焼却炉の燃焼制御装置及びその方法 

特開平09-273731
96.02.06 

F23G 5/50 ZAB 
ごみ焼却炉の燃焼制御方法 

特開2001-349520
00.06.07 

F23G 5/50 ZAB 
一般廃棄物焼却炉及びその操業方法 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-162014
00.11.21 

F23G 5/50 ZAB 
ごみ焼却の運転制御方法及び運転制御装置 

特許3094847 
95.06.20 
F22D 5/30 

流動床式廃棄物焼却炉の廃熱ボイラへの給水方法 
 燃焼量の変動に伴う蒸気発生量の変動を小さく抑えるこ
とができる廃熱ボイラへの給水方法。 

炉出口温度、蒸気発生量、ボイラドラムの水レベルの
信号が演算制御機構へ送
られ、演算処理が行わ
れ、給水量の調節が行わ
れる。このとき、炉出口
温度が所定範囲内である
場合には、蒸気発生量お
よびボイラドラム内の水
レベル測定値に基づく流
量制御が行われ、炉出口
温度が所定範囲外になっ
た場合には、炉出口温度
に応じた流量制御が行わ
れる。 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
安定運転保持 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特許3094848 
95.06.20 
F22D 5/30 

流動床式廃棄物焼却炉の廃熱ボイラへの給水方法 
 燃焼量の変動に伴う蒸気発生量の変動を小さく抑えるこ
とができる廃熱ボイラへの給水方法。 
炉内圧力、蒸気発生量、レボイラドラムの水レベルの信

号に基づく演算処理が行われ、給水量の調節が行われる。
このとき、炉内圧力が所定範囲内である場合には、蒸気発
生量およびボイラドラム内の水レベル測定値に基づく流量
制御が行われ、炉内圧力が所定範囲外になった場合には、
炉内圧力に応じた流量制御が行われる。 
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表 2.5.4-2 JFE ホールディングスの技術要素別課題対応特許（2/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開2000-257831
99.03.11 

F23G 5/46 ZAB 
ごみ焼却炉ボイラー 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 特開2002-310594

01.02.09 
F28F 19/02 501 

熱交換用伝熱管を備えた熱交換器 
安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

測定・分析 
特開2002-106822

00.06.22 
F23G 5/50 ZAB 

ごみ焼却炉及びその操業方法 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開平10-311677
97.05.15 
F26B 9/06  

ごみ又は産業廃棄物の乾燥方法 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2001-173927
99.12.14 

F23G 5/46 ZAB 
ごみ焼却設備及びそのバグフィルタの加熱方法 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2003-21321 
01.07.10 
F23J 15/06 

廃棄物焼却設備の操業方法及び廃棄物焼却設備 

コスト削減 
薬剤等削減 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2002-357313
01.05.31 

F23G 7/06 103 
排ガスの処理方法および装置 

コンパクト化 
バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開平11-270819
98.03.25 

F23G 5/02 ZAB 
都市ごみの処理方法 

地域全体のシステム 
地域システム最適化 

特開2002-230147
01.02.02 

G06F 17/60 124 
有機性廃棄物の取引管理システム 

環境への配慮 
環境問題全般 

地域全体のシステム 
立地条件 

特開平04-250274
91.01.24 
E04H 5/00 

地上・地下複合構造体 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開2000-356339
99.06.16 
F23J 15/00 

廃棄物の焼却方法及びその設備 

特開平11-230527
98.02.18 
F23G 5/46  

焼却炉 
熱エネルギー回収 
熱回収装置 特開2002-22133 

00.07.12 
F23G 5/50 ZAB 

廃棄物焼却炉の廃熱ボイラ及びその排ガス温度制御方法 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2001-212430
00.02.03 
B01D 53/70 

廃棄物焼却炉の排ガス処理方法及びその設備 

環境への配慮 
有害物質対策 
有害ガス対策 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開平11-63446 
97.08.11 

F23G 5/00 109 
廃棄物焼却炉 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
有価物化 

反応の最適化 
原料の投入管理 

特開2002-363621
01.06.13 

C21B 5/00 319 
廃木材の高炉へのリサイクルシステム及びその方法 

効率向上 
反応効率向上 
熱分解効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2001-205244
00.01.31 

B09B 3/00 302 
廃棄物処理方法 

バイオマス原料の調整
乾燥方法 

特開2000-314517
99.04.30 

F23G 7/00 104 
廃棄物の処理方法 

特開2001-132920
99.11.02 

F23G 5/24 ZAB 
廃棄物処理設備 反応の最適化 

装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一体
化 

特開2001-173922
99.12.17 

F23G 5/24 ZAB 
廃棄物ガス化溶融炉 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2001-289416
00.03.31 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理設備 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2001-241631
00.02.29 

F23G 5/46 ZAB 
灰溶融炉における熱回収方法、およびその熱回収システム
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表 2.5.4-2 JFE ホールディングスの技術要素別課題対応特許（3/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開2002-371307
01.06.18 

C21B 7/00 308 

有機系又は炭化水素系廃棄物のリサイクル方法及びリサイ
クルに適した高炉設備 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開2003-56805 
01.08.10 
F22G 1/16 

ｴﾇｹｰｹｰﾌﾟﾗﾝﾄ建設

過熱蒸気製造方法、及び過熱蒸気製造装置 
効率向上 
熱効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2002-317924
01.04.23 
F23J 15/00 

廃棄物の処理および熱回収システム 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-310402
01.02.06 
F22B 1/18  

ガス化溶融炉生成ガスの利用設備 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開2000-279916
99.03.29 
B09B 3/00 

廃棄物の処理方法 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2000-199620
98.10.12 
F23J 1/00  

廃棄物焼却・熱処理炉 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平11-211033
98.01.26 

F23G 5/00 115 
廃棄物処理プラントおよびその燃焼方法 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開平11-51336 
97.07.30 

F23G 5/00 115 
可燃廃棄物の処理装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一体
化 

特開2003-120916
01.10.16 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物ガス化溶融炉の操業方法 

特許3346197 
96.11.28 

F23G 5/50 ZAB 

ガス化溶融炉の操業方法 
 流動部分の温度を所定の温度に保つと共に、ガス量（空
塔速度）を所定の値に制御できるようにしたガス化溶融炉
の操業方法。 
廃棄物の堆積層の上部が流動層で下部が移動層の竪型の廃
棄物ガス化溶融炉において、前記流動層の流動部分の温度
を制御すると共に、前記堆積層の上部を流動状態に保つよ
うに、副羽口送
風量を制御し、
かつベースの送
風空気に蒸気、
燃焼排ガス及び
酸素を、単独に
あるいは組み合
わせて添加す
る。 

特開2000-248284
99.03.04 
C10J 3/02  

住友金属工業、神
戸製鋼所、新日本

製鐵 

急速熱分解設備の操業方法および装置 

特開2000-248284
99.03.04 
C10J 3/02  

住友金属工業、神
戸製鋼所、新日本

製鐵 

急速熱分解設備の操業方法および装置 

特開2000-257827
99.03.09 

F23G 5/24 ZAB 
廃棄物ガス化溶融炉の操業方法 

特開2000-257832
99.03.09 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物溶融炉の操業方法 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-259600
00.03.22 

B09B 3/00 302 
廃棄物処理方法および廃棄物処理設備 
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表2.5.4-2 JFEホールディングスの技術要素別課題対応特許（4/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開2002-303412
95.08.22 

F23G 5/24 ZAB 
廃棄物ガス化溶融方法 

特開2002-333120
01.05.14 

F23G 5/50 ZAB 

廃棄物の組成及び低位発熱量の推定方法、並びに廃棄物処
理方法 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2003-130321
01.10.18 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物ガス化溶融炉の運転方法および廃棄物ガス化溶融炉

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一体
化 

特開2001-336720
00.05.29 

F23G 5/24 ZAB 
廃棄物ガス化溶融処理設備 

安全化・安定化 
操作性改良 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2003-64382 
01.08.29 
C10J 3/00  

廃棄物ガス化設備及びその設備の操業方法 

安全化・安定化 
長期運転対策 
損傷対策 

特開2002-249829
01.02.26 
C22B 7/00  

ガス化溶融方法及び装置 

特開2000-161622
98.12.01 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の処理方法及び装置 

特開2000-161623
98.12.01 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の処理方法及び装置 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-334243
00.05.25 

B09B 3/00 302 
廃棄物の処理方法及び装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2001-336723
00.05.30 

F23G 5/46 ZAB 
廃棄物焼却炉の廃熱回収方法および装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平11-141832
97.11.13 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物ガス化装置 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-289412
00.03.31 

F23G 5/00 ZAB 
廃棄物処理設備の始動方法 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特許3391211 
97.03.18 
F22B 1/02  

流動層熱回収装置 

特開平05-223225
92.02.14 

F23G 5/00 115 
ごみ焼却炉 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2003-35408 
01.05.16 

F23G 5/46 ZAB 
廃棄物処理装置および廃棄物処理方法 

特開2002-115822
00.10.05 

F23G 5/00 115 
廃棄物の処理設備及び処理方法 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開2002-276911
01.03.23 

F23G 5/00 115 
廃棄物の処理設備及び処理方法 

コスト削減 
薬剤等削減 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2003-28412 
01.07.18 
F23J 15/00 

廃棄物溶融炉の排ガス処理方法及びその装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平05-346219
92.06.15 
F23G 5/027  

［1］ 

廃棄物の溶融・ガス化装置 環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 不用物の処理 

排ガス処理方法・装置

特開平11-197454
98.01.13 
B01D 53/70 

加熱発生ガスの処理方法 

環境への配慮 
有害物質対策 
有害ガス対策 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開平11-63444 
97.08.28 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物ガス化炉の操業方法 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開平04-253790
91.01.30 
C10B 39/02 

コークス乾式消火装置による廃棄物処理方法 
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表2.5.4-2 JFEホールディングスの技術要素別課題対応特許（5/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
原料の投入管理 

特開2002-316139
01.04.23 

B09B 3/00 302 
燃焼不適ごみ処理方法及び燃焼不適ごみ処理システム 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開2002-316138
01.04.23 

B09B 3/00 302 
燃焼不適ごみ処理装置 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2002-336641
01.05.18 
B01D 53/40 

廃棄物からの発生ガスの精製方法 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-254085
00.03.10 
C10J 3/00  

廃棄物処理方法および廃棄物処理設備 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2003-3178 
01.06.25 
C10K 1/08 

廃棄物のガス化で生成するガスの洗浄方法 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2003-1041 
01.06.25 
B01D 53/14  

廃棄物のガス化により生成するガスの洗浄方法 化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

分離・精製 
特開2003-3177 

01.06.20 
C10J 3/00  

ガス化改質方式における廃棄物中の窒素分の処理方法 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平11-309490
98.04.28 

C02F 11/00 ZAB 
汚泥処理方法および装置 

炭
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 
不用物の処理 
不用物除去 

特開2002-35729 
00.07.25 

B09B 3/00 302 

ごみ固形燃料を原料とした炭化物の製造方法およびその装
置 

特開平09-53085 
95.08.16 
C10L 5/46 

日本ﾘｻｲｸﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
［2］ 

固形燃料の製造方法及びその装置 

特開平11-244645
98.03.05 
B01D 53/38 

廃棄物乾燥装置の発生ガス処理方法 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2001-342476
00.03.30 

C10L 5/46 ZAB 
ごみ炭化物の製造方法および製造設備 

特開平09-157670
95.12.05 
C10L 5/46 

一般ゴミの固形燃料化方法 

特開平09-194863
96.01.17 
C10L 5/46 

日本ﾘｻｲｸﾙﾒﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ごみからの固形燃料製造方法及び装置 
バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特開平09-208975
96.02.06 
C10L 5/46 

一般ゴミの固形燃料化方法 

品質向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2000-192064
98.12.25 
C10L 5/44 

紙を含有するプラスチック廃棄物の造粒方法 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2001-49272 
99.08.06 
C10L 5/46 

廃棄物処理方法および装置 

特開平10-216676
97.02.13 
B09B 3/00 

可燃性廃棄物からの塩素の除去方法 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
塩素化合物対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 特開平11-159957

97.11.28 
F26B 3/02 

廃棄物の乾燥方法 
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表2.5.4-2 JFEホールディングスの技術要素別課題対応特許（6/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特許3342985 
95.04.28 
C10L 5/46 

ｴﾇｹｰｹｰﾌﾟﾗﾝﾄ建設

一般ゴミの固形燃料化方法 
 ゴミの固形燃料化に際し、破砕機の負荷の軽減、製造さ
れた固形燃料の、保存時の腐敗、悪臭、微生物および黴の
繁殖の防止、燃焼時の塩化水素ガスの除去。 
一般ゴミからなる原料を一次破砕して75～100mmの粒度

にする。磁力選別、アルミ選別を行なって鉄、アルミニウ
ムを除去する。20～30mmの篩目で篩分けを行なう。篩上
の原料は二次破砕を実施し、20～30mmの粒度に破砕す
る。篩下の厨芥には、厨芥の乾燥重量の5～10％の生石灰 
を添加し混合 する。二次破砕した原料と、生石灰と混合
された厨芥とを乾燥・混合し、原料を減容・固化する。 

品質向上 
熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平11-315291
98.02.26 
C10L 5/46 

固形燃料の製造方法及び製造装置 
固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2000-205746
99.11.09 

F26B 3/24 ZAB 
［1］ 

廃棄物の乾燥装置 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特開2002-20771 
00.07.05 

C10L 5/44 ZAB 
廃木材の処理方法 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平11-241075
98.02.26 
C10J 3/00  

可燃性物質含有廃棄物の処理方法 

セ
メ
ン
ト
、
高
炉
用 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 
反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平11-314098
98.05.06 

C02F 11/00 ZAB 
燐を含む有機性汚泥の処理方法 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開2003-10895 
01.07.05 

C02F 11/04 ZAB 
有機性物質の嫌気性処理方法および嫌気性処理装置 

効率向上 
反応効率向上 反応の最適化 

反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平05-269496
92.03.27 
C02F 11/04  

ケーキ状汚泥の消化方法 

特許2976772 
93.09.28 

C02F 11/04 ZAB 

消化タンクの運転方法 
 スカム層の除去を操業中にできるようにする方法。 

平常時には攪拌機のドラフト
チューブから消化汚泥を下向流で吐
出させて攪拌し、スカム除去時には
攪拌機のスクリューケーシングから
消化汚泥を上向流で吐出させる攪拌
を行ってスカム層を破砕した後、下
向流で吐出させる攪拌に戻すと共
に、消化汚泥の液面レベルを平常の
基準液面レベルよりも下げ、破砕さ
れたスカムを消化汚泥中に吸い込ま
せて分散させる。 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-24912 
01.07.19 

B09B 3/00 ZAB 
ﾀｸﾏ、石川島播磨
重工業、新日本製
鐵、東ﾚ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ、日立造船、三

井造船 

嫌気性発酵方法とその装置 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平09-155397
95.12.04 

C02F 11/04 ZAB 
有機性汚泥の嫌気性消化制御方法およびその装置 

コンパクト化 
反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-340899
00.05.31 

C02F 11/04 ZAB 
有機性物質の嫌気性消化方法および装置 

品質向上 
不用物の処理 
不用物除去 

特開2002-66246 
00.08.28 
B01D 53/04  

消化ガス精製装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-239538
01.02.14 
C02F 1/20  

嫌気性消化済み液の処理方法 
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2.6.1 企業の概要 

商号 株式会社タクマ 

本社所在地 兵庫県尼崎市金楽寺町2丁目2番33号 

設立年 1938.6.10 

資本金 133.67億円（2003.3） 

従業員数 804名（2003.3、単体）、2,848名（2003.3、連結） 

事業内容 産業機械、環境設備、運転管理、不動産など 

 

 各種ボイラ、機械設備、郊外防止プラント、環境設備プラント、冷暖房や給排水衛生設

備の設計、施行および管理、土木建築、その他工事の設計、施行および管理などが主な事

業内容である。環境設備の売上高構成比率は 67％で主力事業である。 

 

2.6.2 製品例 

 環境設備として、ごみ処理プラント、灰溶融システム、リサイクルプラント、バイオガ

スシステムなどがある。ごみ処理プラントには、シーメンス社との技術提携による熱分解

ガス化溶融システムがあり、流動床式ごみ焼却プラントもある 

 灰溶融システムは焼却灰・煤塵を溶融し、無害化するとともにリサイクル可能なスラグ

にする。タクマは電気式のプラズマ溶融炉と燃焼式の表面溶融炉の 2 種類の技術を持つ。 

リサイクルプラントとしてはごみを固形燃料にする RDF 製造プラント、ごみの破砕,資源

化プラントがある。また、タクマバイオガスシステムがあり、これは生ごみ・古紙・剪定

枝・家畜ふん尿などの有機系廃棄物を原料として、メタンガスを回収し、発電やボイラ燃

料などのエネルギーとしてリサイクルする処理システムである。 

 

2.6.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査したタクマの技術開発拠点は次のとおりで

あり、兵庫県を中心として技術開発が行われている。 

兵庫県高砂市荒井町新浜 1-2-1  株式会社タクマ中央研究所 

兵庫県尼崎市金楽寺町 2-2-33  株式会社タクマ 

大阪府大阪市北区堂島浜 1-3-23  株式会社タクマ 

大阪府大阪市 

東京都中央区日本橋 1-2-5  株式会社タクマ東京支社 

 

タクマの出願件数・発明者数の年次推移を図 2.6.3-1 に示す。1996 年以降に出願件数、

発明者数がともに増加傾向にある。 

 

2.6 タクマ 
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図 2.6.3-1 タクマの出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6.4 技術開発課題対応特許の概要 

タクマの技術要素別出願件数を表 2.6.4-1 に示す。直接燃焼、熱化学的変換、生物学的

変換の全ての技術要素で出願されているが、最も多いのは熱変換技術の 45 件であり、次

いで燃焼技術の件数が多い。 

 

表 2.6.4-1 タクマの技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 28 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 45 

化学反応 0 

炭化 0 

RDF 1 

固形燃料 1 

セメント、高炉用 1 

液体燃料 0 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 6 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 2 

合 計  84 
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 タクマの燃焼技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.6.4-1 に示す。課題としては燃

焼や熱効率の向上、有害ガス対策などが多く、それを焼却炉構造の改良や熱回収方法など

のよって解決している。1970 年から 2000 年までに国内で約 200 の発電付きごみ焼却プラ

ントが稼動しているが、日立造船、三菱重工業、旧日本鋼管などと同様にトップクラスの

実績がある。 

 

図 2.6.4-1 タクマの燃焼技術に関する課題と解決手段の分布 
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 タクマの熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.6.4-2 に示す。熱分解ガス化

溶融システムに関しては三井造船と同様に、ドイツのシーメンスより技術導入しており、

回転キルン型の熱分解ガス化溶融システムに関する出願が多い。課題としては、燃料削減

によるコストダウン、発電効率の向上が多く、熱分解炉やその付属装置の改良や熱回収方

法の改良などによって解決している。最も多いのは燃料削減を熱回収方法の改良によって

達成している。同社の熱分解ガス化溶融システムは、鹿児島県国分などで実績がある。 

 

図 2.6.4-2 タクマの熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.6.4-2 にタクマの技術要素別課題対応特許 84 件を示す。 

2

2 2

3

4

4 6

2

2

熱分解効率向上 

燃焼効率向上 

熱効率向上 

発電効率向上 

安全性確保 

安定運転保持 

操作性改良 

損傷対策 

耐蝕性向上 

詰り対策 

非定常運転対策 

設備費削減 

燃料削減 

薬剤等削減 

コンパクト化 

ダイオキシン対策 

塩素化合物対策 

有害ガス対策 

重金属等の対策 

臭気対策 

最終廃棄物削減 

有価物化 

効率向上 

安全化・安定化 

コスト削減 

長
期
運
転
対
策

環境への配慮 

コンパクト化 

立
地
条
件 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置 

測
定
・
分
析 

熱
の
複
合
利
用 

回
収
熱
の
利
用 

発
電
方
法
・
装
置 

熱
回
収
装
置 

運
転
管
理
・
制
御 

熱
分
解
炉
・
溶
融
炉
一
体
化 

溶
融
炉
付
属
装
置
の
改
良 

溶
融
炉
構
造
の
改
良 

熱
分
解
炉
付
属
装
置
の
改
良 

熱
分
解
炉
構
造
の
改
良 

原
料
の
投
入
管
理 

乾
燥
方
法 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

装置の改良 反応の制御 

地
域
全
体
の
シ
ス
テ
ム

反
応
の
最
適
化

不
用
物
の
処
理 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整

測
定
・
分
析 

課
題 

解決手段 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 



 184

表 2.6.4-2 タクマの技術要素別課題対応特許（1/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開平10-205734
97.01.14 

F23G 5/44 ZAB 
ストーカ式燃焼炉における２次空気の供給方法 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開平11-82949 
97.09.01 

F23G 5/00 109 
ストーカ式焼却炉 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-267131
01.03.06 

F23G 5/44 ZAB 
焼却炉 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開平10-220708
97.02.03 

F23C 11/02 311 
循環流動層燃焼炉 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉付属装置の改
良 

特開2002-250513
01.02.22 

F23G 5/46 ZAB 
酸素富化燃焼式ごみ処理炉 

特開平05-272702
92.03.26 
F22B 1/18  
［1］ 

エコノマイザを有しないごみ焼却発電装置 
熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2002-5402 
00.06.23 
F22B 1/18  

ごみ処理プラントの廃熱回収システム 

特開2002-174412
00.12.08 

F23G 5/04 ZAB 
有機性廃棄物の焼却方法 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 特開2002-267101

01.03.06 
F22B 1/18  

焼却炉における蒸気過熱方法 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開2002-336824
01.05.16 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物を含む廃棄物の燃焼処理方法 

効率向上 
熱効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開2003-39047 
01.07.31 
B09B 3/00 

飛灰の処理方法及びその装置 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平11-230517
98.02.18 

F23G 5/00 109 
廃棄物の燃焼処理装置 

効率向上 
発電効率向上 不用物の処理 

排ガス処理方法・装
置 

特開平10-26010 
96.07.10 
F01K 27/02  

廃棄物処理プラントに於ける高効率発電方法と排ガス処
理方法及び排ガス処理装置 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許3140180 
92.06.29 
F22B 21/04 

ボイラ 
 バイオマス燃料や石炭等の固形燃料を燃焼させる火格
子を備えたボイラに於いて、火格子燃焼の安定性や使い
易さと浮遊燃焼の合
理性の両者を兼ね備
えた大容量ボイラ。
燃焼室の中央部分に
水管群から成る中間
仕切壁を設け、中間
仕切壁を形成する水
管の間に、燃焼室内
へ二次空気を供給す
るノズル群を配設す
る。 

安全化・安定化 
安定運転保持 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2001-165406
99.12.03 
F22G 5/02 

ボイラ設備とその制御方法 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉付属装置の改
良 

特開平10-128160
96.10.31 
B04C 5/20 

流動層燃焼装置のサイクロン装置 

特開2003-83507 
01.09.07 
F22G 5/06 

高温高圧ボイラ 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 特開平05-256429

92.03.13 
F23G 5/46  

ごみ焼却処理装置 
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表 2.6.4-2 タクマの技術要素別課題対応特許（2/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平09-60828 
95.08.21 

F23G 5/00 109 
焼却炉ボイラ 

特開2002-5401 
00.06.23 
F22B 1/18  

ごみ処理プラントの廃熱回収システム 
安全化・安定化 
非定常運転対策 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 特開2002-357397

01.05.31 
F28F 19/00 511 

温風ヒータ付熱交換器 

コスト削減 
設備費削減 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2000-213729
99.01.21 
F23J 1/02  

燃焼設備 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特許3276283 
96.01.05 

F23G 5/00 ZAB 

焼却炉における廃熱発電システム 
 ＮＯX 低減効果を維持しつつ天然ガス等の炭化水素系燃
料の使用量を最小限に抑えることができ、併せて発電効
率を向上させる。 

ごみ燃焼炉からの
廃熱を回収する廃熱ボ
イラを設け、この廃熱
ボイラから蒸気タービ
ンに至る蒸気配管中に
炭化水素系燃料の燃焼
加熱による独立過熱器
を設け、排ガスをごみ
燃焼炉内の二次燃焼
ゾーンに供給される炭
化水素系燃料に混合し
て送入する。 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対策 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平11-82973 
97.09.09 

F23G 7/00 103 
ごみ焼却炉に於けるボイラダストの燃焼処理方法 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等

特開平11-63458 
97.08.12 

F23G 7/04 601 
汚泥の焼却処理方法 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開平06-42723 
92.07.24 

F23G 5/00 109 
ストーカ式汚泥焼却炉 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平10-325517
97.05.22 

F23G 5/14 ZAB 
焼却炉 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
有害物質対策 
有害ガス対策 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-243125
01.02.13 

F23G 5/44 ZAB 
焼却炉 

特開平09-310073
96.05.22 
C10B 53/00 

廃棄物の乾留熱分解方法及びその装置 
反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良

特開2002-61828 
00.08.22 
F23J 3/02  

廃棄物処理プラント 
効率向上 
熱効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開2002-130628
00.10.27 

F23G 5/027 ZAB 
熱分解溶融燃焼装置の熱分解ガス精製装置 

バイオマス原料の調
整 
乾燥方法 

特開平10-323647
97.05.23 
B09B 3/00 
［1］ 

廃棄物の熱分解ガス化溶融処理装置及び熱分解ガス化溶
融処理方法 

特開平11-281020
98.03.30 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼発電装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
発電効率向上 反応の最適化 

装置の改良 
熱分解炉付属装置の
改良 

特開平11-281021
98.03.30 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼発電装置 
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表2.6.4-2 タクマの技術要素別課題対応特許（3/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許3364112 
97.05.16 

F23G 5/46 ZAB 

焼却炉およびその燃焼方法 
 高い発電効率およびＮＯx の低減率を維持し、炭化水素
系燃料の使用量を最小限に
抑えることができる焼却
炉。 
 二次過熱器内で酸素不足
の状態で燃焼させることに
より発生する還元性ガスを
リバーニングゾーンに供給
するとともに、ボイラから
発生する蒸気を一次過熱器
の一次過熱管に通して
270℃程度に過熱させ、次
いで二次過熱器の二次過熱
管に通して400℃に過熱さ
せた後、発電タービンに供
給する。 

特開平10-54210 
96.08.12 
F01K 23/10  

ガスタービン発電装置と廃棄物乾留熱分解溶融燃焼装置
との複合設備 

特開平10-205736
97.01.14 

F23G 5/46 ZAB 
廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼装置 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平11-201434
98.01.09 

F23G 5/46 ZAB 
廃棄物の熱分解溶融燃焼装置 

効率向上 
発電効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開平11-294736
98.04.14 

F23G 5/44 ZAB 
廃棄物の熱分解溶融燃焼装置 

安全化・安定化 
安全性確保 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良

特開2001-334241
00.05.29 

B09B 3/00 302 
熱分解ドラム 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良

特開平10-36852 
96.07.30 
C10B 53/00  

廃棄物の乾留熱分解反応器 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良

特開2001-330220
00.05.25 

F23G 5/00 115 
高温燃焼溶融炉 

特開2001-330221
00.05.25 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理プラント 

特開2001-334215
00.05.29 
B07B 1/22  

熱分解残渣選別装置 

安全化・安定化 
操作性改良 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の
改良 

特開2003-74829 
01.09.03 
F23J 1/00  

熱分解残渣冷却装置、及びこの熱分解残渣冷却装置を備
えた廃棄物処理プラント 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の
改良 

特開平11-57656 
97.08.25 
B09B 3/00 

廃棄物の熱分解燃焼溶融装置 

特開平11-44414 
97.07.25 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の熱分解溶融燃焼装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 不用物の処理 

排ガス処理方法・装
置 特開2002-263626

01.03.13 
B09B 3/00 302 

熱分解設備 

特開2000-136387
98.10.30 
C10B 45/00  

熱分解ガスダクトのクリーニング装置 

特開2000-246210
99.02.25 
B09B 3/00 

熱分解ドラム設備のメンテナンス方法及びメンテナンス
用装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良

特開2000-256679
99.03.11 
C10J 3/00  

熱分解反応設備 
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表2.6.4-2 タクマの技術要素別課題対応特許（4/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良

特開2000-314511
99.04.28 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の
改良 

特開2000-146145
98.11.05 

F23J 3/00 101 
廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼装置 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-21126 
99.07.09 

F23G 5/46 ZAB 
廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼装置 

安全化・安定化 
非定常運転対策 不用物の処理 

排ガス処理方法・装
置 

特開2000-146149
98.11.05 
F23J 15/00 

廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼装置 

特開2003-53138 
01.08.22 
B01D 53/68 

中和剤供給装置及びこの中和剤供給装置を備えた廃棄物
処理プラント 

コスト削減 
設備費削減 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開2003-71242 
01.09.03 
B01D 53/68 

排ガス処理装置、及びこの排ガス処理装置を備えた廃棄
物処理プラント 

バイオマス原料の調
整 
乾燥方法 

特開2001-152160
99.11.26 
C10B 53/00  

廃棄物の乾留熱分解反応器及び乾留熱分解方法 

特許3317843 
96.04.15 

F23G 50/33 ZAB 
［1］ 

廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼装置 
 大幅な省エネルギー、廃棄物処理コストの引下げを図
ると共に、機器類の腐食や排ガス等の排出物による環境
汚染を防止する。廃棄物を乾留分解して乾留ガスと熱分
解残渣にする乾留ドラムと、熱分解残渣を分別・細粒化
する装置と、乾留ガスと熱分解残渣の細粒を溶融燃焼さ
せる溶融燃焼装置と、排ガス処理装置とを備えた廃棄物
の乾留熱分解溶
融燃焼装置にお
いて、熱分解残
渣の細粒の一部
を細粒燃焼炉で
燃焼させ、燃焼
熱により加熱し
た高温空気を乾
留ドラムの乾留
熱分解用熱源と
する。 

特開平11-201425
98.01.13 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の熱分解溶融燃焼装置 

特開平11-248125
98.03.06 

F23G 5/46 ZAB 
廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の
改良 

特開平11-257633
98.03.16 

F23G 5/46 ZAB 
廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼装置 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-206719
01.01.11 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物処理プラント 

特開平10-238732
97.02.26 

F23G 5/16 ZAB 
廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼装置 

特開2000-15211 
98.06.29 
B09B 3/00 

廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼装置及び乾留熱分解反応器
の加熱方法 

特開2000-15212 
98.06.29 
B09B 3/00 

廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼装置及び乾留熱分解反応器
の加熱方法 

特開2002-181312
00.12.12 

F23G 5/027 ZAB 
熱分解ドラム設備 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-181313
00.12.12 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理プラント 
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表2.6.4-2 タクマの技術要素別課題対応特許（5/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-243121
01.02.19 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理プラント 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2001-304524
00.04.26 

F23G 5/46 ZAB 
溶融炉に於ける排熱回収装置 

コンパクト化 
反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良

特開平11-201424
98.01.12 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の熱分解溶融燃焼装置 

環境への配慮 
臭気対策 

バイオマス原料の調
整 
乾燥方法 

特開2002-192196
00.12.28 

C02F 11/10 ZAB 
東京瓦斯 

汚泥処理方法及び装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の
改良 

特開2001-21125 
99.07.09 

F23G 5/44 ZAB 

廃棄物の乾留熱分解溶融燃焼装置に於ける有価物の回収
装置及び有価物の回収方法 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換

品質向上 
バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開平07-316572
94.05.27 
C10L 5/48 
［2］ 

可燃ごみを原料とする固形燃料の製造方法 

固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平10-137715
96.11.07 
B09B 3/00 

固形燃料成形装置 

セ
メ
ン
ト
、
高
炉
用 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 
反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平07-330396
94.06.09 
C04B 7/44 
本多 淳裕 

セメント製造工程を利用した無機・有機塩素化合物含有
廃棄物の処理方法 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-24912 
01.07.19 

B09B 3/00 ZAB 
石川島播磨重工
業、新日本製鐵、
東レ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、
JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ、

日立造船、 
三井造船 

嫌気性発酵方法とその装置 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2003-88838 
01.09.18 

B09B 3/00 ZAB 
ﾓﾘﾌﾟﾗﾝﾄ、釧路技
研、ﾔﾝﾏｰ農機、 

ｺｽﾓ 

食品廃棄物の再資源化システム 
メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許1908876 
91.07.16 

C02F 11/04 ZAB 
土木研究所 

嫌気性メタン発酵方法 
 処理速度の大きい、汚泥または有機廃液の嫌気性メタ
ン発酵方法。消化槽から発生する消化ガスを、高分子気
体分離膜を用い二酸化炭素を主成分とする還流ガスとメ
タンを主成分とする排出ガスとに分離し、還流ガスを消
化槽に還流し
て汚泥中に吹
込み、消化槽
内上部空間の
二酸化炭素濃
度を50～
60vol.％に保
持する。 
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表2.6.4-2 タクマの技術要素別課題対応特許（6/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開2002-159946
00.11.28 

B09B 3/00 ZAB 
嫌気発酵槽と嫌気発酵システム及び嫌気発酵方法 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 特開2002-159947

00.11.28 
B09B 3/00 ZAB 

嫌気発酵方法と嫌気発酵システム 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

コンパクト化 
バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等

特開2002-361219
01.06.08 

B09B 3/00 ZAB 
嫌気発酵処理システム及び嫌気発酵処理方法 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-135088
01.11.06 
C12P 3/00  
東京瓦斯 

微生物を用いた水素製造及び発電方法、ならびにそれら
の装置 水

素
発
酵 

生
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2003-135089
01.11.06 
C12P 3/00  
東京瓦斯 

微生物を用いた水素及びメタンの製造方法ならびに装置 
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2.7.1 企業の概要 

商号 石川島播磨重工業株式会社 

本社所在地 東京都千代田区大手町2丁目2番1号（新大手町ビル） 

設立年 1889.1.17 

資本金 649.2億円（2003.3） 

従業員数 8,836名（2003.3、単体）、23,575名（2003.3、連結） 

事業内容 物流･鉄構、機械、エネルギー･プラント、航空･宇宙、船舶･海洋 

 

 総合重機の大手メーカーであり、宇宙開発、航空エンジン、エネルギー、プラント、環

境（水処理等）、運搬機械、物流システム、産業機械、橋梁・鉄構、土木建設機械、建設、

民生機器、船舶・海洋、IT 事業など多種類の事業を行っている。 

エネルギー事業では、流動層燃焼ボイラー、ガス化複合発電などがあり、環境事業では、

水処理設備やごみ焼却システム、バイオガスシステムなどがある。 

 

2.7.2 製品例 

 エネルギー関連製品として、流動層ボイラ、ガス化複合発電、ガスタービン発電があり、 

環境関連の製品には、水処理設備（下水処理、IC リアクタ－高速・高負荷処理に対応し

た高濃度有機排水嫌気処理）、ごみ焼却炉としては流動層式ごみ焼却炉、回転ストーカ式

ごみ焼却炉があり、ガス化溶融システムとしては熱分解ガス化溶融システム（外熱式回転

キルン）、灰溶融炉としては電気抵抗式灰溶融設備、コークスベッド式灰溶融設備がある。 

 また、粗大ごみの破砕施設、ごみ固形燃料化システム、ごみ発電システムがある。さら

に、水熱処理システムや生ごみ処理機、バイオガス回収システム、各種廃棄物の選別･リ

サイクル施設もある。 

 

2.7 石川島播磨重工業 
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2.7.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した石川島播磨重工業の技術開発拠点は次

のとおりであり、横浜市と東京都江東区の研究所等において技術開発が行われている。 

神奈川県横浜市磯子区新中原町 1  石川島播磨重工業株式会社機械・プラント開発セ

ンター 

神奈川県横浜市磯子区新中原町１  石川島播磨重工業株式会社技術研究所 

神奈川県横浜市磯子区新中原町１ 石川島播磨重工業株式会社基盤技術研究所 

東京都江東区豊洲 3-2-16 石川島播磨重工業株式会社東京エンジニアリングセンター 

東京都江東区豊洲 3-1-15  石川島播磨重工業株式会社東京エンジニアリングセン

ター基盤技術研究所 

東京都江東区豊洲 3-1-15 石川島播磨重工業株式会社東二テクニカルセンター 

東京都江東区豊洲 2-1-1  石川島播磨重工業株式会社東京第一工場 

東京都江東区豊洲 3-2-16  石川島播磨重工業株式会社豊洲総合事務所 

東京都千代田区大手町 2-2-1  石川島播磨重工業株式会社本社 

新潟県新潟市 

 

 石川島播磨重工業の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.7.3-1 に示す。年によって変

動があり、1994 年以降、出願件数、発明者数がともに増加したが、1999 年をピークとし

て減少に転じている。 

 

図 2.7.3-1 石川島播磨重工業の出願件数・発明者数の年次推移 
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2.7.4 技術開発課題対応特許の概要 

石川島播磨重工業の技術要素別出願件数を表 2.7.4-1 に示す。直接燃焼、熱化学的変換、

生物学的変換の全ての技術要素で出願されているが、最も多いのは熱変換技術の 39 件で

あり、次いでメタン発酵技術の件数が多い。熱変換技術に関する出願は、1997 年以降の

出願がほとんどであり出願係属中である。 

 

表 2.7.4-1 石川島播磨重工業の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 9 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 39 

化学反応 8 

炭化 0 

RDF 5 

固形燃料 3 

セメント、高炉用 1 

液体燃料 2 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 14 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 1 

合 計  82 

 

 石川島播磨重工業の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.7.4-1 に示す。最

も多いのは熱効率の向上を熱の複合利用で解決するものである。これは熱分解残渣

（チャー）を石炭と混合して、火力発電所のボイラ燃料に用いるシステムである。また、

製鉄所との複合利用に関する出願もある。これ以外に、ごみを熱分解し、残渣を地域全体

で有効に利用する出願もある。 

 なお、熱分解ガス化溶融システムはクボタとの共同出願はないが、事業化は共同で行っ

ている。両社とも回転キルン型の熱分解ガス化溶融システムであり、ジョイントで財団法

人三重県環境事業団や鹿児島県の伊佐北姶良環境管理組合から受注、建設しており、2003

年 3 月から順調に稼動している。 
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図 2.7.4-1 石川島播磨重工業の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.7.4-2 に石川島播磨重工業の技術要素別課題対応特許 82 件を示す。 
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分
析 

熱
の
複
合
利
用 

回
収
熱
の
利
用 

発
電
方
法
・
装
置 

熱
回
収
装
置 

運
転
管
理
・
制
御 

熱
分
解
炉
・
溶
融
炉
一
体
化 

溶
融
炉
付
属
装
置
の
改
良 

溶
融
炉
構
造
の
改
良 

熱
分
解
炉
付
属
装
置
の
改
良 

熱
分
解
炉
構
造
の
改
良 

原
料
の
投
入
管
理 

乾
燥
方
法 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

装置の改良 反応の制御

地
域
全
体
の
シ
ス
テ
ム

反
応
の
最
適
化

不
用
物
の
処
理 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整

測
定
・
分
析 

課
題 

解決手段 

4

2

2

2

3 7

2

3

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 2.7.4-2 石川島播磨重工業の技術要素別課題対応特許（1/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2000-154911
98.11.19 

F23G 5/30 ZAB 
循環流動層型燃焼設備 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 不用物の処理 

排ガス処理方法・装置

特許3173537 
93.04.23 

F23B 5/00 303 

粒径分級形灰再循環装置 
 効率的な再燃焼が可能であって、粒子負荷および動力
損失ならびに摩耗が少ない粒径分級形灰再循環装置。 

灰再循環側ホッパ部分および灰捨側ホッパ部分を有
するフライアッシュサイロと、灰再循環側ホッパ部分か
らの灰を導入し
てバブリング流
動層によって細
粒灰と粗粒灰と
に分級する灰粒
径分級装置、灰
粒径分級装置の
底部の風箱に分
級用空気を圧送
するブロワ、灰
粒径分級装置で
浮上した細粒灰
を火炉に戻す細
粒灰循環管とを
備える。 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開2002-213718
01.01.15 

F23G 7/04 601 
石炭・ペーパースラッジ混焼ボイラ設備 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2000-145410
98.11.12 
F01K 27/02  

ゴミ焼却複合発電設備の運転制御方法 

安全化・安定化 
安定運転保持 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開平11-303610
98.04.20 
F01K 23/10  

ゴミ焼却複合発電設備の出力制御方法及び装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2002-181302
00.12.11 
F22B 1/18  

煙管ボイラ 

特開平11-230515
98.02.18 

F23G 5/00 ZAB 
ゴミ燃焼方法 

コンパクト化 
反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 特開2003-14215 

01.04.06 
F23G 5/00 119 

焼却炉 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対策 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2001-304521
00.04.25 

F23G 5/44 ZAB 
廃棄物燃焼装置 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
臭気対策 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2003-148186
01.11.08 
F02D 19/02  

脱臭方法及び脱臭装置並びに畜糞処理システム 

特開平11-169812
97.12.09 
B09B 3/00 

熱分解キルン及びその温度分布制御方法 

特開平11-267608
98.03.20 
B09B 3/00 

廃棄物の熱分解ガス化装置 

特開2001-139963
99.11.11 
C10J 3/46  

ガス化装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2002-122313
00.10.17 

F23G 5/00 115 
科学技術振興機構

低質燃料の燃焼・ガス化炉 

効率向上 
反応効率向上 
熱分解効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開平10-110919
96.10.08 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の熱分解ガス化装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
熱効率向上 

バイオマス原料の調整
乾燥方法 

特開平11-141834
97.11.13 

F23G 5/04 ZAB 
廃棄物熱分解ガス化溶融装置 
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表 2.7.4-2 石川島播磨重工業の技術要素別課題対応特許（2/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開平10-118614
96.10.22 
B09B 3/00 

廃棄物熱分解炉の熱分解ガス取出方法及び装置 
反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2001-131557
99.11.05 
C10B 53/00  

廃棄物の熱分解処理装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平11-193913
97.12.27 

F23G 5/20 ZAB 
廃棄物熱分解ガス化溶融装置 

特開平10-54522 
96.08.12 

F23G 5/14 ZAB 
ゴミ焼却プラント 

特開平10-132240
96.11.01 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の熱分解ガス化装置 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2001-208310
00.12.04 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理システム及び廃棄物処理方法 

特開2000-283431
99.03.31 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理方法及び廃棄物処理システム 

特開2000-283432
99.03.31 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理方法及び廃棄物処理システム 

特開2000-283433
99.03.31 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理方法及び廃棄物処理システム 

特開2000-283434
99.03.31 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理方法及び廃棄物処理システム 

特開2000-283435
99.03.31 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理方法及び廃棄物処理システム 

特開2000-283436
99.03.31 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理方法及び廃棄物処理システム 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開2001-131563
99.11.08 
C10J 3/00  

有機系廃棄物ガス化処理システム 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平11-148623
97.11.17 

F23G 5/04 ZAB 
廃棄物熱分解ガス化溶融装置 

特開平11-200815
98.01.08 
F01K 23/10  

廃棄物ガス化複合発電設備 
効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 特開2001-311510

00.04.27 
F23G 5/027 ZAB 

廃棄物ガス化発電設備 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2000-282062
99.03.31 
C10J 3/00  

科学技術振興機構

低質燃料の燃焼・ガス化炉 

特開平11-153312
97.11.20 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物熱分解ガス化溶融装置 反応の最適化 

装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開2001-240883
00.03.01 

C10L 5/46 ZAB 
廃棄物の熱分解チャー処理方法及び装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平11-193912
97.12.27 

F23G 5/20 ZAB 
廃棄物熱分解ガス化装置の運転制御装置 

 

 

 



196 

表2.7.4-2 石川島播磨重工業の技術要素別課題対応特許（3/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開平11-148622
97.11.17 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物熱分解ガス化溶融装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 不用物の処理 

排ガス処理方法・装置

特開平10-132239
96.10.30 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物熱分解ガス化装置の熱分解ガス処理方法及び装置

コスト削減 
設備費削減 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開平11-158516
97.12.03 

C21B 7/00 312 
ごみ熱分解－製鉄複合設備及び残渣の処理方法 

コスト削減 
燃料削減 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開平11-197698
98.01.19 
C02F 11/10  

廃棄物ガス化方法及び装置 

コスト削減 
薬剤等削減 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開2000-239011
99.02.18 
C01B 31/10 

活性炭製造方法及び装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2002-188890
00.10.13 
F27B 7/22 

ロータリーキルン 

コンパクト化 反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平11-153311
97.11.20 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物熱分解ガス化溶融装置 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開2003-24919 
01.07.17 

B09B 3/00 302 
廃棄物炭化設備の飛灰処理方法 

特開2001-173923
99.12.15 

F23G 5/30 ZAB 
ボイラ発電設備 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対策 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-147723
00.11.09 

F23G 5/24 ZAB 
日本下水道事業
団、大阪ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾆ

ｱﾘﾝｸﾞ 

コークスベッド式溶融設備 

特開2000-283404
99.03.31 

F23B 1/00 ZAB 
廃棄物の燃料利用方法 

特開2000-283429
99.03.31 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の燃料利用方法 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

地域全体のシステム 
立地条件 

特開2000-283430
99.03.31 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の燃料利用方法 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2001-79595 
99.09.14 
C02F 11/00  

パルプスラッジ等からの糖類・脱離水回収方法及びその
装置 

特開2001-158885
99.09.20 
C10J 3/00  

科学技術振興機
構、日本ﾌｧｰﾈｽ工

業 

有形燃料のガス化装置及びガス化方法 
反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2001-192675
00.01.12 
C10J 3/02  

チャー改質ガス製造方法 

特開平11-188398
97.12.26 
C02F 11/06  

炭化水素系廃棄物の処理方法及び装置 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 特開2003-94011 

01.09.27 
B09B 3/00 

有機系廃棄物の処理方法及び装置 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2002-233854
01.02.07 

B09B 3/00 302 
廃棄物処理方法及び設備 
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表2.7.4-2 石川島播磨重工業の技術要素別課題対応特許（4/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開2002-126794
00.10.27 
C02F 11/06  

パルプ系有機廃棄物の処理方法および処理装置 化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2002-254051
01.03.01 
B09B 3/00 

酵母を含む使用済み濾過助剤の処理方法および処理装置

安全化・安定化 
安定運転保持 

測定・分析 
特開2000-130944

98.10.30 
F26B 25/00  

ゴミ乾燥方法及びその装置 

安全化・安定化 
操作性改良 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-271080
00.03.24 
C10L 5/46 

廃棄物熱分解チャーからのＲＤＦ製造方法及び装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

特開平08-333588
95.06.08 

C10L 5/46 ZAB 
荏原製作所、 
三菱商事、ﾌｼﾞﾀ 

ゴミ固形燃料化プラントの主反応機 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平09-310083
96.05.20 

C10L 5/46 ZAB 
荏原製作所、 
三菱商事、ﾌｼﾞﾀ 

ゴミ固形燃料化プラントの主反応機 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
臭気対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2000-179822
98.12.15 

F23G 7/06 101 
ごみ処理設備の乾燥脱臭装置 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平08-333587
95.06.08 

C10L 5/46 ZAB 
荏原製作所、 
三菱商事、ﾌｼﾞﾀ 

ゴミ固形燃料化プラントの主反応機 

品質向上 測定・分析 

特開平08-333590
95.06.08 

C10L 5/46 ZAB 
荏原製作所、 
三菱商事、ﾌｼﾞﾀ 

ゴミを原料とする固形燃料の成形方法 

固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特開2001-329281
00.05.22 

C10L 5/46 ZAB 
関商店 

固形燃料の製造方法及び固形燃料 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平11-80749 
97.08.29 
C10G 5/06 

油分の分離方法およびその装置 液
体
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平11-211067
98.01.28 
F23K 1/02 

加圧流動層ボイラのスラリ供給装置 

セ
メ
ン
ト
、
高
炉
用 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特開平07-315896
94.05.20 
C04B 7/45 

セメント焼成設備 

特開2002-66507 
00.08.25 

B09B 3/00 ZAB 
有機性固形物の処理方法および有機性固形物の処理装置

効率向上 
反応効率向上 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 特開2003-117526

01.10.09 
B09B 3/00 ZAB 

有機性廃棄物のバイオガス化処理方法 

特開平05-115895
91.10.28 
C02F 3/28  

実験用嫌気性廃水処理装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 安全化・安定化 

安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-162298
99.12.06 
C02F 3/28  

排水処理リアクタ 
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表2.7.4-2 石川島播磨重工業の技術要素別課題対応特許（5/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-24912 
01.07.19 

B09B 3/00 ZAB 
ﾀｸﾏ、 

新日本製鐵、 
東ﾚ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、
JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ、

日立造船、 
三井造船 

嫌気性発酵方法とその装置 
安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-314840
00.05.11 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の消化処理方法及び装置 

コンパクト化 
反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平08-24890 
94.07.15 

C02F 3/28 ZAB 
嫌気性処理装置 

品質向上 分離・精製 
特開2002-45634 

00.08.02 
B01D 47/06  

バイオガス中の微粒子除去装置およびこれを用いたバイ
オガス燃焼設備 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特開平05-192685
91.10.31 
C02F 3/28  

嫌気性廃水処理装置 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開2002-136989
00.08.24 

C02F 3/34 101 
有機性排液の処理方法および有機性排液の処理装置 

特開2003-24976 
01.07.16 
C02F 3/28  

有機性排液の処理方法及び処理装置 
反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-71497 
01.09.03 
C02F 11/04  

有機廃棄物の処理方法及び処理装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平05-277493
92.03.31 
C02F 9/00  

含油廃水処理方法 

水
素
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平05-254801
92.03.11 
C01B 3/02  

生物学的水素製造方法及びその装置 
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2.8.1 企業の概要 

商号 株式会社東芝 

本社所在地 東京都港区芝浦1-1-1 

設立年 1904.6 

資本金 2,749.3億円（2003.3） 

従業員数 39,875名（2003.3、単体）、166,000名（2003.3、連結） 

事業内容 情報通信システム、社会システム、デジタルメディア、重電システム、電

子デバイス、家電製品 

 

 総合電機の大手メーカーである。事業内容は、デジタルプロダクト事業グループ、電子

デバイス事業グループ、社会インフラ事業グループなどで 8 社に分社化されている。製品

には、情報通信システム、デジタルメディア、電力・社会システム、電子デバイス、家庭

電器などがある。社会システム事業の中で環境システムを提供しており、この中に廃棄物

再資源化システムや汚泥処理システムがある。 

 

2.8.2 製品例 

総合電機の大手メーカーであり、その製品は多岐にわたる。バイオマスエネルギーに直

接関係するものは少ないが、廃プラスチックの液化設備を開発事業化しており、熱化学的

変換の熱分解ガス化、ガスの化学反応などの技術を有している。また、メタン発酵を用い

た廃水処理技術を有している。 

 

2.8.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した東芝の技術開発拠点は次のとおりであ

り、神奈川県の横浜市、川崎市を中心として技術開発が行われている。 

神奈川県川崎市幸区小向東芝町 1  株式会社東芝研究開発センター 

神奈川県川崎市川崎区浮島町 2-1  株式会社東芝浜川崎工場 

神奈川県横浜市磯子区新杉田町 8  株式会社東芝横浜事業所 

神奈川県横浜市鶴見区末広町 2-4  株式会社東芝京浜事業所 

東京都府中市東芝町 1  株式会社東芝府中工場 

東京都港区芝浦 1-1-1  株式会社東芝本社事務所 

東京都杉並区 

 

 東芝の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.8.3-1 に示す。1998 年から出願件数、発

明者数がともに急増したが、2001 年には減少している。 

 

2.8 東芝 
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図 2.8.3-1 東芝の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.8.4 技術開発課題対応特許の概要 

東芝の技術要素別出願件数を表 2.8.4-1 に示す。直接燃焼、熱化学的変換、生物学的変

換の全ての技術要素で出願されているが、熱化学的変換と生物学的変換の件数が多い。最

も多いのはメタン発酵技術に関するもので 29 件ある。 

 

表 2.8.4-1 東芝の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 2 
直接燃焼 

黒液燃焼 1 

熱変換 18 

化学反応 13 

炭化 0 

RDF 0 

固形燃料 0 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 1 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 29 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  64 
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 東芝の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.8.4-1 に示す。出願件数が比較

的少ないこともあり明確な特徴はないものの、バイオマス原料の乾燥によって各種課題を

解決する出願が多い。熱分解ガス化溶融システムよりは、熱分解後のガスを処理する化学

反応変換技術の分野への展開が多くみられる。 

 

図 2.8.4-1 東芝の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 
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収
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東芝のメタン発酵技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.8.4-2 に示す。安定運転が

主な課題であり、これに対して人工知能などを用いた運転管理・制御や反応装置の改良を

主な解決手段としている。 

 

図 2.8.4-2 東芝のメタン発酵技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.8.4-2 に東芝の技術要素別課題対応特許 64 件を示す。 
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表 2.8.4-2 東芝の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

バイオマス原料の調整 
乾燥方法 

特開2002-1261 
00.06.19 
B09B 3/00 

廃棄物処理システム 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開2001-98956 
99.09.29 
F02C 6/18  

廃棄物処理を利用した発電装置 

黒
液
燃
焼

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
安定運転保持 

測定・分析 
特開平05-279980

92.03.31 
D21C 11/12 

回収ボイラ制御装置 

バイオマス原料の調整 
乾燥方法 

特開2002-86110 
00.09.14 

B09B /300 ZAB 
廃棄物処理システム 

特開2000-313892
99.04.28 
C10J 3/00  

熱分解ガス化システム 
効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 特開2001-96259 

99.09.29 
B09B 3/00 302 

廃棄物熱分解プラント及びその運転方法 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2000-213307
99.01.20 
F01K 23/10  

ガス化複合サイクル発電プラント 
効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開2001-317308
00.04.28 
F01K 27/02  

廃棄物処理を利用した発電方法 

安全化・安定化 
安全性確保 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-201024
00.01.17 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理システム 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2000-213370
99.01.20 
F02C 3/28 

ガス化複合サイクル発電プラントのガス化制御装置 

安全化・安定化 
安定運転保持 

測定・分析 

特開2002-88377 
00.09.14 
C10J 3/00  

東芝ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

最適ガス流量演算装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置 

特開2001-254084
00.03.09 
C10J 3/00  

廃棄物処理システム 

バイオマス原料の調整 
粉砕・成型方法 

特開2001-121125
99.10.29 

B09B 3/00 302 
熱分解処理システム 

バイオマス原料の調整 
乾燥方法 

特開2000-176495
98.12.14 

C02F 11/12 ZAB 
汚泥乾燥処理装置および処理方法 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2001-279264
00.03.29 
C10J 3/00  

熱分解炉装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

バイオマス原料の調整 
乾燥方法 

特許3222493 
91.07.25 
C02F 11/00  
巴工業、 

大阪ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

汚泥処理方法 
 簡単な工程で、汚泥処理をおこなえるとともに、所要凝
集剤の量を減少することが可能な、搬送、悪臭等の問題が
ない汚泥処理方法。 

排水処理から発生する汚泥
を機械濃縮する濃縮工程と、
汚泥を溶融炉に投入可能な含
水率まで複数の回転するブ
レードによって伝熱胴の側壁
部に被乾燥物を薄膜状に形成
しながら乾燥する遠心薄膜乾
燥機により乾燥する乾燥工
程、乾燥済の汚泥を溶融炉に
おいて燃焼溶融処理する汚泥
処理工程、溶融炉から発生す
る排ガスが含有する廃熱を利
用して、廃熱ボイラにより遠
心薄膜乾燥機に供給される乾
燥用蒸気を生成する乾燥用蒸
気生成工程とを有する。 
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表 2.8.4-2 東芝の技術要素別課題対応特許（2/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

コンパクト化 
バイオマス原料の調整 
乾燥方法 

特開2001-79512 
99.09.13 
B09B 3/00 

熱分解ガス化廃棄物処理システム 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2000-202419
99.01.19 

B09B 5/00 ZAB 
廃棄物の処理方法および処理装置 環境への配慮 

有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置 

特開2000-176403
98.12.15 

B09B 3/00 302 

廃棄物処理装置および方法、二酸化炭素の吸蔵装置ならび
に二酸化炭素の利用方法 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

バイオマス原料の調整 
乾燥方法 

特開平11-5100 
97.06.17 

C02F 11/10 ZAB 
［1］ 

下水汚泥処理システム 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置 

特開平11-138128
97.11.10 
B09B 3/00 

蒸発物回収システムおよび金属回収装置 

炭
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 
バイオマス原料の調整 
粉砕・成型方法 

特開2001-241848
00.02.28 
F26B 25/00  
新日本空調 

ビール粕の乾燥処理システム 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平11-290810
98.04.07 
B09B 3/00 

廃棄物の処理方法および廃棄物処理装置 
効率向上 
反応効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平11-246877
98.02.27 
C10K 3/00 

ガス化ガスからの合成プラント 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2001-288481
00.03.31 

C10J 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の処理方法および有機性廃棄物の処理装置 

効率向上 
熱効率向上 反応の最適化 

反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2003-136048
01.10.30 

B09B 3/00 302 
廃棄物処理システム 

安全化・安定化 
安全性確保 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2000-336372
99.05.31 
C10B 53/00  

廃棄物処理装置およびその廃棄物処理方法 

安全化・安定化 
長期運転対策 
損傷対策 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2002-205045
01.01.09 

B09B 3/00 302 
廃棄物処理装置 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-262160
00.03.17 
C10J 3/00  

熱分解処理装置 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2001-164269
99.12.13 
C10J 3/00  

廃棄物処理複合プラント 

特開2003-95604 
01.09.18 
C01B 3/02  

熱分解ガス化改質システム 
コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 特開2002-80865 

00.09.08 
C10K 1/02 

廃棄物処理システム 

特開2000-336378
99.05.27 

C10J 3/00 ZAB 
廃棄物処理方法および熱分解装置 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
重金属等の対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2002-69461 
00.08.28 
C10J 3/00  

廃棄物処理システム 

バイオマス原料の調整 
分別・分離方法 

特開平08-57462 
94.08.23 

C02F 3/28 ZAB 
嫌気性水処理装置 

バイオマス原料の調整 
可溶化・薬剤添加等 

特開2002-69464 
00.08.31 
C10L 3/00 

生ごみバイオガス化の前処理方法および装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平06-142682
92.11.05 
C02F 3/28  

嫌気性水処理方法 
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表 2.8.4-2 東芝の技術要素別課題対応特許（3/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開2002-66519 
00.08.31 

B09B 3/00 ZAB 
生ごみバイオガス化装置 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平04-326995
91.04.26 
C02F 3/28  

嫌気性水処理装置 

バイオマス原料の調整 
分別・分離方法 

特開平08-192183
94.08.19 

C02F 3/28 ZAB 
廃水処理装置 

特開平09-220591
96.02.16 

C02F 3/28 ZAB 
廃水処理装置 

特許3389211 
00.08.31 

B09B 3/00 ZAB 

生ごみバイオガス化装置 
 加水分解槽と、後段に並列に接続された２つのメタン化
槽とを備える。一方のメタン化槽の内容物を、他方の任意
のメタン化槽の内容物と部分的に入れ換えるための取出し
流路および戻し流路と、
集合流路とを有する手段
が設けられている。細菌
の活性低下が生じたメタ
ン化槽の内容物を、細菌
の活性が保たれた他のメ
タン化槽の内容物と部分
的に入れ換えることで、
細菌の活性低下を抑制な
いしは回復することが可
能となる。 

特開2002-66518 
00.08.31 

B09B 3/00 ZAB 
生ごみバイオガス化装置 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-205090
01.01.12 

C02F 3/28 ZAB 
メタン発酵水処理装置 

特開2002-66516 
00.08.31 

B09B 3/00 ZAB 
生ごみバイオガス化装置 

特開2002-66520 
00.08.31 

B09B 3/00 ZAB 
生ごみバイオガス化装置 

特開2002-86194 
00.09.14 
C02F 11/04  

東芝ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

廃棄物／排泄物処理システム 

特開2002-205089
01.01.10 

C02F 3/28 ZAB 
嫌気性廃水処理システム 

特開2003-39039 
01.07.30 
B09B 3/00 

有機性廃棄物の処理システム 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2003-39052 
01.07.30 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の処理システム 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2001-212583
00.02.01 
C02F 3/00  

畜産廃棄物処理システム 

特開平06-246294
93.02.25 
C02F 9/00  

廃水処理装置 
コスト削減 
薬剤等削減 

不用物の処理 
不用物除去 特開平06-277446

93.03.24 
B01D 53/34 126 

硫化水素の処理方法 

バイオマス原料の調整 
分別・分離方法 

特開2000-263018
99.03.15 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の処理装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

コンパクト化 
バイオマス原料の調整 
可溶化・薬剤添加等 

特開平10-230295
96.12.19 

C02F 9/00 501 
水処理装置 
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表 2.8.4-2 東芝の技術要素別課題対応特許（4/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開平07-155787
93.12.10 

C02F 3/28 ZAB 
消化ガス中の硫化水素の除去方法 

不用物の処理 
不用物除去 

特開平07-169495
93.12.15 
H01M 8/06  
［2］ 

廃棄物発酵ガス利用化学発電システム 

特開2002-239508
01.02.15 

B09B 3/00 ZAB 
バイオガス生成システム 

品質向上 

分離・精製 
特開2003-24980 

01.07.12 
C02F 3/34 101 

廃水処理装置 

特開平05-228498
92.02.21 
C02F 11/00  

汚泥処理装置 

特開2002-69465 
00.08.31 
C10L 3/06 

生ごみバイオガス化システム 
反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-219487
01.01.23 
C02F 3/30  

有機性廃水処理システム 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-79295 
00.09.07 
C02F 11/00  

畜産排泄物処理システム 
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2.9.1 企業の概要 

商号 新日本製鐵株式会社 

本社所在地 東京都千代田区大手町2丁目6番3号 

設立年 1950.4.1 

資本金 4,195.24億円（2003.3） 

従業員数 16,481名（2003.3、単体）、47,200名（2003.3、連結） 

事業内容 製鐵事業、化学・非鉄素材事業、エンジニアリング事業、システムソ

リューション事業、都市開発事業 

 

 粗鋼生産は世界第２位の鉄鋼メーカーである。製鉄事業の売上げが約７割と最も多いが、

化学・非鉄素材事業、エンジニアリング事業、システムソリューション事業、都市開発事

業などを行っている。廃棄物の熱分解・ガス化溶融システムはエンジニアリング事業を通

じて環境ソリューションを提供している。 

 

2.9.2 製品例 

 環境ソリューション事業センターを設置し、廃棄物処理、水処理・土壌浄化への対応、

各種環境保全プラントを提供している。有害物･処理困難物適正処理では、プラズマ式フ

ロン分解装置がある。高度水処理技術の開発では、鉄酸化菌を利用した排水中の有価金属

回収技術の開発を行っている。ごみ直接溶融・資源化システムは、2003 年３月末までに

全国の地方自治体等より 22 件受注しており、2002 年度に６件が竣工、合計 19 件が稼動

している。シャフト炉タイプの熱分解ガス化溶融一体炉では最も古くから開発、事業化し

ている。 

 

2.9.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した新日本製鐵の技術開発拠点は次のとお

りであり、千葉県富津市と福岡県北九州市を中心に技術開発がなされている。 

千葉県富津市新富 20-1  新日本製鐵株式会社技術開発本部 

福岡県北九州市戸畑区大字中原 46-59  新日本製鐵株式会社 機械・プラント事業部 

福岡県北九州市戸畑区大字中原 46-59  新日本製鐵株式会社 エンジニアリング事業

本部 

福岡県北九州市 

東京都千代田区大手町 2-6-3  新日本製鐵株式会社 

 

 新日本製鐵の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.9.3-1 に示す。年によって変動があ

るが、出願件数、発明者数が徐々に増加する傾向にある。 

 

2.9 新日本製鐵 
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図 2.9.3-1 新日本製鐵の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.9.4 技術開発課題対応特許の概要 

新日本製鐵の技術要素別の出願件数を表 2.9.4-1 に示す。直接燃焼、熱化学的変換、生

物学的変換の全ての要素に出願されているが、そのほとんどは熱変換技術に関するもので

あり、シャフト炉タイプの熱分解ガス化溶融一体炉に関するものである。 

 

表 2.9.4-1 新日本製鐵の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 4 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 50 

化学反応 1 

炭化 2 

RDF 0 

固形燃料 1 

セメント、高炉用 2 

液体燃料 0 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 2 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  62 

 

 新日本製鐵の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.9.4-1 に示す。課題とし

ては、熱分解ガス化溶融一体炉の安定運転保持や長期運転のための詰まり対策が多く、こ

れらを熱分解ガス化溶融一体炉の構造の改良や運転管理方法で解決している。また、ダイ

オキシン対策を排ガス処理の方法や装置で解決している。新日本製鐵の熱分解ガス化溶融

システムは熱分解ガス化一体炉（シャフト炉）型であり、他社に先駆けてプラントが稼動

しており、2003 年 6 月時点で最も多くの実績がある。 
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図 2.9.4-1 新日本製鐵の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.9.4-2 に新日本製鐵の技術要素別課題対応特許 62 件を示す。 

 

 

 

 

 

 

熱分解効率向上 

燃焼効率向上 

熱効率向上 

発電効率向上 

安全性確保 

安定運転保持 

操作性改良 

損傷対策 

耐蝕性向上 

詰り対策 

非定常運転対策 

設備費削減 

燃料削減 

薬剤等削減 

コンパクト化 

ダイオキシン対策 

塩素化合物対策 

有害ガス対策 

重金属等の対策 

臭気対策 

最終廃棄物削減 

有価物化 

効率向上 

安全化・安定化 

コスト削減 

長
期
運
転
対
策 

環境への配慮 

コンパクト化 

立
地
条
件 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置 

測
定
・
分
析 

熱
の
複
合
利
用 

回
収
熱
の
利
用 

発
電
方
法
・
装
置 

熱
回
収
装
置 

運
転
管
理
・
制
御 

熱
分
解
炉
・
溶
融
炉
一
体
化 

溶
融
炉
付
属
装
置
の
改
良 

溶
融
炉
構
造
の
改
良 

熱
分
解
炉
付
属
装
置
の
改
良 

熱
分
解
炉
構
造
の
改
良 

原
料
の
投
入
管
理 

乾
燥
方
法 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

装置の改良 反応の制御 

地
域
全
体
の
シ
ス
テ
ム

反
応
の
最
適
化

不
用
物
の
処
理 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整

測
定
・
分
析 

課
題 

解決手段 

2

4 6

2

3

6

4

2

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 



210 

表 2.9.4-2 新日本製鐵の技術要素別課題対応特許（1/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開平11-287419
98.04.03 

F23G 5/30 ZAB 
焼却炉及びその操業方法 

安全化・安定化 
安定運転保持 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2001-21273 
99.07.09 
F28B 11/00 

廃棄物処理設備の高圧蒸気復水器の負荷平準化方法及び
負荷平準化装置 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2002-333124
01.03.09 
F23J 15/06 

ダイオキシン類合成抑制方法 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開2003-147441
01.11.09 
C22B 1/16  

余剰活性汚泥の有効利用方法 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平10-9509 
96.06.20 
F23B 5/00 
釜石市、 

日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

廃棄物熱分解ガスの２次燃焼方法 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特開平11-153309
97.11.20 

F23G 5/00 115 
廃棄物溶融処理方法及び廃棄物溶融処理装置 

効率向上 
反応効率向上 
熱分解効率向上 反応の最適化 

反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平09-166309
95.12.15 

F23G 5/00 115 
廃棄物溶融炉の操業方法 

特許2823978 
91.11.29 

F23G 5/24 ZAB 

廃棄物溶融炉 
 廃棄物と塊状炭素系可燃物質を上部から装入し、該廃
棄物を溶融するシャフト炉において、シャフト部溶融帯
部に燃焼排ガスの一部を抜き
出すための排ガス管を接続し
て設けると共に、該排ガス管
部に高融点物質を充填するた
めの装入管を設けたことに
よって、溶融燃焼帯にて発生
した高温排ガスの一部を乾留
ガス化帯に上昇する前に、
シャフト部より抜き出すこと
により、乾留ガス化帯，予熱
乾燥帯での空筒速度が抑制さ
れ、ダスト飛散がない熱効率
のよいシャフト炉を得ること
ができる。 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一体
化 

特開平09-152117
95.11.30 

F23G 5/46 ZAB 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

［1］ 

ごみ焼却処理方法及びその装置 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平10-281423
97.04.09 

F23G 5/027 ZAB 
［1］ 

廃棄物の焼却処理方法及び装置 

効率向上 
熱効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2000-111015
98.09.30 

F23G 5/24 ZAB 
廃棄物溶融処理方法及び処理設備 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平11-159719
97.11.26 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物焼却方法 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開平11-30411 
97.07.08 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物焼却炉 

バイオマス原料の調整
粉砕・成型方法 

特開2001-201031
00.01.20 

F23G 5/50 ZAB 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計、
ｿﾚｯｸｽｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

有機系廃棄物の縦型自燃式炭化炉における有機系廃棄物
の前処理方法 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一体
化 

特開平05-288311
92.04.08 

F23G 5/00 115 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

廃棄物溶融法とそれに使用する溶融炉 
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表 2.9.4-2 新日本製鐵の技術要素別課題対応特許（2/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開平05-288314
92.04.08 

F23G 5/00 115 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

廃棄物溶融炉及び廃棄物溶融炉の装入方法 

特許2629111 
92.04.09 

F23G 5/00 115 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

廃棄物溶融炉 
 通気性の悪い廃棄物でもダスト飛散を抑制しつつ、安
定的に溶融処理し、排ガスの予熱乾燥効果を向上させる
ことにより熱効率の高い廃棄物溶融炉。 

上部を拡大し、内面を
装入塊状炭素系燃料の安
息角以上の角度に形成し
た炉体の下部に羽口を設
けた廃棄物溶解炉におい
て、羽口上方から装入筒
の下端に至る炉体内面を
略円筒状に形成した。廃
棄物を主体とする充填域
の炉体を円筒状に絞り込
んでいるために、炉の下
部の炉床高温域からの高
温排ガスは強制的に廃棄
物充填層近傍を流れる。 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一体
化 

特開平10-2516 
96.06.11 

F23G 5/00 115 
廃棄物溶融炉 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平08-121728
94.10.27 

F23G 5/16 ZAB 

廃棄物の溶融炉からの発生ガスの燃焼方法および廃棄物
溶融炉の２次燃焼炉 

特開平05-288319
92.04.09 

F23G 5/00 115 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

廃棄物溶融炉装入方法 

特開平08-285246
95.04.14 

F23G 5/00 115 
廃棄物溶融炉の装入物ストックレベル制御方法 

特開2000-248284
99.03.04 
C10J 3/02  

住友金属工業、 
神戸製鋼所、 
JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

急速熱分解設備の操業方法および装置 

特開2001-90928 
99.09.24 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物溶融炉の操業方法 

特開2002-327180
01.05.02 

C10B 53/00 ZAB 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

縦型自燃式炭化炉及び操業方法 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 
 

特開2002-349818
01.05.30 

F23G 5/24 ZAB 
茨木市 

廃棄物溶融炉の可燃性ダストの吹き込み方法 

安全化・安定化 
安定運転保持 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平10-38212 
96.07.19 
F22G 5/04 

日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

廃棄物熱分解炉に付設する廃熱ボイラー構造 

安全化・安定化 
長期運転対策 
損傷対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2002-332486
01.05.08 

C10B 53/00   ZAB
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

縦型自燃式炭化炉の原料供給装置 

特開平09-112846
95.10.13 

F23G 5/00 115 
廃棄物の処理方法 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

バイオマス原料の調整
粉砕・成型方法 特開平09-112851

95.10.17 
F23G 5/00 115 

廃棄物の処理方法 
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表 2.9.4-2 新日本製鐵の技術要素別課題対応特許（3/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開平05-106826
91.10.14 
F23J 1/08 

廃棄物の溶融炉 

特開平08-285255
95.04.14 

F23G 5/24 ZAB 
溶融炉発生ガスの改質処理方法及び廃棄物溶融炉 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一体
化 

特開2002-340311
01.05.16 
F23G 5/24  

廃棄物溶融炉の排出装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特許3046723 
94.10.20 

F23G 5/00 115 

廃棄物溶融炉の２次燃焼炉 
 溶融炉から発生するガスを燃焼させる２次燃焼炉をボ
イラ方式とすることにより、燃焼用空気量を低減しかつ
灰の融着トラブルを防止し、ボイラ、集塵機、洗煙装置
等の設備をコンパクトにする。 

シャフト炉方式の廃棄物溶融炉からの発生ガスを燃焼
して廃熱を回収す
る発生ガス処理装
置において、発生
ガスを燃焼する２
次燃焼炉の炉壁の
少なくとも一部
を、ボイラー式の
炉壁で構成する。 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特許2629108 
92.04.08 
F23J 9/00 

日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

廃棄物溶融炉 
 抽出する溶融物に良好な流動状態を維持し、炉の安定
操業と抽出した溶融物の緩慢な冷却状態を実現させるた
めに、噴出する可燃ガスを有効利用する出湯口構造を有
する廃棄物溶融炉。 
 廃棄物に塩基度調整剤と塊状炭素質燃料を頂部から装
入し、下部に設けた羽口から燃焼用ガスを吹込んで、装
入廃棄物を溶融スラ
グ化して、出湯口か
ら溶融物を抽出する
廃棄物溶融炉におい
て、抽出溶融物を受
ける前炉を配置し、
燃焼用ガス吹付ノズ
ルを配置。 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平09-310801
96.05.20 
F22B 1/18  

日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

汚泥溶融炉用ボイラーの廃熱回収方法およびボイラー構
造 

コスト削減 
設備費削減 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一体
化 

特開2002-340313
01.05.17 

F23G 5/44 ZAB 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

廃棄物溶融炉の挿入装置における中間ホッパのパージ方
法 

特開平09-112852
95.10.17 

F23G 5/00 115 
廃棄物の処理装置および処理方法 

特開平09-112853
95.10.17 

F23G 5/00 115 
廃棄物の処理方法 

特開平09-209017
96.02.07 
C21B 11/02 
岩手製鉄 

廃棄物を処理する銑鉄製造法 

特開2000-70894 
98.08.28 
B09B 3/00 

廃棄物処理方法及び処理装置 

特開2000-171016
98.12.08 

F23G 5/24 ZAB 
廃棄物溶融炉 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一体
化 

特開2001-310177
00.02.23 

B09B 3/00 302 
廃棄物の溶融処理方法および溶融処理炉 
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表 2.9.4-2 新日本製鐵の技術要素別課題対応特許（4/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開2002-48321 
00.08.03 

F23G 5/24 ZAB 
廃棄物の溶融処理方法 

コスト削減 
燃料削減 反応の最適化 

反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-336721
00.03.21 

F23G 5/24 ZAB 
廃棄物の溶融方法 

特開平11-221545
97.12.02 
B09B 3/00 

廃棄物溶融炉におけるダストの処理方法及びその装置 

特開2002-86104 
00.09.20 
B09B 3/00 

廃棄物の集塵灰の処理方法及び装置 

特開2002-147739
00.11.02 
F23J 1/00  

廃棄物ガス化溶融処理設備の集じん灰の処理方法 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置
不用物の処理 

特開2003-120925
01.10.05 
F23J 15/00 

廃棄物処理炉の排ガス処理装置 

環境への配慮 
有価物化 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開2002-13723 
00.04.26 
F23J 1/08 

廃棄物溶融スラグの処理方法および装置 

特開平09-59046 
95.08.23 
C04B 5/02  

廃棄物溶融スラグの処理装置 
環境への配慮 
有価物化 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉付属装置の改良

特開平09-59047 
95.08.23 
C04B 5/02  

廃棄物溶融スラグの処理装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平04-302909
91.03.28 
F23G 5/20  

廃棄物処理方法およびその装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開2000-74335 
98.08.28 

F23G 5/00 115 
［1］ 

廃棄物の処理方法及び装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平11-159722
97.11.26 

F23G 5/04 ZAB 
汚泥焼却方法 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

分離・精製 

特開2003-113380
01.10.02 
C10J 3/00  

日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

木材等バイオマスのガス化設備 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-234175
00.02.23 

C10B 53/00 ZAB 
ｿﾚｯｸｽｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ、
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

縦型自燃式炭化炉の操業方法 

炭
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2000-17269 
98.04.27 
C10B 53/00  
高橋 利明、 

福山 淳、堀田 修
祥、三浦 力 

炭化炉 

固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 
反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2000-87055 
98.09.16 
C10L 5/46 

廃棄物から固形燃料を製造する方法及び設備 
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表 2.9.4-2 新日本製鐵の技術要素別課題対応特許（5/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2001-200259
00.01.17 
C10B 53/00  

コークス炉による有機系廃棄物の処理方法 セ
メ
ン
ト
、
高
炉
用 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平07-309647
94.05.16 
C04B 7/44 

古紙を利用するセメントクリンカーの製造方法 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-24912 
01.07.19 

B09B 3/00 ZAB 
ﾀｸﾏ、石川島播磨
重工業、東ﾚ ｴﾝｼﾞﾆ
ｱﾘﾝｸﾞ、JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨ
ﾝｸﾞｽ、日立造船、

三井造船 

嫌気性発酵方法とその装置 
メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2002-28700 
00.07.12 

C02F 11/12 ZAB 
北九州市 

汚泥の処理方法 
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2.10.1 企業の概要 

商号 バブコック日立株式会社 

本社所在地 東京都港区浜松町2-4-1（世界貿易センタービル） 

設立年 1953年 

資本金 50億円 

従業員数  

事業内容 エネルギーシステム事業、総合環境ソリューション事業など 

 

 火力発電用の蒸気発生器、環境保全機器、原子力機器などのエネルギー事業、都市ごみ

や産業廃棄物の処理と資源循環など、総合環境ソリューションの提供などの環境事業が主

な事業である。 

 

2.10.2 製品例 

 廃棄物関連、大気関連製品がある。廃棄物関連では、都市ごみ処理システム、廃棄物ガ

ス化溶融システムがあり、回転キルン式熱分解ガス化溶融システム、流動床式熱分解ガス

化溶融システム、プラズマ式ガス化溶融システムなど各種のシステムがある。また、焼却

灰溶融炉では、バーナー方式、コークスベッド方式、プラズマ式のものがあり、焼却灰を

溶融・減容化し、無害化と再資源化できる。さらに、ダイオキシン分解触媒などの製品も

ある。 

 

2.10.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査したバブコック日立の技術開発拠点は次の

とおりであり、広島県呉市と神奈川県横浜市を中心として技術開発が行われている。 

広島県呉市宝町 3-36 バブコック日立株式会社呉研究所 

広島県呉市宝町 6-9 バブコック日立株式会社呉事業所 

神奈川県横浜市磯子区磯子 1-2-10 バブコック日立株式会社横浜エンジニアリングセ

ンター 

東京都港区浜松町 2-4-1 バブコック日立株式会社 

 

 バブコック日立の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.10.3-1 に示す。2001 年に出願

件数、発明者数が減少したが、全体としては増加傾向にある。 

 

2.10 バブコック日立 
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図 2.10.3-1 バブコック日立の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.10.4 技術開発課題対応特許の概要 

バブコック日立の技術要素別出願件数を表 2.10.4-1 に示す。直接燃焼と熱化学的変換

に関する出願があり、熱変換技術が 32 件と最も多く、次いで燃焼技術の 13 件である。ボ

イラおよびその部品の製造から発展した会社であり、黒液の燃焼に関しても三菱重工業と

ともに出願数が多いのも特徴である。 

 

表 2.10.4-1 バブコック日立の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 13 
直接燃焼 

黒液燃焼 7 

熱変換 32 

化学反応 2 

炭化 0 

RDF 1 

固形燃料 3 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 0 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 1 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  59 
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 バブコック日立の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.10.4-1 に示す。課

題としては、熱分解効率、熱効率、発電効率など各種効率を向上させるもの、非定常運転

対策などが多く、これらを熱分解炉、付属装置、運転管理･制御方法などで解決している。

同社は熱分解ガス化溶融システムとして、流動床型、回転キルン型の両タイプを製品化し

ている。 

 

図 2.10.4-1 バブコック日立の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.10.4-2 にバブコック日立の技術要素別課題対応特許 59 件を示す。 

2

2 2

2

3

熱分解効率向上 

燃焼効率向上 

熱効率向上 

発電効率向上 

安全性確保 

安定運転保持 

操作性改良 

損傷対策 

耐蝕性向上 

詰り対策 

非定常運転対策 

設備費削減 

燃料削減 

薬剤等削減 

コンパクト化 

ダイオキシン対策 

塩素化合物対策 

有害ガス対策 

重金属等の対策 

臭気対策 

最終廃棄物削減 

有価物化 

効率向上 

安全化・安定化 

コスト削減 

長
期
運
転
対
策

環境への配慮 

コンパクト化 

立
地
条
件 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置 

測
定
・
分
析 

熱
の
複
合
利
用 

回
収
熱
の
利
用 

発
電
方
法
・
装
置 

熱
回
収
装
置 

運
転
管
理
・
制
御 

熱
分
解
炉
・
溶
融
炉
一
体
化 

溶
融
炉
付
属
装
置
の
改
良 

溶
融
炉
構
造
の
改
良 

熱
分
解
炉
付
属
装
置
の
改
良 

熱
分
解
炉
構
造
の
改
良 

原
料
の
投
入
管
理 

乾
燥
方
法 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

装置の改良 反応の制御 

地
域
全
体
の
シ
ス
テ
ム

反
応
の
最
適
化

不
用
物
の
処
理 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整

測
定
・
分
析 

課
題 

解決手段 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 2.10.4-2 バブコック日立の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉付属装置の改良

特開平10-9542 
96.06.24 

F23G 5/30 ZAB 
ごみ焼却方法 

効率向上 
発電効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開平09-105509
95.10.06 

F23G 5/46 ZAB 
ごみ焼却炉の廃熱利用発電装置および発電方法 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉付属装置の改良

特開平09-33022 
95.07.21 

F23G 5/30 ZAB 
流動床式廃棄物焼却炉と該焼却炉からの熱回収方法 

特開平08-61654 
94.08.17 

F23J 15/06 ZAB 
ごみ焼却排煙処理用バグフィルタの入口温度調整装置 

安全化・安定化 
安定運転保持 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置 特開平09-42641 

95.08.04 
F23G 5/50 ZAB 

焼却炉燃焼制御システム 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2002-31301 
00.07.18 

F22B 37/10 602 
焼却炉用廃熱ボイラ 

安全化・安定化 
長期運転対策 
損傷対策 不用物の処理 

排ガス処理方法・装置

特開平10-5548 
96.06.26 
B01D 53/94 

ごみ焼却設備 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許3288751 
92.06.12 
F22B 1/18  
［12］ 

熱回収焼却炉 
 高温の蒸気を発生させ、発電効率を向上する目的で、塩
素分を含む都市ごみを焼却するストーカ式焼却炉の煙道
に隔壁を設けて、腐食性ガス濃度の高い燃焼ガスと腐食
性ガス濃度の低いも
のに区分し、低い方
の煙道に高温過熱器
を設ける。腐食性ガ
スによる蒸気用過熱
器の腐食を抑えて高
温高圧蒸気を得る。 

特開平08-240308
95.03.06 

F23G 5/30 ZAB 
［1］ 

媒体外部循環式熱回収セル付流動床炉 

特開平10-9545 
96.06.26 

F23G 5/48 ZAB 
廃棄物燃焼ボイラ 

特開平10-246413
97.03.07 

F23G 5/46 ZAB 
ごみ焼却装置と方法 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2002-349821
01.05.30 

F23G 5/30 ZAB 
日立製作所 

固体燃料の燃焼装置と燃焼方法及び微粉炭ボイラの改造
方法 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2001-82704 
99.09.09 

F23B 7/00 301 
固形廃棄物の燃焼装置と燃焼方法 

黒
液
燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
付属装置の改良 

特開平04-281090
91.03.04 
D21C 11/12 

［1］ 

パルプ黒液噴射装置 
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表 2.10.4-2 バブコック日立の技術要素別課題対応特許（2/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

安全化・安定化 
安定運転保持 

測定・分析 
特許3240523 
92.06.29 
D21C 11/12 

回収ボイラの燃焼方法 
 運転中に連続してチャーの飛
散状態を定量的に監視すること
により燃焼制御を行い、安定燃
焼を維持する。 

回収ボイラにおいて、ノーズ
部のレベルに多地点温度計を配
し、このレベルにおける燃焼ガ
スの温度を測定して温度分布を
求め、その温度分布を基にして
黒液の燃焼状態を監視・制御で
きる。 

安全化・安定化 
長期運転対策 
損傷対策 

測定・分析 
特開平05-230785

92.02.19 
D21C 11/12 

回収ボイラおよびその燃焼方法 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特許3131332 
93.03.22 
D21C 11/12 

黒液回収ボイラ火炉 
 黒液回収ボイラ火炉の炉底パネルのコーナ部のシール構
造において、高温の溶融塩の接触があっても熱応力の発生
が少なく、かつ炉底の伝熱管の
表面割れを抑制する。 
側壁パネルの伝熱管の合間を
シールするフィラープレート
と、炉底パネルの側壁パネル側
から少なくとも２本目の伝熱管
にフラットバーを接合し、フィ
ラープレートとフラットバーと
の間をＬ形のシールプレートに
より接合支持する。 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
付属装置の改良 

特許3177343 
93.05.21 
D21C 11/12 

黒液の噴霧燃焼装置 
 黒液の噴霧燃焼装置において、黒液のオッシレータノズ
ルのスプラッシュプレート上に、ブラックフラワーの付着
生成を防止し、確実に粒子径が2～3mmの黒液粒子を噴霧
形成することが可能な
構造のオッシレータノ
ズルとし、ノズル部分
のみを任意の孔径を持
つノズルと交換可能な
構造として保守点検を
容易にする。 

コンパクト化 
反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開平06-33391 
92.07.10 
D21C 11/12 

回収ボイラおよび該回収ボイラの運転制御方法 

黒
液
燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

測定・分析 
特開平05-99403 

91.10.07 
F22B 1/20 

回収ボイラおよびその燃焼方法 

バイオマス原料の調整
粉砕・成型方法 

特開2002-355575
01.05.30 
B02C 21/00  

廃棄物破砕装置 

特開2001-241627
00.03.01 

F23G 5/30 ZAB 
流動床式ガス化溶融装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2001-248815
00.03.06 

F23G 5/30 ZAB 
流動媒体循環装置 

効率向上 
反応効率向上 
熱分解効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2000-328075
99.05.21 
C10J 3/46  

フィルタ装置およびガス化装置 

バイオマス原料の調整
乾燥方法 

特開2002-81620 
00.08.31 

F23G 5/02 ZAB 
ガス化溶融システム 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2002-89818 
00.09.13 

F23G 5/50 ZAB 
ガス化炉シール方法及び該方法を用いる可燃物供給装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平10-169937
96.12.12 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物燃焼装置と灰溶融炉 
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表 2.10.4-2 バブコック日立の技術要素別課題対応特許（3/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2001-153347
99.11.22 
F23L 15/00  

廃熱回収ボイラ及び廃棄物処理用設備 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開2002-349834
01.05.25 
F23J 1/00  
日立製作所 

石炭燃焼灰の溶融方法および溶融処理システム 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平11-138123
97.11.06 
B09B 3/00 

廃棄物ガス化装置と廃棄物ガス化発電装置 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2000-18540 
98.06.25 

F23G 5/46 ZAB 
ごみガス化発電装置と方法 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2000-205530
99.01.13 

F23G 5/027 ZAB 
ごみガス化溶融発電システム 

効率向上 
発電効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2001-107061
99.10.07 
C10J 3/00  

廃棄物ガス化発電システム 

安全化・安定化 
安全性確保 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-289422
00.04.10 

F23G 5/44 ZAB 
ガス化処理システム 

特開2000-74341 
98.08.28 

F23G 5/027 ZAB 
流動床式熱分解装置と方法 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2001-296011
00.04.11 

F23G 5/44 ZAB 
ごみのガス化装置 

特開平11-173520
97.12.09 

F23G 5/027 ZAB 
流動床式熱分解方法と装置 反応の最適化 

装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開2000-199692
98.12.28 
F27D 19/00  

ガス化炉とその炉内圧安全装置の運転方法 

特開2002-130642
00.10.20 
F23J 1/00  

灰溶融炉 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 特開2002-372212

01.06.13 
F23G 5/027 ZAB 

ガス化溶融炉 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平11-351528
98.06.08 

F23G 5/027 ZAB 
ごみの燃焼による発電方法と装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2001-227716
00.02.14 

F23G 5/027 ZAB 
ごみガス化溶融処理装置及び方法 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開2002-181319
00.12.11 

F23G 5/50 ZAB 
ガス化溶融装置及び方法 

特開2000-304235
99.04.16 

F23G 5/50 ZAB 
ごみのガス化溶融装置の制御方法および装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-248820
00.03.08 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物溶融処理装置および廃棄物溶融処理方法 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉付属装置の改良

特開2002-22127 
00.07.12 

F23G 5/027 ZAB 
ガス化溶融システムの非常用設備 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
非定常運転対策 反応の最適化 

反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2000-161619
98.11.24 

F23G 5/027 ZAB 
ガス化溶融システムの運転方法 
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表 2.10.4-2 バブコック日立の技術要素別課題対応特許（4/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開2001-296013
00.04.12 

F23G 5/50 ZAB 
ごみガス化溶融装置及びその起動方法 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-22126 
00.07.12 

F23G 5/00 115 
ごみガス化溶融システム及びその運転制御方法 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平11-118124
97.10.20 

F23G 5/027 ZAB 
流動床式ガス化溶融装置と方法 

コスト削減 
設備費削減 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開2003-73675 
01.09.06 
C10J 3/00  

流動層式ガス化溶融システム 

コスト削減 
薬剤等削減 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2001-289429
00.04.05 
F23J 15/04 

ガス化溶融装置における脱塩処理方法 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-89794 
01.09.19 
C10J 3/00  

日立製作所、 
ﾄﾖﾀ自動車 

有機性廃棄物用ガス化炉および有機性廃棄物ガス化発電装
置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-348578
00.06.07 

C10J 3/00 ZAB 
日立製作所 

炭素系化石燃料とバイオマスのガス化装置およびガス化方
法 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2003-83521 
01.09.07 
F23G 5/30  

ＲＤＦ製造及びＲＤＦ燃焼施設 

効率向上 
反応効率向上 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特開2003-130308
01.10.30 

F23B 5/00 301 
日立製作所 

固体燃料の燃焼方法及び固体燃料燃焼設備 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平10-54542 
96.08.08 
F23J 15/00 

ごみの乾留焼却方法と装置 

固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2000-239680
99.02.23 
C10L 5/46 

固型燃料の製造方法及び処理方法 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-300486
00.04.26 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物のメタン発酵処理装置及び方法 

 

 



222 

 

 

 

2.11.1 企業の概要 

商号 株式会社日立製作所 

本社所在地 東京都千代田区神田駿河台4丁目6番地 

設立年 1920.2.1 

資本金 2820.32億円（2003.3） 

従業員数 44,375名（2003.3、単体）、339,572名（2003.3、連結） 

事業内容 情報通信システム、電子デバイス、電力・産業システム、デジタルメディ

ア・民生機器、高機能材料、物流･サービス 

 

 総合電機のトップメーカーで、技術力には定評がある。事業の構成は、情報通信システ

ム、電子デバイス、電力･産業システム、デジタルメディア・民生機器、高機能材料、物

流サービス、金融サービスである。バイオマスエネルギーの技術開発、事業を行っている

が、バブコック日立などの関係会社で事業を行っているものも多い。 

 

2.11.2 製品例 

環境サービス関連システムとして廃棄物処理システム、廃棄物処理サービス、リサイク

ルプラントにおけるリサイクル管理システムなどがある。循環型社会を目指したシステム

では、エネルギー創生型バイオマスリサイクル、メタン発酵、炭化・ガス化などがある。

産業廃棄物 RDF 製造設備などは日立製作所の製品であるが、日立グループとしてトータル

システムを提案している。 

 

2.11.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した日立製作所の技術開発拠点は次のとお

りであり、茨城県を中心として、神奈川県、東京都で技術開発が行われている。 

茨城県ひたちなか市堀口 832-2  株式会社日立製作所  日立研究所 

茨城県日立市久慈町 4026  株式会社日立製作所日立研究所 

茨城県日立市大みか町 7-1-1  株式会社日立製作所日立研究所 

茨城県日立市大みか町 7-2-1  株式会社日立製作所電力・電機開発研究所 

茨城県日立市大みか町 7-2-1  株式会社日立製作所電力・電機開発本部 

茨城県日立市幸町 3-1-1  株式会社日立製作所日立工場 

茨城県土浦市神立町 502  株式会社日立製作所機械研究所 

神奈川県横浜市戸塚区戸塚町 216  株式会社日立製作所情報通信事業部 

栃木県下都賀郡大平町大字富田 800  株式会社日立製作所冷熱事業部 

東京都千代田区神田駿河台 4-6  株式会社日立製作所環境システム推進本部 

東京都千代田区神田駿河台 4-6  株式会社日立製作所 

 

 

2.11 日立製作所 
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 日立製作所の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.11.3-1 に示す。1998 年までは増加

傾向にあったが 1999 年に出願件数、発明者数ともに減少し、その後はほぼ一定の水準に

ある。 

 

図 2.11.3-1 日立製作所の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.11.4 技術開発課題対応特許の概要 

日立製作所の技術要素別出願件数を表 2.11.4-1 に示す。燃焼技術が最も多くて 27 件あ

り、次いで熱変換技術が多く、21 件出願されている。また、化学反応変換技術や燃料化

技術に関するものも若干出願されている。事業としては、RDF 製造設備やメタン発効設備

なども行っており、ほとんどの技術要素をカバーしている。 

 

表 2.11.4-1 日立製作所の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 27 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 21 

化学反応 8 

炭化 0 

RDF 0 

固形燃料 2 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 1 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 0 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  59 
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 日立製作所の燃焼技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.11.4-1 に示す。課題とし

ては発電効率や熱効率の向上を目指したもの、ダイオキシンや有害物対策に関連した出願

が多い。これらを主に熱回収装置や回収熱の利用方法で解決しているのが特徴である。 

 

図 2.11.4-1 日立製作所の燃焼技術に関する課題と解決手段の分布 
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 日立製作所の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.11.4-2 に示す。課題と

しては安定運転保持が多く、これを全体的なシステムとして解決したり、酸素量、空気量、

燃料量などを計測してフィードバックするシステムなどが多い。また、燃焼技術と同じく

発電効率や熱効率の改善に関するものが多い。日立製作所は発電機などに技術蓄積があり、

ごみ発電にも活かされている。 

 

図 2.11.4-2 日立製作所の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.11.4-2 に日立製作所の技術要素別課題対応特許 59 件を示す。 
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表 2.11.4-2 日立製作所の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開平07-332637
94.06.10 

F23G 5/44 ZAB 
ごみ焼却発電システム 

特開平08-193711
95.01.18 

F23G 5/02 ZAB 
ごみ処理方法 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平09-273704
96.04.04 
F22B 1/18  

廃棄物発電システム 

特開平08-121901
94.10.25 
F25B 27/02  

廃棄物焼却熱変換装置 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 特開平08-226624

95.02.23 
F23G 5/46 ZAB 

可燃性廃棄物処理熱利用型生産システム 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開平08-128601
94.10.28 
F22B 1/18  

ごみ焼却発電方法及びその設備 

特開平09-178146
95.12.26 

F23G 5/46 ZAB 
廃棄物発電システム 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 特許3042394 

96.01.26 
F01K 27/02  

廃棄物焼却熱利用発電システム 
 ごみ焼却排熱を利用して発電を行い、発電負荷に係わらず常
時一定量のごみ焼却を可能にし、且つ極めて清浄な排ガスを煙
突から放出する。 
 廃棄物焼却炉、排熱回収ボイラ、バグフィルター、燃料改質
型燃焼器と、蒸気過熱
器、蒸気再過熱器、蒸気
発生器、燃料加熱器、空
気加熱器、及び触媒脱硝
装置とから成る排熱回収
装置、排ガス再加熱器等
から構成されている排ガ
ス系統と、蒸気タービ
ン、復水器及び給水ポン
プ等から構成。 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平09-25808 
95.07.12 
F01K 27/02  

ごみ焼却発電システム 

特開平08-193505
95.01.13 
F01K 23/10  

ごみ焼却排熱利用発電システム 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 特開平09-256818

96.03.27 
F01K 27/02  

廃棄物焼却排熱利用発電プラント 

安全化・安定
化 
安定運転保持 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開平06-42701 
92.07.24 
F22B 1/18  

変圧燃焼型焼却炉を用いた熱電併給プラントおよびその運転方
法 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平11-22420 
97.07.02 
F01K 23/10  

ごみ焼却発電プラント低温腐食防止制御方法 

特開平11-141841
97.11.07 

F23G 5/48 ZAB 
廃棄物処理装置 

安全化・安定
化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2002-349821
01.05.30 

F23G 5/30 ZAB 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

固体燃料の燃焼装置と燃焼方法及び微粉炭ボイラの改造方法 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
原料の投入管理 

特開2003-90527 
01.09.20 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物焼却発電所運転支援システムおよび運転管理方法 

特開平07-119948
93.10.20 

F23G 7/06 ZAB 
排水・廃棄物統合処理システム 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
環境問題全般 

地域全体のシステ
ム 
地域システム最適
化 

特開平07-248108
94.03.14 

F23G 5/04 ZAB 
排出物処理方法及び排出物処理システム 
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表 2.11.4-2 日立製作所の技術要素別課題対応特許（2/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

環境への配慮 
環境問題全般 

地域全体のシステ
ム 
立地条件 

特開平06-226239
93.01.29 

B09B 5/00 ZAB 
廃棄物処理プロセスの運転，制御システム 

特開平09-72204 
95.09.06 
F01K 27/02  

［1］ 

廃棄物発電システム 
熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平10-141016
96.11.07 
F01K 27/02  

廃棄物発電システム 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン
対策 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2003-130325
01.10.24 

F23G 7/06 ZAB 
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

ごみ焼却システムおよび排ガス処理方法 

特開平08-312310
95.05.19 
F01K 27/02  

廃棄物発電システム 

特開平09-178145
95.12.26 
F23G 5/46  

廃棄物発電システム 
熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平09-310606
96.05.20 
F01K 27/02  

廃棄物発電システム 

環境への配慮 
有害物質対策 
有害ガス対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・
装置 

特開平10-196924
97.01.13 

F23G 5/46 ZAB 
廃棄物焼却熱利用システム 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
最終廃棄物削
減 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開平09-26117 
95.07.12 

F23G 5/00 109 
焼却システム 

特開平10-185151
96.12.18 

F23G 5/46 ZAB 
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

廃棄物処理装置および処理方法 
効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2002-4948 
00.06.21 
F02M 21/02  

炭化水素を原料とした動力発生装置および方法 

特開2001-327950
00.05.24 

B09B 3/00 302 
固形廃棄物の燃焼処理方法、及び燃焼処理装置 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 特開2002-349834

01.05.25 
F23J 1/00  
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

石炭燃焼灰の溶融方法および溶融処理システム 

安全化・安定
化 
安全性確保 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置
の改良 

特開2000-157959
98.11.25 

B09B 5/00 ZAB 
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

廃棄物の熱分解残渣冷却方法及び装置 

反応の最適化 
原料の投入管理 

特開2003-42420 
98.03.13 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理方法及び処理設備 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置
の改良 

特開平11-281030
98.03.27 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物発電装置及び廃棄物発電方法 

特開平09-287416
96.04.22 
F01K 23/10  

リサイクル発電システムの運転制御方法 

特開平11-257622
98.03.13 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物処理方法及び処理設備 

特開2000-55332 
98.08.17 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物処理プラント、およびその制御方法 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定
化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2000-213722
99.01.27 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物処理プラントおよびその制御方法 
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表2.11.4-2日立製作所の技術要素別課題対応特許（3/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

安全化・安定
化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-153329
99.11.24 

F23G 5/50 ZAB 
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰ

ﾋﾞｽ 

ごみ焼却排ガス浄化プラント及びその運転方法 

安全化・安定
化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

バイオマス原料の
調整 
乾燥方法 

特開平10-238727
97.02.28 

F23G 5/027 ZAB 
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰ

ﾋﾞｽ 

廃棄物熱分解処理装置 

安全化・安定
化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置
の改良 

特開2000-249322
99.02.26 

F23G 5/44 ZAB 
廃棄物処理装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置
の改良 

特許3077756 
99.01.06 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物処理装置 
 廃棄物に含まれる灰を燃焼熱によって効果的にスラグ化すると
共に、ダイオキシンの発生を低減できる廃棄物処理装置。 
 廃棄物の低温乾留ガスを燃焼する
熱分解ガス燃焼室、低温乾留ガスの
燃焼排ガスで加熱する熱分解炉、熱
分解残留物を粉砕する粉砕器、分別
器、溶融炉を備え、溶融炉が旋回流
で形成した高温還元燃焼域と完全燃
焼域を有し、高温還元燃焼域に隣接
したスラグ排出手段を有し、溶融炉
から煙突に至る煙道中に配置した排
熱蒸気発生装置、空気加熱器、粉塵
濾過装置、煙道ガス浄化装置および
排気ファンを備えた廃棄物処理装
置。 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉
一体化 

特開平11-201429
98.01.07 

F23G 5/24 ZAB 
ガス化溶融方法及び装置 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン
対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・
装置 

特許3063622 
96.05.28 
F01K 27/02  

ごみ発電システム及びごみ処理システム 
 短期的，長期的排ガス変動の大きいごみ発電システムにおい
て、安定したダイオキシン分解性能を備えたごみ発電システム。

ごみを燃焼する焼却炉と、燃焼排熱で水蒸気を発生させる焼
却炉ボイラと、水蒸気
を加熱する過熱器と、
蒸気タービンと、蒸気
タービンで駆動される
発電機と、燃料を改質
する燃料改質装置と、
改質された改質ガスと
焼却炉からの排ガスの
全部または一部とを燃
焼させる燃焼器を備えた。 

環境への配慮 
有害物質対策 
重金属等の対
策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・
装置 

特開平11-257619
98.03.13 
F23G 5/027 

都市ごみ燃焼装置 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2000-266324
99.03.15 

F23G 5/027 ZAB 
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

廃棄物熱分解処理装置 
環境への配慮 
最終廃棄物削
減 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置
の改良 

特開2002-166256
00.11.30 

B09B 3/00 302 
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

廃棄物処理装置 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置
の改良 

特開平11-257624
98.03.16 

F23G 5/027 ZAB 
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

廃棄物熱分解処理装置 

 効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-89794 
01.09.19 
C10J 3/00  
ﾄﾖﾀ自動車、 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

有機性廃棄物用ガス化炉および有機性廃棄物ガス化発電装置 
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表2.11.4-2日立製作所の技術要素別課題対応特許（4/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

安全化・安定
化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-348578
00.06.07 

C10J 3/00 ZAB 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

炭素系化石燃料とバイオマスのガス化装置およびガス化方法 

安全化・安定
化 
長期運転対策 
損傷対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・
装置 

特開平10-259385
97.03.19 
C10J 3/46  

揮発性元素を含む炭化水素燃料の生成ガス浄化システム 

コスト削減 
設備費削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3356206 
98.08.28 
C02F 3/12  

日立ﾌﾟﾗﾝﾄ建設 

排水処理方法 
 窒素化合物を含む有機性廃棄物を超臨界水酸化処理のための設
備費、維持費を削減する。 
 下水を生物処理槽で処理し、沈殿池で下水汚泥を沈殿させ、酸
素を添加して25MPa程度の圧力に加圧され、ヒータによって
200℃程度に加熱されて超臨界水酸化処理槽に導入される。内部
の温度が400℃程度に保持され、下水汚泥中の炭素化合物が超臨
界水酸化処理される。また、下水汚泥中の窒素はアンモニアに変
換される。超臨界水
酸化処理槽を出た反
応生成物は、冷却さ
れたのち、気固液分
離器においてアンモ
ニア含有廃水、排ガ
ス、灰に分離され
る。アンモニア含有
廃水は生物処理槽に
返送され、微生物に
よって分解される。 

特許3419292 
98.01.19 
B09B 3/00 

廃棄物処理システム 
 効率良く、超臨界水を生成し、適切に超臨界水を供給して生じ
た灰や塵を処理できる廃棄物処理システム。 

廃棄物が供給され焼却される焼却炉を備えた廃棄物処理シス
テムにおいて、昇圧ポンプによって昇圧された給水が供給され、
焼却炉からの排ガスを熱
源として超臨界水を生成
する超臨界水生成装置
と、焼却炉の焼却灰或い
は排ガス中の塵が供給さ
れると共に生成した超臨
界水が供給され、焼却灰
或いは塵中のダイオキシ
ンを分解する分解装置を
備える。 

特開平11-290872
98.04.09 

C02F 1/74 101 
日立ﾌﾟﾗﾝﾄ建設 

有機物の超臨界水酸化処理システムおよびその運転方法 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-53874 
00.08.07 
C10J 3/00  

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

気体燃料製造装置とその運用方法 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2001-131560
99.11.09 
C10G 1/00  

炭化水素原料の熱分解方法及び熱分解装置 

効率向上 
反応効率向上 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特開2003-130308
01.10.30 

F23B 5/00 301 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

固体燃料の燃焼方法及び固体燃料燃焼設備 固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定
化 
安定運転保持 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特開平10-227426
97.02.14 

F23G 5/027 ZAB 
可燃性成分含有廃棄物の処理方法及び装置 

液
体
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 
反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2001-247873
00.03.03 
C10G 1/00  

バイオマスから液体燃料及び有価物を製造する方法及び製造装置
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2.12.1 企業の概要 

商号 株式会社明電舎 

本社所在地 東京都中央区日本橋箱崎町36-2 

設立年 1917.6.1 

資本金 170.7億円（2003.3） 

従業員数 3,047（2003.3、単体）、7,465（2003.3、連結） 

事業内容 電力設備等エネルギー事業、環境・水処理事業、情報・通信、産業システ

ムなど 

 

 重電の中堅メーカーである。事業内容は、発電などのエネルギー事業、環境事業、情

報･通信事業、産業システム事業、エンジニアリング事業などである。環境事業の売上高

構成比率は約 27％である。 

 

2.12.2 製品例 

 環境事業本部の水処理分野では上水道、下水道ソリューション事業がある。環境改善事

業として、ハイブリッド形脱臭装置（光触媒応用）、乾留型熱分解処理システムがある。 

 

2.12.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した明電舎の技術開発拠点は次のとおりで

ある。 

東京都品川区大崎 2-1-17  株式会社明電舎  

 

明電舎の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.12.3-1 に示す。変動があるものの年々

出願件数、発明者数がともに増加する傾向にある。1997 年に特に多数の出願がなされて

いる。 

 

図 2.12.3-1 明電舎の出願件数・発明者数の年次推移 
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2.12.4 技術開発課題対応特許の概要 

明電舎の技術要素別出願件数を表 2.12.4-1 に示す。直接燃焼、熱化学的変換、生物学

的変換の全ての分類に出願しているが、熱変換技術とメタン発酵技術に関するものが多い。

RDF 燃料化技術に関しては 12 件出願されており、上位 20 社で最も多く出願している。 

 

表 2.12.4-1 明電舎の技術要素別出願件数 

技術要素大分類 技術要素中分類 技術要素小分類 出願件数 

燃焼 2 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 25 

化学反応 0 

炭化 2 

RDF 12 

固形燃料 1 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 0 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 14 

アルコール発酵 1 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  57 

 

 明電舎の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.12.4-1 に示す。課題として

は、熱効率の向上、安定運転保持、長期運転対策などであり、これをバイオマス原料の調

整（添加剤）、熱分解炉の構造の改良、発電方法･装置の改良などで解決している。 
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図 2.12.4-1 明電舎の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.12.4-2 に明電舎の技術要素別課題対応特許 57 件を示す。 

 

熱分解効率向上 

燃焼効率向上 

熱効率向上 

発電効率向上 

安全性確保 

安定運転保持 

操作性改良 

損傷対策 

耐蝕性向上 

詰り対策 

非定常運転対策 

設備費削減 
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薬剤等削減 
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収
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整
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題 

解決手段 

3 2
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2

2

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 2.12.4-2 明電舎の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

安全化・安定化 
安定運転保持 
反応の最適化 

反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平08-327036
95.05.29 
F23G 5/46 

ボイラの蒸気圧力制御装置 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
非定常運転対策 
反応の最適化 

反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-33013 
99.07.16 

F23G 5/14 ZAB 
被処理物の加熱処理方法 

効率向上 
反応効率向上 
熱分解効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-239248
00.02.29 

B09B 3/00 302 
被処理物の加熱処理方法と処理装置 

バイオマス原料の調
整 
乾燥方法 

特開2002-143899
00.11.13 

C02F 11/12 ZAB 
汚泥の乾燥方法と乾燥施設と熱分解処理方法 

特開2000-109848
98.10.07 
C10B 53/00  

ガス発電設備 

特開2002-98311 
00.09.27 

F23G 5/027 ZAB 

ガスタービン発電装置を備えた熱分解処理施設と加熱方
法 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2002-243120
01.02.15 

F23G 5/027 ZAB 

ガス機関発電装置を備えた熱分解処理施設と熱分解処理
方法 

特開平10-237511
97.02.24 

C21B 5/00 320 
溶鉱炉の操業方法 

効率向上 
熱効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開平10-237512
97.02.24 

C21B 5/00 320 
溶鉱炉の操業方法 

バイオマス原料の調
整 
乾燥方法 

特開2001-164260
99.12.03 
C10B 53/00  

被処理物の加熱処理方法と処理装置及び加熱処理施設 

特開平11-263976
98.03.19 
C10B 53/00  

被処理物の加熱処理装置 

特開平11-263977
98.03.19 
C10B 53/00  

被処理物の加熱処理装置 

特開平11-263978
98.03.19 
C10B 53/00  

熱ガスによる加熱処理装置 

安全化・安定化 
安定運転保持 反応の最適化 

装置の改良 
熱分解炉構造の改良

特開2003-48615 
01.08.06 
B65G 33/14 

スパイラルコンベアとこれを用いた熱分解処理装置 

特開2002-267124
01.03.14 

F23G 5/027 ZAB 

ガス機関発電施設を備えた熱分解処理施設と熱分解処理
方法 安全化・安定化 

長期運転対策 
損傷対策 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 特開2002-267126

01.03.14 
F23G 5/027 ZAB 

ガス機関発電施設を備えた熱分解処理施設と熱分解処理
方法 

特開平09-155326
95.12.08 

B09B 5/00 ZAB 
塩素を含有する廃棄物の処理方法 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等

特許3090056 
96.08.07 

B09B 3/00 302 

廃棄物の脱塩素処理方法 
 廃棄物を加熱処理する際、廃棄物中に含まれる塩素成
分の処理を、加熱処理時に同時に処理できる方法。 
 異なる温度領域で
塩素成分と反応しや
すい２種類の物質を
混合して廃棄物に添
加し、加熱処理する
ことで、塩素成分の
すべてを処理灰に固
定し、加熱処理する
過程でガス化する塩
素成分を無くする。
使用する２種類の物
質は、アルカリ系の
物質と珪酸塩素の物
質。 
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表 2.12.4-2 明電舎の技術要素別課題対応特許（2/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良

特開2002-143823
00.11.14 

B09B 3/00 302 
被処理物の熱分解処理方法と処理施設 

特開2001-65833 
99.08.31 

F23G 5/14 ZAB 
被処理物加熱処理施設の分解ガス燃焼装置 反応の最適化 

装置の改良 
熱分解炉付属装置の
改良 

特開2003-148717
01.11.14 
F23J 3/02  

乾留ガス導管付着物の除去方法及び被処理物の加熱処理
方法並びに加熱処理装置 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-130638
00.10.19 

F23G 5/44 ZAB 
熱分解処理施設と運転方法 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-1285 
00.06.15 

B09B 3/00 302 

可燃成分を含有する被処理物の加熱処理方法と処理装置
と処理施設。 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-65831 
99.08.24 

F23G 5/027 ZAB 
被処理物の加熱処理方法。 

安全化・安定化 
非定常運転対策 不用物の処理 

排ガス処理方法・装
置 

特開2001-153342
99.11.22 
F23J 15/00 

非常用排気手段を備えた被処理物の加熱処理方法と加熱
処理施設 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対策 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等

特許2988397 
96.10.28 

C21B 5/00 320 
［1］ 

溶鉱炉の操業方法 
 塩素成分を含有する廃棄物に塩素成分と反応する添加
物を混合して乾留処理
し、塩素成分を処理灰
に固定化してガス化す
る塩素成分を無くし、
この塩素成分を含まな
いガスを羽口から補助
燃料として吹き込み、
ダイオキシンを排出し
ないようにする。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等

特許2991132 
96.10.30 

C21B 5/00 320 

溶鉱炉の操業方法 
 可燃性の廃棄物を加熱手段により乾留処理する際、塩
素成分に反応する添加物
を添加して塩素成分を残
渣に固定化し、これを脱
塩素処理手段で脱塩素処
理した後、遠心分離等に
より分離乾燥して微粉炭
を得、これを溶鉱炉の燃
料として燃焼させる。 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開平11-333419
98.05.27 
B09B 3/00 

有害成分含有物の処理装置 

炭
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 
バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等

特許2985819 
97.02.14 

C10L 5/46 ZAB 

廃棄物の固形化処理方法 
 プラスチック類等の塩化物を
含有する廃棄物と、脱塩素剤と
を、塩化物が析出する温度以下
で乾留処理し、残渣を加熱成形
してペレットを作り、このペ
レットを炭化処理して、このペ
レットを炭化処理するときおよ
び燃料として燃焼するとき、脱
塩素剤で塩化物を処理灰に固定
させて、発生ガス中には塩素系
ガスが含まれないようにする。 
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表 2.12.4-2 明電舎の技術要素別課題対応特許（3/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許3090609 
96.02.20 

C10L 5/46 ZAB 

脱塩素処理した固形燃料の製造方法 
 塩素を含有する廃棄物を熱
処理するとき、塩素及び塩素
化合物と反応しやすいアルカ
リ系の添加物を適量混入し、
処理灰に塩素成分を効果的に
固定化する。更に、この処理
灰を水洗浄することで、処理
灰から塩素を除去し、この塩
素を除去した処理灰から炭素
成分を取り出し、これを固形
化して、固形化燃料として再
利用を可能にする。 

特開平10-202224
97.01.23 
B09B 3/00 

処理物の固形化処理方法 
品質向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許2933047 
97.01.23 

C10L 5/46 ZAB 

処理物の固形化処理方法 
 プラスチック類を含有する
処理物と、脱塩素剤とを、塩
素成分が析出する温度以下で
乾留処理し、残渣を加熱成形
してペレットを作る。このペ
レットを燃料として燃焼する
とき、塩素成分は残渣に固定
され、発生ガス中には塩素成
分は含まれなくなる。 

特開平10-235310
97.02.24 
B09B 3/00 

処理物の固形化処理方法と固形化物 

特開平10-235313
97.02.28 
B09B 3/00 
［1］ 

処理物の固形化処理方法と固形化物 

特開平10-244237
97.03.05 
B09B 3/00 

処理物の固形化処理方法と固形化物 

特開平10-263502
97.03.24 
B09B 3/00 
［1］ 

処理物の固形化処理方法と固形化物 

特開平10-263503
97.03.24 
B09B 3/00 

処理物の固形化処理方法と固形化物 

特開平10-263504
97.03.24 
B09B 3/00 

処理物の固形化処理方法と固形化物 

特開平11-10108 
97.06.18 
B09B 3/00 
［1］ 

処理物の固形化処理方法と固形化物 

特開平11-21573 
97.06.30 
C10L 5/46 

ＲＤＦの脱塩素処理方法 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
塩素化合物対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2000-44970 
98.08.04 
C10L 5/46 

処理物の固形化処理方法と固形化物 

固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平11-10110 
97.06.19 
B09B 3/00 

処理物の固形化処理方法と固形化物 
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表 2.12.4-2 明電舎の技術要素別課題対応特許（4/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開2002-233900
01.02.06 

C02F 11/12 ZAB 
明電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

糞尿有効利用システムおよび事業系生鮮品の有効利用シ
ステム 

特開平04-284898
91.03.13 
C02F 11/04  

［1］ 

メタン発酵方法およびその装置 
バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等

特開平04-326994
91.04.26 
C02F 3/28  
［2］ 

メタン発酵方法及びその装置 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平10-290995
97.04.21 
C02F 3/34  

メタン発酵と石油生産菌培養の組合わせ処理における一
酸化炭素処理方法 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平07-100497
93.10.05 
C02F 11/04  

嫌気性消化槽モニター装置の自動サンプリング方法及び
装置 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開平07-11265 
93.06.24 
C10L 1/00 

農業廃棄物処理設備のエネルギー利用方法 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開平07-204697
94.01.17 

C02F 11/04 ZAB 
［1］ 

廃棄物利用熱電併給装置 
コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-282896
01.03.27 
C02F 11/04  

消化ガスを使用したガス機関発電施設による熱分解処理
施設と熱分解処理方法 

コスト削減 
薬剤等削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平06-246290
93.02.26 

C02F 3/28 ZAB 
メタン発酵方法及びメタン発酵装置 

品質向上 分離・精製 
特開2003-65073 

01.08.24 
F02C 7/22  

ガスタービン発電システム 

環境への配慮 
有害物質対策 
窒素・リン除去 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平04-367797
91.06.17 
C02F 3/30  

窒素の除去方法及びその装置 

環境への配慮 
有害物質対策 
有害ガス対策 

不用物の処理 
不用物除去 

特開平07-16430 
93.06.17 
B01D 53/94 

メタン発酵処理システムにおける排ガス処理方法 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2002-310419
01.04.12 

F23G 7/00 104 

消化ガスを使用したガス機関発電施設による熱分解処理
施設 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 反応の最適化 

反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平10-296292
97.04.30 
C02F 3/28  
［1］ 

メタン発酵及びアセトン－ブタノール発酵と石油生産菌
培養の組合わせ処理方法 

ア
ル
コ
ー
ル
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2000-140621
98.11.09 

B01J 19/00 301 
バイオマス熱分解生成ガス処理方法及びその装置 
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2.13.1 企業の概要 

商号 川崎重工業株式会社 

本社所在地 神戸本社 神戸市中央区東川崎町1丁目1番3号（神戸クリスタルタワー） 

設立年 1896.10.15 

資本金 814.27億円（2003.3） 

従業員数 11,568名（2003.3、単体）、28,642名（2003.3、連結） 

事業内容 船舶、車両、航空宇宙、ガスタービン・機械、プラント・環境・鉄構、汎

用機械など 

 

 総合重機の大手メーカーで航空宇宙事業、車両事業、汎用機事業、ガスタービン･機械

事業、プラント･環境・鉄構事業、船舶事業などがある。バイオマスエネルギーに関連す

る事業にはごみ処理設備、水処理設備がある。 

 

2.13.2 製品例 

 環境装置事業部の製品には、ごみ処理設備や水処理設備がある。ごみ処理設備では、ス

トーカ式焼却炉として｢川崎－サン形火格子式焼却炉｣、流動床式ガス化溶融システム、プ

ラズマ式ごみ焼却灰溶融システムがある。高効率発電システムとしてガスタービンによる

発電とボイラの発生蒸気をガスタービンの排熱でさらに高温化蒸気による蒸気タービン発

電を組合わせたスーパーごみ発電もある。また、粗大ごみ処理設備やごみ固形燃料製造プ

ラントなどもある。 

 水処理設備の下水処理設備には、汚泥濃縮・脱水設備、汚泥乾燥設備、汚泥焼却設備、

汚泥溶融設備がある。 

 

2.13.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した川崎重工業の技術開発拠点は次のとお

りであり、千葉県、東京都、兵庫県を中心として技術開発が行われている。 

千葉県八千代市上高野 1780  川崎重工業株式会社 八千代工場 

東京都江東区南砂 2-11-1  川崎重工業株式会社 東京設計事務所 

東京都港区浜松町 2-4-1  川崎重工業株式会社  東京本社 

兵庫県神戸市中央区東川崎町 3-1-1  川崎重工業株式会社 神戸工場 

兵庫県神戸市中央区東川崎町 1-1-3  川崎重工業株式会社 神戸本社 

兵庫県明石市川崎町 1-1  川崎重工業株式会社 明石工場 

 

川崎重工業の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.13.3-1 に示す。年によって変動が

あるものの 1991 年以降、出願件数、発明者数がともに増加傾向にある。 

 

 

2.13 川崎重工業 
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図 2.13.3-1 川崎重工業の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.13.4 技術開発課題対応特許の概要 

川崎重工業の技術要素別出願件数を表 2.13.4-1 に示す。直接燃焼、熱化学的変換、生

物学的変換の全ての要素について出願されている。最も多いのは熱変換技術の 20 件であ

り、次いで多いのがメタン発酵技術の 10 件である。また、上位 20 社の中では、ごみ固形

燃料（RDF）など燃料化に関する出願が比較的多いのが特徴である。川崎重工業の燃焼に

関する出願は 9 件と少ないが、1970 年から 2000 年までに国内で設置された発電付きごみ

焼却炉約 200 ヶ所のうち、同社の焼却炉は 20 件以上の実績がある。 

 

表 2.13.4-1 川崎重工業の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 9 
直接燃焼 

黒液燃焼 4 

熱変換 20 

化学反応 2 

炭化 0 

RDF 6 

固形燃料 3 

セメント、高炉用 1 

液体燃料 0 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 10 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  55 
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 川崎重工業の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を 2.13.4-1 に示す。課題とし

ては熱効率の向上やダイオキシン対策に関するものが多く、解決手段としては排ガス処理

装置・方法が多い。 

 

図 2.13.4-1 川崎重工業の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.13.4-2 に川崎重工業の技術要素別課題対応特許 55 件を示す。 
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表 2.13.4-2 川崎重工業の技術要素別課題対応特許（1/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許2602612 
93.05.24 

F23G 5/30 ZAB 

廃棄物粉粒体の流動床式焼却方法 
 高発熱量汚泥の燃料的性状を最大限活かし、汚泥乾粉の
みを焼却できる、廃棄物粉粒体の焼却方法及びその焼却
炉。 
底部に円錐体部を有し、最底部に燃焼排ガス又は燃焼排ガ
スと空気との混合
ガスの導入口を設
け、炉側部に燃焼
用空気導入口と乾
粉装入口を設け、
円錐体部で生じた
上向きガス流Ｆ中
で乾粉を焼却す
る。 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特許3034865 
99.04.16 

F23G 5/30 ZAB 

流動床から熱を回収する方法及び装置 
 流動床熱回収装置において、蒸発器管及び過熱器管の
コーティングを少なくして、伝熱管の腐食を軽減させる。
内部循環流動床における流動媒体を、燃焼セルから蒸発

セル、蒸発セルから
過熱器セル、過熱器
セルから燃焼セルに
移動させて流動媒体
を循環させ、蒸発セ
ル及び過熱器セルで
熱を回収する。 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開平09-119619
95.10.25 

F23G 5/30 ZAB 
流動床燃焼方法及び装置 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特許2940659 
94.08.30 
F23J 15/00 

［1］ 

焼却炉排ガスの処理方法及び装置 
 塩素系化合物を含有するごみ、下水汚泥等の廃棄物を焼
却する炉からの排ガスを、効率よく低コストで処理する。
焼却炉からの排ガスをボイラに導入し水蒸気を発生させて
熱回収した後、水を噴霧して反応器に導入し、ＨＣｌを消
石灰又は生石灰と反応させて除去する。ついで、排ガスを
吸着器に導入してＮＯｘ、ＳＯｘ、ダイオキシンや水銀を
吸着、分解して除去した後、集塵機に導入して飛灰等のダ
ストを捕捉する焼却炉排ガスの処理方法において、石炭、
木くず等の固形燃料を、ボイラからの水蒸気の一部及び理
論燃焼空気量以下の空気とともに熱分解炉で熱分解し、熱
分解ガスは順
次加熱器及び
焼却炉に供給
するととも
に、熱分解炉
の未分解残留
物を吸着器に
吸着剤又は触
媒として供給
する。 

特開2001-294861
00.04.13 
C09K 17/48  

地盤改良材の製造方法及び装置 
反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2002-249776
01.02.27 
C09K 17/14  

地盤改良材の製造方法及び装置 

特開2001-294856
00.04.13 
C09K 17/06  

地盤改良材の製造方法及び装置 

特開2001-294859
00.04.13 
C09K 17/42  

上田石灰製造、
りゅういき、 
西濃建設 

地盤改良材の製造方法及び装置 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
有価物化 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-155278
00.11. 24 
C09K 17/02  

地盤改良材の製造方法及び装置 
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表 2.13.4-2 川崎重工業の技術要素別課題対応特許（2/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平11-43883 
97.07.18 
D21C 11/00  

スメルトクリーニング方法及びその装置 

特開2000-192382
98.12.25 
D21C 11/06 

黒液ガス化発電システムのガス精製方法及び装置 
コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2000-192383
98.12.25 
D21C 11/06 

ガス化発電方法及び装置 

黒
液
燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許2090045 
92.08.31 
F22B 33/00 

ガスタービン排ガス利用回収ボイラ発電プラント 
 黒液を燃料とする黒液回収ボイラとガスタービンを有
し、建設費の低減、信頼性の向上、回収電力量の増加を可
能にする排ガス回収ボイラ発電プラント。 
 回収ボイラと、ガスタービンと、ガスタービン排ガスの
廃熱を回収する過熱器と蒸発器と給水加熱器とからなる熱
交換器と、フラッシャーと、蒸気タービン駆動発電機とを
有し、ガスタービンは黒液燃焼に必要な酸素量を保持し、
回収ボイラ発生蒸気の温度は伝熱管を腐食しない温度以下
で、回収ボイラ発生蒸気を過熱器を通じて高温過熱蒸気と
し、蒸発器から中圧蒸気を発生させ、給水加熱器に送入す
る給水量を調節し
て熱交換器排出ガ
ス温度を黒液燃焼
に適合する温度と
して黒液燃焼用空
気として使用し、
給水加熱器通過給
水量が蒸発器への
給水量を越える時
は、フラッシャー
に導入して低圧蒸
気を発生させる。 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良

特許2937737 
94.03.02 

F23G 5/50 ZAB 
［1］ 

部分燃焼を伴う流動層燃焼方法及び装置 
 流動層燃焼において、流動物質と一緒に排出された未燃
物質を分級して流動層に循環し、効率よく燃焼。底部から
上方に向けて吹き込まれる空気により流動物質を流動化さ
せる流動層を、下端部に開口を有する仕切部材で部分燃焼
室と燃焼室とに区分し、下側にそれぞれ独立した風箱を設
け、仕切部材の下部開口から燃焼室の流動物質を部分燃焼
室へ流入させ、部分燃焼室の風箱の本体側壁寄りの端部に
接続された流動物質排出導管から未燃物質を含む流動物質
を排出し、流動物質排
出導管から排出される
粗粒及び未燃物質を含
む流動物質を分級し
て、流動物質として使
用できない粗粒と未燃
物質を含む流動物質と
に分離し、粗粒を系外
に排出し、未燃物質を
含む流動物質を燃焼室
４循環して未燃物質を
焼却する。 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良

特許2700596 
92.06.22 

F23G 5/027 ZAB 

２段式ごみ焼却炉 
 ２つの流動層炉又は１つの流動層炉と１つの噴流層炉を
上下に直列に配置した、熱回収と環境制御を容易にする、
２段式ごみ焼却炉。投入されたごみをガス化し不燃物を排
出するための流動層ガス化炉と、この流動層ガス化炉の上
部に連結され、流動層ガス化炉で発生したガスを燃焼さ
せ、有害物質の除去及び熱回収を行なう流動層燃焼炉とか
ら構成される。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一
体化 

特開2002-81624 
00.09.05 

F23G 5/24 ZAB 
廃棄物ガス化溶融炉と同溶融炉の操業方法 
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表 2.13.4-2 川崎重工業の技術要素別課題対応特許（3/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許2652498 
92.11.11 

F23G 5/027 ZAB 

流動層ごみ焼却炉並びに該焼却炉における層温度制御方法
及び排出物燃焼方法 
 塩素化合物を含有するごみを焼却する際に、発生した塩
化水素を炉内で除去する２段式又は３段式の炉内脱塩流動
層ごみ焼却炉並びに該焼却炉における層温度制御方法及び
排出物燃焼方法。 
 ＣａＯを流動媒体とする下段流動層を備え、ごみをガス
化するとともに、発生したＨＣｌを除去する流動層ガス化
炉と、流動層ガス化炉で発生したガスを燃焼させるととも
に、熱回収を行なう流動層燃焼炉とからなり、流動層燃焼
炉の上段流動層にＣａＣＯ3 を投入して、ＣａＯを流動媒
体とし、このＣａＯを下段流
動層に供給する。また、中段
流動層を設けてＨＣｌをより
確実に除去する。また、下段
流動層に供給する空気の空気
比を調節し、下段流動層の回
りを蒸発管群で被覆し、冷却
された排ガスを下段流動層に
循環供給し、さらに水を噴霧
することにより層温度を制御
する。また、不燃物・ＣａＣ
ｌ2 排出導管に空気を供給し
て、排出物中の未燃分を燃え
切らせる。 

特開2001-280102
00.03.30 
F01K 23/02  

ごみガス化ガスからのエネルギー回収方法及び装置 
熱エネルギー回収 
発電方法・装置 特開2002-206092

01.01.11 
C10J 3/00  

ごみガス化ガスからのエネルギー回収方法及び装置 

効率向上 
熱効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特許2977743 
95.07.28 
B01D 53/68 

プラスチック系廃棄物ガス化ガスの処理方法 
 塩素系プラスチックを含む可燃性廃棄物を旋回式ガス化
炉でガス化し、このガス化ガスの脱塩化水素及び脱塵を乾
式で行う。旋回式ガス化炉で還元燃焼させてガス化し、つ
いで、このガス化ガスをＣａＯ粒子、ＣａＣＯ3 粒子、ド
ロマイト粒子及び金属酸化物粒子の群からなる脱塩剤の少
なくとも１種を充填した移動床脱塩反応器に導入して同時
に脱塩・脱塵する。金属酸化物（ＭｘＯｙ）としては、Ｍ
ｎ2 Ｏ3 、Ｃｏ3 
Ｏ4 、ＣｕＯ等
が用いられる。
また、脱塩剤の
一部又は／及び
使用済脱塩剤の
一部を旋回式ガ
ス化炉に供給し
て、溶融スラグ
による安定した
炉壁のセルフ
コーティング機
能を維持する。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許3046255 
96.12.12 

F23G 5/027 ZAB 
［1］ 

廃棄物のガス化溶融処理方法及び装置 
 都市ごみ、産業廃棄物などに含まれる水分の変化による
発熱量の影響を受けることなく、低コストで安定した溶融
炉の運転を行なうことができ、高温度の水蒸気を回収して
高効率発電が可能。廃棄物を流動床で部分燃焼させ、この
流動床からの生成ガスをサイクロンで固気分離して可燃ガ
スと未燃分含有固体と
に分離し、この可燃ガ
スを可燃ガス燃焼ボイ
ラに導入し燃焼させて
水蒸気を発生させ、こ
の未燃分含有固体を溶
融炉に導入し燃焼させ
て灰分を溶融させ、可
燃ガス燃焼ボイラに最
終過熱器を設けて水蒸
気を最終過熱する。 
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表 2.13.4-2 川崎重工業の技術要素別課題対応特許（4/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

効率向上 
発電効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開2001-90917 
99.09.20 

F23G 5/027 ZAB 

チャー分離方式ごみガス化溶融装置における脱塩処理方法
及び装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一
体化 

特開2002-130632
00.10.27 

F23G 5/24 ZAB 
廃棄物ガス化溶融炉とその操業方法 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-182925
99.12.28 

F23G 5/50 ZAB 
ガス化溶融処理プラントの制御方法及び装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一
体化 

特開2002-61816 
00.08.17 

F23G 5/24 ZAB 
廃棄物ガス化溶融炉と同操業方法 

安全化・安定化 
操作性改良 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開2002-276925
01.01.12 
F23J 15/08 

ガス化炉の排ガス処理方法と排ガス処理設備 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許3074617 
95.08.21 

F23G 7/00 ZAB 

ごみ焼却による過熱蒸気発生方法及び装置 
 脱塩剤を用いることなく、ごみを不完全燃焼させてごみ
の一部をチャーにするとともに、このチャーに含まれる灰
に塩素分を固定化させ、こ
のチャーを燃焼させてＨＣ
ｌ濃度のきわめて少ない燃
焼ガスを発生させ、この燃
焼ガスで熱交換器の腐食を
抑制しつつ、過熱蒸気を発
生させる。 
不完全燃焼を、空気比0.25
～0.95望ましくは0.5～0.7
の範囲で部分燃焼させる
か、500～750℃、望ましく
は550～700℃の範囲で低温
燃焼させる。 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特許3181897 
99.10.01 

F23G 5/027 ZAB 

ガス化溶融方法及び装置 
 ボイラの再燃焼部の炉壁等への灰（溶融ダスト）の付
着・成長を防止する。 
ごみ等の固体可燃物をガス化炉でガス化（部分燃焼）し、
サイクロン等の固気分離器で部分燃焼ガスと未燃チャー及
び灰とを分離して、部分燃焼ガスをボイラの再燃焼部の下
部近傍の炉壁に設けられたバーナにて燃焼させる。一方、
未燃チャー及び灰を溶融炉に導入して未燃チャーを燃焼さ
せて灰をスラグ化し、溶融炉からの高温の排ガスをバーナ
からの燃焼排ガスと略同じ高さで略水平方向に対向させて
ボイラの再燃焼
部に導入し、
バーナからの燃
焼排ガスと溶融
炉からの排ガス
とを再燃焼部内
で衝突させて強
制的に混合・撹
拌させる。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の
改良 

特許2977079 
97.02.14 
F23J 1/00  

燃焼灰・排ガス中のダ
イオキシン類の低減方
法 
 ごみ、燃料等の被燃
焼物を部分燃焼炉で低
酸素状態で部分燃焼さ
せ、生成ガスをサイク
ロンに導入して未燃灰
と未燃ガスとに分離
し、未燃ガスを流動層燃焼炉の未燃ガス燃焼部に導入して
流動層燃焼させ、未燃灰を流動層燃焼炉の未燃灰燃焼部に
導入して流動層燃焼させ、流動層燃焼炉からの、ダイオキ
シン類が再生成しない高温域の排ガスをそのまま高温サイ
クロンに導入し燃焼灰と排ガスとに分離してダイオキシン
類の生成を防止し、燃焼灰及び排ガス中のダイオキシン類
濃度を低減させ、固気分離された燃焼灰を急冷する。 
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表 2.13.4-2 川崎重工業の技術要素別課題対応特許（5/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特許2895469 
98.03.20 

F23G 5/00 115 
［1］ 

溶融炉におけるダイオキシン類低減方法及び装置 
 旋回溶融炉の再燃部内に混合域を形成させて、系全体の
空気比1.3前後の低空気比においても、排ガス中のダイオ
キシン類濃度、ＣＯ濃度及びＮＯｘ濃度を低減させる。 

廃棄物ガス化炉の熱分解ガスから捕集された未燃灰の
一部を予燃焼部に供給して予燃焼させた後、予燃焼ガスと
ともに旋回流として旋回溶融部に導入し灰分を溶融させて
スラグとし、旋回溶融部排ガスを再燃部に導入する。再燃
部には、ガス下流側の再燃部胴体内に第１縮径部と第２縮
径部を設け、これらの縮径部の間に混合域を形成させ、第
１縮径部の近傍下方
に再燃部燃焼用空気
の一部導入するとと
もに未燃灰の残部を
燃料として導入し、
混合域において、燃
焼用空気と旋回溶融
部排ガスとを混合さ
せる。 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2001-90926 
99.09.20 

F23G 5/44 ZAB 

ごみガス化溶融装置におけるダイオキシン類の低減方法及
び装置 

特許3020912 
97.12.29 

F23J 15/00 ZAB 

未燃灰によるダイオキシン類の固定化・分解方法及び装置
 ごみ等の塩素分を含む固体可
燃物をガス化処理する際に発生
する未燃炭素に、燃焼排ガス中
のダイオキシン類を吸着させた
後、吸着済未燃炭素を燃焼又は
燃焼・焼却してダイオキシン類
を熱分解させ、系外へ排出され
る灰分及び燃焼排ガス中のダイ
オキシン類を大幅に低減させ
る。 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特許2898625 
98.03.20 
B01D 53/70 

未燃灰によるダイオキシン類の除去・分解方法及び装置 
 排ガス中のダイオキシン類の吸着・除去に必要な未燃灰
又は未燃灰活性炭
を、処理すべきごみ
等の廃棄物から得ら
れるようにし、使用
済み未燃灰又は使用
済み未燃灰活性炭を
系内で高温処理して
ダイオキシン類を分
解するとともに、灰
やＣＯ2 排出量が増
加しないようにする。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特許2740644 
96.02.27 
F23J 1/00  

灰の溶融装置およびその方法 
 燃焼灰の最終処理方法、装置。石炭供給設備と灰を捕

集して排出する設備とを有する石炭焚きボイラ設備から石
炭と灰を供給され得る位置にごみ焼却炉と石炭部分燃焼炉
とプラズマ炉とを配設する。 

ごみ焼却炉の排ガス流路で捕集した灰を石炭部分燃焼
炉とプラズマ炉に分配して送入し、ごみ焼却設備からの灰
と、石炭焚きボイラ設備からの灰と、石炭焚きボイラ設備
から供給された石炭を石炭部分燃焼炉に送入して石炭を燃
焼し、灰およびチャーを捕集して石炭部分燃焼炉に返戻
し、ごみ焼却炉廃熱ボイラから発生した飽和蒸気を排ガス
によって過熱蒸気とし、排ガス中の硫黄酸化物を除去させ
たのち排ガスをごみ
焼却炉に送入、プラ
ズマ炉の排ガス流路
にガス冷却器と脱塩
装置を配設して冷却
と脱塩を行ったのち
排ガスを前記石炭部
分燃焼炉内に送入し
て溶融させる。 
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表 2.13.4-2 川崎重工業の技術要素別課題対応特許（6/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2002-305016
01.04.06 
H01M 8/06  
中部電力 

廃棄物ガス化ガスのエネルギー回収方法および装置 化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 品質向上 分離・精製 

特開2002-275479
01.03.16 
C10J 3/00  

可燃性ガスの製造方法および製造装置 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開平09-159362
95.12.08 
F26B 17/32  

［1］ 

廃棄物の乾燥方法及び装置 
安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 反応の最適化 

装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-322485
01.04.27 

C10L 5/46 ZAB 
廃棄物固形化燃料の製造・利用方法及び装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
損傷対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-124322
99.10.25 

F23G 5/46 ZAB 
廃棄物固形燃料の燃焼処理方法及び装置 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-361032
01.06.05 
B01D 53/38 

廃棄物固形化燃料冷却排ガスの脱臭方法 

環境への配慮 
臭気対策 不用物の処理 

排ガス処理方法・装
置 

特許3086198 
97.03.05 

B09B 5/00 ZAB 
［1］ 

湿潤有機性廃棄物の処理方法及び装置 
 臭気排ガスの脱臭工程をも含む成型物製造を伴う湿潤有
機性廃棄物処理の無公害プロセスであり、成型物の安定性
を増加させ、成型物からの臭気発生を防ぎ、成型物の熱量
を増加させる。 

脱水された湿潤有機性廃棄物を気流乾燥機で排ガスと
接触させ乾燥させて乾燥有機性廃棄物とし、気流乾燥機１
らの臭気排ガスを粉末活性コークス、粉末活性炭及び粉末
褐炭からなる群より選ばれた粉末炭素系吸着剤で被覆され
たバグフィルタ式脱臭
装置に導入して脱臭処
理し、このバグフィル
タ式脱臭装置からの使
用済粉末炭素系吸着剤
を気流乾燥機の出口近
傍の乾燥有機性廃棄物
と混合して連続成型機
で連続成型する。 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

測定･分析 
特許2919821 
97.12.26 

C10L 5/46 ZAB 

廃棄物の固形燃料化方法 
 紙、プラスチック等の破砕混合廃棄物からなる固形燃料
化製品を炉で燃焼した際、燃え残りが生じないように固形
燃料化製品のかさ比重が適切な値となるように、原料であ
る破砕混合廃棄物の水分を制御して固形燃料化する方法。
排出コンベアにて搬送される固形燃料化製品の温度を温度
センサにより測定し、制御部に入力し、測定温度の高低に
応じて給水タンクから給水ポンプにて給水する給水管の途
中の制御弁を制御
し、給水管先端の
散水ノズルから前
記スクリューコン
ベアで搬送される
紙，プラスチック
等の破砕混合廃棄
物に適宜に散水
し、成形機で得ら
れる固形燃料化製
品のかさ比重を制
御する。 

固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2002-161291
00.11.29 

C10L 5/46 ZAB 
廃棄物固形化燃料製造方法及び装置 
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表 2.13.4-2 川崎重工業の技術要素別課題対応特許（7/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

品質向上 
反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3224021 
98.03.09 
C10L 5/46 

燃焼灰の固化に適するごみ固形燃料の燃焼処理方法及び燃
焼処理装置 
 ごみ固形燃料に酸化
カルシウム源材及びシ
リカ・アルミナ源材を
添加し成分調整して、
ごみ固形燃料の燃焼灰
自体が水硬性を有する
ようにし、この燃焼灰
から高強度の固化体を
得ることができるよう
にする。 

固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
臭気対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開平11-35959 
97.07.22 
C10L 5/48 

湿潤有機性廃棄物から成型物を製造する方法及び装置 

セ
メ
ン
ト
、
高
炉
用 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
臭気対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-273492
01.03.22 

C02F 11/06 ZAB 
汚泥の処理方法及び装置 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開2002-346597
01.05.24 

C02F 11/04 ZAB 
有機性廃棄物の処理方法及び装置 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-336826
01.05.17 

B09B 3/00 ZAB 
水平螺旋羽根撹拌式メタン発酵槽 

効率向上 
反応効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許2890043 
98.05.15 

C02F 11/04 ZAB 

有機性汚泥の嫌気性消化方法及び装置 
 有機性汚泥を嫌気性消化
する方法において、消化ガ
スの燃焼熱を利用して得た
高温の加熱空気と汚泥とを
直接接触させて、スケーリ
ングトラブルを発生させる
ことなく、かつ効率的に汚
泥を加温する。 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-176967
00.12.15 
C12M 11/07 

メタン発酵槽内の発酵状況監視方法及び装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特許3406564 
00.03.31 

C02F 11/04 ZAB 

無動力撹拌による発酵方法及び装置 
 発酵槽内で発生するガスをガス室に溜めサイフォンの原
理により液中に吹き出させることにより、外部動力を必要
とすることなく発酵槽内を撹拌する。 

湿潤有機性廃棄物を発酵させる発酵槽内で発生したガ
スを発酵槽内に鉛直方向又は鉛直方向に設けられた筒体底
部のＵ字管又は略Ｖ字管を備え
たガス室に回収し、所定量を充
満させた後、ガス室内の発生ガ
スを筒体内部へ一度に吹き出さ
せて筒体内を上昇させるととも
に、筒体底部のガス室、及びガ
ス室の上側の筒体に上端が接続
され発酵槽内に下端が位置する
複数の吸液管から液を吸い上
げ、発酵槽内に対流を発生させ
て撹拌しつつ発酵させる。 
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表 2.13.4-2 川崎重工業の技術要素別課題対応特許（8/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許2741354 
94.07.29 

C02F 11/02 ZAB 

湿潤有機物汚泥の乾燥方法及び装置 
 汚泥乾燥エネルギーの一部に、微生物の発酵熱を利用す
ることにより、水分蒸発の投入エネルギーを減少させ、乾
燥コストの低減及び装置のコンパクト化を図る。 
湿潤有機物汚泥と乾燥汚泥とを微生物反応槽又は微生物反
応部で通気しながら混合して、耐熱好気微生物を主体とし
た酸化分解菌群により酸化分解し、酸化分解時の発酵熱に
より水分を蒸発させ、つ
いで、水分を蒸発させた
汚泥を加熱槽又は加熱部
に移行させ、温風を吹き
込みながら撹拌して加
熱・乾燥させる。この場
合、投入される湿潤有機
物汚泥１重量部を、加熱
部から排出される乾燥汚
泥の少なくとも0.5重量
部と混合する。 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-273488
01.03.19 
C02F 11/04  

塩類を含有する有機性廃棄物の処理方法及び装置 

品質向上 分離・精製 
特開2003-73680 

01.09.04 
C10L 3/10 

有機性廃棄物のメタン発酵ガスの脱硫装置 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2001-276772
00.03.30 
B09B 3/00 

総合的有機性廃棄物処理方法及び装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
窒素・リン除去 

不用物の処理 
不用物除去 

特開2003-117593
01.10.11 
C02F 11/04  

有機性廃棄物の処理方法及び装置 
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2.14.1 企業の概要 

商号 日立造船株式会社 

本社所在地 大阪本社 大阪市住之江区南港北1丁目7番89号 

設立年 1934.5.29 

資本金 253.5億円（2003.3） 

従業員数 2,051名（2003.3、単体）、8,014名（2003.3、連結） 

事業内容 環境装置・プラント、船舶・海洋、鉄構・建機・物流、機械･原動機 

 

 2002 年秋に旧日本鋼管と造船事業を統合した。現在は環境ソリューション事業、産業

ソリューション事業、ビジネスソリューション事業，インフラソリューション事業を行っ

ている。環境ソリューション事業が中核になっており、廃棄物焼却･溶融処理、マテリア

ルリサイクル、水･汚泥・土壌処理などがある。 

 

2.14.2 製品例 

 環境ソリューション事業として、廃棄物焼却・溶融処理設備、マテリアルリサイクル設

備、水・汚泥・土壌処理などがある。廃棄物焼却・溶融処理設備は、1962 年最初の発電

付き大型都市ごみ焼却施設の建設を開始して以来,多くの廃棄物処理での実績がある。ガ

スタービン発電、スーパーごみ発電での実績も多い。また、マテリアルリサイクル設備に

は、粉砕･選別・燃料化装置などがある。 

 

2.14.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した日立造船の技術開発拠点は次のとおり

であり、大阪府を中心として技術開発が行われている。 

大阪府大阪市此花区西九条 5-3-28  日立造船株式会社 

大阪府大阪市住之江区南港北 1-7-89  日立造船株式会社 

 

日立造船の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.14.3-1 に示す。1993 年と 1994 年に

多数の出願を行った後、1995 年に一旦減少したが、その後再び出願件数、発明者数とも

に増加する傾向にある。 

 

2.14 日立造船 
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図 2.14.3-1 日立造船の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.14.4 技術開発課題対応特許の概要 

日立造船の技術要素別出願件数を表 2.14.4-1 に示す。直接燃焼、熱化学的変換、生物

学的変換と全ての技術要素の出願があるが、燃焼技術に関するものが最も多く 26 件あり、

次いでメタン発酵技術が 10 件、熱変換技術が９件である。 

 

表 2.14.4-1 日立造船の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 26 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 9 

化学反応 3 

炭化 3 

RDF 1 

固形燃料 0 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 0 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 10 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  52 
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 日立造船の燃焼技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.14.4-1 に示す。課題として

は熱効率の向上、発電効率の向上、非定常運転対策などが多く、これを熱回収装置の改良、

発電装置･方法などで解決している。1970 年から 2000 年までに約 200 の発電付きごみ焼

却プラントが稼動しているが、同社は、三菱重工業、旧日本鋼管、タクマなどと同様に

トップクラスの実績がある。 

 

図 2.14.4-1 日立造船の燃焼技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.14.4-2 に日立造船の技術要素別課題対応特許 52 件を示す。 

 

2 3
3

4

立
地
条
件 

地
域
シ
ス
テ
ム
最
適
化 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置

測
定
・
分
析 

熱
の
複
合
利
用 

回
収
熱
の
利
用 

発
電
方
法
・
装
置 

熱
回
収
装
置 

運
転
管
理
・
制
御 

焼
却
炉
付
属
装
置
の
改
良

焼
却
炉
構
造
の
改
良 

原
料
の
投
入
管
理 

乾
燥
方
法 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

燃焼効率向上

熱効率向上

発電効率向上

安全性確保

安定運転保持

操作性改良

損傷対策

耐蝕性向上

詰り対策

非定常運転対策

設備費削減

燃料削減

薬剤等削減

コンパクト化

品質向上

環境問題全般

ダイオキシン対策

有害ガス対策

重金属等の対策

臭気対策

最終廃棄物削減

有価物化

 

品質向上 

コンパクト化 

安全化・安定化 

長
期
運
転
対
策 

環境への配慮 

コスト削減 

効率向上 

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整 

装置の改良 反応の制御 

反
応
の
最
適
化 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

不
用
物
の
処
理 

測
定
・
分
析 

地
域
全
体
の
シ
ス
テ
ム

解決手段 

課
題 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 2.14.4-2 日立造船の技術要素別課題対応特許（1/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開平06-285499
93.04.07 

C02F 11/12 ZAB 
［1］ 

汚泥乾燥機 
バイオマス原料の
調整 
乾燥方法 特開平07-35323 

93.07.23 
F23G 5/04 ZAB 

汚泥処理装置 

特開平11-159701
97.12.01 
F22B 1/18  

焼却設備における熱回収方法および装置 

特開2000-111019
98.10.02 
F23G 5/46  

焼却炉の熱回収設備 
熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2002-364992
01.06.06 
F28F 9/00  

多管式熱交換装置 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開平07-158831
93.12.06 

F23G 5/08 ZAB 
［2］ 

脱水汚泥の焼却方法 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平06-285486
93.04.08 

C02F 3/12 ZAB 
下水処理システム 

特許2806806 
94.07.27 
F01K 27/02  

［1］ 

ごみ焼却による発電設備 
 ボイラ用加熱管により発生された蒸気を第１蒸気移送管を介
して過熱管に導くとともに蒸気昇温炉で昇温された蒸気が第２
蒸気移送管を介して供給される高圧タービン部およびこの高圧
タービン部から排出された蒸気を第３蒸気移送管を介して蒸気
昇温炉に設けられた再加熱管に導くとともにこの再加熱された
蒸気が第４蒸気移送管を介して供給される再熱タービン部を有
する蒸気タービンと、この蒸気タービンにより駆動される発電
機とを具備し、かつ蒸
気昇温炉内において、
下方から上方に向かっ
て、順に、過熱管、再
加熱管および蒸気昇温
炉に供給される燃焼空
気の空気予熱管を配置
したものである。発電
効率の向上が図れる。 

特開平08-109808
94.10.13 
F01K 23/10  

［1］ 

ごみ焼却による発電設備 

効率向上 
発電効率向上 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特開2002-295204
01.03.30 
F01K 9/00 

ごみ焼却炉の発電設備 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定
化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許2953890 
92.12.07 
F22B 1/02  

流動床燃焼炉 
 燃焼物の発熱量が変動するような場合でもベッド温度を一定
に制御するとともに流動媒体による伝熱管の摩耗を軽減。 
 燃焼物が燃焼する燃焼部の流動層から熱回収部に流入する流
動媒体からボイラ水管群を介して熱吸収させて利用する。ま
た、熱回収部のホッパ部における出口部の流動媒体を、バルブ
で制御される空気供給量に応じて、燃焼部の流動層側に開口部
から空気を噴出させて強制還流させるので、ホッパ部内の流動
媒体の出口部への流下のオン／オフを制御し、かつその流下度
合も制御しながら、流動媒体
の熱を吸収したりしなかった
りして熱交換される吸熱量が
より正確に制御可能となって
ベッド温度一定で炉がより良
好に制御可能となる。熱回収
部側に流動化空気を流さない
ようにすれば、流動媒体によ
るボイラ水管群の摩耗は押さ
えられる。 
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表 2.14.4-2 日立造船の技術要素別課題対応特許（2/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

安全化・安定
化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許2758107 
92.08.24 
F23J 15/00 

焼却炉の排ガス煙道構造 
 ボイラ付焼却炉の排ガスの煙道に配
置した付属ボイラの伝熱管群に流入す
る排ガスの流れを均一にするため、伝
熱管群の上流側に形成した煙道の屈曲
部に排ガス用整流手段を設ける。整流
手段が煙道の入口で排ガスを適正に分
配して、煙道の隔壁側に排ガスの逆流
域が生じるのを防止し、伝熱管群の入
口における排ガスの流速分布が均一に
なり、伝熱管群の管表面に局所的高温
部分が生じなくなるので、伝熱管群の
高温腐食による破損を防止することが
できる。 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2002-235917
00.12.06 

F23G 5/30 ZAB 
燃焼装置および燃焼装置の運転方法 

安全化・安定
化 
長期運転対策 
詰り対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・
装置 

特開2000-279734
98.11.26 
B01D 46/02  
大阪府、 

大島造船所、高 亨

燃焼廃熱回収システムにおける集塵装置の除煤構造 

特許2834409 
94.08.11 
F22B 1/18  

焼却設備 
 ボイラ用伝熱管が設けられた焼却炉本体と、焼却炉本体から
の排ガスをバグフィルタに導く煙道と、煙道の途中に設けられ
たエコノマイザと、エコノマイザをバイパスするように煙道に
接続されたバイパス用ダクトと、煙道とバイパス用ダクトとを
選択的に切り換える第１および第２ダンパと、バイパス用ダク
ト内に設けられた加熱管とから構成し、かつ加熱管に高温水を
供給する高温水発生装置を具備
したもの。 
 焼却設備の立ち上げ時に、ダ
ンパにより排ガスを、加熱管が
配置されたバイパス用ダクトに
流するとともに、この排ガスを
結露点以上に加熱することによ
り、この排ガスをバグフィルタ
に支障なく導くことができる。 

特開平08-68523 
94.08.31 
F23G 5/46  

ごみ焼却設備 

特開平08-189622
95.01.12 

F23G 5/00 119 
准連続運転式ごみ焼却設備 

安全化・安定
化 
非定常運転対
策 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平08-285243
95.04.13 

F23G 5/00 109 
蓄熱体洗浄装置付空気予熱器を備えたごみ焼却設備 

バイオマス原料の
調整 
乾燥方法 

特開平11-316013
98.05.07 

F23G 7/00 104 
汚泥の焼却方法 

熱エネルギー回収 
発電方法・装置 

特許2806805 
94.07.27 
F01K 27/02  

ごみ焼却による発電設備 
 ボイラ用加熱管を有するごみ焼却炉と、ボイラ用加熱管によ
り発生された蒸気を過熱管に導くとともに回収油の燃焼により
昇温させる蒸気昇温炉と、蒸気昇温炉で昇温された蒸気が供給
される高圧タービン部および高圧タービン部から排出された蒸
気を蒸気昇温炉に設けられた再加熱管に導くとともにこの再加
熱された蒸気が供給される再熱タービン部とを有する蒸気ター
ビンと、蒸気タービンに
より駆動される発電機と
を具備し、かつ蒸気昇温
炉内において、過熱管の
下方に再加熱管を配置し
たもの。石油などの高価
な燃料を使用する場合に
比べ経済的である。 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開平08-61604 
94.08.19 
F22G 1/16 

ごみ焼却による発電設備 
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表 2.14.4-2 日立造船の技術要素別課題対応特許（3/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

コンパクト化 
熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平06-341632
93.05.31 
F23L 15/00  

炉の空気予熱装置 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2003-42422 
01.08.02 

F23G 5/30 ZAB 
廃棄物燃焼方法 環境への配慮 

有害物質対策 
ダイオキシン
対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平07-113505
93.10.18 
F22G 7/12 

焼却設備 

環境への配慮 
有害物質対策 
有害ガス対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・
装置 

特許3051040 
94.11.30 

F23G 5/46 ZAB 

焼却設備における排ガス処理装置 
 焼却炉から排出された排ガスを冷却する調温装置を、焼却炉
からの高温排ガスを空気により冷却する第１熱交換器と、バグ
フィルターから出た低温排ガスを焼却炉からの高温排ガスによ
り加熱する第２熱交換とか
ら構成したもの。 
バグフィルターを出た排

ガスを、触媒で処理させる
のに必要な温度に加熱する
際に、第２熱交換器を使用
して排ガスの持つ熱を利用
するようにした。 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
臭気対策 

バイオマス原料の
調整 
乾燥方法 

特開平11-337040
98.05.21 

F23G 7/00 104 
汚泥の焼却方法 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平11-63461 
97.08.07 
F23J 1/00  

灰溶融炉におけるフラフ燃料の燃焼方法 

バイオマス原料の
調整 
乾燥方法 

特開平11-281023
98.03.31 

F23G 5/04 ZAB 
廃棄物処理設備 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改
良 

特開平09-257225
96.03.22 

F23G 5/24 ZAB 
ごみの熱分解方法 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開2001-241622
99.12.20 

F23G 5/02 ZAB 
ガス化溶融設備における廃棄物供給方法および供給設備 

バイオマス原料の
調整 
乾燥方法 

特開2000-18530 
98.07.03 

F23G 5/02 ZAB 
ガス化焼却設備における廃棄物供給方法および装置 

安全化・安定
化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改
良 

特開2001-279265
00.03.31 
C10J 3/00  

ガス化炉の運転方法及びガス化炉 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン
対策 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平04-349988
91.05.28 

B09B 3/00 302 
［1］ 

ごみ焼却時におけるダイオキシン発生抑制装置 

環境への配慮 
最終廃棄物削
減 

不用物の処理 
排ガス処理方法・
装置 

特開平10-227431
97.02.18 

F23G 5/46 ZAB 
［1］ 

ごみ焼却設備 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特開2001-263621
00.03.23 

F23G 5/02 ZAB 
ガス化溶融処理装置 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平11-310782
98.04.30 
C10B 53/00  

汚泥の炭化方法 

コスト削減 
薬剤等削減 

不用物の処理 
不用物除去 

特開2003-9808 
01.04.27 
A23L 1/238  

醤油粕の脱塩方法および醤油粕の炭化装置 炭
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 
反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-73674 
01.09.04 

C10B 53/02 ZAB 
木炭と木酢液の製造方法および装置 
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表 2.14.4-2 日立造船の技術要素別課題対応特許（4/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2001-247879
00.03.08 

C10J 3/00 ZAB 
可燃性廃棄物からの水素と一酸化炭素の製造方法 

安全化・安定
化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2000-282061
99.03.31 
C10J 3/00  

廃棄物からの燃料ガス製造装置および方法 
化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定
化 
非定常運転対
策 

バイオマス原料の
調整 
可溶化・薬剤添加
等 

特開2000-240922
99.02.18 

F23G 5/44 ZAB 
廃棄物からの燃料ガス製造装置および方法 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換

環境への配慮 
臭気対策 

測定・分析 
特開2000-249324

99.02.25 
F23G 7/06 ZAB 

ごみ処理設備における脱臭方法 

特許2997833 
93.12.28 

C02F 11/04 ZAB 
［1］ 

下水汚泥の嫌気性消化方法 
 余剰汚泥を多く含む下水汚泥をあらかじめ60℃以上の温度で
加熱処理した後に、加熱処理汚泥を脱水することによって10～
25重量％の脱水汚泥とし、窒素成分を脱離水に移し、脱水汚泥
中の窒素成分を減じる
ことができる。このよ
うにして得られた脱水
汚泥は10～25重量％
の高濃度でもメタン発
酵を安定して行うこと
ができる。 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特開2002-86111 
00.09.20 

B09B 3/00 ZAB 
三菱化工機、浅野
工事、三機工業、

三井鉱山 

有機性廃棄物の処理方法 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-219442
01.01.30 

B09B 3/00 ZAB 
メタン発酵装置 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平11-169898
97.12.16 

C02F 11/04 ZAB 
汚泥乾燥排ガスを利用する汚泥加熱方法 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平08-66695 
94.08.29 

C02F 3/34 ZAB 
メタン発酵方法 

効率向上 
反応効率向上 
効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許3066225 
93.07.20 
C05F 17/02 

大阪府、ｴｲﾁｲｰｼｰ 

製品貯槽 
 事前に水分調整することなく、有機性排気物を連続的かつ効
率的に発酵堆肥化する。 

発酵槽内に投入された高含水有機性廃棄物を、中間堆肥と攪
拌混合して細かく破砕し、好気的状態に変化させる。発酵槽内
温度又は発酵槽内から排出される排ガス中の炭酸ガス量を測定
し、この測定値から有機性廃棄物を最適発酵堆肥化状態とする
ための空気供給量を決定・制御して発酵槽５内に供給し、有機
性廃棄物を堆肥化発
酵させるとともに、
発酵に伴って発生す
る60～70℃の高温
の湿り排ガスから熱
回収して50～60℃
の温水または温風を
得る。 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

安全化・安定
化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-24912 
01.07.19 

B09B 3/00 ZAB 
ﾀｸﾏ、 

石川島播磨重工
業、新日本製鐵、
東ﾚ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、
JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ、

三井造船 

嫌気性発酵方法とその装置 
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表 2.14.4-2 日立造船の技術要素別課題対応特許（5/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2001-129520
99.11.09 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の処理方法 

コスト削減 
薬剤等削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平09-248593
96.03.14 

C02F 3/28 ZAB 

ＵＡＳＢ廃水処理法におけるアルカリ消費量低減化方法および
これに用いる装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

コンパクト化 
反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2000-301116
99.04.16 

B09B 3/00 ZAB 
三菱化工機、浅野
工事、三機工業、

三井鉱山 

有機性廃棄物の処理方法 
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2.15.1 企業の概要 

商号 栗田工業株式会社 

本社所在地 東京都新宿区西新宿3丁目4番７号 

設立年 1949.7.13 

資本金 134.5億円（2003.3） 

従業員数 1,719名（2003.3、単体）、3,445名（2003.3、連結） 

事業内容 水と環境に関する薬品、装置、メンテナンスサービス等 

 

 総合水処理の大手企業である。水と環境に関する薬品、装置、メンテナンスサービスな

どが主な事業である。土壌浄化にも注力している。 

 

2.15.2 製品例 

 水と環境に関する製品と技術のなかで、バイオマスエネルギーに関係する製品としては、

有機性廃棄物リサイクルシステムがある。このシステムのなかで乾式メタン発酵プロセス

は、水処理が不要の有機廃棄物からエネルギーが回収できるものである。また、連続高速

炭化プロセス、堆肥化プロセス、蓄熱燃焼脱臭装置などがある。 

 

2.15.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した栗田工業の技術開発拠点は次のとおり

であり、ほとんど全てが東京の本社から出願されている。 

東京都新宿区西新宿 3-4-7  栗田工業株式会社 

京都府京都市 

 

栗田工業の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.15.3-1 に示す。1992 年と 1994 年に

多数の出願を行ったのを除けば、年間５件前後の出願である。1999 年と 2000 年には発明

者数が著しく増加した。 

 

2.15 栗田工業 
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図 2.15.3-1 栗田工業の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.15.4 技術開発課題対応特許の概要 

栗田工業の技術要素別出願件数を表 2.15.4-1 に示す。総合水処理の大手企業であり、

メタン発酵技術に関するものが圧倒的に多く、他の上位 20 社が比較的多く出願している

燃焼技術や熱変換技術に関するものはない。 

 

表 2.15.4-1 栗田工業の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 0 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 0 

化学反応 5 

炭化 1 

RDF 0 

固形燃料 0 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 0 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 43 

アルコール発酵 1 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  50 
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 栗田工業のメタン発酵技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.15.4-1 に示す。安定

運転の保持が主な課題であり、これに対して、反応装置の改良と運転管理・制御を解決手

段としている。より具体的には、UASB（上向流式スラッジブランケット型）メタン発酵槽

を用いてメタン発酵を行う際に、付加の変動や流量の変動があった場合にも、菌や汚泥の

流出を防ぐための装置の工夫や運転方法の改良を行っている。 

 

図 2.15.4-1 栗田工業のメタン発酵技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.15.4-2 に栗田工業の技術要素別課題対応特許 50 件を示す。 
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表 2.15.4-2 栗田工業の技術要素別課題対応特許（1/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

炭
化 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

反応の最適化 
装置の改良 
付属装置の改良 

特開2001-172639
99.12.16 
C10B 53/00  
巴工業、 

大川原製作所 

スクリュー式炭化装置 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2001-259696
00.03.23 
C02F 11/08 

ｼﾞｪﾈﾗﾙ ｱﾄﾐｯｸｽ、 
小松製作所 

し尿および／または浄化槽汚泥の処理方法および装置 

特開平11-253786
98.01.16 
B01J 3/04  

ｼﾞｪﾈﾗﾙ ｱﾄﾐｯｸｽ、 
小松製作所 

耐圧反応装置 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 特開2001-149768

99.11.30 
B01J 3/00  

ｼﾞｪﾈﾗﾙ ｱﾄﾐｯｸｽ、 
小松製作所 

水熱反応装置 
安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2000-342954
99.05.06 

B01J 3/00 ZAB 
ｼﾞｪﾈﾗﾙ ｱﾄﾐｯｸｽ、 

小松製作所 

リン酸塩添加水熱処理方法 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

バイオマス原料の
調整 
可溶化・薬剤添加
等 

特開2003-106164
01.05.01 

F02C 3/28 ZAB 
ｼﾞｪﾈﾗﾙ ｱﾄﾐｯｸｽ、 

小松製作所 

水熱変換及び分離方法、及びその装置 

特許3351034 
93.07.27 

C02F 3/28 ZAB 

有機性固形分を含む排液の処理方法および装置 
 有機性排液を、小型の処理装置を用いて、高有機物負荷で
効率よく、しかも長期間安定的に処理し、発生する汚泥量も
少なくすることができる排液処理方法および装置。 
有機性の固形分を含む排液を第１の固液分離装置において固
液分離して、固形分濃度10～20重量％の高SS排液と、溶解
性有機物を含む低SS排液に分離する。高SS排液は嫌気性消
化槽で嫌気性消化する。低SS排液は高負荷嫌気性処理槽で高
負荷で嫌気性処理した後、
第２の固液分離装置におい
て分離汚泥と分離液とに分
離し、分離汚泥を嫌気性消
化槽に添加する。分離液お
よび嫌気性消化液はさらに
好気性処理装置で好気性処
理する。 

特開2002-224686
01.02.05 

C02F 3/28 ZAB 
澱粉粒子含有液の嫌気性処理方法および装置 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特開2002-361291
01.06.01 

C02F 11/04 ZAB 
嫌気性消化装置 

特開平11-333489
98.05.26 
C02F 3/12  
［1］ 

有機性排液の生物処理方法 バイオマス原料の
調整 
可溶化・薬剤添加
等 

特開2001-179288
99.12.28 

C02F 3/28 CDS 
澱粉粒子含有液の嫌気性処理方法および装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-29997 
99.07.27 

C02F 11/04 ZAB 
有機性廃棄物の処理装置 
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表 2.15.4-2 栗田工業の技術要素別課題対応特許（2/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許3191400 
92.05.06 
C02F 11/04  

嫌気性処理装置 
 有機性排水の二槽反応方式による嫌気性処理において、水
素とメタンとを別々に回収して、エネルギーの有効利用、処
理効率の改善を図る。 
 有機性排水を受け入れ酸生成するための酸生成槽と、酸生
成槽の流出液の一部を受け入れメタン生成を行なうためのメ
タン生成槽と、酸生成槽の流出液の残部を受け入れ、減圧し
て溶存ガスを気相に移
行させるための減圧槽
と、減圧槽内の液を酸
生成槽に戻す手段と、
減圧槽から排出される
気相から水素を回収す
る手段を備える。 効率向上 

反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3198674 
92.11.13 

C02F 3/28 ZAB 

有機性窒素を含む排液の処理方法および装置 
 嫌気性消化槽内の汚泥濃度を低下させることなく、消化に
より発生するアンモニアその
他の消化阻害物質を効率的に
除去する。有機性窒素を含む
排液を固液分離装置で高SS排
液と低SS排液に分離し、高
SS排液を嫌気性消化槽に導入
して嫌気性消化する際、嫌気
性消化槽の槽内汚泥を洗浄装
置に引抜いて、洗浄液と混合
したのち固液分離し、分離し
た固形分を嫌気性消化槽に返
送する。 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特許2531418 
91.08.07 

C02F 3/28 ZAB 

ビート糖製造廃水の処理方法 
 カルシウムを含有するビート糖製造廃水から低コストで効
率よくカルシウムを除去して、効率よく嫌気性処理を行い、
これにより硬質のスケールの付着を抑制し、かつビート糖製
造廃水を効率よく処理する。
ビート糖製造廃水に酸発酵液
を加えて、廃水中のカルシウ
ムを有機酸とカルシウムとの
不溶性化合物として分離した
後、酸発酵工程とメタン発酵
工程の２段階からなる嫌気性
処理を行う。 

バイオマス原料の
調整 
可溶化・薬剤添加
等 

特開2001-347247
00.06.07 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の乾式メタン発酵方法 

特許3134356 
91.06.19 
C02F 3/28  

高温嫌気性廃水処理装置 
 負荷変動の大きい原水
に対して、処理槽と貯留
槽の間で汚泥を返送でき
るようにした。 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特許2884971 
92.12.17 

C02F 3/28 ZAB 

嫌気性処理方法および装置 
 UASB法において、粒状化汚泥が浮上した場合でも、汚泥の
沈降性を回復させて反応槽に戻し、槽内汚泥濃度を高く維持
し、高処理効率で処理できる嫌気性処理方法、装置。 

嫌気性微生物を含む粒状化汚泥を嫌気性反応槽に入れ、底
部に設けられた被処理水流入部から有
機性排液を上向流で通液して、スラッ
ジブランケットを形成して嫌気性反応
を行う嫌気性処理において、スラッジ
ブランケットを通過した排液固液分離
部に導入して固液分離を行い、浮上し
た粒状化汚泥を浮上汚泥取出部から取
出し、破砕装置で破砕し、反応部に戻
しながら嫌気性処理を行う。 
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表 2.15.4-2 栗田工業の技術要素別課題対応特許（3/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許3175480 
94.06.14 

C02F 3/28 ZAB 

嫌気性処理装置 
 グラニュール汚泥の沈降性の悪化を防止し、沈降性が悪化
した場合でも速やかに沈降性を回復すし、汚泥を安定して増
殖させるため槽内汚泥濃度を高く維持して高処理効率で処理
を行うことができる嫌気性処理装置。 
嫌気性反応槽内にグラニュール汚泥によってスラッジブラン
ケットを形成し、酸生成槽で酸発酵した被処理液を上向流で
通液して嫌気性処理する際、スラッジブランケットを形成す
るグラニュール汚泥を、破砕装置で連続的または間欠的に破
砕することにより、グラ
ニュール汚泥の沈降性の
悪化を防止し、汚泥の浮
上流出を防止するととも
に汚泥を安定して増殖さ
せ、高負荷処理を可能に
する。 

特許3358321 
94.09.30 

C02F 3/28 ZAB 

嫌気性処理装置 
 嫌気性反応槽において浮上した浮上汚泥を、発生ガスを利
用して無動力で移送でき、これにより浮上汚泥を破砕して沈
降性を回復し、効率よく嫌気処理を行える嫌気性処理装置。 
UASB方式の嫌気性反応槽内を固気分離部材により上部内側に
固液分離部、上部外側に集ガス部、下部にスラッジブラン
ケットを有する反応部を形成
し、固液分離部および／または
集ガス部に浮上した浮上汚泥を
浮上汚泥取出部に取出し、ガス
トラップに捕捉したガスを利用
するガスリフトにより破砕装置
に移送し、これで浮上汚泥を破
砕して沈降性を回復し、嫌気性
反応槽に返送する。 

特許3358322 
94.09.30 

C02F 3/28 ZAB 

嫌気性処理装置 
 浮上汚泥を効率よく取出して破砕し、沈降性を回復して反
応部に戻し、これにより汚泥の流出を防止するとともに、槽
内汚泥濃度を高めて効率よく嫌気性処理を行える嫌気性処理
装置。 
 UASB方式の嫌気性反応槽内を固気分離部材により、上部内
側に固液分離部、上部外側に集ガス部、下部にスラッジブラ
ンケットを有する反応部を形成
し、連通路の上部付近にオーバー
フロー式の浮上汚泥取出部を設
け、処理液取出部との間にバッフ
ルを設け、浮上汚泥取出部から取
出した浮上汚泥を破砕装置で破砕
して反応部に返送する。 

特開平08-103795
94.10.04 

C02F 3/28 ZAB 
嫌気性処理装置 

特開平09-10792 
95.06.26 
C02F 3/28  

嫌気性処理装置 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平09-220592
96.02.16 

C02F 3/28 ZAB 
嫌気性処理装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3358348 
94.11.25 

C02F 3/28 ZAB 

嫌気性処理法 
 スケーリングを引き起こすことなく、グラニュール汚泥内
のみにMAPを析出させることにより、UASB法により有機物と
窒素及びリンの同時除去を行うと共に、グラニュール汚泥の
浮上、流出を防止する方法。窒素及びリンを含有する有機性
排水を酸生成槽１で処理し
た後、UASB反応槽で処理
するに当り、酸生成槽の流
入水又は流出水にMg塩を
添加すると共に、UASB反
応槽の流入水pHを5.8～
6.5に調整する。 
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表 2.15.4-2 栗田工業の技術要素別課題対応特許（4/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2001-252686
00.03.10 
C02F 3/28  

有機性排水の嫌気性処理方法 

特許3147491 
92.06.03 
C12Q 1/02 

有機酸濃度の測定方法及びメタン発酵処理装置 
 メタン発酵処理水中に残留する有機酸濃度を、メタン発酵
処理現場において、容易かつ効率的に、精度良く連続的に測
定する。この測定値に基いてメタン発酵処理状況を迅速かつ
正確に把握して、最適条件にて運転を行なう。 
 メタン発酵槽の処理水の一部をモニタリング反応槽でメタ
ン発酵し、発生するメタンガス量をガスメーター及びガス分
析計で測定し、発生メタンガス量測定値と流量計の値から、
演算装置にて処理水中の残留有機酸濃度を求める。この残留
有機酸濃度に基
き、原水流量、メ
タン発酵槽加温用
スチーム流量を増
減する。 

特許3203774 
92.06.25 

C02F 3/30 ZAB 

有機性排水の処理方法及びメタン発酵処理装置 
 嫌気性処理と活性汚泥処理又は硝化・脱窒処理等の好気性
処理との組み合せた生物処理により有機性排水を処理するに
あたり、処理効率の向上及び処理の安定化を図る。 
 嫌気性処理から発生するメタンガス量をガスメータ及びガ
ス分析計で測定し、メタンガス量と嫌気性処理槽の原水流量
とから、演算制御装置で
原水のBOD5 濃度を求
め、このBOD5 濃度に基
き、嫌気性処理槽をバイ
パスするバイパス原水流
量を制御する。 

特開平06-47393 
92.07.30 
C02F 3/28  

嫌気性処理装置 

安全化・安定化 
安定運転保持 反応の最適化 

反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平09-38688 
95.07.28 
C02F 3/28  

汚泥浮上検出装置 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-19578 
99.06.28 

C05F 7/00 301 
堆肥化装置 

コスト削減 
設備費削減 

不用物の処理 
不用物除去 

特開平07-328387
94.06.15 
B01D 53/86 

嫌気性処理装置からの排出ガスの処理方法 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特開平09-206785
96.02.05 
C02F 3/28  

嫌気性処理方法および装置 

コスト削減 
燃料削減 バイオマス原料の

調整 
可溶化・薬剤添加
等 

特開平09-206786
96.02.05 
C02F 3/28  

嫌気性処理方法および装置 

特許3409728 
99.03.01 

B09B 3/00 ZAB 

有機性廃棄物の処理方法 
 廃棄物をメタン発酵した後酸化剤を添加して可溶化し、更
にメタン発酵することにより減容化する方法において、可溶
化のための酸化剤添加量を大幅に削減して処理コストを低減
する。嫌気処理槽でメタン発酵した消化汚泥を曝気槽で曝気
して消化汚泥中の還
元性物質を除去した
後、改質槽でオゾン
や過酸化水素などの
酸化剤を添加して可
溶化し、さらに嫌気
処理槽でメタン発酵
する。 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特開2002-186996
00.12.19 
C02F 11/04  

有機性廃棄物の処理方法 
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表 2.15.4-2 栗田工業の技術要素別課題対応特許（5/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許3275636 
95.06.22 
C02F 3/28  

高濃度有機性排液の嫌気性処理方法 
 高濃度有機性排液を上向流嫌気性スラッジブランケット
（UASB）法により嫌気性処理するに際し、中和用のアルカリ
の添加量を削減し、しかも酸生成槽におけるHRTを短くして
効率よく処理する。 
 被処理液導入路からCODCr濃度が8,000mg/l以上の有機性
排液を酸生成槽に導入し、返送液路から返送する返送液およ
びアルカリ供給路から供給するアルカリと混合し、酸生成処
理を行う。この時、被処理液／返送液の容量比が３を超える
ように返送液量を調整する。また酸生成槽における被処理液
のHRT（酸生成槽の容量／被処理液流量）が４時間以下とな
るように被処理液の導入量
を調整する。酸生成液はメ
タン発酵槽の下部に導入
し、上向流でスラッジブラ
ンケットを通過させてメタ
ン発酵を行う。この処理液
の一部は返送液として酸生
成槽に返送し、残部は処理
液として排出する。 

特開平08-39090 
94.08.03 

C02F 3/28 ZAB 
嫌気性生物反応ガスの脱硫装置 

コスト削減 
薬剤等削減 

不用物の処理 
不用物除去 特開平08-47696 

94.08.04 
C02F 3/28 ZAB 

嫌気性生物反応ガスの脱硫装置 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特許3351033 
93.07.27 

C02F 3/28 ZAB 

有機性固形分を含む排液の処理方法および装置 
 有機性の固形分を含む排液を、小型の処理装置を用いて、
高有機物負荷で効率よく、しかも長期間安定的に処理し、発
生する汚泥量も少なくすることができる排液処理方法および
装置。 
 有機性の固形分を含む排液を第１の固液分離装置において
固液分離して、固形分濃度10～20重量％の高SS排液と、溶
解性有機物を含む低SS排液
に分離する。高SS排液は嫌
気性消化槽で嫌気性消化し、
消化液の一部を第２の固液分
離装置で固液分離し、得られ
た分離汚泥を嫌気性消化槽に
返送する。低SS排液は高負
荷嫌気性処理装置および／ま
たは好気性処理装置で生物処
理する。 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平11-197697
98.01.07 

C02F 11/04 ZAB 
有機性廃棄物の処理装置 

コンパクト化 

不用物の処理 
不用物除去 

特開平08-52491 
94.08.12 

C02F 3/28 ZAB 
嫌気性生物反応ガスの処理方法 

品質向上 
不用物の処理 
不用物除去 

特開平08-24570 
94.07.22 
B01D 53/52 

嫌気性生物反応ガスの脱硫装置 

特許3235131 
91.09.18 
B01D 53/52 

［2］ 

消化ガスの脱硫方法および装置 
 嫌気性消化により発生する消化ガスを低コストかつ高脱硫
率で脱硫し、メタン含有率の高い処理ガスを得るとともに、
硫化水素を無害化して、処理液とともに放流する。嫌気性消
化装置で発生する消化ガス
を、好気性酸化装置の混合液
または処理液と、吸収装置に
おいて気液接触させて、消化
ガス中の硫化水素を吸収さ
せ、吸収液を好気性酸化装置
で好気性酸化して、硫化水素
を酸化し、脱硫する。 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
有害ガス対策 

不用物の処理 
不用物除去 

特開平05-228459
92.02.18 
B09B 3/00  

塵芥埋立地からのメタンガス回収装置 
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表 2.15.4-2 栗田工業の技術要素別課題対応特許（6/6） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

環境への配慮 
臭気対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特許3200936 
92.03.31 
C02F 3/28  
［1］ 

嫌気性処理における臭気ガスの脱臭方法 
 簡単な装置と操作により、嫌気性処理において発生する臭
気ガスを、安定して効率よく脱臭することができる臭気ガス
の脱臭方法を得る。 
 有機性排水を嫌気性処理する方法における原水、嫌気性処
理途中の水または嫌気性処理水を脱臭槽に導いて、槽内の微
生物と混合し、嫌気性処
理で発生する臭気ガスを
空気とともに臭脱槽に通
気して好気性処理を行
い、脱臭槽に導入する水
は脱臭槽における滞留時
間が１日以上となるよう
に一過式で通水するよう
にした嫌気性処理におけ
る臭気ガスの脱臭方法。 

特開2002-301495
01.04.03 

C02F 3/28 ZAB 
嫌気性消化装置及び嫌気性消化方法 

バイオマス原料の
調整 
分別・分離方法 

特開2002-316186
01.04.19 

C02F 3/28 ZAB 
嫌気性消化装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-159998
00.11.24 

C02F 11/04 ZAB 
有機物含有排液の嫌気性処理方法および装置 

ア
ル
コ
ー
ル
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平06-79295 
92.09.07 
C02F 3/12  

有機性排水の処理方法 
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2.16.1 企業の概要 

商号 住友重機械工業株式会社 

本社所在地 東京都品川区北品川5丁目9-11（住友重機械工業ビル） 

設立年 1934.11.1 

資本金 308.7億円（2003.3） 

従業員数 3,389名（2003.3、単独）、11,777名（2003.3、連結） 

事業内容 機械、船舶鉄構･機器、標準・量産機械、建設機械、環境･プラント 

 

 総合重機の大手企業である。パワートランスミッション・コントロール事業、プラス

チック機械事業、精密機械事業、レーザ事業プラント・環境事業、鉄構・機器事業、産業

機械事業、製鉄機械事業、船舶海洋事業などがある。 

 

2.16.2 製品例 

 環境エネルギー関連プラントとして、都市ごみ焼却設備、循環流動層ボイラ、ガス化溶

融炉がある。また、排水中の固形分を化学的に凝集･沈殿させて、分離･除去する高速凝集

沈殿設備｢スミシックナー｣（登録商標）がある。超高負荷嫌気性排水処理設備としては、

｢バイオベッドシステム｣があり、メタン発酵プロセスを用い、従来の活性汚泥法では処理

できなかった高濃度排水が処理できる特徴がある。バイオガスシステムは家畜排泄物や生

ごみを原料として電気や熱、有機肥料にする。その他上下水設備、大気汚染防止装置など

がある。 

 

2.16.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した住友重機械工業の技術開発拠点は次の

とおりであり、神奈川県と愛媛県を中心として技術開発が行われている。 

神奈川県平塚市久領堤 1-15  住友重機械工業株式会社環境技術研究所 

神奈川県平塚市夕陽ヶ丘 63-30  住友重機械工業株式会社平塚事業所 

愛媛県新居浜市惣開町 5-2  住友重機械工業株式会社新居浜製造所 

東京都品川区北品川 5-9-11  住友重機械工業株式会社 

 

住友重機械工業の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.16.3-1 に示す。1997 年以降、

出願件数、発明者数ともに急速に増加している。 

 

2.16 住友重機械工業 
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図 2.16.3-1 住友重機械工業の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.16.4 技術開発課題対応特許の概要 

住友重機械工業の技術要素別出願件数を表 2.16.4-1 に示す。直接燃焼、熱化学的変換、

生物学的変換の全ての分野に出願がある。これらのうち熱変換技術とメタン発酵技術に関

する出願が最も多く各 17 件である。 

 

表 2.16.4-1 住友重機械工業の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 5 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 17 

化学反応 1 

炭化 1 

RDF 0 

固形燃料 0 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 0 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 17 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  41 
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 住友重機械工業の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.16.4-1 に示す。課

題としては熱効率の向上、非定常運転対策、ダイオキシン対策などが多く、これを熱分解

炉の構造の改良、運転管理･制御、熱回収方法などで解決している。 

 

図 2.16.4-1 住友重機械工業の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 
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地
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シ
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処
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回
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イ
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整

測
定
・
分
析 

課
題 

解決手段 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 



268 

 住友重機械工業のメタン発酵技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.16.4-2 に示す。

課題としては反応効率の向上、最終廃棄物削減などが多く、これを熱分解炉の構造の改良、

運転管理･制御、熱回収方法などで解決している。 

 

図 2.16.4-2 住友重機械工業のメタン発酵技術の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.16.4-2 に住友重機械工業の技術要素別課題対応特許 41 件を示す。 
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表 2.16.4-2 住友重機械工業の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概要 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特開平11-239781
98.02.26 

B09B 5/00 ZAB 
廃棄物処理装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開2001-263603
00.03.24 
F22B 21/06  

排ガスからの熱回収ボイラー 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特開2002-166248
00.09.25 
B09B 3/00 

ごみの前処理方法および装置 

コンパクト化 
バイオマス原料の調整
乾燥方法 

特開2001-29999
99.07.26 
C02F 11/12  

汚泥処理設備及び方法 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

品質向上 測定・分析 
特開2002-267119

01.03.08 
F23G 5/00 ZAB 

炉の性能試験方法 

効率向上 
反応効率向上 
熱分解効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2000-297917
99.04.13 

F23G 5/50 ZAB 
都市ごみ焼却装置及びその運転方法 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開2002-228124
01.01.31 

F23G 5/00 115 
溶融炉 

効率向上 
熱効率向上 

バイオマス原料の調整
乾燥方法 

特開2002-89812
00.09.14 

F23G 5/04 ZAB 
ごみ乾燥装置 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-161281
00.11.24 
C10J 3/00  

ごみのガス化システム 

特開2002-13713
00.04.05 

F23G 5/027 ZAB
ごみのガス化システム 

特開2003-1233 
01.06.19 

B09B 3/00 302 
ごみのガス化システム 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2003-90519
01.09.14 
F23G 5/027  

ごみのガス化システム 

安全化・安定化 
安全性確保 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2003-21314
01.07.04 

F23G 5/30 ZAB 
ガス化炉の起動方法 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2002-30291
00.07.14 

C10J 3/00 ZAB 
ガス化炉 

安全化・安定化 
安定運転保持 

測定・分析 
特開2001-279248

00.03.29 
C10B 49/02 

ガス化炉の供給空気量測定方法、ガス化炉の供給空気量
制御方法及びガス化炉の供給空気量制御装置 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2002-53875
00.08.10 

C10J 3/00 ZAB 
循環型流動床式ガス化炉 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2002-30290
00.07.14 

C10J 3/00 ZAB 
ガス化炉 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2001-241636
00.02.29 

F23G 5/50 ZAB 
廃棄物の処理方法及びその装置 
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表 2.16.4-2 住友重機械工業の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許3388425 
98.08.27 

F23G 5/50 ZAB 

焼却炉の燃焼制御方法 
 一次燃焼室内で発生するガスを二次燃焼室内に滞留さ
せ、ダイオキシンを分解できる燃焼制御方法。 
 ガス温度及び酸素濃度ＯB を測定する工程と、ガス温
度ＴF 、酸素濃度ＯF 、及びガス量を測定する工程と、
ガス温度Ｔ21、ガス温度Ｔ22、酸素濃度ＯB 、ガス温度
ＴF 、酸素濃度ＯF 、及び誘引送風機入口でのガス量ＧF 
に基づいて、二次燃焼室にて燃焼されるガス量Ｇ2 を算
出する工程と、ガス量Ｇ2 と二次燃焼室の高さ位置ｈx 
に応じた二次燃焼室の部分容積に基づいて一次燃焼室内
から発生するガスが二次燃焼室入口から２秒間移動した
高さ位置ｈx を算出する工程と、高さ位置ｈx でのガス
温度Ｔ2xを推定する
工程と、ガス温度Ｔ
2xが850℃以上
950℃以下になるよう
に燃焼空気の温度と
流量を調整して焼却
炉を燃焼制御する。 

特開2001-276792
00.03.31 

B09B 3/00 302 
ごみのガス化方法及びごみのガス化装置 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 特開2002-186933

00.12.19 
B09B 3/00 

ガス化溶融方法及びガス化溶融システム 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2003-74813
01.08.28 

F23G 5/027 ZAB
ごみのガス化システム 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2000-256680
99.03.09 
C10K 1/20 

ごみのガス化システムおよびごみのガス化方法 

炭
化 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特開2002-96054
00.09.22 

B09B 5/00 ZAB 
生ごみの処理方法及び装置 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特開2002-263699
01.03.12 
C02F 11/04  

消化装置 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2002-263693
01.03.06 
C02F 11/00  

消化装置および消化方法 

特開平11-333492
98.05.29 

C02F 3/28 ZAB 
メタン発酵処理装置及び処理方法 

特開2002-153899
00.11.17 

C02F 9/00 501 
メタン発酵処理方法および処理装置 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2002-292393
01.03.30 
C02F 3/28  

メタン発酵処理装置および処理方法 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特開2002-126784
00.10.30 

C02F 3/30 ZAB 
豆類排水処理方法及び豆類排水処理装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

安全化・安定化 
安定運転保持 反応の最適化 

反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2003-80281
01.09.14 

C02F 3/00 ZAB 

微生物活性状態の推定方法及びこれを用いた生物処理方
法、並びに微生物活性状態推定プログラム及び当該プロ
グラムを記録したコンピュータ読み取り可能な記録媒体
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表 2.16.4-2 住友重機械工業の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概要 

安全化・安定化 
安定運転保持 

不用物の処理 
不用物除去 

特許3111414 
97.02.05 
C02F 3/12  

コーヒー排水処理方法 
 コーヒーの製造に伴って生じた設備排水を被処理水と
して反応槽に供給し、反応槽において、被処理水に嫌気
性雰囲気下で生物学的処理を施し、生物学的処理を施し
た後の被処理水に凝集沈澱処理を施して、処理水と凝沈
汚泥とに分離させ、コーヒーの製造に伴って生じたコー
ヒー粕圧搾ろ液と前記凝沈汚泥とを混合して脱水し、脱
水ろ液を前記被処理水に混入させる。コーヒー粕圧搾ろ
液中の油成分は、凝沈汚泥と混合される間に凝沈汚泥に
付着し、脱水に伴って脱水ケーキと共に排出される。反
応槽内の被処理
水中の油成分も
少なくなり、グ
ラニュールメタ
ン菌に油成分が
付着するのが抑
制される。 

コスト削減 
燃料削減 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 

特開2001-121192
99.10.28 

C02F 9/00 504 
豆腐排水処理方法及び設備 

コスト削減 
薬剤等削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2001-232388
00.02.22 
C02F 3/28  

廃液処理方法及び装置 

不用物の処理 
不用物除去 

特開2000-294266
99.04.02 
H01M 8/06  
朝日麦酒 
［1］ 

エネルギ回収方法及び装置 

品質向上 

分離・精製 
特開2003-89795

01.09.18 
C10L 3/06 

濃縮ガス製造装置及び濃縮ガス製造方法 

環境への配慮 
有害物質対策 
窒素・リン除去 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2001-70915
99.09.01 

B09B 3/00 ZAB 
有機性廃棄物の処理設備及び処理方法 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-53374
01.08.17 

C02F 3/28 ZAB 
排水処理方法及び装置 

特開平11-169828
97.12.10 

B09B 3/00 ZAB 
廃棄物処理装置及び廃棄物処理方法 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2000-84590
98.09.11 

C02F 9/00 503 
朝日麦酒 

排水処理方法および装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2002-153897
00.11.17 

C02F 3/28 ZAB 
有機性排水の処理方法及び装置 
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2.17.1 企業の概要 

商号 宇部興産株式会社 

本社所在地 宇部本社 山口県宇部市大字小串1978-96 

設立年 1942.3 

資本金 435.6億円（2003.3） 

従業員数 3,420名（2003.3、単体）、10,829名（2003.3、連結） 

事業内容 化学･樹脂事業、建設資材事業、機械・金属成型事業、エネルギー･環境事

業 

 

 総合化学会社の大手企業であり、化学以外にもセメント、機械などの事業を展開してい

る。エネルギー･環境分野の売上高構成比率は約４％と少ない。 

 

2.17.2 製品例 

 エネルギー･環境事業の環境関連システムとして、ケミカルリサイクルの EUP｢加圧二段

ガス化システム｣、汚泥の化学工業用原料化設備｢汚泥膨化システム｣を事業化している。

汚泥膨化システムは、脱水処理された下水汚泥を含む有機性汚泥を加熱・加圧状態から瞬

時に減圧・フラッシュさせることによって汚泥表面の細胞膜を破壊し、汚泥粒子が保有し

ている水分を外に出させることで固体状の汚泥を液状化するものである。 

 

2.17.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した宇部興産の技術開発拠点は次のとおり

であり、山口県宇部市を中心として技術開発が行われている。 

山口県宇部市大字小串 1978-5  宇部興産株式会社宇部研究所 

山口県宇部市大字小串字沖の山 1980  宇部興産株式会社  宇部機械製作所 

山口県宇部市西本町 1-12-32  宇部興産株式会社  宇部本社 

東京都品川区東品川 2-3-11  UBE ビル  宇部興産株式会社東京本社 

 

宇部興産の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.17.3-1 に示す。1996 年に出願件数、

発明者数ともにピークに達した後は減少傾向にある。 

 

2.17 宇部興産 
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図 2.17.3-1 宇部興産の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.17.4 技術開発課題対応特許の概要 

宇部興産の技術要素別出願件数を表 2.17.4-1 に示す。全件数は 37 件であるが、熱化学

的変換に関するものが多く、特に化学反応変換技術に関するものが 23 件と多い。同社は

総合化学メーカーであり、廃プラスチックのリサイクル、特に化学原料化に関して事業化

しており、これに関連した出願がある。また、荏原製作所と共同開発している。 

 

表 2.17.4-1 宇部興産の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 2 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 3 

化学反応 23 

炭化 0 

RDF 8 

固形燃料 0 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 0 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 1 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  37 
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 宇部興産の化学反応変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.17.4-1 に示す。長

期運転のための損傷対策が大きな課題であり、これに対して、炉壁をセルフクリーニング

するといった反応装置の改良が解決手段としてとられている。 

 

図 2.17.4-1 宇部興産の化学反応変換技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.17.4-2 に宇部興産の技術要素別課題対応特許 37 件を示す。 
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表 2.17.4-2 宇部興産の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許3022907 
92.12.15 
F23C 10/20 

流動床焼成炉 
 産業廃棄物を焼却して、軽量骨材等の製品を連続して
効率良く得ることができる流動床焼成炉。 
 炉本体の下部に炉室底面に開口する製品抜出口を設
け、炉室に下端を炉室底面と隙間を開けられ製品抜出口
よりも炉本体側壁側へ寄せて位置された仕切壁を設け、
炉本体側壁側の炉室底面に炉本体の側壁側に行くほど高
くなる傾斜面を形成し、該仕切壁と該炉室底面の傾斜面
との間の空間に臨む炉室底面に流動化ガスが該空間に供
給されるように多数の分散ノズルの開口を設け、該空間
の炉室を焼成ゾーンとし
て形成すると共に該仕切
壁によって画成され該製
品抜出口の開口の上方に
臨む空間の炉室を溢流
ゾーンとして形成し、炉
本体に原料と燃料の供給
口を該焼成ゾーンに臨ま
せて設けた。 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

効率向上 
熱効率向上 

バイオマス原料の調整
乾燥方法 

特開平08-327035
95.05.29 

F23G 5/30 ZAB 
有機物含有残渣焼却処理装置 

効率向上 
反応効率向上 
熱分解効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開平10-300041
97.04.30 

F23G 5/32 ZAB 
荏原製作所 

高温酸化炉と酸化処理方法 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平08-159437
94.12.09 

F23G 7/00 104 
［1］ 

産業廃棄物の焼却溶融装置 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2000-328071
99.03.12 
C10J 3/00  
荏原製作所 

廃棄物ガス化処理におけるガスと排水と微粒スラグのリ
サイクル方法 

特許3072586 
95.02.03 
C10J 3/46  

宇部ｱﾝﾓﾆｱ工業 

乾式フィード方式と湿式フィード方式の同時ガス化によ
る難スラリー化固体炭素質原料のガス化処理法 
 乾式フィード方式と湿式フィード方式の併用によって
固体炭素質原料をガス化
炉内に同時導入し、加圧
状態下で前記固体炭素質
原料中の灰分の溶融温度
よりも高い温度で部分酸
化して一酸化炭素と水素
とを含有してなる可燃性
ガスを生成させるように
したガス化処理法。 

特開平11-43680 
97.07.25 

C10J 3/00 ZAB 
荏原製作所 

廃棄物のガス化処理方法および装置 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開2000-319671
99.03.11 

C10J 3/00 ZAB 
荏原製作所 

廃棄物の二段ガス化システムの運転制御方法 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平11-166185
97.12.02 
C10J 3/00  
荏原製作所 

廃棄物のガス化処理方法および装置 

安全化・安定化 
安全性確保 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2002-88378 
00.09.12 
C10J 3/00  

廃棄物ガス化におけるスラグ排出処理方法 

特開平11-33519 
97.07.23 
B09B 3/00 
荏原製作所 

廃棄物のガス化処理方法 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
長期運転対策 
損傷対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平11-35949 
97.07.23 

C10J 3/00 ZAB 
荏原製作所 

廃棄物のガス化処理装置および炉壁セルフコーティング
方法 
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表2.17.4-2 宇部興産の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開2000-328072
99.03.12 

C10J 3/00 ZAB 

廃棄物ガス化処理装置における高温ガス化炉の冷却ジャ
ケット構造 安全化・安定化 

長期運転対策 
損傷対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2000-329323
99.03.12 

F23G 5/14 ZAB 
廃棄物ガス化処理装置における高温ガス化炉構造 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2000-328069
99.03.12 
C10J 3/00  

廃棄物ガス化処理方法および装置 

特開平10-34106 
96.07.26 
B09B 3/00 

過酸化水素水を用いた廃棄物の処理方法 

特開平10-67992 
96.04.23 
C10J 3/00  
荏原製作所 

［2］ 

有機性廃棄物の資源化方法及び資源化装置 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3415748 
96.07.15 

C01B 3/02 ZAB 
荏原製作所 

有機性廃棄物の二段ガス化方法及び装置 
 有機性廃棄物から安価なＨ2 を得てＮＨ3 合成用に利
用する有機性廃棄物の資源化方法。 
 有機性廃棄物を二段ガス化して得られるガスを、ＣＯ
転化反応によりＨ2 転換し、ＮＨ3 合成用の原料とする
ことを特徴とする有機性廃棄物の資源化方法としたもの
であり、ガス化は、低温ガス化と高温ガス化を組合せた
ものであり、低温ガス化に流動層ガ
ス化炉、高温ガス化に溶融炉を用
い、ガス化に用いる流動層ガス化炉
は、流動層部で 450～650℃、フ
リーボード部で 600～850℃にてガ
ス化し、上記高温ガス化に用いる溶
融炉は、1300℃以上で高温燃焼する
ことにより、チャー、タール分をガ
ス化すると共に灰分を溶融スラグ化
して炉底より排出する。 

特開平09-296920
96.05.01 

F23G 5/44 ZAB 
荏原製作所 

廃棄物のボイラへの供給方法 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 特開平11-43681 

97.07.25 
C10J 3/00 ZAB 
荏原製作所 

廃棄物ガス化処理におけるガスリサイクル方法 

特開平11-262741
98.03.19 
B09B 3/00 

廃棄物の処理方法および処理装置 
コスト削減 
薬剤等削減 

不用物の処理 
不用物除去 特開2000-328070

99.03.12 
C10J 3/00  

廃棄物ガス化処理方法 

品質向上 分離・精製 
特開2000-328076

99.03.12 
C10K 1/10 

有機性廃棄物のガス化処理装置 

特開平11-267606
98.03.26 
B09B 3/00 

廃棄物の処理方法およびその装置 
反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平11-267607
98.03.26 
B09B 3/00 

廃棄物の処理方法およびその装置 

特開平11-262742
98.03.19 
B09B 3/00 

廃棄物の処理方法および処理装置 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
重金属等の対策 

分離・精製 
特開平11-267698

98.03.26 
C02F 11/12  

廃棄物の処理方法およびその装置 
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表2.17.4-2 宇部興産の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 
反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2000-246212
99.02.26 
B09B 3/00 

廃棄物の減容圧縮成形物の成形方法 

特開平09-291286
96.04.26 
C10B 57/04 

下水汚泥、固形廃棄物および低品位炭の同時処理方法 

特開平09-316464
96.05.24 

C10L 1/32 CRC 
固形廃棄物スラリの改良法 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平09-316466
96.05.24 

C10L 1/32 CRC 
固形廃棄物と低品位炭の同時処理方法 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平10-17877 
96.06.28 
C10L 5/46 
荏原製作所 

廃棄物の処理方法および装置 

特開平09-316465
96.05.24 

C10L 1/32 CRC 
固形廃棄物スラリの改良法 

バイオマス原料の調整
分別・分離方法 特開平09-316467

96.05.24 
C10L 1/32 CRJ 

反応生成スラリの改良法 

特開平10-121067
96.10.22 

C10L 1/32 CRA 
廃棄物・水スラリ燃料の製造方法 

液
体
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平10-130668
96.10.25 

C10L 1/32 CRA 
高濃度廃棄物・水スラリ燃料の製造方法 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開平09-294969
96.05.01 

B09B 3/00 ZAB 
荏原製作所 

有機性廃棄物の資源化方法 
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2.18.1 企業の概要 

商号 日本碍子株式会社 

本社所在地 名古屋市瑞穂区須田町2-56 

設立年 1919.5.5 

資本金 698.5億円（2003.3） 

従業員数 3,845名(2003.3、単体)、11,071名（2003.3、連結） 

事業内容 電力関連事業、セラミックス事業、エンジニアリング事業、エレクトロニ

クス事業 

 

 世界シェア約 30％の世界一の碍子メーカーである。碍子等電力関連機器、産業用セラ

ミックス、特殊金属製品、プラントエンジニアリング事業などを行っている。エンジニア

リング事業では上下水処理関連、ごみ処理関連のエンジニアリング事業を行っている。 

 

2.18.2 製品例 

 バイオマスエネルギーに関連する製品は、エンジニアリング事業である。これには上下

水処理関連、ごみ処理関連がある。廃棄物のガス変換溶融システムは、Noell 社から技術

導入したもので、廃棄物を熱分解・ガス化し、回収ガスから高効率発電、燃料ガス、化学

原料等を得る。 

 

2.18.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した日本碍子の技術開発拠点は次のとおり

であり、ほとんどの特許出願は愛知県名古屋市の本社からなされている。 

愛知県名古屋市瑞穂区須田町 2-56  日本碍子株式会社 

愛知県半田市 

愛知県春日井市 

熊本県熊本市 

 

日本碍子の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.18.3-1 に示す。年によって変動があ

るが、年間４件程度の出願件数がある。 

 

2.18 日本碍子 
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図 2.18.3-1 日本碍子の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.18.4 技術開発課題対応特許の概要 

技術要素別出願件数を表 2.18.4-1 に示す。直接燃焼、熱化学的変換、生物学的変換全

体にわたって出願している。最も多いのは熱変換技術の 11 件であるが、同社の熱分解ガ

ス化溶融システムは、得られたガスを燃焼するだけではなく、燃料や化学原料用のガスと

しても用いられる技術を開発しており、化学反応変換技術の出願件数が６件ある。ドイツ

の Noell 社と技術提携しており、その熱分解ガス化溶融システムを改良している。 

 

表 2.18.4-1 日本碍子の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 8 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 1 

化学反応 0 

炭化 6 

RDF 11 

固形燃料 0 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 1 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 8 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  35 
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 日本碍子の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.18.4-1 に示す。比較的出

願数が少ないので明確な特徴はないが、課題としては熱効率の向上に関するものが多く、

これを熱分解炉やその付属装置の改良によって解決している。 

 

図 2.18.4-1 日本碍子の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.18.4-2 に日本碍子の技術要素別課題対応特許 35 件を示す。 

 

 

2

熱分解効率向上 

燃焼効率向上 

熱効率向上 

発電効率向上 

安全性確保 

安定運転保持 

操作性改良 

損傷対策 

耐蝕性向上 

詰り対策 

非定常運転対策 

設備費削減 

燃料削減 

薬剤等削減 

コンパクト化 

ダイオキシン対策 

塩素化合物対策 

有害ガス対策 

重金属等の対策 

臭気対策 

最終廃棄物削減 

有価物化 

効率向上 

安全化・安定化 

コスト削減 

長
期
運
転
対
策

環境への配慮 

コンパクト化 

立
地
条
件 

排
ガ
ス
処
理
方
法
・
装
置 

測
定
・
分
析 

熱
の
複
合
利
用 

回
収
熱
の
利
用 

発
電
方
法
・
装
置 

熱
回
収
装
置 

運
転
管
理
・
制
御 

熱
分
解
炉
・
溶
融
炉
一
体
化 

溶
融
炉
付
属
装
置
の
改
良 

溶
融
炉
構
造
の
改
良 

熱
分
解
炉
付
属
装
置
の
改
良 

熱
分
解
炉
構
造
の
改
良 

原
料
の
投
入
管
理 

乾
燥
方
法 

可
溶
化
・
薬
剤
添
加
等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

装置の改良 反応の制御 

地
域
全
体
の
シ
ス
テ
ム

反
応
の
最
適
化

不
用
物
の
処
理 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整

測
定
・
分
析 

課
題 

解決手段 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 2.18.4-2 日本碍子の技術要素別課題対応特許（1/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特許3306849 
98.07.24 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物焼却方法 
 優れたエネルギーの回収効率を達成することができる
廃棄物焼却方法。流動焼却炉に廃棄物とともに脱硫・脱
塩剤を投入して抑制
燃焼させ、炉内で脱
硫・脱塩された抑制
燃焼ガスを高温集塵
機に通して除塵した
後に完全燃焼させ、
清浄な完全燃焼ガス
を廃熱ボイラに通し
て熱回収する。 

特許3073643 
93.12.27 

F28F 27/00 511 

焼却装置における熱交換器 
 熱交換を行う空気の導入口
を変更することにより、空気
の温度を調整する。焼却炉の
ケーシングの外周壁には、複
数の空気導入口を設け、開閉
バルブを介して空気供給装置
としての送風ファンへ接続す
る。送風ファンにより空気
は、複数の開閉バルブのうち
拡開された開閉バルブに対応
する空気導入口を介して熱交
換器のケーシング内に送風さ
れる。ケーシング内に導入さ
れた空気が排ガス通過管の周
壁から放熱された熱を熱回収
する。 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特開平07-280239
94.04.05 

F23G 5/50 ZAB 
流動炉およびその運転方法 

効率向上 
熱効率向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特許2945254 
93.11.10 

F23G 7/00 104 

脱臭脱硝方法および装置 
 焼却装置の排ガスの余剰エネルギーを有効利用できる
とともに、脱臭脱硝装置のランニングコストを低減する
ことができる流動炉の余剰熱を利用した脱臭脱硝方法お
よび装置。 
 焼却装置の白煙防止用熱交換器を利用し、脱臭脱硝用
予熱器により予熱した臭気、ＮＯｘ等を含む臭気ガスを
白煙防止用熱交換器を通過させてさらに加熱して、脱臭
脱硝反応可能な温度にした後、反応器に供給して脱臭脱
硝処理し、脱臭脱硝処理後の排ガスを脱臭脱硝用予熱器
で熱交換して低温にした後、低温となった脱臭脱硝処理
済みの排ガスを
白煙防止用のガ
スとして前記焼
却装置の煙突へ
供給する。 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2001-263601
00.03.24 
F22B 1/18  

廃棄物処理炉からの廃熱回収方法 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2001-65848 
99.08.26 
F23J 15/00 

焼却炉排ガスの処理方法及び処理装置 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
有害物質対策 
重金属等の対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特開2002-102647
00.10.03 
B01D 53/50 
清水 洋治 

焼却排ガスの処理方法 
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表 2.18.4-2 日本碍子の技術要素別課題対応特許（2/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
有価物化 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許3174527 
97.03.12 
B09B 3/00 

廃棄物の焼却方法 
 多くの補助燃料を必要とせずに、焼却灰から強度の高
い骨材を得ることができる廃棄物の焼却方法。 
廃棄物を流動焼却炉により焼却し、その排ガス中から回
収された焼却灰を造粒機により造粒する。流動焼却炉の
焼結灰排出口の近傍に高温の造粒灰焼結部を形成し、造
粒灰をこの造粒灰焼結部
に投入して焼結し、骨材
化する。クロムを多く含
む廃棄物の焼却には、造
粒灰焼結部を還元性雰囲
気とし、焼却灰中の六価
クロムを三価クロムとし
て無害化させることがで
きる。 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平11-63438 
97.08.27 

F23G 5/00 115 
溶融炉への酸素供給方法 

反応の最適化 
原料の投入管理 

特許3027330 
96.03.12 

F23G 5/30 ZAB 

廃棄物の焼却・溶融方法 
 排ガスの処理設備を簡略化でき、飛灰をシステム内で
処理することができ、しかもエネルギの無駄を省くこと
ができる廃棄物の焼却・溶融方法。 
 可燃性廃棄物を循環流動層焼却炉で焼却し、この循環
流動層焼却炉の排ガスから回収さ
れた飛灰を、廃プラスチックのよ
うな高発熱量廃棄物を燃料とする
灰溶融炉に投入して溶融させる。
そして灰溶融炉から排出される高
温の排ガスを循環流動層焼却炉に
導き、流動用ガスとして使用す
る。灰溶融炉としては、旋回溶融
炉、表面溶融炉などのバーナー溶
融炉のいずれかを用いることがで
きる。 

特開平10-103636
96.09.26 

F23G 5/027 ZAB 
廃棄物の熱分解溶融装置および方法 反応の最適化 

装置の改良 
熱分解炉付属装置の改
良 

特開平10-205728
97.01.17 

F23G 5/04 ZAB 
廃棄物溶融システム 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開平10-61918 
96.08.20 

F23G 5/00 115 
灰溶融炉 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-310418
01.04.09 

F23G 7/00 104 
廃棄物の処理方法 

効率向上 
熱効率向上 

地域全体のシステム 
立地条件 

特許3071174 
98.03.27 

F23G 5/04 ZAB 

廃棄物の集約処理方法 
 システム全体としての環境への負荷が軽く、しかも水
素ガスの形で熱量を供給することができる廃棄物の集約
処理方法。 
 地域分散型の各小規模処理場において廃棄物を乾燥す
る。そのエネルギ源は集約処理場で得られる可燃ガスで
ある。廃棄物は乾燥廃棄物の形で集約処理場に輸送さ
れ、熱分解炉で熱分解され、酸素付加したガス変換溶融
炉で溶融してスラグ化する。このガス変換溶融炉から発
生した可燃ガスは水素分離膜で水素ガスと一酸化炭素
リッチガスとに分離
し、水素ガスは各小
規模処理場に輸送さ
れる。一酸化炭素
リッチガスは複合発
電等による発電に用
いられる。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2000-273471
99.03.19 
C10J 3/00  

熱分解炉 
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表 2.18.4-2 日本碍子の技術要素別課題対応特許（3/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

安全化・安定化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置

特許3138649 
97.01.17 

F23G 5/027 ZAB 

廃棄物溶融システム 
 配管等の腐食の問題がなく、低発熱量の廃棄物を処理
する場合にも補助燃料を必要とせず、熱分解と溶融とを
一貫して行うことができる廃棄物溶融システム。 
 廃棄物の熱分解炉と熱分解残渣を溶融する溶融炉間に
湿式洗浄式の脱塩・脱水器を設置し、熱分解ガスの脱
塩・脱水を行う。これ
により配管等の腐食の
原因となる塩類が除去
され、エネルギー効率
低下の原因となる水分
も除去される。 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一体
化 

特開2003-65527 
01.08.23 
F23J 1/00  

廃棄物処理炉におけるスラグ除去方法 
熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対
策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特許2991639 
95.06.14 

F23G 7/00 102 

廃棄物焼却装置 
 廃棄物一括して焼却しながら窒素酸化物、ダイオキシ
ンなどの有害ガスの発生を極力防止する。 
 廃棄物焼却装置の焼却炉は、廃棄
物を熱分解する流動床部を含む熱分
解ゾーン、未燃炭素など未燃物を燃
焼させ、流動床部に流動ガスを供給
する燃焼ゾーン、および熱分解ゾー
ンで発生する可燃ガスを燃焼させる
クリーン燃焼ゾーンとが配設される
とともに、熱分解ゾーンで発生する
不燃物から金属などを分別する不燃
物分別装置が付設されている。 

炭
化 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

バイオマス原料の調整
粉砕・成型方法 

特許3046776 
97.02.27 

F23G 5/033 ZAB 

流木及び塵芥の処理方法 
 水力発電所のダム等から回収された流木と塵芥を経済
的に処理し、有用な炭を得ることができる方法。 
 水力発電所のダム等から回収
された流木と塵芥のうち、塵芥
は回転炉１で酸素過剰燃焼によ
り焼却する。流木は破砕機で一
片が15～50mmのサイズに破砕
し、更に乾燥機で水分が40％以
下となるまで乾燥したうえ同一
の回転炉に投入し、酸素抑制燃
焼に切り換えて炭化させる。 

特開2001-98282 
99.09.30 
C10J 3/00  

廃棄物処理方法 
反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開2003-65511 
01.08.27 

F23G 5/00 115 
廃棄物のガス化処理装置 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特許3054595 
96.10.28 

F23G 5/027 ZAB 
［2］ 

廃棄物の熱分解溶融ガス化処理方法 
 良質の改質ガスが得られる経済性に優れた熱分解溶融
ガス化処理方法。 
都市ごみ等の廃棄物を熱分解炉に投入して還元雰囲気下
で熱分解ガスと熱分解残査とに分離する。熱分解ガスは
高温集塵機により粒子成分を除去し、改質炉に供給して
改質し、ガス発電等
に利用できる改質ガ
スを得る。熱分解残
査はメタル分を除去
したうえで、旋回式
溶融炉で自燃させて
溶融し、このとき発
生する高温の排ガス
を改質炉の熱源とし
て利用する。 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2003-64383 
01.08.27 
C10J 3/00  

廃棄物のガス化処理装置 
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表2.18.4-2 日本碍子の技術要素別課題対応特許（4/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

コンパクト化 
反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特許3370866 
96.11.06 
H01M 8/06  

廃棄物の熱分解ガスによる発電方法 
 中小規模のごみ処理場でも、廃棄物を溶融処理すると
同時に高い発電効率の発電を行うことができる廃棄物の
熱分解ガスによる発電方法。 
 都市ごみ等の廃棄物を熱分解ガスと熱分解残査とに分
解する。熱分解ガスは高温のままセラミックフィルタに
通してチャーやカーボン分を除去し、改質炉で改質す
る。得られた改質
ガスは酸性ガス成
分の少ないガス
で、燃料電池に供
給して発電するこ
とにより高い発電
効率を得る。 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 
反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2003-65513 
01.08.27 
F23G 5/027  

ガス変換炉への熱分解物供給方法 

特許2138372 
91.04.26 

C02F 11/04 ZAB 

下水汚泥の処理方
法 
 熱アルカリ処理
を行うことによ
り、高効率で消化
処理する。 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特許2659895 
92.04.01 
C02F 11/04  

［2］ 

有機性汚泥の処理方法 
 都市ごみ等の廃棄物を熱分解炉に投入して還元雰囲気
下で熱分解ガスと熱分解残査とに分離する。熱分解ガス
は高温集塵機により粒子成分を除去したうえ改質炉に供
給して改質し、ガス発電等に利用できる良質の改質ガス
を得る。熱分解残査はメタル分を除去して旋回式溶融炉
で自燃させて溶融
し、このとき発生
する高温の排ガス
を改質炉の熱源と
して利用する。経
済性に優れた廃棄
物の熱分解溶融ガ
ス化処理方法。 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平05-7894 
91.07.05 
C02F 3/28  

硫酸イオンを含む有機性廃水の嫌気性処理方法 

特許2136826 
92.09.22 

C02F 11/04 ZAB 

有機性汚泥の嫌気性消化処理方法 
 費用を最小限に抑制しつつ消化率の向上とメタンガス
の回収率の向上とを図ることができる有機性汚泥の嫌気
性消化処理方法。 
 初沈汚泥に対しては、常温～嫌気性消化処理温度で熱
アルカリ処理を行い、余剰汚泥に対しては50～100 ℃で
熱アルカリ処理
を行った後、両
有機性汚泥を合
わせてpH7.3 ～
9.2 、20～60℃
の条件で嫌気性
消化処理する。 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

コスト削減 
薬剤等削減 

バイオマス原料の調整
可溶化・薬剤添加等 

特開2002-273397
01.03.15 
B09B 5/00 
中部電力 

有機性廃棄物の嫌気性消化方法及び装置 
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表2.18.4-2 日本碍子の技術要素別課題対応特許（5/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

コンパクト化 
不用物の処理 
不用物除去 

特許2083436 
92.06.18 

C02F 11/04 ZAB 

消化汚泥の固液分離方法 
 多くの電力や大規模な設備を必要とせず、消化汚泥を
十分にかつ速い速度で固液分離することができる消化汚
泥の固液分離方法。 
 嫌気性消化槽内で有機性汚泥をpHが7.3 以上のアル
カリ条件下で嫌気性消化処理し、消化汚泥中の炭酸イオ
ン、重炭酸イオン、溶存二酸化炭素濃度の総和を増加さ
せる。その後、pH
を低下させること
によって放出され
る二酸化炭素ガス
を利用して消化汚
泥を浮上分離させ
る。 

品質向上 
不用物の処理 
不用物除去 

特開平07-996 
93.04.22 
C02F 11/04  

［1］ 

汚泥消化ガスの利用方法 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
有害物質対策 
窒素・リン除去 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許2079514 
91.09.25 

C02F 3/34 101 

窒素成分を含む有機性廃水の処理方法 
 窒素成分を多量に含有する有機性廃水を、大量の余剰
汚泥を発生させることなく、メタンガスを回収しつつ、
効率良く処理することができる有機性廃水の処理方法。
 有機性廃水をメタン発酵処理、生物学的脱窒処理、硝
化処理からなるプロセスで処理する際に、メタン発酵処
理水のBOD 濃度がメタン発酵で増加するアンモニア性窒
素の脱窒に必要な炭素量相当になるようにBOD 容積負荷
を制御する。メタン発酵槽内のアンモニア性窒素濃度が
2000mg/L以下、プロピオン酸濃度が1000mg/L以下とな
るように有
機性廃水を
希釈する。 
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2.19.1 企業の概要 

商号 鹿島建設株式会社 

本社所在地 東京都港区元赤坂1-2-7 

設立年 1930.3 

資本金 640.7億円（2003.3） 

従業員数 10,380名（2003.3、単体）、17,376名（2003.3、連結） 

事業内容 土木建築及び機器装置･工事、都市開発等建設プロジェクト等の総合エン

ジニアリングなど 

 

 総合建設会社で、事業規模は最大手である。超高層ビル、耐震ビル、原子力発電所など

の技術に強い。エンジニアリング本部の環境本部では、水処理、廃棄物処理など環境対策

に豊富な実績と固有の技術がある。 

 

2.19.2 製品例 

 環境エンジニアリングでは、水処理、廃棄物、土壌汚染対策、総合的環境配慮計画など 

がある。メタクレスはバイオマスからエネルギーを取り出すバイオガス化発電システムで、

高温メタン発酵式有機性廃棄物処理システムである。新エネルギー・産業技術総合開発機

構の平成 10 年度事業で、燃料電池発電実証施設を有し、環境省の地球温暖化対策実施検

証事業（生ごみ燃料電池発電プラント）にも参加している。 

 廃棄物の処理･資源化に関し、企画・構想段階から、設計、施行、維持管理に至るトー

タルエンジニアリングを手がけ多くの実績がある。 

 

2.19.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した鹿島建設の技術開発拠点は次のとおり

であり、東京の技術研究所を中心として技術開発が行われている。 

東京都調布市飛田給 2-19-1  鹿島建設株式会社技術研究所 

東京都港区元赤坂 1-2-7  鹿島建設株式会社 

 

鹿島建設の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.19.3-1 に示す。年によって変動があ

るが、平均的には年間３件前後の出願である。 

 

2.19 鹿島建設 
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図 2.19.3-1 鹿島建設の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.19.4 技術開発課題対応特許の概要 

鹿島建設の技術要素別出願件数を表 2.19.4-1 に示す。最も多いのは生物学的変換のメ

タン発酵技術に関するもので、次いで多いのは燃焼技術に関するものである。燃焼技術に

は４件出願されているが、山岳部など特殊な場所での焼却施設に関するもので、建設会社

が得意な分野であることが特徴である。 

 

表 2.19.4-1 鹿島建設の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 4 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 1 

化学反応 0 

炭化 0 

RDF 0 

固形燃料 0 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 0 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 17 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 2 

合 計  24 
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 鹿島建設のメタン発酵技術の課題と解決手段の分布を図 2.19.4-1 に示す。燃料削減に

よるコスト削減が課題となっており、回収熱の利用を解決手段としている。また、反応効

率の向上も課題となっており、反応装置の改良とバイオマス原料の調整を解決手段として

いる。 

 

図 2.19.4-1 鹿島建設のメタン発酵技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.19.4-2 に鹿島建設の技術要素別課題対応特許 24 件を示す。 
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シ
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良 

可
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・
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剤
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等 

破
砕
・
成
型
方
法 

分
別
・
分
離
方
法 

反応効率向上 

安定運転保持 

設備費削減 

燃料削減 

薬剤等削減 

コンパクト化 

品質向上 

窒素・リン対策 

有害ガス対策 

臭気対策 

最終廃棄物削減 

品質向上 

コンパクト化 

安全化・安定化 

環境への配慮 

コスト削減 

効率向上 

バ
イ
オ
マ
ス
原
料
の
調
整 

装置の改良 反応の制御 

反
応
の
最
適
化 

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

不
用
物
の
処
理 

分
離
・
精
製

2

3

課
題 

解決手段 

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 2.19.4-2 鹿島建設の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特開平06-317099
93.05.06 
E21D 13/00 

廃棄物の処理施設 

特許2879813 
94.07.13 
B09B 3/00 

廃棄物処理施設 
 山岳部に独立した複数の地下空間を掘削し、地下空間に
廃棄物の焼却設備及び受入供給設備を設置し、これら複数
の地下空間を連絡用トンネルやクレーン走行部で連絡し、
また、煙突用の竪穴を掘削し、焼却設備を設置した地下空
間をこの竪穴に連通させ、さ
らに、地下空間掘削用の作業
坑をゴミ搬入用トンネル及び
灰搬出用トンネルとする。 
 未利用の山岳部に設置で
き、用地確保が容易で、用地
費の低減も図れる。また、焼
却施設は、外部からは見えず
現地形をほとんど変更するこ
となく周囲の環境、景観を損
なわず、臭気、騒音などによ
る周辺への影響も少ない。 

地域全体のシステム 
立地条件 

特許2899667 
95.07.27 

F23G 5/00 ZAB 

廃棄物処理施設 
 山岳部の地下の空間内に焼却設備を設置し、焼却設備の
箇所などで火災が発生しても、これによる火や煙が直ちに
ゴミ搬入路及び灰搬出路に充満することが防止できる。 
 山岳部を掘削して形成した地下空間内に廃棄物の焼却設
備を設置し、該地下空間にゴミ搬入路及び灰搬出路を連通
する廃棄物処理施設において、ゴミ搬入路に続くゴミのプ
ラットホームと焼却炉に続
くゴミピットとを無人のゴ
ミ輸送設備としてのベルト
コンベアーで接続し、ゴミ
搬出路に続く灰積み出し場
と焼却炉に続く灰ピットと
を無人の灰輸送設備として
のベルトコンベアーで接続
する。 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
環境問題全般 

反応の最適化 
原料の投入管理 

特開2002-102838
00.10.02 

B09B 5/00 ZAB 
有機性廃棄物の再資源化方法及びシステム 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉付属装置の改
良 

特開平10-324546
97.05.20 

C04B 5/02 ZAB 
荏原製作所 

廃棄物溶融スラグの骨材化法 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等 

特開2001-87798 
99.09.22 

C02F 11/04 ZAB 
可溶化式汚泥処理方法及び装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 バイオマス原料の調

整 
粉砕・成型方法 

特許2806495 
94.06.02 

C02F 11/04 ZAB 

余剰汚泥の処理方法 
 消化率が高く且つ消化速度の速い余剰汚泥の処理方法。
相対移動する一対の無気孔砥石 2a 及び 2b の対向間隙を粉
砕部とする石臼式粉砕機２で余
剰汚泥をすり砕き、すり砕いた
後の余剰汚泥を嫌気性消化槽で
消化処理する。無気孔砥石 2a 及
び 2b は気孔がほとんどなく、摩
擦熱等に起因する破損のおそれ
が極めて少ないので、両砥石 2a
及び2bの対向面の間隔を０mmに
近い状態で相対移動させること
ができる。 
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表 2.19.4-2 鹿島建設の技術要素別課題対応特許（2/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許2708087 
93.09.16 

B09B 3/00 ZAB 

厨芥の処理方法 
 比較的粒度の大きい高濃度の厨芥を一相式で処理する厨芥
の処理方法。 

酸発酵とメタン発酵とを行なう高温菌群を付着させたガ
ラス繊維製担体を一相式の嫌気槽内に配置し、台所や調理場
で用いられるディスポー
ザーで破砕した程度の粒
径のスラリー状の厨芥を
嫌気槽へ流入させる。嫌
気槽を高温菌群が活性を
示す温度に保ち、スラ
リー状の厨芥と高温菌群
とを接触させてメタン発
酵処理を行なう。 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平08-197036
95.01.26 

B09B 3/00 ZAB 
廃熱利用の有機廃棄物メタン発酵処理法 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特開平08-182998
94.12.28 

C02F 3/34 ZAB 
含油廃水の油脂分解方法 効率向上 

反応効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許3064272 
98.12.07 

B09B 3/00 ZAB 

生ごみのエネルギー回収システム 
 高温メタン発酵処理と燃料電池との組み合わせにより生ご
みからエネルギーを高効率で回収できるシステム。 
 生ごみをスラリーとする粉砕手段、粉砕手段に連通する反
応室を高温メタン生成菌の活性温度に保つ保温手段を有し、
スラリーを高温メタン生成菌によりバイオガスと消化液とに
消化するバイオリアクター、バイオガスにより電力と高温水
を発生する燃料電池、及び消化液中の残留有機物を更に浄化
し余剰汚泥をコンポスト材
料として沈殿させる二次処
理施設を備える。燃料電池
からの高温水により保温手
段を加熱すると共に、燃料
電池からの電力の一部分に
より粉砕手段とバイオリア
クターと二次処理施設とを
駆動し、残余の電力とコン
ポスト材料とを出力する。 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

安全化・安定
化 
安定運転保持 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特許2800992 
93.11.16 

C02F 11/04 ZAB 

固形有機物含有廃液の濃度調整機 
 生物処理に供する廃液中の固形有機物濃度を一定に調整す
る濃度調整機。 
 上部開口と弁付き廃水吐出口とを設けた廃液槽の内側に、
上端取込口と弁付き定濃度液排出口と多孔質周壁とを設けた
濾過槽を配置する。弁aを閉じ弁bを開いた状態で被処理廃
液を濾過槽へ供給し、多孔質周
壁を透過する水分である廃水を
廃水吐出口から流出させ、固形
物レベルセンサーの検出する上
限レベルまで固形有機物を濾過
槽に蓄積する。次に弁 a を閉
じ、給水手段により廃液レベル
センサの検出する上限レベルま
で廃液槽に給水し、一定濃度に
調整された固形有機物含有廃液
を得る。 
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表 2.19.4-2 鹿島建設の技術要素別課題対応特許（3/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

バイオマス原料の調
整 
粉砕・成型方法 

特許3169172 
96.11.18 

B09B 3/00 ZAB 
［1］ 

高圧粉砕式厨芥処理システム 
 連続的な嫌気処理が安定的に維持できる高圧粉砕式厨芥処
理システム。 
 筒体の片側から封止リング付き第１ピストンを嵌入させ、
且つ該筒体の反対側から筒体内壁
と微小間隙を介して封止リング付
き第２ピストンを嵌入させた高圧
粉砕機の両ピストンの間に厨芥を
投入する。両ピストンの間で厨芥
に高圧を印加して細胞性成分を粉
砕ペーストとし、粉砕ペーストを
微間隙を介して筒体外へ取り出
し、嫌気処理槽へ送出してメタン
発酵法で処理する。 

特開2002-280045
01.03.22 
H01M 8/06  

燃料電池組込み型水素発酵バイオリアクター 
反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平10-5718 
96.06.26 
B09B 3/00 
［1］ 

有機性廃棄物の処理方法及び装置 

安全化・安定
化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2002-272491
01.03.22 
C12P 3/00  

微生物群による水素生産方法及びその水素発酵微生物群 

バイオマス原料の調
整 
可溶化・薬剤添加等 

特開2000-288594
99.04.08 

C02F 11/04 ZAB 
汚泥処理方法及び装置 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特許3298786 
96.04.04 
B09B 3/00 

プラスチック廃材と生ごみの同時処理装置 
 プラスチック廃材と生ごみの経済的な同時処理装置。 

生ごみを粉砕機により粉砕の上スラリーとする。スラ
リーの取入口とスラリー分解処理後の消化液の流出口と加熱
器とを有し且つ内部に嫌気性微生物を保有する嫌気処理槽を
設ける。処理槽内の上部空間に連通したガスホルダー内に、
処理槽内でスラリー分解処理時に生ずる可燃性ガスを蓄え
る。加熱器及びガスホルダーに廃プラの減容機を接続し、可
燃性ガスを減容機で燃
焼させて発生した高温
ガスにより廃プラを軟
化・減容させて排出す
ると共に余剰高温ガス
Ｅを加熱器へ導き処理
槽を 50゜C～60゜C に
加熱しつつ消化液を流
出口から流出させる。 

特開平06-226287
93.02.08 

C02F 3/28 ZAB 
厨芥を含む廃水の処理方法 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 特許3159300 

96.04.04 
B09B 3/00 ZAB 

自足型の生ごみ嫌気処理装置 
 生ごみの嫌気性分解処理を当該処理で生ずる物質の利用に
より自足的に行う処理装置。 

生ごみを粒状体に切断の上スラリーにする粗粉砕部と相
対移動する一対の無気孔砥石の対向面間で前記粒状体を擦り
潰す微粉砕部とにより粉砕機を形成する。粉砕機からのスラ
リーの取入口と消化液の流出口と加熱器とを有する嫌気処理
槽の内部に嫌気性微生物を装填する。処理槽内の上部空間と
加熱器とに連通するガス
ホルダーを設け、処理槽
内での微生物によるスラ
リー分解処理時に生ずる
可燃性ガスをガスホル
ダーを介して加熱器に導
き燃焼させて処理槽を
50゜C～60゜C に加熱しつ
つスラリー分解処理後の
消化液を流出口から流出
させる。 
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表 2.19.4-2 鹿島建設の技術要素別課題対応特許（4/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開2002-326074
01.05.02 

B09B 3/00 ZAB 
日本製鋼所 

食品系及び木質系廃棄物の混合再資源化方法及び装置 

バイオマス原料の調
整 
分別・分離方法 

特開2000-33358 
98.07.17 

B09B 3/00 ZAB 
貝のメタン発酵処理装置 

環境への配慮 
最終廃棄物削
減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特開2003-103235
01.09.28 
B09B 3/00 
多田 旭男 

バイオマス利用の二酸化炭素除去方法及び装置 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
臭気対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特開平09-271745
96.04.04 

B09B 3/00 ZAB 
防臭型の生ごみ嫌気処理装置 
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2.20.1 企業の概要 

商号 株式会社神戸製鋼所 

本社所在地 神戸本社 神戸市中央区脇浜町２丁目10-26（神鋼ビル） 

設立年 1911.6.28 

資本金 2,181億円（2003.3） 

従業員数 9,122名（2003.3、単体）、26,765名（2003.3、連結） 

事業内容 鉄鋼･溶接、アルミ･銅、都市環境・エンジニアリング、機械、建設機械、

情報エレクトロニクスなど 

 

 鉄鋼の大手企業であり、鉄鋼、非鉄、機械が事業の３本柱である。これ以外には、都市

環境エンジニアリング、情報エレクトロニクス、不動産などの事業を行っている。 

 

2.20.2 製品例 

 環境保全関連のごみ分別･破砕･焼却炉・溶融炉では、循環流動層焼却炉、神戸製鋼・

フォスターウィラ循環流動層下水汚泥焼却炉、熱分解ガス化溶融システム、旋回流溶融炉

システム、リサイクル型都市ごみ総合処理システムなどがある。熱分解ガス化溶融システ

ムは流動床式熱分解炉と溶融炉を組合わせたものである。 

 廃水処理設備では、流動床式高負荷嫌気性廃水処理装置、流動床式好気性有機排水処理

装置などがある。 

 

2.20.3 技術開発拠点と研究者 

公報に記載されている発明者の住所から調査した神戸製鋼所の技術開発拠点は次のとお

りであり、兵庫県神戸市を中心として技術開発が行われている。 

兵庫県神戸市西区高塚台 1-5-5  株式会社神戸製鋼所神戸総合技術研究所 

兵庫県神戸市中央区脇浜町 1-3-18  株式会社神戸製鋼所神戸本社 

兵庫県神戸市 

大阪府大阪市中央区備後町 4-1-3  株式会社神戸製鋼所大阪支社 

 

神戸製鋼所の出願件数・発明者数の年次推移を図 2.20.3-1 に示す。出願件数、発明者

数とも、1996 年と 1999 年に二つのピークがある。 

 

2.20 神戸製鋼所 
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図 2.20.3-1 神戸製鋼所の出願件数・発明者数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.20.4 技術開発課題対応特許の概要 

神戸製鋼所の技術要素別出願件数を表 2.20.4-1 に示す。熱変換技術および燃焼技術に

関するもののみである。 

 

表 2.20.4-1 神戸製鋼所の技術要素別出願件数 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 技術要素Ⅲ 出願件数 

燃焼 9 
直接燃焼 

黒液燃焼 0 

熱変換 14 

化学反応 0 

炭化 0 

RDF 0 

固形燃料 0 

セメント、高炉用 0 

液体燃料 0 

熱化学的変換 

燃料化 

バイオディーゼル 0 

メタン発酵 0 

アルコール発酵 0 生物学的変換 

水素発酵 0 

合 計  23 
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 神戸製鋼所の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布を図 2.20.4-1 に示す。課題と

しては熱効率の向上、安定運転保持、コストダウンのための燃料削減などがあり、これを

溶融炉の構造の改良、運転管理･制御、熱回収の方法などによって解決している。同社の

熱分解ガス化溶融システムは、流動床型で、青森県中部上北、広島県安芸組合など４箇所

で稼動しており、流動床型では荏原製作所に次いで実績が多い。 

 

図 2.20.4-1 神戸製鋼所の熱変換技術に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.20.4-2 に神戸製鋼所の技術要素別課題対応特許 23 件を示す。 

 

2

2

熱分解効率向上 

燃焼効率向上 

熱効率向上 

発電効率向上 

安全性確保 

安定運転保持 

操作性改良 

損傷対策 

耐蝕性向上 

詰り対策 

非定常運転対策 

設備費削減 

燃料削減 

薬剤等削減 

コンパクト化 

ダイオキシン対策 

塩素化合物対策 

有害ガス対策 

重金属等の対策 

臭気対策 

最終廃棄物削減 

有価物化 

効率向上 

安全化・安定化 

コスト削減 
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整
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1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表 2.20.4-2 神戸製鋼所の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概要 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2003-65519
01.08.22 

F23G 5/26 ZAB 
可燃性廃棄物の燃焼処理方法およびその装置 

特許2967035 
95.04.21 

F23G 5/30 ZAB 

流動層熱回収装置及びその運転方法 
 流動層の熱回収部に設けられた伝熱管による熱回収率を向
上させ、熱回収率を自由に調節できるようにするもので、炉
底の流動層をバッフルで主燃焼部と熱回収部とに区画し、両
部にわたってその底部に第１分
散板及び第２分散板を設ける。
主に第１分散板からのガス噴射
で主燃焼部に流動粒子の活発な
上昇運動及び下降運動を起こさ
せる。熱回収部には熱回収用の
伝熱管を配し、この熱回収部に
対しても、主に第２分散板から
流動化ガスを噴射して砂粒子を
流動化し、その下降を円滑化する。 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許2664655 
95.06.21 

F23G 5/46 ZAB 

流動層熱回収装置における流動化ガスの供給方法及び装置 
 熱回収部における流動層を良好に流動化させながら、熱回
収量の増加を図るとともに、熱回収
部での燃焼を抑制して伝熱管を保護
する。炉底の流動層をバッフルで主
燃焼部と熱回収部とに区画し、熱回
収部内に伝熱管を設ける。両部にわ
たってその底部に第１分散板及び第
２分散板を設け、これら分散板から
噴射する流動化ガスによって上記流
動層を流動化する。 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許2930232 
95.07.21 

F23G 5/30 ZAB 

流動層熱回収装置及びその運転方法 
 炉底に分散板を設置し、分散板
上方に流動層を形成して、この流
動層内に熱回収用の伝熱管を設け
た流動層熱回収装置において、分
散板から流動層、特に主燃焼部に
噴射される流動化ガスを、空気中
の酸素ガス濃度よりも高い酸素ガ
ス濃度をもつ富酸素ガスとする方
法、装置であり、流動層からの熱
回収効率を高める。 

特開平09-303741
96.05.10 

F23G 5/50 ZAB 
流動床式焼却炉の制御方法及び装置 

安全化・安定
化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 特開2000-9301 

98.06.19 
F22B 1/18  

流動床式焼却炉の制御装置 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許2664645 
95.01.12 

F23G 5/30 ZAB 

流動層熱回収装置 
 小型の構造で、各部材の摩耗を避けながら、良好な流動層
形成及び熱回収を実現し、熱回収量の安定化及びその制御を
可能にする。 
 炉底に第１分散板と第２分散板とを設置し、両分散板同士
の間に不燃物排出部を設け、分散板の上方に流動層を形成す
る。第２分散板の上方に熱回収用の伝熱管及びバッフルを設
け、伝熱管の上方に、多数の流動化ガス噴射口をもつ複数の
散気管を並設する。分散板から
の流動化ガスの噴射により、流
動層の流動粒子がバッフルの近
傍を上昇し、散気管同士の隙間
及び伝熱管同士の隙間を通って
下降し、バッフルの下から上記
第１分散板の上方に戻る還流を
形成する。 

コンパクト化 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉付属装置の改
良 

特開平10-19223
96.06.27 

F23G 5/40 ZAB 
可搬式焼却設備 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン
対策 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特開2000-314515
99.04.28 

F23G 5/46 ZAB 
廃棄物処理設備の燃焼運転方法 



297 

表 2.20.4-2 神戸製鋼所の技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概要 

効率向上 
反応効率向上 
熱分解効率向
上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開平10-306910
97.05.06 

F23G 5/30 ZAB 
流動層熱分解炉及び被燃焼物処理装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特開2000-274634
99.03.24 

F23G 5/30 ZAB 
廃棄物処理方法及びその装置 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉付属装置の
改良 

特開平09-49617
95.08.09 

F23G 5/00 115 
廃棄物の焼却，溶融処理方法 効率向上 

熱効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特開平10-89647
96.09.18 

F23G 5/30 ZAB 
［1］ 

廃棄物処理設備における熱回収方法及び装置 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開2000-234715
99.02.12 

F23G 5/027 ZAB
旋回流溶融炉とその燃焼方法 

特開平10-103633
96.09.25 

F23G 5/027 ZAB
廃棄物処理設備における流動床熱分解炉の運転方法及び装置 

安全化・安定
化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開2000-248284
99.03.04 
C10J 3/02  

新日本製鐵、住友
金属工業、JFE ﾎｰ

ﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

急速熱分解設備の操業方法および装置 

安全化・安定
化 
長期運転対策 
耐蝕性向上 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装
置 

特開2001-212429
00.02.03 
B01D 53/68 

廃棄物処理設備における腐食成分除去方法 

特開2000-140796
98.11.13 
B09B 3/00 

廃棄物の熱分解溶融方法およびその装置 
熱エネルギー回収 
回収熱の利用 特開2002-89810

00.09.18 
F23G 5/027 ZAB

廃棄物の熱分解溶融設備およびその熱分解溶融方法 コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特開平10-103634
96.09.25 

F23G 5/027 ZAB
［1］ 

廃棄物処理設備における溶融炉の運転方法及び装置 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン
対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一
体化 

特許3282917 
94.05.20 

F23G 5/00 115 
［1］ 

廃棄物の溶融処理方法および装置 
ダイオキシン類の生成を有効に抑止するとともに、後続の

ガス処理工程の負荷の軽減を図る。 
羽口部にダスト等からなる浮遊性廃棄
物を燃焼室内に導入する浮遊性廃棄物
導入口を有し、炉室内の熱風導入口よ
り上部にロストルが設けられ、ロスト
ルの上部にセラミック製の粒状充填材
からなる充填層が形成されている。 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特許3207460 
91.09.06 
B09B 3/00 

溶融スラグ容器を用いた廃棄物を原料とする硬質骨材の製造
方法及び装置 
良質の硬質骨材を低コストでかつ連続的に効率良く製造す

る。 
廃棄物を溶融する溶融炉の排出口を保温室内に挿入し、保

温室内に複数の溶融スラグ容器を台車等を用いて移動可能に
設置し、順に排出口の下方の位置へ
送りこむようにするとともに、溶融
スラグ容器として、容器状に形成さ
れた断熱材の内表面に、断熱材より
も溶融スラグに対する耐腐食性に優
れた金属からなる内モールドを配し
たものを用いる。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特開平10-169944
96.12.03 

F23G 5/50 ZAB 
［1］ 

廃棄物熱分解炉における流動層制御方法 
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主要企業 20 社以外の技術要素別課題対応特許（特許および登録実用新案）を以下に示

す。 

主要企業以外の技術要素別課題対応特許（1/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

バイオマス原料の調整 
乾燥方法 

特許2662687 
92.08.07 
C02F 11/06 ZAB 
産業技術総合研究所、
土木研究所、ｵﾙｶ ﾉ゙ 

有機性汚泥の効率的な焼却方法 
固形状態を呈する有機性汚泥を焼却する際に、有機性汚泥
を 150℃以上の温度、その温度の飽和水蒸気圧以上の圧力下
に保持して流動化させ、フラッシュ減圧し、得られたフラッ
シュ減圧残渣物を焼却することにより効率よく焼却する。 

特許2538504 
93.06.04 
F23G 5/26 ZAB 
ｵｲﾙ ﾘｻｲｸﾙ 

焼却炉 
炉床の回転による遠心力と炉床の傾斜とによって被焼却物
を大、小の粒類と粉灰に分離して新燃層を作り出すことによ
り連続燃焼を行い、被焼却物の完全燃焼を行うことができ、
小規模な装置でも高い燃焼効率が得られる。 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉の改良 特許2945311 

94.10.20 
F23G 5/24 ZAB 
ﾌｫﾝ ﾛー ﾙ ｳﾑｳ ｪ゙ﾙﾄﾃﾋﾆｸAG

廃棄物焼却方法 
外的燃料が不要であるにもかかわらず、必要融点に困難な
く到達できる経済的な方法。 
ばら廃棄物、塵介を炉室内に導入し、分散位置にある複数
のランスの補助により、理論量より少ない量の工業銘柄酸素
を少なくとも音速で直接作用させる。廃棄物の連続燃焼に
よって発生される熱により、不燃性成分が融解され、未燃焼
の残留可燃性ガスは、ガス出口筒を介して２次燃焼室に供給
される。 

特許3169419 
92.03.09 
C02F 9/00 502 
月島機械 

吸収冷凍機を用いた廃液燃焼方法 
廃液中の水分を氷結させて濃縮し、熱経済の向上を図り、
氷結に伴ってCOD分およびBOD分の大部分を除去することに
より清浄な水を得る。 

特許2828195 
93.11.18 
C02F 11/00 ABB 
石垣機工 

スラッジの処理方法 
浄水場等において発生する濃縮汚泥を、廃熱ボイラーのス
チームで加熱し、フィルタプレス等の脱水機で脱水する。新
規に熱源を必要とせず、常温で脱水するのに比較して 50％
～100％脱水率が向上すると同時に殺菌され、事後の乾燥や
投棄処分が容易となり、農園芸等にそのまま利用することが
できる。 

実登2599978 
93.12.28 
F23G 5/28 ZAB 
大和三光製作所 

乾燥ゾーン付円型撹拌焼却炉 
円型炉床外側部の乾燥ゾーンに数本の熱風送管を配設し、
各送管の基部を炉外の排気戻管に連係させるとともに頭部
に、数本ずつの吹出管を取付けることにより、焼却炉の排熱
を利用して乾燥ゾーンの乾燥を促進させ、焼却ゾーンに低含
水分の材料を供給し、効果的な焼却を行なう。 
こうすることにより、炉床上に含水率の高い汚泥等が連続
的に送入され、外側の乾燥ゾーンに生材料が溢れ、内側の焼
却ゾーンが狭くなるため、未燃焼のまま或いは燃焼を続けな
がら灰出口に排出され、後続する排出ラインのコンベヤトラ
ブルの原因となることを防止する。 

特許2771445 
94.03.07 
F23G 5/04 ZAB 
東亜環境ｻｰﾋﾞｽ 

汚泥処理装置 
脱水機から送り込まれた汚泥を一方向へ強制的に移送可能
な乾燥路と、この乾燥路の外周に構成されて高温・高圧の蒸
気の供給により乾燥路の中を間接的に加熱する蒸気通路とを
備えることにより、汚泥に含まれている水分を効率よく除去
し、その後の汚泥の焼却による灰化を容易にする。 

特許3349705 
94.08.26 
F23G 7/04 601 
ﾐﾈﾙｷ゙ ｰ CORP 

製紙工場スラッジなどの変換方法 
灰分含量の高い製紙工場スラッジあるいは同様の有機ス
ラッジを、サイクロン炉において別の燃料源とともに焼成す
ることにより、スラッジの熱分を回収し、灰分をガラス状ス
ラグに変換する。 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

効率向上 
熱効率向上 

バイオマス原料の調整 
乾燥方法 

実登3025118 
(権利消滅) 
95.11.22 
F23G 5/04 ZAB 
浜田製作所 

含水廃棄処理物の乾燥・焼却処理装置 
ジャケット付き回転乾燥機の一端と焼却炉の炉体とを連結
して、ジャケット付き回転乾燥機から産出する生成乾品を乾
燥排ガスとともに焼却炉内に直接導入することにより、家畜
糞や各種処理汚泥等の含水廃棄処理物を被処理物とする乾
燥・焼却処理装置系を簡素化し、省エネルギー及び省スペー
スを可能とする。 

2.21 主要企業以外の特許番号一覧 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（2/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許2557321 
94.05.20 
F23G 5/46 ZAB 
郭 聡賢 

ゴミの焼却及び熱エネルギー運用の設備 
 主に一つの焼却炉とボイラーを燃焼ガスの通気道で互いに
連接し、焼却炉内には冷却水を通した鉄管或いは耐熱材料の
棒で形成した格子を設け、ゴミが格子に逐次堆積して薄い壁
を作り、下降することによってゴミの加熱乾燥時間、及び燃
焼ガスの接触する機械を増やし、空気比を下げ、燃焼ガスの
温度を上げてエネルギー回収を増やす。 

実登3011507 
(権利消滅) 
94.08.22 
F23G 5/46 ZAB 
和光機械工業 

焼却炉 
底部にロストルを持つ一次燃焼室を形成する燃焼炉体を二
重鋼板水冷ジャケットで構成し、一端側に焼却物投入口と焼
却灰排出口とを設け、それぞれ開閉自在の密閉用扉を設け又
燃焼空気供給調節口を設ける。他方、他端閉塞側には一次燃
焼室に連通して二次燃焼室と共に排気口に連通する排気筒を
設け、二次燃焼室に空気を供給する昇温バーナーを設け、ま
た、閉塞端側には水冷ジャケットに水を供給するフロート式
レベル保持水タンクと温水を取出す開閉弁を設け、更に、上
部には蒸気を排出する蒸気排出筒を設ける。雑芥やゴム屑、
プラスチック類、厨芥等の混合雑芥等を無煙、無臭、無公害
状態で焼却処理し、その際の発生熱エネルギーを温水器等に
使用可能にする。 

実登3021515 
(権利消滅) 
95.08.09 
F23G 5/00 119 
尾崎 直利、 
ﾏｸﾞ 末広工業 

焼却炉 
ウオータージャケット式冷却構造の焼却炉の炉壁及び蓋壁
の高温域に整流板を設置し、炉壁と整流板及び蓋壁と整流板
によって構成される高温域における空間部に、給水口及び取
水口を炉壁及び蓋壁の外部に設置した管を配設する。整流板
は、対流を整流し、管が配設された狭い領域に対流を集中さ
せ、管を循環する飲料水を効率よく加熱する。過熱された冷
却水の熱を経済的かつ効率よく利用し飲料水を加熱する。 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

実登3050319 
(権利消滅) 
97.05.21 
B09B 5/00 ZAB 
白川 豊 

生ゴミ乾燥、灰化装置 
台所から出る生ゴミ、残飯等をストッカーケースに投入
し、スイッチ釦にて作動後、粗大ゴミを固定刃と回転テーブ
ルにより徴粒子に粉砕、発生する摩擦熱やモーター冷却用の
排気熱にて、汚水やゴミ、カスの水分を蒸発、吸引させ、短
時間に乾燥する。粉砕時の臭気や臭いを含む蒸気は、スプレ
イ水やファンの排気圧力にて、充填する水の中に潜入し溶解
させる。処理完了後電磁弁を切り替え、全てを吸引ファンに
より紙パックに回収し、臭いの逆流を防止する為、水をタン
クに充填しシールする。家庭、業務用と処理量に合わせ選
定、共に短時間で乾燥し全てを回収するバキューム乾燥方式
で、河川等の汚染や環境破壊の歯止めと、各治自体の費用の
軽減を計り、処理後のゴミ、カスは堆肥として再利用する。

特許3054259 
92.01.14 
F23G 5/46 ZAB 
産業技術総合研究所 

焼却装置 
被焼却物を燃焼室において燃焼することにより生じた燃
焼ガスの廃熱を熱交換器において冷媒を用いて回収する。
燃焼ガスを通過させるために熱交換器に設けたガス通路を
少なくとも部分的に横切るように配設された熱交換パイプ
の本数は、３本以上（好ましくは４～10 本）であり、こ
の３本以上の熱交換パイプは、燃焼ガスがガス通路を旋回
しながら通過する位置関係で配設されている。燃焼ガスの
流動速度が熱交換パイプにより著しく低下することがない
から、燃焼室において被焼却物を良好に燃焼させることが
でき、また、熱交換器において燃焼ガスと冷媒との熱交換
を効率良く行うことができる 

実登2146535 
92.11.30 
F23G 7/00 ZAB 
猪子 純一 

鶏ふん焼温機 
両側（左右）燃焼構造（Ｗ方式）にフィーダーを取り付
け、ロストル面を波型にし、押し込み螺旋を短くして、熱
交換機を鉛管方式から水管方式にすることにより、充分な
燃焼力と、設置のしやすさ、簡単な操作により安心してブ
ロイラーの飼育ができることと鶏ふんの処理を目的とす
る。 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許3012757 
93.07.21 
F23G 5/16 ZAB 
松下電器産業 
中部電力 

貯湯器付き焼却装置 
二次燃焼室の下流に備えた燃焼室熱交換器と排気ガス浄
化室熱交換器と貯湯器とを直列に接続することにより、燃
焼空気を増量させず、また燃焼制御温度を上げることな
く、二次燃焼室の単位時間当りの燃焼量増加を可能とす
る。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（3/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許2117554 
(権利消滅) 
92.05.22 
C02F 9/00 501 
荏原ｲﾝﾌｨﾙｺ 
荏原総合研究所 

固形廃棄物と廃水の処理方法 
固形廃棄物を焼却する焼却工程と、焼却工程より発生する
熱を利用して蒸気を発生させる蒸気発生工程と、蒸気を有機
性廃水に作用させてアンモニアを放散させるアンモニア放散
工程と、アンモニアを含有する気体を焼却工程に導くアンモ
ニア焼却又は廃ガス脱硝工程と、アンモニア放散後の有機性
廃水を生物学的に処理する生物学的廃水処理工程とからなる
固形廃棄物と廃水の処理方法としたもの。 
固形廃棄物の焼却処理工程とアンモニア含有有機性廃水の
処理工程を配備し、それぞれから発生する廃熱及び排ガスを
有効に利用する。 

特許2530277 
(権利消滅) 
92.09.30 
C02F 9/00 501 
荏原ｲﾝﾌｨﾙｺ 
荏原総合研究所 

固形廃棄物と廃水の処理法 
固形廃棄物を処理する焼却炉より蒸気を得、この蒸気を発
電、高濃度有機廃水のアンモニア放散工程、および廃棄物集
積場からの浸出水の蒸発工程に利用する。更にアンモニアを
除いた高濃度有機廃液は嫌気生物処理工程に進み、ここから
のメタンはアンモニアと合わせて焼却炉に導入される。固形
廃棄物の焼却処理工程とアンモニアを含有する高濃度有機性
廃水の処理工程及び最終処分場浸出水の処理工程を相補的か
つ効率的に組合せた。 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特許3344448 
95.04.07 
C02F 11/00 ZAB 
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ 

汚泥処理方法 
含水汚泥を、乾燥することなく、また、添加剤を用いて前
処理することなく、直接、既存の簡易な焼却設備である乾式
キルンに投入してセメント原料と共に焼却処理することがで
きる。キルンに投入された含水汚泥は、その殆どが水分と有
機成分であるため、焼却により残留する灰分はごく微量であ
り、セメントクリンカーの品質に影響を及ぼすこともなく、
通常運転を行える。 

特許2769289 
(権利消滅) 
94.03.08 
F22B 21/06  
三本松 豊 

ごみ焚きボイラー 
燃焼室を画定する壁部に設けられた多数の小孔から加圧エ
アを燃焼室内に供給することにより、酸素が被燃焼物内部ま
で十分に供給され、かつ燃焼室内が攪拌され、燃焼室内にて
高い熱量の効率的な燃焼が行われるため、従来よりも少量の
空気で燃焼可能となる。また、この壁部をなす水管間の吸熱
フィンに多数の小孔を設ければ、熱交換が行われる水管及び
吸熱フィンの表面に極近い燃焼室内空気が攪拌され、熱伝達
率が向上できる。更に燃焼室と外気との間に燃焼室に供給す
る加圧エアの通路をなす空室を介在させれば、燃焼室が外部
から断熱され、かつ空室内を通過するガスが加温され、燃焼
室内の温度が相乗的に高くなる。従って、油焚きボイラーと
同等以上の性能をごみの燃焼により確保できる。 

効率向上 
熱効率向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

実登3042371 
(権利消滅) 
97.04.10 
F23G 7/04 602 
小池 正志 

有機性汚泥焼却炉 
加熱用バーナー、有機性汚泥投入口、排出口と排気口を併
設した回転式燃焼室の内部に無機性粒状物、例えば砂を入
れ、回転式燃焼室を回転させる。有機性汚泥、例えば焼酎廃
液等を回転式焼却炉で炉壁に付着なく効率よく蒸発、乾燥、
焼却処理し、炉の内部で加熱した砂が流動して炉壁への付着
防止、炉内温度の均一化、設備の簡素化、装置の小型化、作
業の省力化等の効果を有する。 

効率向上 
発電効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許2655251 
95.07.27 
F23G 5/00 119 
ｳｴﾝ ｱーﾝ ﾌﾝ ﾘﾝ 

焼却炉フレ－ム 
炉棚を取り囲んで３つの送風機が炉殻に対する接線上に配
置されており、該送風機は渦巻き状を呈するように風を吹込
む。炉室に設けられた空気入口前方の開口の方向は、炉棚内
に第二の燃焼空間を形成する、炉棚に固定された上方及び下
方の案内板と同じである。燃焼中に生じた灰を含む高温空気
流は排気管を介して水容器の水中に散布され、灰は濾過材上
に維持される。炉棚の底部に残った灰は回転可能の格子によ
り灰収集装置に落下させられ、該灰収集装置の下方の灰排出
装置のオーガー軸により外部に排出される。燃焼サイクルを
繰り返す焼却炉であり、発電用蒸気を生成するように高い燃
焼熱を供給する。 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
安全性確保 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許3037457 
91.04.30 
F23G 7/00 104 
月島機械 

含水固形物の乾燥・焼却方法 
 含水固形物の乾燥・焼却に当たり、設備費および維持費を
大幅に低減するとともに、発火・爆発を防止する。 
 流動乾燥機の排ガスを利用した圧縮・湿潤空気により熱媒
体が流動化する中に焼却原料を投入し、熱媒体との接触によ
る乾燥を行なった後、熱媒体とともに原料移送管を通じて高
速流動焼却炉に投入する。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（4/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

バイオマス原料の調整 
分別・分離方法 

特許2948131 
(権利消滅) 
95.09.07 
F23G 7/00 104 
不二越 

汚泥乾燥装置を有するごみ焼却炉 
ごみ焼却部の燃焼排ガス出口側とロータリ式汚泥乾
燥装置の乾燥汚泥排出口を対向開口させて設け、乾燥
汚泥投入口と乾燥汚泥排出口及び乾燥汚泥取り出し口
に渡って乾燥汚泥移動手段を設ける。さらに、燃焼排
ガスを二カ所のダンパーを介してロータリ式汚泥乾燥
装置とバイパス煙道へ導入する。乾燥汚泥を焼却又は
リサイクル使用のどちらでも選択できるようにし、燃
焼排ガスと汚泥乾燥のエネルギーバランスを制御し焼
却炉の安定燃焼の維持、熱源のランニングコストの低
減を図る。 

特許3170654 
92.09.01 
F23G 5/50 ZAB 
大川原製作所 

乾燥焼却設備の運転制御方法 
焼却炉内の温度と、乾燥機の排気ガス温度と、誘引
ファンのダンパー開度と、被処理物供給ホッパからの
被処理物の乾燥機投入量とを条件部とし、焼却炉内の
設定温度と、燃焼ファンのダンパー開度と、被処理物
供給ホッパからの被処理物の乾燥機投入量とを結論部
とするファジィ推論を行う。従来熟練オペレータに
よってなされていた操作を自動で制御でき、焼却炉で
発生する熱量と乾燥機で消費する熱量とのバランスが
考慮された乾燥焼却設備の効率的な運転が実現でき
る。 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許2648135 
94.08.09 
F23G 5/50 ZAB 

ﾏﾙﾃｨﾝ GMBH ﾋｭｱ ｳﾑｳ ｪ゙ﾙﾄ ｳﾝﾄ 
ｴﾈﾙｷ゙ ｰﾃﾋﾆｯｸ 

燃焼設備、特にごみ焼却設備の燃焼を制御する方法 
燃焼温度に直接比例する制御量を検出するために、
燃焼設備の下降する排気通路内に、排気の温度を測定
する赤外線高温計の形をした赤外線測定装置を設け
る。この測定装置を下降する排気通路内に配置したこ
とにより、燃えている燃料床または火炎の放射による
影響が締め出す。このようにして検出された温度に依
存する制御量は、燃焼過程に影響を及ぼすために直接
的または間接的に使用可能である。好ましい用途で
は、温度に依存する制御量が、燃料供給と火格子速度
に影響を与えるために役立ち一方、一次空気量に影響
を与えるために、蒸気流量から導き出された制御量が
役立つ。燃焼設備の燃焼の制御方法において、技術的
に簡単で低コストの温度検出を可能にする。 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許3394085 
94.03.15 
C02F 1/02 ZAB 
月島機械 

アルカリ含有廃液の燃焼方法 
耐火物が直接炉内に臨む構造を有しかつアルカリ分
を含んだ廃液を高温で燃焼する装置において、耐火物
の内張り部分に対応する外壁部分に熱媒を流通して冷
却を図り、この冷却条件として、熱媒温度を 150～
320℃、冷却に伴う耐火物の炉内表面温度を 750℃を超
え900℃未満とする。耐火物の寿命を大幅に延長し、冷
却媒体の通路の腐食を防止する。 安全化・安定化 

長期運転対策 
耐蝕性向上 

熱エネルギー回収 
熱回収装置 

特許3239678 
95.02.28 
C22C 19/05  
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ 

ごみ焼却炉の排ガス廃熱利用ボイラーの伝熱用複合管 
内層を通常のボイラー用鋼で構成し、外層を Cr：20
～25％、Mo：18～25％、Nb：0.5～５％、Fe：0.01～
７％、C：0.05％以下、Si：0.1％以下、P：0.03％以
下、S：0.03％以下を含有し、さらに必要に応じて、
W：0.1～２％、希土類元素：0.001～0.1％、Y：0.001
～0.1％、Zr：0.001～0.1％、Hf：0.001～0.01％、B：
0.001～0.01％を含有し、残りがＮｉとその他の不純物
からなる組成を有するＮｉ基合金で構成した複合管。 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許3322815 
96.11.25 
F23G 7/04 602 
ｻﾑｿﾝ 

廃液混焼ボイラー 
燃料ガスをバーナーへ供給する燃料ガス供給ライン
と、廃液をバーナーへ供給する廃液供給ラインを設
け、燃料ガスと廃液を混焼するバーナーをボイラーに
設けており、ボイラーで発生させた自己の蒸気または
高圧空気供給手段により加圧させた空気を廃液供給ラ
インに導入し、蒸気または空気の圧力によって廃液ノ
ズルより噴射している廃液を霧化する廃液混焼ボイ
ラーにおいて、廃液の燃焼を停止する際、廃液供給を
停止した後で蒸気または空気のみを廃液ノズルより噴
射し、廃液ノズル内部に残った廃液を取り除く。廃熱
混焼ボイラーにおいて、運転を行う際に発生する問題
を解決する。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（5/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

バイオマス原料の調整 
乾燥方法 

特許2531482 
93.02.26 
F23G 7/04 601 
大阪熱管理工業 

廃液処理装置 
廃液を間接加熱により廃液に含まれる水分を蒸発さ
せて濃縮する間接加熱手段と、この間接加熱手段に
よって蒸発され生成されたケーキ状物と残留液とから
なる濃縮物を焼却する焼却手段とからなり、且つ間接
加熱手段と焼却手段とを連続して一体的に形成してな
る。設置面積や設備を最小限に抑えることができ、ま
たこれらの処理を連続一体的に行うことによって維持
管理が容易であり、ランニングコストも最小限に抑え
ることが可能である。 

コンパクト化 

反応の最適化 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

特許2856686 
94.12.13 
F23G 5/027 ZAB 
ｷﾝｾｲ産業 

焼却炉 
焼却炉の底部を上下の揺動により観音開き様に開閉
する一対の底板と、底板の閉位置での接合箇所に密着
して延在する断面三角形状の中空の梁材と、底板をそ
の閉位置で開閉不能に係止する係止手段とを備える。
係止手段は、底板にそれぞれ固着した挿通部材の挿通
孔にテーパピン状の係止部材を挿通することで両底板
を開閉不能に係止する。梁材内には冷却水が流通さ
れ、その内部の上端部は梁材の一端側から他端側に向
かって上昇するように傾斜されている。底板を焼却炉
の炉体側方に張り出させることなく焼却物の排出を行
うことができると共に、焼却処理時の密閉性や焼却物
の荷重に対する耐性に優れた焼却炉を提供する。 

環境への配慮 
環境問題全般 

地域全体のシステム 
立地条件 

実登3032794 
(権利消滅) 
96.06.24 
F23G 50/33 ZAB 
中銀観光 

廃棄物処理装置 
焼却により生じるエネルギーを回収し余剰電力を発
生させる廃棄物処理発電機機構と、焼却により生じる
乾燥灰を回収し鉄金属と非鉄金属とボイラーアグリ
ゲート等に分別し再利用させる乾燥灰分別再利用機構
と、焼却により生じる酸化有毒ガスを中和し重金属と
有機物を固着させ清浄な空気として排気させる大気汚
染防止機構とを有する廃棄物処理装置のエリヤを高速
道路に直結する。ハイウエイパークにおける、廃棄物
処理用地の確保の問題、廃棄物焼却処理場での
2,3,7,8-ダイオキシンの発生による大気汚染等の公害
発生の問題、悪臭発生や環境悪化に伴う廃棄物周辺地
域の住民問題、汚水排水処理の問題等様々な廃棄物処
理の問題を解決する。 

環境への配慮 
有害物質対策 
ダイオキシン対策 

不用物の処理 
排ガス処理方法・装置 

特許3203314 
97.09.30 
F23G 7/00 103 
ﾌ゚ ﾗﾝﾃｯｸ 

非連続燃焼式ごみ焼却施設及びそのごみ焼却施設にお
けるダイオキシン類削減方法 
通常運転用主バグフィルタと立上げ・立下げ用副バ
グフィルタの２群となし、立上げ・立下げ時には副バ
グフィルタで処理し、通常運転時には主バグフィルタ
で処理するとともに、副バグフィルタから払落したプ
レコート層と捕集灰を再燃室に返送して、ダイオキシ
ン類の熱分解を行う。非連続燃焼式ごみ焼却施設にお
ける立上げ及び立下げ時に発生し、濾布内で合成され
るダイオキシン類の排出量を、簡単な設備で削減す
る。 

特許2789154 
93.03.12 
C05F 7/00 
立山ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  

汚泥の処理方法 
下水道処理施設などから出る汚泥脱水ケーキを焼却
処理用とコンポスト処理用とに振り分け、焼却処理用
汚泥脱水ケーキは焼却炉において700℃以上の高温で焼
却処理し、コンポスト処理用汚泥脱水ケーキは水分調
節の後、醗酵させてコンポスト化する。焼却処理にお
いて発生する焼却熱は醗酵の熱源とする。焼却灰も必
要に応じて汚泥脱水ケーキに供給して水分調整剤とし
て再利用し、更にコンポスト施設において醗酵中に発
生した臭気は焼却炉へ送り、燃焼させて脱臭させると
共に醗酵完了後の物質は有機肥料として再利用する。
汚泥の処理を効果的に実施する。 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
臭気対策 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許3075465 
96.08.07 
F23G 5/04 ZAB 
日本製鋼所 

スラッジの焼却方法および焼却装置 
流動床焼却炉の流動層構成材料に気体を吹き込み流
動層を形成してスラッジを焼却するとき、焼却に先立
ち焼却熱によりスラッジを乾燥し、このとき生じるガ
ス体から水分を除去または減じた残りのガス体を流動
層形成用の空気の一部として利用する。焼却に先立ち
乾燥しても悪臭により環境を汚染しない。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（6/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

環境への配慮 
臭気対策 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特許2789988 
93.02.09 
C02F 11/06 ZAB 
住友金属工業 

公共下水汚泥ケーキの処理装置 
公共下水処理施設より排出された公共下水汚泥ケーキ
を焼却処理する方法において、コークス乾式消火設備の
プリチャンバーのコークス上面に公共下水汚泥ケーキを
投入し、焼却処理する。コークス乾式消火設備における
回収熱量を増加でき、さらに下水汚泥ケーキ焼却による
灰分の処理も特に必要としない。下水汚泥ケーキから発
生するアンモニア、硫化水素、メタン等の悪臭を周囲近
辺に放散することなく焼却処理する。 

特許3092086 
91.01.11 
B09B 3/00 302 
佐藤 亮拿 

廃棄物処理装置 
 通常では燃焼しにくい廃棄物を２種類以上同時に燃焼
させることができ、かつ完全に燃焼させて無公害化でき
る焼却装置。 
 第１焼却炉上に第２焼却炉、第３焼却炉を順次積層し
た。各焼却炉には、廃棄物をアーク炎により焼却するた
めの複数の電極を設けた。 環境への配慮 

最終廃棄物削減 
装置の改良 
焼却炉構造の改良 

実登3074521 
00.03.16 
F23G 7/00 ZAB 
浜永 公章 

流木・間伐材焼却炉 
海岸線に打ち上げられている流木及び間伐材を主な燃
料とする流木．間伐材焼却炉。これ等の燃料をそのまま
焼却出来るようよう焚き口が四角で間口の広い投入口と
焼却炉全体が水室で囲われている。 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許2028878 
91.12.16 
F23G 5/04 ZAB 
浜田製作所 

家畜糞等の乾燥・焼却処理装置 
家畜糞およびし尿処理汚泥等に代表されるりん含有率
が高い高湿分廃棄処理物の安全化、安定化および減量化
を図り、その焼却灰を資源回収する。 
 原料フィーダーからコンベア移送により投入ホッパへ
供給された処理物を、自燃可能な水分まで予備乾燥す
る。補助バーナーおよび脱臭バーナーを備えた焼却炉で
生成乾品を自燃させる。焼却炉の排気口から燃焼排ガス
を乾燥機のジャケット部を通過させて集塵サイクロンに
導き、熱交換器を介して予熱された外気を乾燥機の内筒
へ送出・供給して乾燥熱源とするとともに、熱回収済の
燃焼排ガスを大気放出する。 

燃
焼 

直
接
燃
焼 

環境への配慮 
有価物化 

熱エネルギー回収 
熱の複合利用 

特許3241792 
92.03.17 
C02F 11/12  
ﾏﾙｺｼｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  

産業廃棄物処理設備 
汚泥と、高分子系廃棄物と、その乾溜残渣とを、有用
な資源として再利用できる産業廃棄物処理設備。 
乾溜炉で高分子系廃棄物を乾溜して乾溜ガスを発生さ
せ、それを燃料として、ロータリードライヤによって、
含水汚泥と、乾溜炉に残留する残渣のうち残留炭素質と
を乾燥し、所定の粒径に造粒する。つぎに、乾燥品を、
乾溜ガスを燃料として、連続式コンベヤベース炉で焼成
する。 

特許2719625 
(権利消滅) 
92.10.19 
D21C 11/12 
ｱー ﾙｽﾄﾛ ﾑー ﾏｼー ﾅﾘー  OY 

使用済み液体の回収ボイラーにおける熱回収装置 
ボイラー壁がボイラーの水／蒸気循環装置に連結され
た水冷管によって形成されている使用済み液体を回収す
るボイラーにおいて熱を回収するためにパルプ工業で使
用される装置。炉下部に内への空気の供給は空気口を対
称的に通して行われ、これらの空気口は炉中心から等し
い距離の位置に配置されている。炉下部は円筒形で、別
個の冷媒循環装置に連結される。 

黒
液
燃
焼 

直
接
燃
焼 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
炉構造の改良 

特許2719626 
(権利消滅) 
92.10.19 
D21C 11/12 
ｱー ﾙｽﾄﾛ ﾑー ﾏｼー ﾅﾘー  OY 

使用済み液体の回収ボイラーにおける熱回収方法および
装置 
ボイラー壁がボイラーの水／蒸気循環装置に連結され
た水冷管によって形成されている使用済み液体を回収す
るボイラーにおいて熱を回収するためにパルプ工業で使
用される装置。ボイラーの下部は強制式の別個の水循環
装置に連結された水管で画成される。ボイラーとは別個
の水循環装置で熱がより好ましく回収される。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（7/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特許2684348 
(権利消滅) 
94.02.24 
D21C 11/12 

ｻ゙  ﾊ ﾌ゙ﾞｺｯｸ ｱﾝﾄﾞ ｳｨﾙｺｯｸｽ 
CO 

黒液のガス化器 
ガス化装置は、流入口及び流出口を有し、少なくとも
１つの流動床が配置されたガス化反応器と、ガス化反応
器内に配置された少なくとも１つの流動床を選定した温
度に加熱するための手段であって、ガス化反応器の流入
口を通して床の流動化用の加熱された流体流れを供給す
るための加熱手段と、生成物ガス流れを生成させるため
に残留廃液をガス化反応器に導入するための手段と、生
成物ガス流れから粉塵を除去するためにガス化反応器よ
り下流側に配置された集塵器と、生成物ガスを浄化し成
分からの化学薬品を再循環させるために生成物ガスから
熱を回収し且つそれから酸性ガスを粒状物と共に除去す
るための凝縮熱交換手段とを含む黒液から生成物ガスを
製造するためのガス化装置。 

安全化・安定化 
長期運転対策 
損傷対策 

反応の最適化 
装置の改良 
炉構造の改良 

特許3250980 
98.02.10 
C04B 35/66  
東興建設 

プラスチック耐火材 
操業温度 1200℃以下の炉に使用する、アルカリに対す
る優れた耐食性及び耐浸透性を有するアルミナ・シリカ
質プラスチック耐火材。 
アルミナ成分とシリカ成分を主体とするアルミナ・シ
リカ質プラスチック耐火材であって、粒径 0.5mm 以上の
耐火性骨材部と、粒径が０．５mm 未満の耐火性微粉末部
とを有し、骨材部と微粉末部の重量比が１：0.67～1.5 の
範囲であり、微粉末部のアルミナ成分は、微粉末部全体
の 55～75 重量％を占め、微粉末部のシリカフュームの量
は、プラスチック耐火材全重量の３～10 重量％である。
さらに所定量のリグニン系分散剤とアルカリ塩類が添加
される。 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許2989916 
91.03.20 
D21C 11/12 
東亜熱研、東亜交易 

ソーダ回収ボイラーのダストトラブル抑制用添加剤 
ソーダ回収ボイラーにおけるダストの付着トラブルに
対して、従来の添加剤よりも付着抑制効果が大きく、ボ
イラーの連続運転期間を著しく延ばすことができ、スー
トブロワに必要な蒸気量の軽減に寄与する添加剤とその
使用。 
 鉄、あるいは硫酸鉄、酸化鉄などの鉄化合物のうちの
１種以上、あるいは硫安、硫酸メチルなどの非金属の硫
酸塩のうちの１種以上からなり、パルプ廃液から得られ
る副生燃料としての黒液を基準として、その添加量を５
～50,000ppm（鉄化合物にあってはＦｅ2 Ｏ3 換算値、また
硫酸塩では硫酸アンモニウム換算値）とし、粉体、スラ
リー及び水溶液のいずれかの状態で、供給燃料中あるい
は燃焼ガス中に添加されることを特徴とする。 

黒
液
燃
焼 

直
接
燃
焼 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

測定・分析 

実登2589233 
92.08.07 
D21C 11/12 
東芝ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  

黒液回収ボイラーの主蒸気温度制御装置 
黒液回収ボイラーの燃焼不良時にも主蒸気温度を安定
して制御できる。 
主蒸気温度制御装置は、通常運転の制御回路に、燃焼
不良時のみ作動する燃焼不良検出手段を設け、この燃焼
不良検出手段が黒液回収ボイラーの燃焼不良を検出した
ときには、主蒸気流量の減少があっても減温制御を抑制
するフィードフォワード制御を行なうことにより、燃焼
不良に起因する主蒸気流量の減少による減温制御を行な
わないようにし、主蒸気温度の急速な降下を防止して、
その温度制御を安定させる。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特許2613345 
92.04.17 
F23G 5/027 ZAB 
ｷﾝｾｲ産業 

廃棄物の乾留ガス化焼却処理装置 
比較的小型な燃焼炉等の構成でその燃焼能力を向上さ
せることができると共に、該燃焼炉に可燃性ガスを円滑
に導入しつつ、該可燃性ガスを円滑に燃焼させることが
できる乾留ガス化焼却処理装置。 
廃棄物をガス化炉内で乾留して可燃性ガスを生ぜし
め、その可燃性ガスをガス管を介して燃焼炉に導入して
燃焼させる乾留ガス化処理焼却処理装置において、酸素
導入口を燃焼炉の内周面の周方向に向けて形成する。こ
の酸素導入口から燃焼炉に可燃性ガスの燃焼に必要な酸
素を供給することにより、可燃性ガスの導入口の周囲に
渦流を生ぜしめる。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（8/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

効率向上 
反応効率向上 
燃焼効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特許3017661 
94.07.13 
C10J 3/00  
ｷﾝｾｲ産業 

廃棄物の乾留ガス化焼却処理装置 
ガス化炉内の灰が可燃性ガスとともに燃焼炉に導入される
ことを防止できる焼却処理装置。 
乾留の終了段階における廃棄物の上方位置に廃棄物に指向
して噴射ノズルを設け、乾留の終了段階に廃棄物の燃焼・灰
化を促進すべく第１の酸素供給手段によってガス化炉への酸
素供給量を増加させる時に、噴射ノズルから廃棄物の上方を
覆うように該廃棄物に向けて酸素を噴射する。 

特許2660184 
94.05.16 
C10J 3/00  

ﾌｫﾝ ﾛー ﾙ ｳﾑｳ ｪ゙ﾙﾄﾃﾋﾆｸ 

廃棄物、特にゴミから熱エネルギーを生成するための方法 
煙道ガスの量を減じることのできる廃棄物から熱エネル
ギーを生成するための方法。 
廃棄物は、未粉砕の状態で、火格子の上で据付炉の燃焼室
の中を運ばれ、同時に、火格子のスラスト及び剪断作用に
よって混合される。ガス状酸化剤が、例えばガスランスを介
して、火格子の上に載置された廃棄物の層の上から燃焼室の
中に導入される。酸化剤は、廃棄物から出た可燃性揮発物質
と一緒に炎を作る。廃棄物の層は、脱ガス化が起こるような
炎の熱輻射によって加熱される。かくして、遊離した可燃ガ
スは一部が燃える。揮発物質を除いた廃棄物材料つまりゴミ
のコークス及び未燃揮発物質つまり火炎ガスは、プラントの
外部又はプラントの中で燃料として用いられる。酸化剤は、
プラントの熱的ストレスの加わる部分と接触しない。かくし
て、100％までの高い酸素含有の酸化剤を用いることが可能
である。この結果、煙道ガスを80％まで大きく減じる。 

特許3049210 
95.10.06 
F23G 5/027 ZAB 
ﾌｫﾝ ﾛー ﾙ ｳﾑｳ ｪ゙ﾙﾄﾃﾋﾆｸ 

ばら廃棄物の熱処理方法 
複雑で特別な廃棄物の前処理がなく、かつ外部エネルギー
の使用なしに管理しやすく、経済的な廃棄物の熱処理方法。
ばら廃棄物は、前処理なしに第１段階において回転されかつ
運ばれることで、少なくとも 40％の酸素を含有するガスの
供給で熱分解され、廃棄物の可燃成分にもとづく化学量論的
量の酸素が供給される。第２段階では、固形の熱分解生成物
は、その可燃成分の燃焼によって、適当には、少なくとも
40％の酸素を含有するガスとの衝突による熱分解ガスの燃焼
によって溶融される。溶融熱を生じさせるのに必要な酸素と
同量の酸素が供給される 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特許2964353 
93.11.22 
C10J 3/00  
ﾃｷｻｺ DEV CORP 

ガス化装置およびその燃焼チャンバー用スロート組立体 
ガス化装置の燃焼チャンバー内で炭質燃料混合物を部分燃
焼するガス化装置。 
合成ガスを含む、高温流出物または燃焼生成物が浸漬され
る水槽を備える。燃焼生成物は、収縮されたスロートセク
ションを通して水槽中に送入される。流出物の高温に暴露さ
れる結果スロートセクションに過大な浸食作用、熱衝撃が生
じるのを避けるために、スロートセクションは、パイプの内
部骨組を有するように構成される。骨組は、冷却流体、好ま
しくは水の加圧源と連通され、それによって、スロートセク
ションを十分に冷却して、高温流出物との接触による暴露の
悪影響を相殺する。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（9/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許3392194 
92.10.21 
F23G 5/16  
ﾒﾀﾙ G A 

可燃性成分を含む廃棄物のガス化方法 
可燃性成分を含む廃棄物を循環式流動床ガス化反応器内で
含酸素気体を供給しながら流動化状態でガス化し、ガス化反
応器の上部領域からガス固体混合物を分離器へ供給し、ダス
トを含むガスと分離された固形物とを分離器から別々 に導出
し、固形物の一部をガス化反応器の下部領域内に再循環する
可燃性成分を含む廃棄物のガス化方法において、ガス化反応
器から排出される灰分量を最小にすると同時に、排ガスの清
浄化を低コストで行い且つ固形物残渣を低費用で処理又は廃
棄する。 
ガス化をガス化反応器内で 700～1000℃で行う工程と、ダ
ストの炭素含量が 30～90 重量％、ガス中の遊離Ｏ2 の含量
が多くとも１容量％、発熱量がほぼ 3,000～6,000ｋＪ／ｓ
ｍ3 及びｄ）ダスト含量が５～500ｇ／ｓｍ3 である含ダス
ト可燃性ガスを分離器から導出し、この含ダスト可燃性ガス
を燃焼室内に供給して 1200～1900℃の温度で燃焼させ、そ
の際に生じる液状スラグと燃焼ガスとを別々 に排出する。 

安全化・安定化 
安全性確保 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許2535274 
91.11.20 
F23G 5/50  
ｷﾝｾｲ産業 

廃棄物の乾留ガス化焼却処理装置 
燃焼炉における可燃性ガスの燃焼が、廃棄物を乾留して可
燃性ガスを生ぜしめるガス化炉等に伝播して逆火が生じるの
を防止することができる廃棄物の乾留ガス化焼却処理装置。
酸素供給手段は廃棄物の乾留時に可燃性ガスの燃焼温度を略
一定に維持するようにガス化炉に酸素を供給する一方、酸素
センサにより検知される酸素量が所定値を越えたときにガス
化炉への酸素供給を停止する。 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許2535273 
91.11.20 
F23G 5/50  
ｷﾝｾｲ産業 

廃棄物の乾留ガス化焼却処理装置 
可能な限り継続的に廃棄物の乾留を行って安定に可燃性ガ
スを生ぜしめることができると共に、その乾留後の廃棄物の
最終的な燃焼・灰化を円滑且つ確実に行うことができる乾留
ガス化焼却処理装置。 
酸素供給手段は廃棄物の乾留時に可燃性ガスの燃焼温度を
略一定に維持するようにガス化炉に酸素を供給する一方、乾
留の終了段階においてガス化炉内の温度が所定温度以上に上
昇し、且つ可燃性ガスの燃焼温度が所定温度以下に下降した
時にガス化炉への酸素供給量を増加させる。 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特許3374020 
96.09.30 
F23G 5/00 115 
地球環境産業技術研究機

構 

廃棄物熱分解溶融システム 
ガス排出部からの生成ガスを高温燃焼させる円筒状の燃焼
室と、生成ガスを旋回供給するガス供給機構と、生成ガスに
同伴する炉内からの飛散物を、旋回燃焼の熱によって溶融処
理して排出するスラグ回収部とを備えた生成ガス燃焼機構を
設けることにより、他のエネルギー資源を用いることなく、
飛散しやすい廃棄物や、燃焼しにくい廃棄物をも同時に安定
して処理できるようにする。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 
安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉・溶融炉一体化

特許2629111 
92.04.09 
F23G 5/00 115 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

廃棄物溶融炉 
通気性の悪い廃棄物でもダスト飛散を抑制しつつ、安定的
に溶融処理し、排ガスの予熱乾燥効果を向上させることによ
り熱効率の高い廃棄物溶融炉。 
上部を拡大し、内面を装入塊状炭素系燃料の安息角以上の
角度に形成した炉体の下部に羽口を設け、羽口より低い位置
に出湯口を設け、炉体中央上部から廃棄物と塊状炭素系燃料
と塩基度調整剤の装入筒を羽口レベルよりも高い位置にその
下端が至るように挿入し、さらに、この挿入筒の周囲に塊状
炭素系燃料の装入口を設け、燃焼ガスを上方から排出する廃
棄物溶解炉において、羽口上方から前記装入筒の下端に至る
炉体内面を略円筒状に形成した。これによって廃棄物を主体
とする充填域の炉体を円筒状に絞り込んでいるために、炉の
下部の炉床高温域からの高温排ガスは強制的に廃棄物充填層
近傍を流れる。そのため、高温排ガスにより廃棄物の予熱乾
燥が促進される。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（10/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

安全化・安定化 
長期運転対策 
詰り対策 

反応の最適化 
装置の改良 
溶融炉構造の改良 

特許2629108 
92.04.08 
F23J 9/00 
日鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ設計 

廃棄物溶融炉 
抽出する溶融物に良好な流動状態を維持せしめて、炉の安
定操業と抽出した溶融物の緩慢な冷却状態を実現させるため
に、噴出する可燃ガスを有効利用する出湯口構造を有する廃
棄物溶融炉を提供する。 
廃棄物に塩基度調整剤と塊状炭素質燃料を頂部から装入
し、下部に設けた羽口から燃焼用ガスを吹込んで、装入廃棄
物を溶融スラグ化して、前記羽口より下方位置に設けた出湯
口から溶融物を抽出する廃棄物溶融炉において、前記出湯口
を囲繞して抽出溶融物を受ける前炉を配置し、同前炉内に前
記出湯口を指向して燃焼用ガス吹付ノズルを配置。 

コスト削減 
薬剤等削減 

バイオマス原料の調整 
乾燥方法 

特許3222493 
91.07.25 
C02F 11/00  
大阪ｶﾞｽｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙ 、 
巴工業 

汚泥処理方法 
できるだけ簡単な工程で、汚泥処理をおこなえるととも
に、所要凝集剤の量を減少することが可能であり、汚泥搬
送、悪臭等の問題を解決することができる汚泥処理方法。 
排水処理から発生する汚泥を機械濃縮する濃縮工程と、濃
縮工程にひきつづいて、汚泥を溶融炉に投入可能な含水率ま
で複数の回転するブレードによって伝熱胴の側壁部に被乾燥
物を薄膜状に形成しながら乾燥する遠心薄膜乾燥機により乾
燥する乾燥工程と、乾燥済の前記汚泥を溶融炉において燃焼
溶融処理する汚泥処理工程と、溶融炉から発生する排ガスが
含有する廃熱を利用して、廃熱ボイラーにより遠心薄膜乾燥
機に供給される乾燥用蒸気を生成する乾燥用蒸気生成工程と
を有する汚泥処理方法。 

コンパクト化 
反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特許3115633 
91.01.11 
F27B 7/20 
ﾁｻｷ 
国井 大蔵 

横型回転炉装置 
粉粒体を循環させて長時間加熱して十分な処理を行ない、
強度が十分でガス体の漏洩のない小型化の可能な横型回転炉
装置。 
外筒と筒状体との間に環状の加熱流体の流路を形成。外筒
と筒状体は一体で回転するように形成され、筒状体は一端に
開口部を有し、他端は密閉されている。筒状体の内部には両
端部を除いて、軸線に平行な仕切壁が設けられ、該仕切壁の
両面には実質的に同じ方向に傾斜するガイド板を取り付け
た。 

特許3076956 
94.11.04 
F23G 5/027 ZAB 
松崎 力 

産業廃棄物の処理装置 
廃プラスチック、シュレッダーダスト、廃磁気テープ、廃
フロッピーデイク、一部の一般ゴミ等の産業廃棄物を無害と
なる 1200℃～1380℃の高温で加熱燃焼させるとともに、有
害ガスの含まれない排気ガスにして排出することができ、か
つ発電やお湯を沸かすことができる産業廃棄物の処理方法お
よび産業廃棄物の処理装置。 
燃焼室内でバーナーからの燃焼火炎によって一次燃焼さ
せ、一次燃焼工程で発生された一次燃焼火炎に有害ガスを除
去する添加剤を供給して反応させる。その後に空気を供給し
て 1200℃～1380℃で高温燃焼させ、高温燃焼火炎より有害
ガス成分を除去する。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

特許2909965 
96.10.25 
F23G 5/00 115 
藤木工業 

ゴミ焼却処理装置 
ゴミを焼却するのみならず、残渣としての灰を溶融処理す
る。ストーカー１は、上段にゴミが投入される焼却炉空間を
有し、下段に焼却炉空間の底部壁面に近接する加熱用空間を
有する。第１の高温ガス発生装置は、焼却炉空間に高温ガス
を供給する。第２の高温ガス発生装置は、加熱用空間に高温
ガスを供給する。これにより、焼却炉空間では、ゴミの焼却
がなされるのみならず、下段の加熱用空間の昇温により、床
面温度が高温に保持されて、焼却灰が溶融する。煙道は、焼
却炉空間内及び加熱用空間内から高温ガスを合流させて排出
する。溶融物排出路は、焼却灰の溶融物を排出する。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（11/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

実登3077941 
00.11.27 
C10J 3/00  
大広 

炭化物を利用した液体可燃物のガス化装置 
処理方法に問題のある有機物ゴミ等や廃油等の新規な処理
装置を開発し、しかも実用的な炭化物を利用した液体可燃物
のガス化装置。 
炭化物を搬入する炭化物槽と、これら炭化物を動力源にて
搬入する搬入装置とを連通して設け、該搬送装置には、連続
する混合装置を設け、混合装置には、バルブや、オイルポン
プを介して液物タンクを連通して設け、混合装置は、バルブ
を介してガス発生槽に接続され、ガス発生槽には、点火装置
を設けると共に、下部にはガス発生槽内で発生した液体可燃
物の不純物を含んだ残灰を落下させる火格子と灰分捕獲装
置、さらに該ガス発生槽にバルブを介して送風装置を設け、
ガス発生槽はバルブを介して、一または複数の濾過器に接続
され、該濾過器を介して動力源2に接続される。 

実登3081850 
96.10.15 
C10B 53/00 ZAB 
ﾌﾗﾝｾー ｽﾞ ﾄﾞｩ ﾃﾙﾓﾘｽ 

固形廃棄物を処理するプラント装置 
処理すると環境に有害な固形廃棄物を処理するプラント装
置。 
抽出ラインにより熱分解部からガスを抽出し、冷却分離手
段により抽出したガスの少なくとも一部を約 80℃未満の温
度まで冷却することにより、凝縮した廃棄物と残りのガスと
を形成すると共に、残りのガスから凝縮した廃棄物を分離
し、ボイラーにより残りのガスを燃焼させて、熱分解部から
抽出され再循環ライン内を流れるガスを加熱し、熱分解部に
再度導入する。 

特許2122067 
91.08.01 
C10J 3/00 ZAB 
ｾｸﾝﾃ゙ ﾙﾛー ｽﾄｯﾌ  
ﾌｪﾙｳ゙ ｪﾙﾄｩﾝｸﾞｽﾂｪﾝﾄﾙﾑ 

固体及び液体の廃棄物を同時に処理する方法 
固体廃棄物と液体廃棄物とを経済的にかつ環境汚染の避け
られる態様で同時に処理する。 
固体廃棄物をまずガス化し、その際生ずるガスを別個に、
又は液体廃棄物と一緒に補追ガス化装置へ導き、ここで酸素
含有ガス化剤により、滞留時間＞２秒間で＞1000℃に加熱
し、そしてその煤塵水の処理に際して生ずる重金属含有カー
ボン成分を、３-35％の固形分を含む液体被ガス化物質との
混合物として、冷却されている反応空間外壁を有しかつ液状
スラグ排出手段の設けられた流動ガス化装置の中へ導入して
ここでその固体廃棄物の中に含まれている各鉱物質成分の溶
融温度よりも 50℃以上高い温度において自動熱的にガス化
させる。 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許2122068 
91.08.01 
C10J 3/00 ZAB 
ｾｸﾝﾃ゙ ﾙﾛー ｽﾄｯﾌ  
ﾌｪﾙｳ゙ ｪﾙﾄｩﾝｸﾞｽﾂｪﾝﾄﾙﾑ 

ガス化プロセスで固体及び液体の廃棄物を同時に処理する方
法 
固体廃棄物と液体廃棄物とを経済的にかつ環境汚染の避け
られる態様で同時に処理する。 
液体廃棄物と固体廃棄物とを同時にバーナーを介して、冷
却されている反応空間外周を有しかつ液状スラグ排出手段の
設けられた流動ガス化装置の中へ導入してここでその固体廃
棄物の中に含まれている各鉱物質成分の溶融温度よりも
50℃以上高い温度において自動熱的にガス化させる。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

実登3018734 
(権利消滅) 
95.05.29 
F26B 17/20  
ﾌﾚｯｸｽ 

牛の糞尿乾燥装置 
従来、処理に苦慮している牛の糞尿を集めて乾燥して燃料
を製造販売し、その一部は循環して乾燥用燃料として使用す
る。 
牛の糞尿を酪農家から有償にて引取り、一か所に集め乾燥
装置にて乾燥すれば可燃物となり、燃料にすることができ
る。乾燥装置は撹拌機付原料受け槽、カッタ付原料ポンプ、
定量フィーダー、乾燥機、燃焼室、循環燃料槽、燃焼供給ブ
ロワ、燃焼ガス沈降室、粉砕機及び循環燃料コンベア等を配
置。この装置により処置に窮していた牛の糞尿処理を解決す
ると同時に新しく燃料を作り出し、酪農家の経営も牛の糞尿
代金により有利に導く。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（12/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許3203255 
95.11.28 
F23G 5/027 ZAB 
ﾌｫｽﾀー  ﾎｲー ﾗ ｴﾅｰｼ゙ ｱOY 

エネルギー生成のために生物燃料又は屑材料を利用する方法
と装置 
エネルギー生成のために生物燃料若しくは屑材料又はその
両者を利用する方法と装置。 
生物燃料又は屑材料は流動床ガス化器、好ましくは循環式
流動床ガス化器の中でガス化される。ガス化器中で生成した
ガスは化石燃料バーナー、典型的には微粉炭バーナーを備え
るボイラーに導入される。ガスはバーナーより上のレベルの
所に導入される。ガス化器の床を形成するためにボイラーか
らの灰を用いることができる。ＮＯｘを制御するために、ガ
スをボイラーの上部で、800～1050℃、好ましくは 850～
900℃の低温度レベルにおいて、約５～10％の小含有空気過
剰分で燃焼させる。第二の態様では、原料ガスを浄化して有
害な又は有毒な成分を除き、そして、所望によっては、ガス
化器とボイラーとの間において、石炭の灰の床を有する追加
の循環式流動床反応器の中で冷却することができる。 

環境への配慮 
有害物質対策 
有害ガス対策 

反応の最適化 
装置の改良 
熱分解炉構造の改良 

実登3065393 
98.07.24 
C10B 53/02 
嘉山 直義 

古紙固化、木炭化 
古紙を発泡固化及び木炭の製品にする。 
古紙を他用途製品化して利用できる。 

熱
変
換 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許3026861 
(権利消滅) 
96.01.16 
F23G 5/04 ZAB 
佐世保重工業 

生ゴミ．可燃ゴミ併用型焼却炉 
可燃ゴミの燃焼エネルギーで生ゴミの処理等を目的とした
マルチ型焼却炉。 
焼却炉燃焼室の上に生ゴミを入れる凹状の器と、その蓋を
組み合わせた。 

バイオマス原料の調整 
可溶化・薬剤添加等 

特許1969682 
(権利消滅) 
91.07.17 
C10J 3/00  
ｵｼｬｯﾂ GMB 

ｴﾙ ｳ ｪ゙ｰ ｴー  ｴﾝﾄｿ ﾙ゙ｸ ﾝ゙ｸﾞ

廃棄物をガス化する方法およびこのために使用される装置 
炭素含有廃棄物を利用して各種有機合成化合物製造の基礎
となる粗ガスを製造する従来装置に比し、比較的大きい粒度
の被処理材料粉体を使用して効率的にガス化し得る方法、装
置。 
炭素含有被処理材料を、1000 から 1800℃の温度、１から
60 バールの圧力下に、比較的少量の空気、酸素との反応、
あるいは水蒸気および比較的少量の空気、酸素との反応によ
りガス化するための方法において、被処理材料が少なくとも
部分的にサイクロンに特有の流体流を形成するようにガス化
反応装置に導入されることを特徴とする。 

特許2500337 
92.01.10 
C07C 9/04 
産業技術総合研究所 

セルロース系バイオマスからの炭化水素の製造方法 
セルロース系バイオマスからメタン、エタン等の炭化水素
を一般で製造する方法。 
セルロース系バイオマスを、水素活性化金属触媒を用い、
アルカリ性物質の存在下及び水性媒体の存在下で高温高圧に
保持することを特徴とするセルロース系バイオマスからの炭
化水素の製造方法。 

特許3072586 
95.02.03 
C10J 3/46  
宇部ｱﾝﾓﾆｱ工業 

乾式フィード方式と湿式フィード方式の同時ガス化による難
スラリー化固体炭素質原料のガス化処理法 
乾式フィード方式と湿式フィード方式の併用によって固体
炭素質原料をガス化炉内に同時導入し、加圧状態下で前記固
体炭素質原料中の灰分の溶融温度よりも高い温度で部分酸化
して一酸化炭素と水素とを含有してなる可燃性ガスを生成さ
せる。 
難スラリー化固体炭素質原料の乾式フィード方式によるガ
ス化処理と易スラリー化固体炭素質原料の湿式フィード方式
によるガス化処理を同時に行うことにより、冷ガス効率を高
めてガス化性能を向上させるとともに、安全にガス化操作を
行うことができる。 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許2787807 
96.01.11 
C01B 3/04  

中原 勝、榎本 兵治、 
木下 睦、西川ｺﾞﾑ工業

水素供給方法 
水素の供給を必要とする廃棄物の分解反応に対して、低コ
ストでかつ効率よく水素を供給する。 
水素の供給を必要とする化学反応（たとえば石炭もしくは
石油化学系廃棄物の熱分解液化及びガス化など）に対して、
水素供給源として超臨界状態または亜臨界状態の高温高圧の
水を供給する。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（13/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許3165884 
96.01.26 
B09B 5/00 
大阪瓦斯 

有機固形廃棄物と液状廃棄物との同時処理方法 
有機固形廃棄物と廃水とを一括して高い分解効率で処理し
うるとともに、電力、熱エネルギーなどを回収しうる新たな
技術。 
第一の反応器内において、有機固形廃棄物と液状廃棄物と
の液状混合物を 100℃以上の温度で液相を維持する圧力に保
ちつつ、酸素の存在下に湿式酸化処理し、生成したスラッ
ジ、金属成分を第一の反応器から除去する。高温高圧の処理
液を気液分離し、得られた液相からスラッジ、金属成分を除
去した後、液相の一部を液状廃棄物と混合して第一の反応器
に循環するとともに、液相の残余を次の工程に送給する。さ
らに第二の反応器内において、液相の残余と気相とを、液線
速度 0.1cm/sec 以上、100℃以上の温度で液相を維持する圧
力に保ちつつ、触媒湿式酸化処理する工程を備える有機固形
廃棄物と液状廃棄物を同時に処理する。 

特許2961247 
97.12.10 
C10J 3/00  
産業技術総合研究所 

セルロース系バイオマスのガス化方法 
セルロース系バイオマスをガス化するための工業的に有利
な方法。 
セルロース系バイオマスを、水性媒体の存在下必要に応じ
てアルカリ性物質を用い、高温高圧に保持して可溶化処理
し、セルロース系バイオマスの可溶化物を含む水溶液を水素
活性化金属触媒と接触させてバイオマス可溶化物をガス化す
る。 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3057250 
98.11.18 
B09B 3/00 
石炭利用総合ｾﾝﾀｰ 
産業技術総合研究所 

有機廃棄物の処理方法 
生ゴミ、廃棄プラスチックス、廃棄バイオマス、汚泥等の
有機廃棄物を超臨界水を用いて安全に分解する。 
実質上酸化剤を加えずに、温度と圧力を特定した超臨界水
のもとで、二酸化炭素を吸収する物質を、少なくとも発生す
る二酸化炭素をすべて吸収できる量存在させることにより、
熱化学反応が促進され、有機廃棄物中の炭素が超臨界水を還
元し、有機廃棄物が安全に分解され、同時に水素ガス等が取
り出せる。 

コスト削減 
設備費削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3356206 
98.08.28 
C02F 3/12  
日立ﾌﾟﾗﾝﾄ建設 

排水処理方法 
窒素化合物を含む有機性廃棄物を超臨界水酸化処理のため
の設備費、維持費を削減する。 
下水は、生物処理槽で生物処理したのち、沈殿池で下水汚
泥を沈殿させる。下水汚泥は、酸素が添加されて25MPa程度
の圧力に加圧され、ヒータによって 200℃程度に加熱されて
超臨界水酸化処理槽に導入される。超臨界水酸化処理槽は、
内部の温度が 400℃程度に保持されていて、下水汚泥中の炭
素化合物が超臨界水酸化処理される。また、下水汚泥中の窒
素はアンモニアに変換される。超臨界水酸化処理槽を出た反
応生成物は、冷却器により冷却されたのち、気固液分離器に
おいてアンモニア含有廃水、排ガス、灰に分離される。アン
モニア含有廃水は生物処理槽に返送され、アンモニアが微生
物によって分解される。 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特許2736331 
96.03.21 
C01B 3/02  
産業技術総合研究所 

太陽熱を利用したセルロース系バイオマスからの水素の製造
方法 
セルロース系バイオマスから水素を製造する方法におい
て、太陽熱を集光及び／又は集熱して熱媒体を 300℃以上の
温度に加熱し、得られた高温熱媒体を用いて、反応器内のセ
ルロース系バイオマスを水素活性化金属触媒及び水性媒体の
存在下、水性媒体の飽和蒸気圧以上の圧力下で加熱して水素
を生成させる。得られた高温反応生成物と、セルロース系バ
イオマスと水性媒体との混合物からなる原料スラリー液との
間で熱交換を行わせ、原料スラリー液を反応器に供給し、反
応生成物を気液分離する。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（14/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

品質向上 
不用物の処理 
排ガス処理方法・装置 

特許2978734 
95.03.20 
C10J 3/00 ZAB 
ﾃﾙﾓｾ゙ ﾚｸﾄ AG 

合成ガス中の有機汚染物残渣の除去方法 
堆積されたガス化床が形成された高温反応炉中に少なくと
も予備熱分解した、圧縮形の炭素含有塵芥を供給し、同床の
下で酸素添加によって燃焼させることから成る、酸素の添加
による塵芥ガス化中に発生する合成ガス中の有機汚染物残渣
の除去方法。生成した合成ガスを、充分な滞留時間後に、高
温反応炉の頂部から取り出し、滞留帯中に補充酸素を、合成
ガスの生ずる可能な部分燃焼がガス化床上のその温度を約
1,000℃に一定に維持するように、温度制御された部分量で
注入する。酸素注入が頂部において完全に均一なガス混合が
保証されるように行われる。この目的のために、幾つかの酸
素ジェットを高温反応炉の頂部に配置し、頂部に軸方向及び
／又は半径方向から傾斜させる。 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

分離・精製 

特許3220669 
96.10.29 
B09B 3/00 302 
ﾃﾙﾓｾ゙ ﾚｸﾄ AG 

廃棄物処理方法及び装置 
排出物を出すことなく、廃棄物の中の総ての成分及びエネ
ルギーを有用物質及び有用エネルギーとして回収する方法及
び装置。 
廃棄物は、高温リアクタでガス化し、その結果生ずる原料
合成ガスを処理する。水素、一酸化炭素及び二酸化炭素の如
き総ての主要な成分を分別転換する。また、水、重金属、硫
黄、塩素及びナトリウム等の成分は、原料物質として再使用
される。 

化
学
反
応 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
有価物化 

分離・精製 

特許3321598 
99.04.19 
C10B 53/00  
産業技術総合研究所 

炭素質担体に保持された含炭素固体及びその製造方法と、メ
タンの製造方法 
有機物を熱分解する際に得られる熱分解生成ガス中に含ま
れる凝縮性有機物を吸着剤に捕捉し、固体化して形成した含
炭素固体及びその製造方法と、その含炭素固体を原料とする
メタンの製造方法。 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許3369456 
97.12.09 
C10B 53/00  
ｱﾏﾉ 

炭化装置および炭化処理方法 
炭化による可燃ガスの発生に応じて、可燃ガスの燃焼の制
御および燃料による加熱の制御を容易に行い、効率的な炭化
処理を実現する。 
加熱用ブロワが再燃室の内部のガスを２次ガス流路を通し
て加熱室に導入する。センサが１次ガス流路付近の温度を検
出する。制御装置がセンサが検出した温度に応じて加熱室
バーナーおよび再燃室バーナーの燃焼力ならびに再燃用ブロ
ワおよび加熱用ブロワの作動を制御する。 

安全化・安定化 
非定常運転対策 

反応の最適化 
装置の改良 
付属装置の改良 

特許3383870 
99.03.15 
C10B 53/02 
平原 太慶夫 

炭化炉 
点火加熱部に加熱燃料としての炭を収容可能な炭筒体を縦
設し、炭落下口内に下拡がり状の案内筒体を配設すると共に
案内筒体に通穴部を形成し、炭筒体の外側に炭筒体の下部と
炭筒体の上部中央部との間を連通可能な外部連通管を配設。
長時間高温燃焼を維持することができ、それ故、一度給炭し
て点火することにより自己炭化開始までの加熱及び乾燥だき
作業の省力化を図ることができ、製炭作業全体の能率化を図
ることができる。 

特許3051020 
93.04.13 
B09B 3/00 

中康 、中島鉄工、日本ｴ
ｺﾃｯｸｻｰﾋ゙ ｽ、豊通ｵｲﾙｾﾝﾀｰ

有機廃棄物の炭化装置 
有機廃棄物を密封した状態で乾燥した後に乾留して炭化物
にすることを特徴とする有機廃棄物を炭化する方法。 
有機廃棄物を無公害処理するとともに、商品価値のある炭化
物に再生する。 

炭
化 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許3321669 
99.06.16 
C10B 53/00  
中国ｼｲ ｴｽ ｹ  ー

炭化装置 
紙・生ごみ・プラスチック等の可燃性都市ごみを原料とし
て製造された、火力発電に使用する固形燃料（RDF）や、木
材チップと廃タイヤチップを混合したもの等を加熱して炭化
させるに当たって、これら被加熱物から生じる乾留ガスを燃
料として利用する方式の炭化装置であり、製造された炭化物
は温度調節用の煉炭や土壌改良材等として有効活用する。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（15/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

コンパクト化 
反応の最適化 
装置の改良 
付属装置の改良 

特許2951632 
98.02.20 
C10B 53/02 ZAB 
御池鐵工所 

固形有機物の炭化装置 
広い用途がある炭を固形有機物から効率的に産出し、余分
な空間が無く比較的コンパクトな構造を有し、廃棄物の排出
量に対して規模を柔軟に対応でき、更にダイオキシンの発生
防止について容易に対策のできるものを得る。 
固形有機物片を積層状態で収容するようにガス通過可能な
側壁で形成された搬送可能容器と、容器の外形にほぼ一致し
た横断面形状でやや大きい炉内部が耐火材で形成され、開閉
可能な開口部と、上方の着火部と、これの反対側に設けられ
た下方部の排気通路とを備えた炭化炉と、排気通路に接続さ
れて炭化炉から導入した可燃ガスを燃焼させるバーナーを入
口部に備え、炉内にガス流迂回壁を備え、排気出口部から大
気中に排出する燃焼炉と、炭化炉の炉内部に開口部を経て敷
設されたレール上で移動可能で且つ容器の搭載可能な低い台
車とから構成。 

特許2892639 
98.02.27 
B09B 3/00 
御池鉄工所 

都市ゴミの無公害化処理プラント 
都市ゴミのプラスチック等の有機質系廃棄物からの固形物
や、廃棄木材片や廃棄タイヤ等から無公害裏に燃料やそれ以
外に多くの用途の有る炭を得る。 
都市ゴミの無公害化処理プラントは、プラスチックを含む
有機質系廃棄物を破砕する破砕装置と、破砕物から有価物を
選別する選別装置と、有価物の除去後にプラスチックとそれ
以外の破砕屑を前者が 70～30 重量％、後者が残りとなるよ
うに供給され、螺旋体によって送りをかけて撹拌混合しなが
ら圧縮して 120～300℃に加熱し、練り合わせて流動可能状
態にし、この中間生成物から多孔板を通して押し出し成形し
て固形物を形成する固形化装置と、容器中の固形物の上部に
着火させ、下部にかけて酸欠状態で蒸し焼きする炭化装置と
から構成される。炭化炉からの排気ガスを燃焼炉で 800℃以
上で完全燃焼させる。 バイオマス原料の調整 

分別・分離方法 

特許3278384 
97.09.05 
B09B 5/00 
御池鉄工所 

廃棄物の無公害化再生処理プラント 
事業所や家庭等から出る廃棄プラスチックや木屑や紙屑等
の可燃廃棄物を無公害で固形化して、固形物から無公害で燃
料やそれ以外に多くの用途の有る炭を得る。 
廃棄物の無公害化再生処理プラントは、各種のプラスチッ
クを含む有機質系廃棄物を破砕する破砕装置と、破砕物から
有価物を選別する選別装置と、有価物の除去後にプラスチッ
クとそれ以外の破砕屑を前者が70～30重量％、後者が30～
70 重量％となるように供給され、螺旋体によって送りをか
けて撹拌混合しながら圧縮して 120～300℃に加熱し、練り
合わせて流動可能状態にし、この流動状態の中間生成物から
多孔板を通して押し出し成形して棒状や粒状の固形物を形成
する固形化装置と、固形物を乾留して炭化する炭化装置とか
ら構成されており、炭化装置の煙道に補助バーナー又はアル
カリ性水溶液を入れたスクラバーを備えている。 

炭
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 

バイオマス原料の調整 
粉砕・成型方法 

特許3382042 
94.12.16 
C04B 38/00 304  
ﾅｶﾀ技研 

炭化物の製造方法 
可燃物あるいは可燃物を含む物とベントナイトを必須原料
とし、原料を湿式混合して成形し、成形体を焼成する。 

特許3122487 
91.08.02 
B09B 5/00 
ﾌ゚ ﾗﾝﾄﾞ研究所 

都市ごみ廃棄物からの固化体の製造方法 
都市ごみなどの廃棄物からクリーンな燃料や土木建築分野
の資源に有効な固形物を得る製造方法において、各工程のい
ずれかにおいてＣａＯと、ベントナイトまたは微粉炭を合理
的に添加処理する。 
廃棄物を廃棄物受入れ槽、第１破砕機、第１選別機、第２
破砕機、第２選別機、混合加熱反応器，圧縮成型器および乾
燥固化器を経て固形物を製造する際、前記廃棄物受入れ槽、
第１破砕機、第２破砕機および混合加熱反応器の各工程のい
ずれかまたは複数箇所の工程に最適なＣａＯと、ベントナイ
トまたは微粉炭などを添加して添加処理する。 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3236331 
92.01.13 
B09B 3/00 301 
ﾌ゚ ﾗﾝﾄﾞ研究所 

廃棄物による固形物の製造方法 
都市ごみなどの廃棄物からクリーンな燃料や土木建築分野
の資源に有効な固形物を得る製造方法において、各工程のい
ずれかにおいてＣａＯと、飛粉を合理的に添加処理する。 
最適なＣａＯと、水又は温水で粘着性を生ずる粉末糊材とし
ての例えば飛粉を添加して添加処理する。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（16/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

バイオマス原料の調整 
分別・分離方法 

特許2923244 
96.02.28 
B09B 3/00 
御池鉄工所 

廃棄物の固形燃料化リサイクルプラント 
大量の廃棄物を可燃有機物の多い軽量物と不燃無機物の多
い重量物に選別後、軽量物の可燃有機物を塩素ガスを抜いて
塩素ガス吸収装置に吸収させつつ圧搾溶解して硬くかつカロ
リーが高く安定した固形燃料を得る。 
廃棄物を破砕機で略 15cm 角以下に破砕後、磁石式選別機
で磁性物を除去、アルミ選別機でアルミを除去する。次いで
ロータセパレーターで磁性物やアルミ除去後の処理物を篩目
通過物と上端側へ搬送される軽量物と下端側への転落重量物
とに選別する。第一風力選別機で篩目通過物を風力選別し、
重量物を粉砕機で粉砕し、粉砕物を第二風力選別機で風力選
別する。固形燃料成形機は、軽量物と両風力選別機からの軽
量物を破砕混練し、圧縮粉砕し高温に発熱させて溶融後に固
形燃料を押出し形成する。塩素ガスは塩素ガス吸収装置に吸
収させる。 

品質向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許3101907 
95.12.14 
C10L 5/48 ZAB 
小熊鉄工所、氏家製作
所、新ｷｬﾀﾋ゚ ﾗｰ三菱 

廃棄物固形燃料化設備 
定量供給部からの各種廃棄物の排出量を設定することによ
り各種廃棄物の混合割合をコントロールすることができ、こ
のため各種廃棄物の混合割合の管理を容易に行うことができ
る。 
廃棄物を破砕する破砕部と、廃棄物の種類毎に定量供給可
能な独立した複数個の定量供給部と、破砕部から排出される
各種廃棄物を種類毎に定量供給部に選択して給送する選択給
送部と、各種廃棄物を減容固化して固形燃料として排出する
減容固化部と、廃棄物を減容固化部に給送する混合給送部と
を具備。 

特許2683631 
95.04.04 
B29B 17/00 ZAB 
御池鉄工所 

廃棄物リサイクルプラント 
大量の混合廃棄物を連続的に破砕し、可燃物を選別して固
形燃料を形成したり、有用金属を回収して、肥料等を得る。
スクリュークラッシャー等の破砕機と、破砕された処理物
を回転ロータを複数組み合わせて搬送しつつ大小の輪体間の
篩目で選別する選別ブロック上で篩目通過物と搬送物とに選
別する選別機と、選別機から選別されたプラスチックや木を
含む可燃物を破砕混練し圧搾部で圧縮溶解し成形部で固形燃
料を形成する固形燃料成形機から構成する。また、固形燃料
成形機に至るまで適宜鉄やアルミの金属が回収される。予熱
撹拌機や乾燥機を適宜設け、肥料用の発酵装置も設ける。 

特許2965486 
95.07.07 
B09B 5/00 ZAB 
御池鉄工所 

廃棄物リサイクルプラント 
大量の混合廃棄物を連続的に破砕し、無機物を除外して、
有機物を選別して発酵させ肥料や飼料としてリサイクルし、
固形燃料に使用できる可燃物を選別して乾燥し効率的に固形
燃料を形成し、有用金属を回収する。 
廃棄物リサイクルプラントは、スクリュークラッシャー等
の破砕機と、複数の大小の輪体を交互に配列した回転ロータ
を複数組み合わせて搬送しつつ大小の輪体間の篩目で選別す
る選別ブロック上で篩目通過物と搬送物とに少なくても二種
類に選別する選別機と、選別機の篩目から落下選別された有
機物の供給を受けて肥料を造る発酵槽と、選別機から選別さ
れたプラスチックや木を含む可燃物で固形燃料を形成する固
形燃料成形機とから構成されている。廃棄物の水分量に応じ
て予熱撹拌機や乾燥機を適宜設けることができる。 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

バイオマス原料の調整 
分別・分離方法 

特許3342985 
95.04.28 
C10L 5/46 
ｴﾇｹ ｹーｰﾌ゚ ﾗﾝﾄ建設 

一般ゴミの固形燃料化方法 
一般家庭ゴミの固形燃料化に際し、破砕機の負荷の軽減、
製造された固形燃料の、保存時の腐敗、悪臭、微生物および
黴の繁殖の防止、燃焼時の塩化水素ガスの除去。 
一般ゴミからなる原料は、貯留工程のピット＆クレーンに
よって貯留され、一次破砕によって75～100mmの粒度に粗破
砕される。次いで、一次破砕した原料に対して、磁力選別、
アルミ選別を実施して鉄、アルミニウムを除去する。次い
で、20～30mm の篩目を有する篩機を用い、原料の篩分けを
実施し、篩下の厨芥と篩上の残原料とに分離する。次いで、
篩上の原料に対して二次破砕 を実施し、20～30mm の粒度に
破砕する。一方、篩下の厨芥に、厨芥の乾燥重量の５～10％
の生石灰を添加し混合する。次いで、二次破砕した原料と、
生石灰と混合された厨芥とを乾燥・混合し、原料を、減容・
固化し、固形燃料に成形する。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（17/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

RDF 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3205042 
92.04.16 
C10L 5/40 
ｷｬﾉﾝ 

固形燃料の製造方法及びそれにより製造された固形燃料 
電子写真用乾式トナーを固形化することにより、公害問題
のない、経済性にも優れた廃棄トナーの処理手段、廃棄ト
ナーの有効利用の途を提供する。更に、他の廃棄材料の有効
利用をも同時に達成し、極めて安価な固形燃料としてその再
利用を図る。 

効率向上 
熱効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3122575 
94.04.15 
B09B 3/00 301 
ﾌ゚ ﾗﾝﾄﾞ研究所 

廃棄物による固形物の製造方法 
廃棄物を破砕して固形物を製造する際、同一プラントでの
処理能力を低下させることなく処理すると共に、第２破砕機
で物を詰まらせることなく細破砕し、固形物中のpHを12以
上に維持できるようにした廃棄物による固形物の製造方法。
都市ごみなどの廃棄物を廃棄物受入れ槽に投入した後、第
１破砕機、混合加熱反応器、第２破砕機を経て乾燥固化器で
乾燥固化して固形物を製造する際に、廃棄物の特性に応じて
アルカリ土類金属酸化物ＣａＯを添加して合理的に物理化学
的反応処理を行う。 

安全化・安定化 
安定運転保持 

測定・分析 

特許3046685 
92.10.13 
B09B 3/00 
ﾌ゚ ﾗﾝﾄﾞ研究所 

都市ごみ廃棄物の処理方法及びその装置 
都市ごみなどの廃棄物を油圧駆動型の第１破砕機で破砕
し、底に開閉口を備えたホッパ７へ供給すると共に重量を逐
一重量センサで検出し、所望の重量になる毎に、主としてア
ルカリ土類金属酸化物などからなる添加剤を所望の一定割合
で添加し、開閉口より第２廃棄物を混合付フィーダー間歇的
に供給し、第２破砕機へ供給し、この第２破砕機にて第２廃
棄物を微粉砕すると共に添加物の反応を促進させる。 

特許3029017 
96.12.27 
C10L 5/46 
栗本鉄工所 

生ごみを含む可燃性ごみの固形燃料化装置 
可燃物から不燃物を確実に除去して高純度の可燃物を回収
し、高エネルギーの固形燃料を得るとともに、減容成形機の
摩耗を軽減して長期の稼動に耐える。 
可燃性ごみは破袋機で破袋され、破袋された可燃性ごみは
破砕機で破砕され、破砕された可燃性ごみは乾燥機で乾燥さ
れ、乾燥された可燃性ごみ中の磁性物は磁選機により除去さ
れ、磁性物が除去された可燃性ごみは風力併用型振動篩機に
供給され、篩下の不燃物と篩上の可燃物と不燃物との複合物
およびダストとに選別される。風力により浮上した微細可燃
物を含むダストは捕集機で吸引捕集されるとともに、篩上の
複合物は、風力選別機によって粗い不燃物と比較的粗い可燃
物とに選別される。選別された可燃物は定量供給機を経て減
容成形機に定量供給され、該減容成形機において圧縮減容さ
れ、この過程で混在する樹脂の軟化溶融により固形燃料とな
る。 

バイオマス原料の調整 
分別・分離方法 

特許3024745 
96.12.27 
C10L 5/46 
栗本鉄工所 

生ごみを含む可燃性ごみの固形燃料化装置 
可燃物から不燃物を確実に除去し、可燃物の純度を大幅に
向上することができる。 
可燃性ごみは破袋機で破袋され、破袋された可燃性ごみは
破砕機で破砕され、破砕された可燃性ごみは乾燥機で乾燥さ
れ、乾燥された可燃性ごみ中の磁性物は磁選機により除去さ
れ、磁性物が除去された可燃性ごみは風力併用型振動篩機に
供給され、可燃物と不純物とに選別される。不燃物は振動篩
機の多孔板から落下する篩下物と落下しない篩上物として回
収され、可燃物は多孔板の下方から吹き上げる空気により浮
上し、捕集機に吸引捕集される。捕集された可燃物は、添加
剤供給装置からの消石灰とともに減容成形機に供給され、減
容成形機において圧縮減容され、樹脂の軟化溶融により成形
されて固形燃料となる。 

固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許2951499 
93.01.08 
C02F 11/12 ZAB 
ﾄｳﾌｸ 

２段式スラリー処理方法及び装置 
スラリーを一次脱水と二次脱水を２段に行い、低含水率の
スラッジを得、更に、乾留処理により資源有効再利用する。
圧送装置のケーシング内の弾性膜体を作動オイルにより拡縮
し、併せて、スクリュータイプのフィーダー兼ミキサーによ
り遠心分離装置で一次脱水したスラリーをスラッジ状態とし
てスラッジ室に供給し、分散された気泡を排気チャンバで内
部のシリコンフイルタを介して脱気し、みずみちのない低含
水比のスラッジとしてフィルタプレスに供給してチョコレー
ト状のケーキを得て、オートクレーブにより乾留し、乾留ガ
スを循環通路により循環し水分を脱水，脱臭し、脱水，脱臭
後のガスをバーナーで燃焼させ、コークス化した固形分を有
効再利用する。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（18/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

環境への配慮 
有害物質対策 
塩素化合物対策 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許2955611 
91.02.01 
B27K 5/00  

日本木材防腐工業組合、
本多 淳裕 

防腐・防虫性木材廃棄物の処理方法 
 防腐・防虫性木材は銅化合物、クロム化合物、ヒ素化合物
等の有害無機化合物を含むので、廃液を処理するには環境汚
染の問題がある。木材廃棄物より有害無機化合物を除去し、
処理済み木材廃棄物をパルプ原料あるいは燃料として、処理
生成物を再度防腐・防虫性薬剤として活用する。 
 木材廃棄物を破砕してチップとし、加熱酸性溶液により有
害無機化合物を抽出し、抽出液を濃縮して使用する。 

固
形
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許2933302 
94.04.15 
B09B 3/00 
ﾄｳﾌｸ 

一般廃棄物処理システム 
ピットに投入された一般廃棄物を解砕機により所定サイズ
以下の塊粒状にし、夾雑物を除去した後、粉砕機によりミン
チ状に粉砕して水分調整槽にて所定量の水分を供給し、振動
篩により所定粒度分のスラッジ化を行い、添加物混和槽にお
いて固化剤混入槽等を投入し、ミキサーにより均質なスラ
リー化を行い、混練装置により混練状態にして高圧圧送装置
により高圧フィルタプレスにて固液分離し、ケーキは造粒機
によりペレットとしたり、オートクレーブにより燃料炭とし
たりする。 
潜在熱量を有する廃棄物等の一般廃棄物の熱量を濃縮して
エネルギーとして再利用し、又、ペレット化して資源的に有
効利用するようにすることが出来る。 

特許3094400 
93.12.29 
C10L 1/32 ZAB 
ﾀ゙ ｲｾｷ 

産業廃棄物混合燃料の製造方法および産業廃棄物の再利用方
法 
各種産業廃棄物を、単なる廃物として埋め立てたり、焼却
処分したりするのではなく、セメント焼成炉等の産業用燃焼
炉などの燃料等として有効に再利用する方法。 
廃油30kg、含油廃水20kg、塊状塗料かす30kg及び汚でい
20kg を、連続的に摩砕機に投入して微粒化処理するととも
に混合し、得られた混合物を、配管及びノズルを介してセメ
ント焼成用燃焼炉中へ連続的に吐出し、燃焼させた。混合物
の全量に対する油分と水分との合計量は 84.2 重量％であ
り、油分と水分の合計量を100重量部とした場合に、油分は
44 重量部、水分は 56 重量部であり、また、回転粘度計に
よって測定した20℃における粘度は1820センチポイズであ
り、発熱量は5100kcal/kgであった。 

セ
メ
ン
ト
・
高
炉
用 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

コスト削減 
燃料削減 

バイオマス原料の調整 
分別・分離方法 

特許3225372 
92.07.02 
C02F 11/00  
太平洋ｾﾒﾝﾄ 
太平洋ｴﾝｼ ﾆ゙ｱﾘﾝｸﾞ 

汚泥の脱水乾燥焼却システム 
大量に発生する脱水汚泥ケーキを経済的に乾燥焼却すると
ともに焼却により再生した生石灰類を、当該脱水乾燥に再利
用したり、セメント原料あるいは土質改良剤として利用す
る。 
脱水乾燥工程において汚泥と生石灰類とを混合して汚泥の
脱水及び乾燥を行い、焼却再生工程において固形分を加熱し
て有機物を焼却するとともに有機物の燃焼熱により消石灰を
焼成して生石灰に再生する。 

特許2905864 
95.01.18 
C02F 11/10 ZAB 
産業技術総合研究所 

有機性汚泥の油化処理方法 
環境汚染やコスト高等の問題を起さずに有機性汚泥から燃
料に使用される油状物を製造する方法。 
固形状の有機性汚泥を加圧加熱処理して流動化物として貯
留し、流動化物を地下に埋設した反応器内で加圧加熱処理し
て油状物とする。油化処理用反応器は多重管構造で直管状の
縦型長管式反応器を使用し、地上にある原料供給口から供給
された流動化物が、地下深くで反応して地上にある生成物排
出口から排出される構造となっている。 

液
体
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3318520 
97.10.31 
C10G 1/10 
ﾃｨｸｽ 

油化方法 
常圧かつ比較的低温で、プラスチック、紙を含有する廃棄
物から高収率で高純度の燃料油を回収することができ、しか
も簡易で低コストな廃棄物の油化方法。 
プラスチック、紙の少なくとも一方を含有する廃棄物を、
少なくともカルシウム含有化合物及び水と混合し、密閉容器
中で加熱することにより廃棄物から燃料油を回収する。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（19/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

液
体
燃
料 

燃
料
化 

熱
化
学
的
変
換 

品質向上 
バイオマス原料の調整 
粉砕・成型方法 

特許2741565 
93.02.18 
C02F 11/00 ZAB 
ﾃｷｻｺ DEV CORP 

下水汚泥から燃料を生成するプロセス 
環境を汚染することなく、有害な下水汚泥を安全にかつ低
コストで処分する改良されたプロセス。 
約 0.5 ～20 重量％の固形物含有量を有する下水汚泥は、
ベルトフィルタープレスにおける加圧により、ついで任意選
択的には、強力プレスにおける加圧により濃縮される。脱水
下水汚泥は、加熱され、フラッシュ蒸発や遠心分離され、つ
いで補助燃料、例えば液体炭化水素燃料や固体炭質燃料と混
合されて、約 50～70 重量％の範囲の全固形物含有量を有
し、約 10～40 重量％の脱水下水汚泥から成り、かつ約
5,000 ～14,000BTU/ポンドの高発熱量を有するポンプ輸送可
能な燃料スラリーを生成する。 

反応の最適化 
装置の改良 

実登3037487 
(権利消滅) 
96.11.06 
C11B 13/00 
政宗 茂 

廃食用油処理装置 
天ぷらなどに使用された廃食用油をデイーゼルエンジンな
どの燃料に再生処理する廃食用油処理装置。 
上部に冷却管を設け、下部に分液装置を設けた反応釜と、
反応釜の内部に撹拌部を設けた撹拌装置と、反応釜の外部側
面を覆った加熱装置からなり、それらを一体化した廃食用油
処理装置。 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 

特許3028282 
96.02.28 
C10L 1/02 
染谷商店 

廃食用油を原資源として精製する重油バーナー用燃料および
廃食用油を原資源としての再利用方法 
従来捨てていた廃食用油を原資源として製造するディーゼ
ル燃料およびそのディーゼル燃料を分離した副産物から収率
良く分離する有用なグリセリン、更に残った副産物を重油代
替燃料等に有効利用する。 
廃食用油を加熱し、メタノールと苛性アルカリを溶解した
溶液を加えてエステル交換反応を行い分離精製する高級脂肪
酸メチルエステルからなるディーゼル燃料と、その副産物に
中和反応を行いメタノールを蒸留回収して分離精製するグリ
セリンと、その残部の高級脂肪酸を再度メタノールと硫酸触
媒でエステル化反応を行い、硫酸触媒を中和して、水洗除去
して精製する高級脂肪酸メチルエステルと高級脂肪酸からな
る重油バーナー用燃料。 

バ
イ
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品質向上 
熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許3159679 
98.01.20 
C10L 1/08 
ｴﾁﾙ CORP 

燃料潤滑性改良用のジエタノールアミン誘導体とバイオ
ディーゼル燃料のブレンド 
低硫黄燃料の潤滑性を改善するための添加物。 
ジエタノールアミン誘導体とバイオディーゼル燃料からな
るブレンドの使用及び上記潤滑性添加剤を含む燃料と添加剤
濃縮液。 

特許3041136 
91.06.24 
B09B 3/00 

ｴﾙ ｴｰ ｱｰ G ﾌｭｱ ﾘｻｲｸﾘﾝｸﾞ 
ﾌｫﾝ エネルギー 

有機性廃物の処理方法及び処理装置 
有機性廃物の嫌気性消化のため、廃物を処理する方法、お
よび装置。 
生の有機物質からなる廃物を、粥状物製造用容器に入れ、
水を加えてインペラで攪拌し、粥状物を作る。金属等の重い
異物は閉じ込め室に集め、プラスチック等の軽い異物はレー
キ装置で取って貯蔵箱に入れる。粥状物はふるいを通してポ
ンプで汲み出され、攪拌反応装置に送られ、最終的にはメタ
ン反応装置に入れられてバイオガスを発生し、固体は堆肥性
残留物へと変換される。インペラ１４の速度を処理段階に応
じて変化させることにより、エネルギーの節約、および高効
率が達成される。 メ

タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
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効率向上 
反応効率向上 

バイオマス原料の調整 
可溶化・薬剤添加等 

特許3226514 
91.06.24 
B09B 3/00 

ｴﾙ ｴｰ ｱｰ G ﾌｭｱ ﾘｻｲｸﾘﾝｸﾞ 
ﾌｫﾝ エネルギー 

廃棄物の処理方法及び粥状化装置 
廃棄物の嫌気性消化のため、廃棄物を処理する方法、およ
び装置。 
水が充填されている粥状物製造用容器に、生の有機物質か
らなる廃棄物を入れてインペラで攪拌し、粥状物を作る。粥
状物はふるい板を介してポンプで抜き出す。粥状物を抜き出
した粥状物製造用容器に新たな水を加えて洗浄し、金属等の
重い異物は閉じ込め室に集め、プラスチック等の軽い異物は
レーキ装置で取る。異物を取った粥状物製造用容器内の水
は、次回の廃棄物の粥状物を作る際の水として使用する。粥
状物製造用容器から抜き出された粥状物は、攪拌反応装置、
嫌気性加水分解装置等に送られ、最終的にはメタン反応装置
に入れられてバイオガスへと変換される。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（20/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許3303905 
97.02.27 
B09B 3/00 

生物系特定産業技術研究
推進機構 

家畜糞尿の嫌気性消化処理法 
糞尿の一体処理ができ、短時間に十分な消化処理ができる
家畜糞尿の嫌気性消化処理法。 
家畜糞尿を、固液分離を行なわずにそのまま、高温で改質
処理した後、生物学的に可溶化７するか、又は、高温で改質
処理した後、圧搾して夾雑物を分離し、生じた搾汁液を生物
学的に可溶化するか、又は、そのまま圧搾して夾雑物を分離
し、生じた搾汁液を高温で改質処理した後、生物学的に可溶
化するか、又は、そのまま高温で改質しつつ圧搾して夾雑物
を分離した後、生じた搾汁液を生物学的に可溶化し、次いで
中水温でメタン発酵することとしたものであり、家畜糞尿を
高温で改質処理する際の加熱源として、メタン発酵で発生す
るバイオガスを用いる。 

バイオマス原料の調整 
可溶化・薬剤添加等 

特許3145957 
97.07.14 
B09B 3/00 ZAB 
ｱﾀｶ工業 

廃棄物処理方法 
固形状の有機性廃棄物を含有する廃棄物を効率よく簡単に
処理でき、生成するメタンガスの有効利用が図れる廃棄物処
理方法。 
有機性廃棄物を前処理手段の解破砕装置に投入し、破袋お
よび破砕して夾雑物を除去後、前処理手段の金属除去装置に
て夾雑物の金属を除去する。夾雑物の除去後に調整手段に
て、スチームを用いて約 55℃に加温しつつ攪拌混合し、TS
濃度が 20％以下となるスラリー状の調質物を調製する。TS
濃度が５％以上の場合、栄養塩類添加手段にて、栄養塩類で
ある鉄化合物、ニッケル化合物およびコバルト化合物の少な
くともいずれか一方を適宜添加する。調質物をメタン発酵消
化槽にてメタンガスを回収しつつメタン発酵処理後、固液分
離手段にて固液分離し、分離液を返送し固形分をコンポスト
化する。嫌気微生物の活性に必要な栄養塩類のバランスを確
保でき、効率よく処理できる。 

バイオマス原料の調整 
粉砕・成型方法 

特許3400292 
97.04.16 
C02F 3/34 101 
ｱﾀｶ工業 

廃棄物処理方法 
メタン発酵にて得たメタンガスを有効利用可能で、有機性
汚水および有機廃棄物を効率よく容易に処理できる廃棄物処
理方法。 
除渣した屎尿汚水を生物処理手段に流入させ、除渣した浄
化槽汚水を屎渣分離手段に流入させる。屎渣分離手段で固液
分離した原液を生物処理手段に流入させ屎尿汚水とともに生
物学的硝化脱窒処理する。余剰汚泥を除去し無機凝集剤を添
加し凝集汚泥を除去し処理水を得、余剰汚泥および凝集汚泥
は屎渣分離手段に返送する。固形状の廃棄物を解破砕し、屎
渣分離手段からの固形分と混合し、メタン発酵処理する。メ
タン発酵処理後にマグネシウム化合物をpH7.5以上のアルカ
リ性側の雰囲気で燐総量に対してマグネシウムが１モル以下
で添加する。第２の固液分離手段にて固液分離後、濾液を屎
渣分離手段に返送し、肥効成分の反応した燐酸マグネシウム
アンモニウムを回収する。 

メ
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効率向上 
反応効率向上 

バイオマス原料の調整 
分別・分離方法 

特許3152357 
91.11.21 
C02F 3/28 ZAB 
三機工業 

有機性の懸濁物質を含む高濃度有機性廃水の嫌気性処理方法
およびその装置 
有機性の懸濁物質を高濃度に含む廃水を嫌気性処理する方
法およびその装置に関し、SS を高濃度に含む廃水を、固液
分離することによって、比較的 SS の濃度の小さい上澄液と
高濃度に SS を含む濃縮液とに分離し、これらを個別に嫌気
性処理する。 
高濃度の SS を含む高濃度有機性廃水の嫌気性処理するに
際し、希釈水又は処理水によって、SS を充分に洗浄し、固
液分離して、比較的SS濃度の小さい上澄液と高濃度にSSを
含む濃縮液とに分離し、上澄液は UASB、固体床、流動床と
いった高効率嫌気性バイオリアクターで高速に処理し、濃縮
液は浮遊型バイオリアクターと膜分離装置とを組み合わせた
装置で処理する。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（21/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

バイオマス原料の調整 
分別・分離方法 

特許3370355 
92.09.30 
C02F 3/34  
富士化水工業 

焼酎蒸留廃液の処理方法 
各種焼酎蒸留廃液を、環境汚染の問題を招来することな
く、また運転技術上や設備コスト上の問題を伴うことなく、
高い効率で処理する。 
アスペルギルス(Aspergillus）属のかびを焼酎蒸留廃液中
で培養することによって、焼酎蒸留廃液の固液分離性を向上
せしめ、培養後の焼酎蒸留廃液を固液分離し、その分離液を
上向流嫌気性汚泥床方式により処理して、その処理水を系外
に放流できるようにすると共に、固液分離後の残渣は飼料等
に有効利用できるようにする焼酎蒸留廃液の処理方法。 

特許2739263 
91.08.19 
C02F 3/28  
ｸﾎﾞﾀ 

日本下水道事業団 

廃水の嫌気性処理を行なう反応槽 
自己固定型反応槽における、造粒汚泥が形成されるまでの
馴養期間の短縮を図る。 
微生物の自己固定型反応槽であって、反応槽の上部に、下
端に流入口を有する沈澱槽とガス溜室とを設けるとともに、
沈澱槽の下部外側に、下向きに傾斜した導入路とこれに接続
して槽底に向けて垂下する汚泥返流管とを設ける。反応槽の
下部に流入した原水は、自己造粒汚泥により浄化され槽上部
へ上昇して行く。上部に至った処理水は、原水と発生ガスの
上昇流により導入路から汚泥返流管へと流入して固定床を上
昇するという循環流となり、処理水に含まれている汚泥の捕
促が十分に行われ、馴養期間が短縮される。 

特許2885737 
96.11.26 
C12M 1/00  

日本電気環境ｴﾝｼ ﾆ゙ｱﾘﾝｸﾞ

メタン発酵装置 
高濃度有機排水を処理するメタン発酵装置において、吸引
式膜モジュールユニットを用いて高効率な発酵反応を維持し
つつ長時間運転できるとともにより短時間で有機物含有水の
処理を行なう。 
メタン発酵槽とは別に、分離槽を設け、メタン発酵槽と分
離槽からのバイオガスを高圧ガス貯蔵タンクに蓄積し、メタ
ン発酵槽に供給される原水中の有機成分はメタン菌に分解さ
れBODの低い消化脱離液とバイオガスになる。また、消化脱
離液はバブラーで曝気され中空糸膜によって菌体や SS 分と
処理水に分離され、処理水が取り出されると同時にメタン菌
を含む濃縮液はメタン発酵槽に循環し菌体濃度を高めつつ嫌
気状態を維持する。 

特許2146881 
92.02.19 
C02F 3/00 ZAB 
東洋製作所 

有機廃液処理用の排熱回収式発酵処理槽 
省エネルギー化が図れるとともに、安定した速度で効率よ
く有機廃液の発酵分解処理が行なえる排熱回収式発酵処理
槽。 
有機廃液が管路によって送り込まれて貯溜される溜め槽と、
管路途中に設けられる第１の開閉弁と、断熱材で囲われ、こ
の溜め槽から送液される有機廃液が微生物によって発酵分解
処理される処理槽本体と、処理槽本体に設置され、コイル入
口が第１の開閉弁の入口側管路に接続されるとともに、コイ
ル出口が溜め槽に接続される加温用コイルと、コイル入口と
第１の開閉弁の入口側管路とを接続する管路の途中に設けら
れる第２の開閉弁と、処理槽本体内の有機廃液の液温を測定
する温度センサと、温度センサからのセンサ出力に基づいて
第１および第２の開閉弁の開閉を制御する制御部とを有し、
処理槽本体内の液温が、廃液の発酵処理に最適な所定温度に
維持されるように有機廃液を加温用コイルに通して処理槽本
体内を加温できるようにした。 
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効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特許2641009 
92.08.11 
C02F 11/04 ZAB 
荏原総合研究所 

有機性廃棄物の嫌気性消化処理方法 
嫌気性消化工程の系内に微生物群を高濃度に保持して、消
化日数の短縮化と有機物分解率の向上を得ることのできる嫌
気性消化処理方法。 
余剰汚泥等の有機性廃棄物を嫌気性消化工程で処理するに
際して、嫌気性消化工程から汚泥の一部を引き抜いて遠心分
離し、得られる濃縮汚泥を嫌気性消化工程に返送することを
特徴とする有機性廃棄物の嫌気性消化処理方法。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（22/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許1908876 
91.07.16 
C02F 11/04 ZAB 
土木研究所長 

嫌気性メタン発酵方法 
処理速度の大きい、汚泥または有機廃液の嫌気性メタン発
酵方法。 
消化槽から発生する消化ガスを、高分子気体分離膜を用い
二酸化炭素を主成分とする還流ガスとメタンを主成分とする
排出ガスとに分離し、還流ガスを消化槽に還流して汚泥中に
吹込み、消化槽内上部空間の二酸化炭素濃度を 50～
60vol.％に保持する。必要に応じ、系外から二酸化炭素を補
充し、またガス撹拌のために、別途、消化ガスを循環、槽内
液中吹込みを行ってもよい。簡単な装置と操作で、メタン発
生量が増加し、燃料用に適した排出ガスを多く取得できる。

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許2718467 
95.04.10 
C02F 3/28  

通商産業省基礎産業局長

アルコール蒸留廃液の処理方法 
アルコール蒸留廃液の新規な処理方法であって、アルコー
ル蒸留廃液を油化処理し、次いで嫌気的生物処理する方法に
おいて、該油化処理により生じたフェノール類を第１段階の
嫌気的生物処理により分解除去した後、残留する有機物を次
段階の嫌気的処理によりさらに分解する。工業的に実用性あ
る方法でアルコール蒸留廃液中の BOD を 90％以上除去する
ことができる。 

特許2511327 
(権利消滅) 
91.03.06 
C02F 3/34  
荏原総合研究所 

有機性汚水の処理方法 
 メタン発酵法において、光合成細菌培養と組み合わせて発
生熱エネルギーを増大させ、省資源的で多機能な有機性汚水
の処理行なう。 
 有機性汚水をメタン発酵工程で処理し、次いで紅色非硫酸
細菌、紅色硫黄細菌による光合成細菌培養工程で処理する。
発生する水素含有ガスをメタン発酵で発生するガスと合流し
て、メタン発酵工程に導入する。 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許2516154 
(権利消滅) 
92.12.07 
C12P 5/02 
荏原総合研究所 

微生物学的エネルギー及び有用物質の生産方法及び装置 
安定的に水素を供給し、水素資化性メタン生成菌が要求す
る炭酸ガスを系内及び系外から供給して、多目的かつ複合機
能をもったエネルギー及び有用物質を生産する。 
太陽エネルギーを利用して水を電気分解して水素を発生さ
せ、生成した水素と炭酸ガスとを水素資化性メタン生成菌に
供給して培養し、そこから排出されるメタンを燃焼させてエ
ネルギーを得ると共に、メタンの燃焼により発生した炭酸ガ
スを水素資化性メタン生成菌の培養に供給し、増殖した該水
素資化性メタン生成菌の菌体の少なくとも一部を精製して有
用物質、例えばコリノイドを得ることにより微生物学的エネ
ルギー及び有用物質を生産する。 

効率向上 
反応効率向上 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許3066225 
93.07.20 
C05F 17/02 
大阪府、ｴｲﾁｲ ｼー  ー

製品貯槽 
事前に水分調整することなく、有機性排気物を連続的かつ
効率的に発酵堆肥化する。 
発酵槽内に投入された高含水有機性廃棄物を、中間堆肥と
攪拌混合するとともに細かく破砕して、好気的状態に変化さ
せる。発酵槽内温度又は発酵槽内から排出される排ガス中の
炭酸ガス量を測定し、発酵槽内の有機性廃棄物の発酵堆肥化
状態を検知する。この測定値から有機性廃棄物を最適発酵堆
肥化状態とするための空気供給量を決定・制御して発酵槽内
に供給し、有機性廃棄物を堆肥化発酵させるとともに、発酵
に伴って発生する 60～70℃の高温の湿り排ガスから熱回収
して50～60℃の温水または温風を得る。 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

安全化・安定化 
安定運転保持 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
運転管理・制御 

特許2500137 
91.10.31 
C12M 1/40  
ﾀﾊﾞｲｴｽﾍ゚ ｯｸ 

培養装置 
被培養物の活動状態に応じた量の栄養源及び酸素を従来よ
り正確に供給できるバイオリアクター。 
培地循環用ポンプにて培地を、培地リザーバから、ガス交
換器にて酸素を溶存させたのちバイオリアクターに通過さ
せ、再び培地リザーバへ戻すように循環させる培養装置にお
いて、バイオリアクターを出た培地中の溶存酸素量を測定す
る溶存酸素検出装置と、新鮮培地ボトルと、ボトルから培地
リザーバへ新鮮培地を供給する供給ポンプと、リザーバから
培地を排出するポンプと、ポンプ動作を制御する制御部とを
備え、該制御部は前記検出装置により検出された溶存酸素濃
度を、予め定めた溶存酸素濃度に維持する方向に培地流量を
制御すべく循環用ポンプの動作を制御するとともに、供給及
び排出ポンプの各動作を、バイオリアクター内で消費される
溶存酸素量に比例した量の培地交換を行うように制御する。
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（23/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

コスト削減 
設備費削減 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特許3062581 
95.03.09 
E04H 7/18  

銭高組、積水化学工業

汚泥処理槽の建設工法 
消化槽などの生物学的反応槽の建設において、現場作業の
省力化、工期短縮、良好な環境での作業が可能な汚泥処理槽
及びその建設工法。 
消化槽は、杭に支持された下部円錐部、側壁円筒部、上部
円錐部からなる亀甲形（或は卵形）であり、槽璧は鉄筋コン
クリート製で PC 鋼材によりプレストレスが与えられてい
る。外壁はコンクリート打放しのままで、槽の内壁材はプラ
スチック発泡体をガラス長繊維等で強化した複合材で形成さ
れ、そのため型枠材、断熱材、防食材を兼備した部材として
用いることができ、予めコンクリート打設時に内壁材を打込
型枠として施工する。このような槽内に下水汚泥を入れてほ
ぼ 35℃前後を維持すると、嫌気性菌により汚泥中の有機分
が分解され、発生したメタンガスはエネルギー源として燃焼
させることができ、また、有機分を除去した汚泥は脱水乾燥
して廃棄処分される。 

コスト削減 
燃料削減 

バイオマス原料の調整 
分別・分離方法 

特許2777984 
95.12.26 
C02F 11/14  

農林水産省畜産試験場長

有機性スラリーの処理方法及び処理装置 
コンパクトで処理効率が高く、維持管理が容易で、しかも
処理経費の低い処理方法と、これに用いる装置。 
リン酸及びアンモニウムを含む有機性スラリーに Mg 塩を
添加し、MAP の結晶を形成させる第１工程と、MAP の結晶を
含む有機性スラリーを固相と、液相とに分離する第２工程
と、固相を好気的に発酵し、MAP を含有する堆肥を製造する
第３工程と、液相を上向流嫌気性汚泥ろ床法のメタン発酵槽
によって処理する第４工程と、第４工程からの流出液中の有
機成分と窒素の除去とを好気性生物膜式処理槽と脱窒槽とに
より行う第５工程と、メタンガスを用い、発電機又はボイ
ラーによって電力及び／又は温水を製造する。 

バイオマス原料の調整 
可溶化・薬剤添加等 

特許3272614 
96.10.24 
C02F 9/00 501 
大林組、ﾏﾘﾝｹﾐｶﾙ研究所

汚水処理装置 
十分な汚水処理機能を果たしながら小型で、かつ維持管理
が容易な汚水処理装置。 
汚水を消化処理槽、オゾン処理槽にて順に処理し、さらに
脱水機、沈澱槽にて処理する汚水処理装置において、前記オ
ゾン処理槽にて既に処理された汚水の一部を前記消化処理槽
へ返送する。 

特許2027246 
91.04.09 
D21C 5/02 ZAB 
ｵﾙｶ ﾝ゙ ﾌｧー ｾﾙ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ CO 

NV 

家庭廃棄物、産業廃棄物及び他の同様な廃棄物を処理してセ
ルロース材料を生成する方法 
未仕分けの家庭廃棄物及び産業廃棄物を、最少の費用かつ
最高の効率で、高品位の他の製品に変換できる方法及び装
置。 
空気分級において分けられた紙、織物及びプラスチック材
料からなる軽量分級物を洗浄ステーションに導き、洗浄され
た空気浮上可能材料をパルパに導き、パルパで処理した後
に、ふるい分け作業によりバラスト物質を除去し、ふるいを
通って水中に懸濁しているセルロース粒子を更に処理する。

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

特許3115038 
91.08.23 
C02F 11/04  
日本下水道事業団 

汚泥の消化・濃縮装置 
設置面積の縮小を図ること、および消化による汚泥の減量
化を図ることができるとともに、安定した汚泥の濃縮を行う
ことができる汚泥の消化・ 濃縮装置。 
適当な深さを有した反応槽をなすカラムを設け、カラム内
の底部側にベッドゾーンを形成するとともに、ベッドゾーン
に続く上部側にブランケットゾーンを形成し、カラム内にブ
ランケットゾーンおよびベッドゾーンにわたる長さを有した
攪拌器をなすピケットフェンスを設け、ブランケットゾーン
に連通して汚泥供給管を設け、ブランケットゾーンの下側部
と上側部とを連通して汚泥循環管を設けるとともに、汚泥循
環管の途中に循環ポンプを介装し、カラムの底部に連通して
汚泥引抜管を設け、カラムのブランケットゾーンに続く上部
側に連通して脱離液排出管を設けた。 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

コンパクト化 

不用物の処理 
不用物除去 

特許3197499 
97.02.06 
C02F 3/28 ZAB 
神鋼ﾊﾟﾝﾃｯｸ 

水処理装置及び水処理方法 
高い処理能力を維持したまま反応槽を含む装置全体をコン
パクトに形成できる水処理装置及び水処理方法。 
導入された原水と反応して処理水とする菌体グラニュール
が充填され、且つ菌体グラニュールと処理水を分離処理する
ことなく反応槽から排出する排出部を有する反応槽 と、反
応槽から排出された菌体グラニュールと処理水が共に導入さ
れ処理水と菌体グラニュールを分離する分離槽を具備する。
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（24/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許2934949 
96.05.13 
C02F 11/04 ZAB 
大広 

鶏糞のメタン発酵処理方法 
鶏糞を処理してメタンガスを採取するに当たって、悪臭の
防止と、メタン醗酵の効率化と、採取したメタンガスを利用
する。 
スリラー化槽内の鶏糞スラリーを、加温手段と槽内圧力が
高まったときメタンガスを取り出して圧力をほぼ一定に保つ
圧力制御手段を備えている密閉したガス発生槽の底部から取
り出した嫌気性菌含有水を、ガス発生槽の高さの中間より上
位に戻す循環により、槽内を攪拌してメタン発酵を促進する
とともに、底部から取り出した嫌気性菌含有水を、時 に々ス
リラー化槽に戻して、スリラー化槽及びガス発生槽の液面を
ほぼ一定に保とともに、装置各部から生じる嫌気性菌を含む
廃液をすべてスリラー化槽又はガス発生槽に還流させて、嫌
気性菌の流失を防止する。 

環境への配慮 
臭気対策 

反応の最適化 
装置の改良 
反応装置の改良 

実登3031824 
(権利消滅) 
96.05.29 
C02F 11/04  
大広 

鶏糞のメタン発酵処理装置 
鶏糞を処理してメタンガスを採取するに当たって、簡単な
装置により悪臭を防止し、メタン発酵を効率的に行う。 
鶏糞を水に溶してスラリー化するスリラー化槽と、鶏糞ス
ラリーをメタン発酵させるガス発生槽とをスラリー供給路で
結ぶとともに、ガス発生槽の底部と中程より上位とを結ぶ循
環路を設け、さらにガス発生槽の底部とスリラー化槽を結ん
でガス発生槽内の嫌気性菌含有水をスリラー化槽に戻す還流
路を設け、この還流路とスラリー供給路と循環路の３路は１
基の液送ポンプを共用していて、各路に設けた弁の開閉を制
御して適宜使い分ける。 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

バイオマス原料の調整 
分別・分離方法 

特許2647804 
94.09.30 
C02F 11/04 ZAB 
産業技術総合研究所 

生ゴミの処理方法 
生ゴミ又は濃縮生ゴミを高圧高温下で流動化し、得られた
流動化物を嫌気的に消化させると同時にメタンを回収する。
生ゴミ又は濃縮生ゴミを高圧高温下で流動化し、得られた
流動化物を固液分離処理し、この固液分離処理により得られ
た分離水を嫌気的に消化させると同時にメタンを回収する。
生ゴミ又は濃縮生ゴミを高圧高温下で流動化し、得られた
流動化物を固液分離処理し、この固液分離処理により得られ
た含水固形物を焼却処理するか又は有機肥料化する。 

反応の最適化 
装置の改良 
システム化 

特許3273189 
91.07.04 
H01M 8/00  
清水建設 

エネルギー供給・利用設備 
電力を主として燃料電池より供給するように構成したエネ
ルギー供給・利用設備にあって、燃料電池の効率的な運用が
図られるようにする。 
燃料電池の電力供給能力に余裕があるときに、その余剰電
力にて水を電気分解する。この電気分解によって生産された
水素をためておき、燃料電池の燃料として必要時に使用す
る。 

特許3242903 
99.01.30 
09B 3/00 ZAB 
富成環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 
裴 在根 

排気ガスの再循環を用いた生ゴミ消滅化装置 
各種の生ゴミを発酵分解させ減量化するための、排気ガス
の再循環を用いた生ゴミの消滅化装置。 
生ゴミの発酵過程で発生する発熱ガスをリングブロアおよ
び再循環システムを用いて全量回収して再使用するととも
に、白金触媒で悪臭を除去する脱臭器の高温熱を利用し、脱
臭器に流入する排気ガスを互に熱交換させることで、生ゴミ
の分解消滅化による消費電力を最大限に減らすことができ
る。 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

熱エネルギー回収 
回収熱の利用 

特許3406535 
99.03.26 
C02F 11/04  

畜産環境保全技術研究組
合 

湿潤有機性廃棄物から乾燥物を製造する方法及び装置 
湿潤有機性廃棄物を臭気対策、廃水対策を講じながら、効
率よく処理し乾燥物を製造する。 
湿潤有機性廃棄物をメタン発酵槽に導入してメタンガスを
発生させ、メタンガスを燃焼させ燃焼排ガスをガスタービン
発電機に導入する。メタン発酵処理廃棄物を脱水し、脱水廃
棄物とガスタービン発電機からの排ガスとを接触させ、脱水
廃液を好気性微生物処理する。生物処理装置からの処理液を
導入して処理水と余剰汚泥とに分離し、余剰汚泥と、乾燥工
程からの排ガスとを接触させる。 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（25/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 
(経過情報) 
出願日 
主IPC 
出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

メ
タ
ン
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

不用物の処理 
不用物除去 

特許2831498 
91.11.06 
C02F 3/28  
ｵﾙｶ ﾉ゙ 

上向流スラッジブランケット式の排水処理装置 
嫌気性微生物により有機性排水を処理する上向流式スラッ
ジブランケット法の処理装置として、処理水側に固体成分の
流出を少なくすることができる簡単な構造の気液分離機構。
処理槽の上部に、水中では固体成分の通過を阻止し気体中で
はガスの通過を自由に許すように、長繊維束を厚み方向に重
ねた状態で並列に引き揃えてスクリーンを形成し、処理槽内
の水面の一部を水面下から水面上に渡って囲むように張設
し、スクリーンで囲まれた水域に処理水の抜き出し手段を設
けた。これにより、スクリーンで固体成分が濾過された処理
水を抜き出すことができる 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3266908 
91.11.18 
C12P 7/06 

ﾕﾆﾖﾝ ﾅｼｵﾅﾙ ﾃ゙  ｸ ﾙ゙ﾌ ﾏ゚ﾝ ﾄ
ｩ゙ ﾃ ｨ゙ｽﾃｲﾗﾄ 

工業的アルコール発酵において細菌の生育を抑えるためのポ
リエーテル系イオノフォア抗生物質の使用 
工業的アルコール発酵の培養液においていずれかのポリ
エーテル系イオノフォア抗生物質を使用する。抗生物質は 
0.5～1.5ppm で細菌の生育を阻止し、酵母を使用したアル
コール発酵の生産性を向上させる。 ア

ル
コ
ー
ル
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

環境への配慮 
最終廃棄物削減 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許3405767 
93.06.30 
C02F 3/00 ZAB 
電力中央研究所 

モノエタノールアミン廃液の再資源化方法 
モノエタノールアミン液によってＣＯ2 を分離・回収する
プロセスにおける劣化ないし使用済みモノエタノール液の有
効利用。 
劣化ないし使用済モノエタノールアミン水溶液を、バイオ
リアクターにおいてエシェリキア・コリ等の微生物よって生
分解し、酢酸、水素、エタノール、ポリ 3-ヒドロキシ酪酸
等の有価物質に変換する。この生分解反応において、増殖し
た微生物菌体はまた、殺菌ないし乾燥することによって配合
飼料原料として利用可能。 

特許2511326 
91.03.06 
C02F 3/32 
荏原総合研究所 

光合成微生物による有機性汚水の処理方法 
 汚濁有機物、硫化物、窒素、リンなどの富栄養化原因物質
を含む有機性汚水を、CO2 等の環境悪化原因物質を排出せず
に、有価な物質に変換処理する。 
 有機性汚水中に含まれる高分子化合物を酸発酵させ、紅色
非硫黄細菌、紅色硫黄細菌による光合成細菌培養で処理し、
次いで、らん藻培養で処理することにより、水素生産と同時
に菌体内に汚水中の窒素、リンを同化させる。 

水
素
発
酵 

生
物
学
的
変
換 

効率向上 
反応効率向上 

反応の最適化 
反応の制御・管理 
反応条件最適化 

特許2511336 
(権利消滅) 
91.05.15 
C02F 3/34  
荏原総合研究所 

有機性汚水や汚泥からの水素生産法及び装置 
有機性汚水や汚泥をメタン発酵槽で処理するに当り、予め
特定のメタン発酵ブロッキング剤を加え、減圧発酵処理し水
素を生産し、次でＣＯ2 の供給条件下で紅色細菌類による
明・嫌気条件の光合成細菌培養処理することによりさらに水
素を生産する。汚濁物質を分解し、クリーンエネルギーであ
る水素に変転することができる。 

 

 

 



 

３. 主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

3.1 バイオマスエネルギー技術の技術開発拠点 

3.2 直接燃焼技術の技術開発拠点 

3.3 熱化学的変換技術の技術開発拠点 

3.4 生物学的変換技術の技術開発拠点 
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技術導入や売り込み先のアクセス情報の参考に資することを目的として、主要企業 20

社の技術開発拠点を特許公報等に記された発明者の住所・居所から調査した。 

バイオマスエネルギーの技術要素毎に示すが、出願件数の少ないものに関しては幾つか

の技術要素をまとめて示す。 

 

 

 

 

 

 

３. 主要企業の技術開発拠点 

 

バイオマスエネルギーの技術開発拠点は、関東、近畿、

中国、九州の各地方を中心として、全国に広がっている

が、東北、北海道は少ない。 

 

3.1 バイオマスエネルギー技術の技術開発拠点

特許流通 

支援チャート
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3.2 直接燃焼技術の技術開発拠点 

 直接燃焼のうち、燃焼技術に関する技術開発拠点と黒液燃焼技術に関する技術開発拠点

を図 3.2-1 にまとめて示す。また、燃焼技術に関する技術開発拠点の一覧表を表 3.2-1 に、

黒液燃焼技術に関する技術開発拠点の一覧表を表 3.2-2 に示す。 

技術開発拠点は関東地方、近畿地方、山陽地方が主である。これらの拠点は主要企業の

研究所がある場所に対応している。 

 

図 3.2-1 燃焼技術の技術開発拠点 

○1 ○8 ○9 ○10 ○14 ○15 ○16 ○17 ○20 ○21
○24 ○25 ○31 ○35 ○40 ○41 ○45○48 ○49  

○54○55○58  

○3 ○4 ○18 ○23 ○30 ○36 ○44  

○28 ○29  

○56○57  

○5  

○53  

○7 ○13 ○37 ○38 ○39 ○50 ○51  

○59  

○6 ○42 ○43 ○52

○11 ○26  

○2 ○47  

○12 ○22  

○32 ○33 ○34  

○19  

○46  

○27  
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表 3.2-1 燃焼技術の技術開発拠点一覧表 

○1  東京都大田区羽田旭町 11-1  株式会社荏原製作所 
荏原製作所 

○2  愛知県瀬戸市 
○3  神奈川県横浜市中区錦町 12  三菱重工業株式会社 横浜製作所 
○4  神奈川県横浜市金沢区幸浦 1-8-1  三菱重工業株式会社 横浜研究所 三菱重工業 
○5  長崎県長崎市深堀町 5-717-1  三菱重工業株式会社 長崎研究所 
○6  大阪府大阪市浪速区敷津東 1-2-47  株式会社クボタ 
○7  兵庫県尼崎市浜 1-1-1  株式会社クボタ 技術開発研究所 
○8  東京都中央区日本橋室町 3-1-3  株式会社クボタ 東京本社 

クボタ 

○9  東京都世田谷区 
○10  東京都中央区築地 5-6-4  三井造船株式会社 
○11  千葉県市原市八幡海岸通１  三井造船株式会社 三井造船 
○12  岡山県玉野市玉 3-1-1  三井造船株式会社 玉野事業所 
○13  兵庫県尼崎市金楽寺町 2-2-33  株式会社タクマ 

タクマ 
○14  東京都中央区日本橋 1-2-5  株式会社タクマ 東京支社 
○15  東京都千代田区大手町 2-2-1  石川島播磨重工業株式会社 本社 
○16  東京都江東区豊洲3-2-16 石川島播磨重工業株式会社東京エンジニアリングセンター 
○17  東京都江東区豊洲 2-1-1  石川島播磨重工業株式会社東京第一工場 
○18  神奈川県横浜市磯子区新中原町 1 石川島播磨重工業株式会社 基盤技術研究所

石川島播磨重工業 

○19  新潟県新潟市 
○20  東京都千代田区丸の内 1-1-2  日本鋼管株式会社 
○21  東京都千代田区内幸町 2-2-3  川崎製鉄株式会社 JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 
○22  岡山県倉敷市水島川崎通１ 川崎製鉄株式会社 水島製鉄所 
○23  神奈川県横浜市鶴見区末広町 2-4  株式会社東芝 京浜事業所 
○24  東京都府中市東芝町１  株式会社東芝 府中工場 東芝 
○25  東京都港区芝浦 1-1-1  株式会社東芝 本社事務所 
○26  千葉県富津市新富 20-1  新日本製鐵株式会社技術開発本部 

新日本製鐵 
○27  福岡県北九州市戸畑区大字中原46-59  新日本製鐵株式会社エンジニアリング事業本部
○28  広島県呉市宝町 6-9 バブコック日立株式会社 呉事業所 
○29  広島県呉市宝町 3-36  バブコック日立株式会社 呉研究所 
○30  神奈川県横浜市磯子区磯子1-2-10  バブコック日立株式会社横浜エンジニアリングセンター

バブコック日立 

○31  東京都港区浜松町 2-4-1  バブコック日立株式会社 
○32  茨城県日立市久慈町 4026  株式会社日立製作所 日立研究所 
○33  茨城県日立市大みか町 7-1-1  株式会社日立製作所 日立研究所 
○34  茨城県土浦市神立町 502  株式会社日立製作所 機械研究所 
○35  東京都千代田区神田駿河台 4-6  株式会社日立製作所 

日立製作所 

○36  神奈川県横浜市戸塚区戸塚町 216  株式会社日立製作所 情報通信事業部 
○37  兵庫県明石市川崎町 1-1  川崎重工業株式会社 明石工場 
○38  兵庫県神戸市中央区東川崎町 1-1-3  川崎重工業株式会社 神戸本社 
○39  兵庫県神戸市中央区東川崎町 3-1-1  川崎重工業株式会社  神戸工場 

川崎重工業 

○40  東京都江東区南砂 2-11-1  川崎重工業株式会社東京設計事務所 
明電舎 ○41  東京都品川区大崎 2-1-17  株式会社明電舎 

○42  大阪府大阪市此花区西九条 5-3-28  日立造船株式会社 
日立造船 

○43  大阪府大阪市住之江区南港北 1-7-89  日立造船株式会社 
○44  神奈川県平塚市久領堤 1-15  住友重機械工業株式会社 環境技術研究所 

住友重機械工業 
○45  東京都品川区北品川 5-9-11  住友重機械工業株式会社 

宇部興産 ○46  山口県宇部市大字小串字沖の山 1980  宇部興産株式会社  宇部機械製作所
日本碍子 ○47  愛知県名古屋市瑞穂区須田町 2-56  日本碍子株式会社 

○48  東京都調布市飛田給 2-19-1  鹿島建設株式会社 技術研究所 
鹿島建設 

○49  東京都港区元赤坂 1-2-7  鹿島建設株式会社 
○50  兵庫県神戸市中央区脇浜町 1-3-18  株式会社神戸製鋼所 神戸本社 
○51  兵庫県神戸市西区高塚台 1-5-5  株式会社神戸製鋼所 神戸総合技術研究所神戸製鋼所 
○52  大阪府大阪市中央区備後町 4-1-3  株式会社神戸製鋼所 大阪支社 

 

表 3.2-2 黒液燃焼技術の技術開発拠点一覧表 

三菱重工業 ○53  長崎県長崎市飽の浦町 1-1  三菱重工業株式会社 長崎造船所 
○54  神奈川県川崎市幸区小向東芝町１  株式会社東芝 総合研究所 

東芝 
○55  東京都府中市東芝町１  株式会社東芝 府中工場 
○56  広島県呉市宝町 3-36  バブコック日立株式会社 呉研究所 

バブコック日立 
○57  広島県呉市宝町 6-9  バブコック日立株式会社 呉工場 
○58  東京都江東区南砂 2-11-1  川崎重工業株式会社 東京設計事務所 

川崎重工業 
○59  兵庫県明石市川崎町 1-1  川崎重工業株式会社 明石工場 
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3.3 熱化学的変換技術の技術開発拠点 

(1) 熱変換技術 

 熱変換技術に関する技術開発拠点を図 3.3-1 に、また、一覧表を表 3.3-1 に示す。技術

開発拠点は関東地方、近畿地方、山陽地方が主である。これらの拠点は主要企業の研究所

がある場所に対応している。 

 

図 3.3-1 熱変換技術の技術開発拠点 
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表 3.3-1 熱変換技術の技術開発拠点一覧表 

○1  東京都大田区羽田旭町 11-1  株式会社荏原製作所 
荏原製作所 

○2  東京都目黒区 

○3  神奈川県横浜市中区錦町 12  三菱重工業株式会社 横浜製作所 

○4  神奈川県横浜市金沢区幸浦 1-8-1  三菱重工業株式会社 横浜研究所 

○5  長崎県長崎市深堀町 5-717-1  三菱重工業株式会社 長崎研究所 
三菱重工業 

○6  長崎県長崎市飽の浦町 1-1  三菱重工業株式会社 長崎造船所 

○7  大阪府大阪市浪速区敷津東 1-2-47  株式会社クボタ 
クボタ 

○8  兵庫県尼崎市浜 1-1-1  株式会社クボタ 技術開発研究所 

○9  東京都中央区築地 5-6-4  三井造船株式会社 

○10  千葉県市原市八幡海岸通１番地  三井造船株式会社 三井造船 

○11  岡山県玉野市玉 3-1-1  三井造船株式会社 玉野事業所 

○12  兵庫県尼崎市金楽寺町 2-2-33  株式会社タクマ 
タクマ 

○13  兵庫県高砂市荒井町新浜 1-2-1  株式会社タクマ 中央研究所 

○14  東京都江東区豊洲 2-1-1  石川島播磨重工業株式会社 東京第一工場 

○15  東京都江東区豊洲 3-1-15 石川島播磨重工業株式会社東二テクニカルセンター

○16  東京都江東区豊洲3-2-16 石川島播磨重工業株式会社東京エンジニアリングセンター
石川島播磨重工業 

○17  神奈川県横浜市磯子区新中原町１ 石川島播磨重工業株式会社基盤技術研究所

○18  東京都千代田区丸の内 1-1-2  日本鋼管株式会社 

○19  東京都千代田区内幸町 2-2-3  川崎製鉄株式会社 JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

○20  千葉県千葉市中央区川崎町 1  川崎製鉄株式会社 千葉製鉄所 

○21  東京都港区芝浦 1-1-1  株式会社東芝本社 事務所 

○22  東京都府中市東芝町１番地  株式会社東芝 府中工場 

○23  東京都杉並区 

○24  神奈川県横浜市鶴見区末広町 2-4  株式会社東芝 京浜事業所 

東芝 

○25  神奈川県川崎市幸区小向東芝町１  株式会社東芝 研究開発センター 

○26  千葉県富津市新富 20-1  新日本製鐵株式会社 技術開発本部 

○27  福岡県北九州市戸畑区大字中原46-59  新日本製鐵株式会社 エンジニアリング事業本部新日本製鐵 

○28  福岡県北九州市戸畑区大字中原46-59  新日本製鐵株式会社  機械・プラント事業部

○29  広島県呉市宝町 6-9 バブコック日立株式会社 呉事業所 

○30  広島県呉市宝町 3-36  バブコック日立株式会社 呉研究所 バブコック日立 

○31  神奈川県横浜市磯子区磯子1-2-10  バブコック日立株式会社横浜エンジニアリングセンター

○32  東京都千代田区神田駿河台 4-6  株式会社日立製作所 

○33  茨城県日立市大みか町 7-1-1  株式会社日立製作所 日立研究所 

○34  茨城県日立市大みか町 7-2-1  株式会社日立製作所 電力・電機開発本部 

○35  茨城県日立市幸町 3-1-1  株式会社日立製作所 日立工場 

日立製作所 

○36  栃木県下都賀郡大平町大字富田 800  株式会社日立製作所 冷熱事業部 

○37  東京都港区浜松町 2-4-1  川崎重工業株式会社  東京本社 

○38  兵庫県明石市川崎町 1-1  川崎重工業株式会社 明石工場 川崎重工業 

○39  兵庫県神戸市中央区東川崎町 1-1-3  川崎重工業株式会社 神戸本社 

明電舎 ○40  東京都品川区大崎 2-1-17  株式会社明電舎 

○41  大阪府大阪市此花区西九条 5-3-28  日立造船株式会社 
日立造船 

○42  大阪府大阪市住之江区南港北 1-7-89  日立造船株式会社 

○43  東京都品川区北品川 5-9-11  住友重機械工業株式会社 
住友重機械工業 

○44  愛媛県新居浜市惣開町 5-2  住友重機械工業株式会社 新居浜製造所 

○45  東京都品川区東品川 2-3-11  ＵＢＥビル  宇部興産株式会社 東京本社 
宇部興産 

○46  山口県宇部市西本町 1-12-32  宇部興産株式会社 宇部本社 

日本碍子 ○47  愛知県名古屋市瑞穂区須田町 2-56  日本碍子株式会社 

鹿島建設 ○48  東京都港区元赤坂 1-2-7  鹿島建設株式会社 

○49  兵庫県神戸市中央区脇浜町 1-3-18  株式会社神戸製鋼所 神戸本社 

○50  兵庫県神戸市西区高塚台 1-5-5  株式会社神戸製鋼所神戸 総合技術研究所神戸製鋼所 

○51  兵庫県神戸市 
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(2) 化学反応変換技術、炭化技術 

 化学反応変換技術に関する技術開発拠点と炭化技術に関する技術開発拠点をまとめて図

3.3-2 に示す。また、化学反応変換技術に関する技術開発拠点の一覧表を表 3.3-2 に、炭

化技術に関する技術開発拠点の一覧表を表 3.3-3 に示す。技術開発拠点は関東地方、近畿

地方、山陽地方が主である。これらの拠点は主要企業の研究所がある場所に対応している。 

 

図 3.3-2 化学反応変換技術、炭化技術の技術開発拠点 
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表 3.3-2 化学反応変換技術の技術開発拠点一覧表 

荏原製作所 ○1  東京都大田区羽田旭町 11-1  株式会社荏原製作所 

○2  東京都千代田区丸の内 2-5-1  三菱重工業株式会社 

○3  神奈川県横浜市中区錦町 12  三菱重工業株式会社 横浜製作所 

○4  神奈川県横浜市金沢区幸浦 1-8-1  三菱重工業株式会社 横浜研究所 

○5  神奈川県相模原市 

○6  広島県広島市西区観音新町 4-6-22  三菱重工業株式会社 広島研究所 

三菱重工業 

○7  長崎県長崎市深堀町 5-717-1  三菱重工業株式会社 長崎研究所 

クボタ ○8  大阪府大阪市浪速区敷津東 1-2-47  株式会社クボタ 

○9  東京都中央区築地 5-6-4  三井造船株式会社 
三井造船 

○10  千葉県市原市八幡海岸通１番地  三井造船株式会社 

○11  東京都江東区豊洲 3-2-16  石川島播磨重工業株式会社 豊洲総合事務所 

○12  東京都江東区豊洲3-1-15  石川島播磨重工業株式会社東京エンジニアリングセンター基盤技術研究所石川島播磨重工業 

○13  神奈川県横浜市磯子区新中原町1  石川島播磨重工業株式会社 機械・プラント開発センター

JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ ○14  東京都千代田区内幸町 2-2-3  川崎製鉄株式会社 

○15  東京都港区芝浦 1-1-1  株式会社東芝 本社事務所 

○16  東京都府中市東芝町 1  株式会社東芝 府中工場 

○17  神奈川県川崎市幸区小向東芝町 1  株式会社東芝 研究開発センター 

○18  神奈川県横浜市鶴見区末広町 2-4  株式会社東芝 京浜事業所 

東芝 

○19  神奈川県横浜市磯子区新杉田町 8  株式会社東芝 横浜事業所 

○20  千葉県富津市新富 20-1  新日本製鐵株式会社 技術開発本部 
新日本製鐵 

○21  福岡県北九州市戸畑区大字中原46-59  新日本製鐵株式会社 エンジニアリング事業本部

○22  広島県呉市宝町 6-9 バブコック日立株式会社 呉事業所 
バブコック日立 

○23  東京都港区浜松町 2-4-1  バブコック日立株式会社 

○24  茨城県日立市大みか町 7-1-1  株式会社日立製作所 日立研究所 

○25  茨城県日立市大みか町 7-2-1  株式会社日立製作所 電力・電機開発研究所

○26  茨城県日立市幸町 3-1-1  株式会社日立製作所日立工場 

○27  茨城県土浦市神立町 502  株式会社日立製作所 機械研究所 

○28  茨城県ひたちなか市堀口 832-2  株式会社日立製作所 日立研究所 

日立製作所 

○29  東京都千代田区神田駿河台 4-6  株式会社日立製作所 

○30  兵庫県明石市川崎町 1-1  川崎重工業株式会社 明石工場 
川崎重工業 

○31  兵庫県神戸市中央区東川崎町 1-1-3  川崎重工業株式会社 神戸本社 

○32  大阪府大阪市此花区西九条 5-3-28  日立造船株式会社 
日立造船 

○33  大阪府大阪市住之江区南港北 1-7-89  日立造船株式会社 

栗田工業 ○34  東京都新宿区西新宿 3-4-7  栗田工業株式会社 

○35  東京都品川区北品川 5-9-11  住友重機械工業株式会社 

○36  神奈川県平塚市夕陽ヶ丘 63-30  住友重機械工業株式会社 平塚事業所 住友重機械工業 

○37  愛媛県新居浜市惣開町 5-2  住友重機械工業株式会社 新居浜製造所 

○38  山口県宇部市西本町 1-12-32  宇部興産株式会社 宇部本社 
宇部興産 

○39  東京都品川区東品川 2-3-11  ＵＢＥビル  宇部興産株式会社 東京本社 

日本碍子 ○40  愛知県名古屋市瑞穂区須田町 2-56  日本碍子株式会社 

 

表 3.3-3 炭化技術の技術開発拠点一覧表 

荏原製作所 ○41  東京都大田区羽田旭町 11-1  株式会社荏原製作所 

三菱重工業 ○42  広島県広島市西区観音新町 4-6-22  三菱重工業株式会社 広島研究所 

クボタ ○43  大阪府大阪市浪速区敷津東 1-2-47  株式会社クボタ 

○44  東京都千代田区丸の内 1-1-2  日本鋼管株式会社 

○45  東京都千代田区内幸町 2-2-3  川崎製鉄株式会社 JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

○46  千葉県千葉市中央区川崎町１  川崎製鉄株式会社 技術研究所 

新日本製鐵 ○47  福岡県北九州市 

明電舎 ○48  東京都品川区大崎 2-1-17  株式会社明電舎 

○49  大阪府大阪市此花区西九条 5-3-28  日立造船株式会社 
日立造船 

○50  大阪府大阪市住之江区南港北 1-7-89  日立造船株式会社 

栗田工業 ○51  東京都新宿区西新宿 3-4-7  栗田工業株式会社 

住友重機械工業 ○52  東京都品川区北品川 5-9-11  住友重機械工業株式会社 

日本碍子 ○53  愛知県名古屋市瑞穂区須田町 2-56  日本碍子株式会社 
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(3) RDF 燃料化技術 

 RDF 燃料化技術に関する技術開発拠点を図 3.3-3 に、また、一覧表を表 3.3-4 に示す。

技術開発拠点は関東地方、近畿地方、山陽地方が主である。これらの拠点は主要企業の研

究所がある場所に対応している。 

 

図 3.3-3 RDF 燃料化技術の技術開発拠点 

○1 ○8 ○9 ○10 ○11 ○17 ○20  

○2 ○3  

○4 ○13  

○14 ○15  

○6 ○7 ○18  

○12 ○16  

○21

○5 ○19  
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表 3.3-4 RDF 燃料化技術の技術開発拠点一覧表 

荏原製作所 ○1  東京都大田区羽田旭町 11-1  株式会社荏原製作所 

○2  神奈川県横浜市中区錦町 12  三菱重工業株式会社 横浜製作所 

○3  神奈川県横浜市金沢区幸浦 1-8-1  三菱重工業株式会社 横浜研究所 

○4  広島県広島市西区観音新町 4-6-22  三菱重工業株式会社 広島研究所 
三菱重工業 

○5  山口県下関市彦島江の浦 6-16-1  三菱重工業株式会社 下関造船所 

クボタ ○6  大阪府大阪市浪速区敷津東 1-2-47  株式会社クボタ 

タクマ ○7  大阪府大阪市北区堂島浜 1-3-23  株式会社タクマ 

○8  東京都江東区豊洲3-1-15  石川島播磨重工業株式会社東京エンジニアリングセンター基盤技術研究所
石川島播磨重工業 

○9  東京都江東区豊洲 2-1-1  石川島播磨重工業株式会社 東京第一工場 

○10  東京都千代田区丸の内 1-1-2  日本鋼管株式会社 

○11  東京都千代田区内幸町 2-2-3  川崎製鉄株式会社 JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

○12  千葉県千葉市中央区川崎町 1  川崎製鉄株式会社 技術研究所 

バブコック日立 ○13  広島県呉市宝町 6-9 バブコック日立株式会社 呉事業所 

○14  兵庫県明石市川崎町 1-1  川崎重工業株式会社 明石工場 

○15  兵庫県神戸市中央区東川崎町 1-1-3  川崎重工業株式会社 神戸本社 川崎重工業 

○16  千葉県八千代市上高野 1780  川崎重工業株式会社 八千代工場 

明電舎 ○17  東京都品川区大崎 2-1-17  株式会社明電舎 

日立造船 ○18  大阪府大阪市住之江区南港北 1-7-89  日立造船株式会社 

○19  山口県宇部市西本町 1-12-32  宇部興産株式会社 宇部本社 
宇部興産 

○20  東京都品川区東品川 2-3-11  ＵＢＥビル  宇部興産株式会社 東京本社 

日本碍子 ○21  愛知県名古屋市瑞穂区須田町 2-56  日本碍子株式会社 
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(4) 固形燃料化技術、セメント・高炉用燃料化技術 

 固形燃料化技術、セメント・高炉用燃料化技術に関する技術開発拠点を図 3.3-4 に、ま

た、一覧表を表 3.3-5、表 3.3-6 に示す。技術開発拠点は関東地方が主である。これらの

拠点は主要企業の研究所がある場所に対応している。 

 

図 3.3-4 固形燃料化技術、セメント・高炉用燃料化技術の技術開発拠点 

○1 ○5 ○6 ○7 ○17  

○19 ○20 ○21  
○12
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○3 ○4 ○15 ○16  

○24  

○18

○23

○8 ○9  

○22  

○2  

○13 ○14  
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表 3.3-5 固形燃料化技術の技術開発拠点一覧表 

荏原製作所 ○1  東京都大田区羽田旭町 11-1  株式会社荏原製作所 

三菱重工業 ○2  長崎県長崎市深堀町 5-717-1  三菱重工業株式会社 長崎研究所 

クボタ ○3  兵庫県尼崎市浜 1-1-1  株式会社クボタ 技術開発研究所 

タクマ ○4  兵庫県尼崎市金楽寺町 2-2-33  株式会社タクマ 

石川島播磨重工業 ○5  東京都江東区豊洲 2-1-1  石川島播磨重工業株式会社 東京第一工場 

○6  東京都千代田区丸の内 1-1-2  日本鋼管株式会社 
JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

○7  東京都千代田区内幸町 2-2-3  川崎製鉄株式会社 

○8  福岡県北九州市戸畑区大字中原46-59  新日本製鐵株式会社エンジニアリング事業本部
新日本製鐵 

○9  福岡県北九州市戸畑区大字中原46-59  新日本製鐵株式会社機械・プラント事業部内

○10  広島県呉市宝町 6-9 バブコック日立株式会社 呉事業所 

○11  広島県呉市宝町 3-36  バブコック日立株式会社 呉研究所 バブコック日立 

○12  神奈川県横浜市磯子区磯子1-2-10  バブコック日立株式会社横浜エンジニアリングセンター

○13  茨城県日立市大みか町 7-1-1  株式会社日立製作所 日立研究所 
日立製作所 

○14  茨城県日立市大みか町 7-2-1  株式会社日立製作所 電力・電機開発研究所

○15  兵庫県神戸市中央区東川崎町 1-1-3  川崎重工業株式会社 神戸本社 
川崎重工業 

○16  兵庫県明石市川崎町 1-1  川崎重工業株式会社 明石工場 

明電舎 ○17  東京都品川区大崎 2-1-17  株式会社明電舎 

 

表 3.3-6 セメント・高炉用燃料化技術の技術開発拠点一覧表 

タクマ ○18  大阪府大阪市 

石川島播磨重工業 ○19  東京都江東区豊洲 3-2-16  石川島播磨重工業株式会社 豊洲総合事務所 

○20  東京都千代田区丸の内 1-1-2  日本鋼管株式会社 
JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

○21  東京都千代田区内幸町 2-2-3  川崎製鉄株式会社 

○22  福岡県北九州市 
新日本製鐵 

○23  千葉県富津市新富 20-1  新日本製鐵株式会社 技術開発本部 

川崎重工業 ○24  兵庫県神戸市中央区東川崎町 1-1-3  川崎重工業株式会社 神戸本社 
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(5) 液体燃料化技術、バイオディーゼル燃料化技術 

 液体燃料化技術に関する技術開発拠点を図 3.3-5 に、また、一覧表を表 3.3-7 に示す。

技術開発拠点は関東地方、近畿地方、山陽地方が主である。これらの拠点は主要企業の研

究所がある場所に対応している。バイオディーゼル燃料化技術に関しては、主要 20 社か

らは出願されていない。 

 

図 3.3-5 液体燃料化技術の技術開発拠点 

○1 ○5 ○7 ○9  

○2 ○4 ○6

 

○3  ○8   

 

○10 ○11  

 



337 

表 3.3-7 液体燃料化技術の技術開発拠点一覧表 

荏原製作所 ○1  東京都大田区羽田旭町 11-1  株式会社荏原製作所 

三菱重工業 ○2  神奈川県横浜市中区錦町 12  三菱重工業株式会社 横浜製作所 

クボタ ○3  兵庫県尼崎市浜 1-1-1  株式会社クボタ 技術開発研究所内 

○4  神奈川県横浜市磯子区新中原町 1 石川島播磨重工業株式会社 技術研究所 
石川島播磨重工業 

○5  東京都江東区豊洲 3-2-16  石川島播磨重工業株式会社 豊洲総合事務所 

東芝 ○6  神奈川県川崎市川崎区浮島町 2-1  株式会社東芝 浜川崎工場 

○7  東京都千代田区神田駿河台 4-6  株式会社日立製作所 環境システム推進本部
日立製作所 

○8  茨城県日立市大みか町 7-1-1  株式会社日立製作所 日立研究所 

○9  東京都品川区東品川 2-3-11  ＵＢＥビル  宇部興産株式会社 東京本社 

○10  山口県宇部市西本町 1-12-32  宇部興産株式会社 宇部本社 宇部興産 

○11  山口県宇部市大字小串 1978-5  宇部興産株式会社 宇部研究所 
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3.4 生物学的変換技術の技術開発拠点 

(1) メタン発酵技術 

 メタン発酵技術に関する技術開発拠点を図 3.4-1 に、また、一覧表を表 3.4-1 に示す。

技術開発拠点は、関東地方、近畿地方、九州地方が主である。これらの拠点は主要企業の

研究所がある場所に対応している。 

 

図 3.4-1 メタン発酵技術の技術開発拠点 

○1 ○12 ○13 ○18 ○19 ○20 ○22 ○24 ○25 ○27 ○32 ○35 ○39 ○40 ○45○46

○2 ○3 ○4 ○16 ○17 ○21 ○23 ○37 ○38  

○5 ○28 ○29  

○6  

○7 ○8 ○11 ○15 ○30 ○31  
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○14 ○26  ○36

○41 ○42 ○43

○44  
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表 3.4-1 メタン発酵技術の技術開発拠点一覧表 

荏原製作所 ○1  東京都大田区羽田旭町 11-1  株式会社荏原製作所 

○2  神奈川県横浜市中区錦町 12  三菱重工業株式会社 横浜製作所 

○3  神奈川県横浜市金沢区幸浦 1-8-1  三菱重工業株式会社 基盤技術研究所 

○4  神奈川県横浜市金沢区幸浦 1-8-1  三菱重工業株式会社 横浜研究所 

○5  広島県広島市西区観音新町 4-6-22  三菱重工業株式会社 広島研究所 

○6  長崎県長崎市深堀町 5-717-1  三菱重工業株式会社 長崎研究所 

○7  兵庫県神戸市兵庫区和田崎町 2-1-1  三菱重工業株式会社 神戸造船所 

三菱重工業 

○8  兵庫県高砂市荒井町新浜 2-1-1    三菱重工業株式会社 高砂研究所 

○9  大阪市浪速区元町 3-1-4  株式会社クボタ なんば元町オフィス 

○10  大阪府大阪市浪速区敷津東 1-2-47  株式会社クボタ 

○11  兵庫県尼崎市浜 1-1-1  株式会社クボタ 技術開発研究所 
クボタ 

○12  東京都中央区日本橋室町 3-1-3  株式会社クボタ東京本社 

○13  東京都中央区築地 5-6-4  三井造船株式会社 
三井造船 

○14  千葉県市原市八幡海岸通１  三井造船株式会社 

タクマ ○15  兵庫県尼崎市金楽寺町 2-2-33  株式会社タクマ 

○16  神奈川県横浜市磯子区新中原町１  石川島播磨重工業株式会社 技術研究所 

○17  神奈川県横浜市磯子区新中原町1 石川島播磨重工業株式会社 機械・プラント開発センター

○18  東京都江東区豊洲3-2-16 石川島播磨重工業株式会社 東京エンジニアリングセンター 
石川島播磨重工業 

○19  東京都江東区豊洲 3-1-15 石川島播磨重工業株式会社 東二テクニカルセンター

○20  東京都千代田区丸の内 1-1-2  日本鋼管株式会社 

○21  神奈川県横浜市鶴見区末広町 2-1  日本鋼管株式会社 JFE ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

○22  東京都千代田区内幸町 2-2-3  川崎製鉄株式会社 

○23  神奈川県横浜市鶴見区末広町 2-4  株式会社東芝 京浜事業所 

○24  東京都府中市東芝町１  株式会社東芝 府中工場 東芝 

○25  東京都港区芝浦 1-1-1  株式会社東芝 本社事務所 

○26  千葉県富津市新富 20-1  新日本製鐵株式会社 技術開発本部 
新日本製鐵 

○27  東京都千代田区大手町 2-6-3  新日本製鐵株式会社 

○28  広島県呉市宝町 6-9 バブコック日立株式会社 呉事業所 
バブコック日立 

○29  広島県呉市宝町 3-36  バブコック日立株式会社 呉研究所 

○30  兵庫県明石市川崎町 1-1  川崎重工業株式会社 明石工場 
川崎重工業 

○31  兵庫県神戸市中央区東川崎町 1-1-3  川崎重工業株式会社 神戸本社 

明電舎 ○32  東京都品川区大崎 2-1-17  株式会社明電舎 

○33  大阪府大阪市此花区西九条 5-3-28  日立造船株式会社 
日立造船 

○34  大阪府大阪市住之江区南港北 1-7-89  日立造船株式会社 

○35  東京都新宿区西新宿 3-4-7  栗田工業株式会社 
栗田工業 

○36  京都府京都市 

○37  神奈川県平塚市久領堤 1-15  住友重機械工業株式会社 環境技術研究所 

○38  神奈川県平塚市夕陽ヶ丘 63-30  住友重機械工業株式会社 平塚事業所 住友重機械工業 

○39  東京都品川区北品川 5-9-11  住友重機械工業株式会社 

宇部興産 ○40  東京都品川区東品川 2-3-11  ＵＢＥビル 宇部興産株式会社 

○41  愛知県名古屋市瑞穂区須田町 2-56  日本碍子株式会社 

○42  愛知県春日井市 

○43  愛知県半田市 
日本碍子 

○44  熊本県熊本市 

○45  東京都調布市飛田給 2-19-1  鹿島建設株式会社 技術研究所 
鹿島建設 

○46  東京都港区元赤坂 1-2-7  鹿島建設株式会社 
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(2) アルコール発酵技術、水素発酵技術 

 アルコール発酵技術、水素発酵技術に関する技術開発拠点を図 3.4-2 にまとめて示す。

また、アルコール発酵技術の技術開発拠点の一覧表を表 3.4-2 に、水素発酵技術の技術開

発拠点の一覧表を表 3.4-3 に示す。技術開発拠点は関東地方が主であり、他に兵庫、宮城

にある。外国の技術開拠点は、タクマのものである。 

 

図 3.4-2 アルコール発酵技術、水素発酵技術の技術開発拠点 

○1

○2 ○3 ○4 ○5 ○9 ○10  

○7

○6

外国○8  
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表 3.4-2 アルコール発酵技術の技術開発拠点一覧表 

○1  神奈川県横浜市金沢区幸浦 1-8-1 三菱重工業株式会社 基盤技術研究所 
三菱重工業 

○2  東京都千代田区丸の内 2-5-1 三菱重工業株式会社 

明電舎 ○3  東京都品川区大崎 2-1-17  株式会社明電舎 

栗田工業 ○4  東京都新宿区西新宿 3-4-7  栗田工業株式会社 

 

 

表 3.4-3 水素発酵技術の技術開発拠点一覧表 

荏原製作所 ○5  東京都大田区羽田旭町 11-1  株式会社荏原製作所 

○6  兵庫県尼崎市金楽寺町 2-2-33  株式会社タクマ 

○7  宮城県仙台市 タクマ 

○8  イギリス 

○9  東京都港区元赤坂 1-2-7  鹿島建設株式会社 
鹿島建設 

○10  東京都調布市飛田給 2-19-1  鹿島建設株式会社 技術研究所 
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資料１．ライセンス提供の用意のある特許 

 
特許流通データベース（独立行政法人工業所有権総合情報館のホームページ参照）によ

る検索結果に基づき、バイオマスエネルギーに関する特許でライセンス提供の用意のある

ものを示す。 

 
ライセンス提供の用意のあるバイオマスエネルギー関係特許（1/3） 

特許等番号 発明の名称 出願人 技術要素 

特許 2677141 可燃物の乾燥装置 JFE ホールディングス 
直接燃焼 

燃焼 

特許 3000147 下水汚泥の燃焼方法 産業技術総合研究所 
直接燃焼 

燃焼 

特許 3047561 廃棄物焼却炉の廃熱回収方法 JFE ホールディングス 
直接燃焼 

燃焼 

特願 2003-303533 
バイオマスの自己触媒作用を利用したガス

化法 
産業技術総合研究所 

熱化学的変換 

熱変換 

特許 3032710 産業・家庭廃棄物の処理装置 岩崎 三七十 
熱化学的変換 

熱変換 

特許 3052496 灰溶融炉の炉内圧力制御方法 大同特殊鋼 
熱化学的変換 

熱変換 

特開平 09-112863 塵発電設備 三菱重工業 
熱化学的変換 

熱変換 

特願 2000-398393 
バイオマスを利用した石炭の加圧噴流床ガ

ス化方法 
産業技術総合研究所 

熱化学的変換 

化学反応 

特許 2979149 熱化学的分解による水素の製造方法 
石炭利用総合センター 

産業技術総合研究所 

熱化学的変換 

化学反応 

特許 2997779 藻類からの気体燃料の製造方法 産業技術総合研究所 
熱化学的変換 

化学反応 

特許 2961247 セルロース系バイオマスのガス化方法 産業技術総合研究所 
熱化学的変換 

化学反応 

特許 2500337 
セルロ―ス系バイオマスからの炭化水素の

製造方法 
産業技術総合研究所 

熱化学的変換 

化学反応 

特許 2671944 
セルロース系バイオマスからの水素の製造

方法 
産業技術総合研究所 

熱化学的変換 

化学反応 

特許 3057250 有機廃棄物の処理方法 
石炭利用総合センター 

産業技術総合研究所 

熱化学的変換 

化学反応 

特許 3165884 
有機固形廃棄物と液状廃棄物との同時処理

方法 
大阪瓦斯 

熱化学的変換 

化学反応 

特許 2961247 セルロース系バイオマスのガス化方法 産業技術総合研究所 
熱化学的変換 

化学反応 

特許 2736330 
セルロース系バイオマスからの水素の製造

方法 
産業技術総合研究所 

熱化学的変換 

化学反応 

特開 2003-206490 
バイオマス半炭化圧密燃料前駆体およびバ

イオマス半炭化圧密燃料の製造方法 
産業技術総合研究所 

熱化学的変換 

炭化 
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ライセンス提供の用意のあるバイオマスエネルギー関係特許（2/3） 
特許等番号 発明の名称 出願人 技術要素 

特開 2003-161405 燃焼炉、有機物炭化法及びその装置 ワコー 
熱化学的変換 

炭化 

特開 2002-161278 炭化物の製造方法 産業技術総合研究所 
熱化学的変換 

炭化 

特許 3037688 
多孔性焼成体を用いたダイオキシンの吸着

除去方法 

石橋 昇 

富田 浚次 

熱化学的変換 

炭化 

特許 2736750 有機廃棄物炭化処理方法およびその装置 西 正成 
熱化学的変換 

炭化 

特許 3100956 
廃プラスチック類を含有する有機性固形廃

棄物の処理方法及び装置 
川崎重工業 

熱化学的変換 

燃料化 

固形燃料 

特許 2526363 懸濁光合成微生物の有効利用法 

地球環境産業技術研究機

構 

日立製作所 

熱化学的変換 

燃料化 

液体燃料 

特許 1660994 セルロース系バイオマスの液化方法 産業技術総合研究所 

熱化学的変換 

燃料化 

液体燃料 

特許 1653949 
超臨界条件下の近傍におけるセルロース系

バイオマスの液化法 
産業技術総合研究所 

熱化学的変換 

燃料化 

液体燃料 

特許 1653948 木質系バイオマスの液化方法 産業技術総合研究所 

熱化学的変換 

燃料化 

液体燃料 

特許 1791733 セルロース系バイオマスの高収率液化方法 産業技術総合研究所 
熱化学的変換 

液体燃料 

特許 1856626 汚泥油化反応物からの油状物質の回収方法
産業技術総合研究所 

オルガノ 

熱化学的変換 

燃料化 

液体燃料 

特許 1952478 有機性汚泥の油化処理方法 
産業技術総合研究所 

オルガノ 

熱化学的変換 

燃料化 

液体燃料 

特許 2631211 メタン醗酵処理方法 

大阪府 

タキロン 

モリプラント 

生物学的変換 

メタン発酵 

特許 2064212 厨房廃棄物の資源化処理法 
大阪府 

蛋白資源開発 

生物学的変換 

メタン発酵 

特許 2733576 
ビフェニル化合物からメタンを製造する方

法 

産業技術総合研究所 

三菱電機 

生物学的変換 

メタン発酵 

特許 1967030 微生物活性計測装置 三菱電機 
生物学的変換 

メタン発酵 

特願 2003-306724 バイオマスによるメタノール製造方法 産業技術総合研究所 
生物学的変換 

アルコール発酵

特願 2003-189377 
バイオマスによるジメチルエ－テルの製造

方法 
産業技術総合研究所 

生物学的変換 

アルコール発酵
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ライセンス提供の用意のあるバイオマスエネルギー関係特許（3/3） 
特許等番号 発明の名称 出願人 技術要素 

特許 2027155 糖蜜からエタノール製造に適した細菌 
新エネルギー・産業技

術総合開発機構 

生物学的変換 

アルコール発酵

特許 1994380 
新規プラスミド及び該プラスミドを保有す

る微生物 

新エネルギー・産業技

術総合開発機構 

宝酒造 

生物学的変換 

アルコール発酵

特許 1462740 エタノールの製造法 食品総合研究所 
生物学的変換 

アルコール発酵

特許 1462739 
クロストリディウム・サーモヒドロスルフ

リカムＦＲＩ－３ 
食品総合研究所 

生物学的変換 

アルコール発酵

特許 2736331 
太陽熱を利用したセルロース系バイオマス

からの水素の製造方法 
産業技術総合研究所 

生物学的変換 

水素発酵 

特許 2736330 
セルロース系バイオマスからの水素の製造

方法 
産業技術総合研究所 

生物学的変換 

水素発酵 

特許 3169928 

水素光産生効率を改良したロドバクタース

フェロイデスＲＶの取り込み型ヒドロゲ

ナーゼ（Ｈｕｐ）欠損株の単離 

地球環境産業技術研究

機構 

ｴﾆﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・ｴｯｾ･ﾋﾟ･ｱ 

生物学的変換 

水素発酵 

特許 3169927 

水素光産生収率を向上したロドバクタース

フェロイデスＲＶのポリヒドロキシアルカ

ノイン酸類（ＰＨＡｓ）欠損株の単離 

地球環境産業技術研究

機構 

ｴﾆﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・ｴｯｾ･ﾋﾟ･ｱ 

生物学的変換 

水素発酵 

特許 2657763 微生物による水素製造法 

地球環境産業技術研究

機構  

鹿島建設 

生物学的変換 

水素発酵 
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